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第１部 総 論





平成３０年度決算の概況

平成 30 年度は，「 vs 東京『とくしま回帰』総合戦略（平成 27 ～令和元年度）」の折り返しを過ぎ，後半戦のス
タートを迎える年であることから，「地方創生の成果」を一日も早く県民の皆様に実感していただくため，徹底

した「 県民 目線」・「 現場 主義 」のも と， 全庁一 丸とな って 施策展 開を加速さ せていかなけれ ばならない重 要な

年度であった。

そこで，平成 30 年度当初予算は，「地方創生・実感」予算と銘打ち，「経済・雇用対策の推進」，「安全・安心
対策の 推進」，「大 胆素敵 とく しまの 実現 」の３ つの柱 立て により 編成すると ともに，国土強 靱化をはじめ とす

る「国の補正予算」を最大限に活用した「平成 29 年度 2 月補正予算」と合わせ，切れ目のない「 14 か月予算」
として編成し，効果的な執行を図った。

その後も，「大阪府北部地震」や「平成 30 年 7 月豪雨」を踏まえた「防災・減災対策」をはじめ，重要課題に
迅速かつ適確に対応するための「補正予算」を毎議会において切れ目なく編成し，機動的な対応に努めた。

また，「強靱でしなやかな財政基盤の確立」を目指す「財政構造改革基本方針（平成 29 ～令和元年度）」のも
と，課題解決に向けた施策展開と財政健全化を両立させるため，限られた財源の重点的かつ効率的な配分を行い，

諸事業を実施した。

１ 決算規模等

一般会計歳入歳出決算規模等の推移は第 1 表のとおりであり，平成 30 年度一般会計の決算状況は第 2 表，平
成 30 年度特別会計の決算状況は第 3 表のとおりである。
一般会計については，歳入決算額は 479,943,275 千円であり，前年度に比べて 2,780,803 千円，率にして 0.6 パー

セントの増となっている。増額の主な内訳は，県債 1,574,000 千円（前年度比増加率 3.1 ％），地方譲与税
1,381,346 千円（同 11.1 ％）となっており，これに対し減額は，地方交付税 2,737,333 千円（前年度比減少率 1.8 ％） ,
県税 321,480 千円（同 0.4 ％）となっている。
一方，歳出決算額は 465,824,034 千円であり，前年度に比べて 979,485 千円，率にして 0.2 パーセントの増とな

っている。増額の主な内訳は，土木費 7,009,501 千円（前年度比増加率 15.4 ％），災害復旧費 1,419,950 千円（同 64.3
％），衛生費 921,265 千円（同 3.5 ％）であり，これに対し減額は，公債費 3,381,965 千円（前年度比減少率 4.4 ％），
総務費 2,148,814 千円（同 6.4 ％），民生費 2,140,769 千円（同 3.6 ％）となっている。
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(単位：千円) 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

Ａ 498,629,266 488,445,908 475,143,032 477,162,472 479,943,275 

Ｂ 478,556,462 475,108,277 462,004,267 464,844,549 465,824,034 

Ｃ 20,072,804 13,337,631 13,138,765 12,317,923 14,119,241 

Ｄ 11,059,417 6,518,472 5,534,353 3,656,510 4,279,920 

Ｅ 9,013,387 6,819,159 7,604,412 8,661,413 9,839,321 

Ｆ 207,310 △ 2,194,228 785,253 1,057,001 1,177,908 

区　　　　　分

歳 入 歳 出 差 引 額
（ Ａ － Ｂ ）

翌 年 度 へ 繰 り 越
す べ き 財 源

実 質 収 支
（ Ｃ － Ｄ ）

単 年 度 収 支
（ Ｅ － 前 年 度 Ｅ ）

歳 出 決 算 額

歳 入 決 算 額

第１表 一般会計歳入歳出決算規模等の推移

２ 収支の状況
(1) 形式収支（一般会計）

歳入決算額と歳出決算額との差引額，すなわち形式収支は14,119,241千円の黒字となっている。
(2) 実質収支（一般会計）

形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源4,279,920千円を差し引いた額，すなわち実質収支は
9,839,321千円の黒字となっている。

(3) 単年度収支（一般会計）

平成30年度実質収支から前年度実質収支8,661,413千円を差し引いた額，すなわち単年度収支は
1,177,908千円の黒字となっている。
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(単位：千円) 

平成30年度 平成29年度 差引増減額 増 減 率

Ａ Ｂ Ｃ （％）
30年度
（％）

29年度
（％）

１ 県 税 78,112,905 78,434,385 △ 321,480 △ 0.4 16.2 16.4 

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 26,872,683 26,184,003 688,680 2.6 5.6 5.5 

３ 地 方 譲 与 税 13,878,827 12,497,481 1,381,346 11.1 2.9 2.6 

４ 地 方 特 例 交 付 金 239,499 184,509 54,990 29.8 0.1 0.1 

５ 地 方 交 付 税 146,451,815 149,189,148 △ 2,737,333 △ 1.8 30.5 31.2 

６ 交通安全対策特別交付金 225,732 248,341 △ 22,609 △ 9.1 0.1 0.1 

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 909,016 775,650 133,366 17.2 0.2 0.2 

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 5,854,315 5,903,448 △ 49,133 △ 0.8 1.2 1.2 

９ 国 庫 支 出 金 54,089,329 53,595,557 493,772 0.9 11.2 11.2 

10 財 産 収 入 994,215 752,843 241,372 32.1 0.2 0.2 

11 寄 附 金 318,850 100,928 217,922 215.9 0.1 0.1 

12 繰 入 金 70,937,330 69,020,975 1,916,355 2.8 14.9 14.5 

13 繰 越 金 12,317,923 13,138,765 △ 820,842 △ 6.2 2.5 2.7 

14 諸 収 入 16,376,836 16,346,439 30,397 0.2 3.4 3.4 

15 県 債 52,364,000 50,790,000 1,574,000 3.1 10.9 10.6 

479,943,275 477,162,472 2,780,803 0.6 100.0 100.0 

決　算　構　成　比

合　　　　　　計

区　　　　　分

第２表 平成３０年度一般会計の決算状況

（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ×100

① 歳 入
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(単位：千円) 

平成30年度 平成29年度 差引増減額 増 減 率

Ａ Ｂ Ｃ （％）
30年度
（％）

29年度
（％）

１ 議 会 費 970,071 966,486 3,585 0.4 0.2 0.2 

２ 総 務 費 31,330,044 33,478,858 △ 2,148,814 △ 6.4 6.7 7.2 

３ 民 生 費 57,432,710 59,573,479 △ 2,140,769 △ 3.6 12.3 12.8 

４ 衛 生 費 27,601,224 26,679,959 921,265 3.5 5.9 5.7 

５ 労 働 費 4,338,614 4,603,577 △ 264,963 △ 5.8 0.9 1.0 

６ 農 林 水 産 業 費 29,342,546 29,372,596 △ 30,050 △ 0.1 6.3 6.3 

７ 商 工 費 54,865,098 54,640,079 225,019 0.4 11.8 11.8 

８ 土 木 費 52,523,261 45,513,760 7,009,501 15.4 11.3 9.8 

９ 警 察 費 21,392,472 21,369,807 22,665 0.1 4.6 4.6 

10 教 育 費 81,476,052 82,513,448 △ 1,037,396 △ 1.3 17.5 17.7 

11 災 害 復 旧 費 3,629,584 2,209,634 1,419,950 64.3 0.8 0.5 

12 公 債 費 72,700,441 76,082,406 △ 3,381,965 △ 4.4 15.6 16.4 

13 諸 支 出 金 28,221,917 27,840,460 381,457 1.4 6.1 6.0 

465,824,034 464,844,549 979,485 0.2 100.0 100.0 

決　算　構　成　比

合　　　　　　計

区　　　　　分 （Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ×100

② 歳 出
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(単位：千円) 

歳入決算額
Ａ

歳出決算額
Ｂ

差引残高
Ａ － Ｂ

歳入決算額
Ｃ

歳出決算額
Ｄ

Ａ － Ｃ Ｂ － Ｄ

用 度 事 業 特 別 会 計 1,520,698 1,052,744 467,954 1,726,263 1,169,293 △ 205,565 △ 116,549 

市 町 村 振 興 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 5,288,698 1,371,628 3,917,070 4,756,922 697,737 531,776 673,891 

都 市 用 水 水 源 費 負 担 金 特 別 会 計 238,761 238,760 1 228,641 228,641 10,120 10,119 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 325,897 98,778 227,119 301,749 85,489 24,148 13,289 

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 72,835,771 71,843,462 992,309 0 0 72,835,771 71,843,462 

地方独立行政法人徳島県鳴門病院資金貸付金特別会計 436,000 436,000 0 0 0 436,000 436,000 

中 小 企 業 ・ 雇 用 対 策 事 業 特 別 会 計 111,598,190 111,400,000 198,190 107,877,635 107,675,984 3,720,555 3,724,016 

中 小 企 業 近 代 化 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 2,634,074 143,420 2,490,654 2,663,162 167,781 △ 29,088 △ 24,361 

徳 島 ビ ル 管 理 事 業 特 別 会 計 303,411 45,990 257,421 292,631 70,223 10,780 △ 24,233 

農 業 改 良 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 24,759 4,256 20,503 26,514 4,713 △ 1,755 △ 457 

林 業 改 善 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 274,416 109 274,307 273,598 120 818 △ 11 

県 有 林 県 行 造 林 事 業 特 別 会 計 232,593 232,065 528 217,471 216,724 15,122 15,341 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 276,182 726 275,456 261,025 669 15,157 57 

公 用 地 公 共 用 地 取 得 事 業 特 別 会 計 4,798,055 4,522,344 275,711 3,736,871 3,438,128 1,061,184 1,084,216 

流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 981,534 980,513 1,021 868,426 859,884 113,108 120,629 

港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 4,329,915 4,028,109 301,806 5,429,332 4,981,950 △ 1,099,417 △ 953,841 

県 営 住 宅 敷 金 等 管 理 特 別 会 計 257,855 15,980 241,875 189,922 13,979 67,933 2,001 

奨 学 金 貸 付 金 特 別 会 計 585,377 238,343 347,034 567,850 207,919 17,527 30,424 

証 紙 収 入 特 別 会 計 3,494,421 2,741,677 752,744 3,435,364 2,706,633 59,057 35,044 

公 債 管 理 特 別 会 計 127,346,133 127,346,133 0 120,647,296 120,647,296 6,698,837 6,698,837 

給 与 集 中 管 理 特 別 会 計 30,936,145 30,936,145 0 30,247,554 30,247,554 688,591 688,591 

合　　    　計 368,718,885 357,677,182 11,041,703 283,748,226 273,420,717 84,970,659 84,256,465 

差 引 増 減 額平　成　30　年　度 平　成　29　年　度
区　　　分

第３表 平成３０年度特別会計の決算状況
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第２部 各部局の主要施策の成果概要





１ 危機管理部

１ 災害対応力の強化

（１）行政の対応能力の強化（危機管理政策課，とくしまゼロ作戦課，消防保安課，防災人材育成センター）

ア 発生が懸念される南海トラフ巨大地震や，大規模災害への対応に備えるため，災害時の迅速な組織的対応が可能となるよう，

階層別研修を活用し，県職員の災害即応力の強化を図った。

イ 消防防災ヘリコプターによる効率的な捜索・救助，空中消火活動等を実施するため，ヘリコプター用燃料備蓄倉庫を整備す

るとともに，後方支援体制を強化するため，装備替え資機材，物資等を運搬する「クレーン付き資機材搬送車」の更新や，テ

ント，食料等の必要な物資の整備を行った。

ウ 県民の生命・財産を守る消防体制の更なる強化を図るため，市町村の消防広域化の指針となる「徳島県消防広域化推進計画」

の改定を行った。

エ 県南部・県西部の防災拠点である南部防災館及び西部防災館において平時・災害時のリバーシブルな活用を推進した。

オ 「南海トラフ地震等に対応した備蓄方針」に基づき，食料及び飲料水等の備蓄を行った。

カ 自然災害をはじめ，あらゆる危機事象に対応するため，総合情報ネットワークシステム，ヘリコプター直接衛星通信システ

ム（ヘリサットシステム）及びヘリコプターテレビ伝送中継システム等の適正な管理運営を行った。

キ 平成３０年７月豪雨災害の被災地における行方不明者の捜索救助を行うため，緊急消防援助隊を派遣するとともに，応急・

復旧から生活再建に至る総括的な支援を行うため，県職員を派遣した。

ク 消防・救急活動の充実強化を図るため，市町村の消防に対する指導等を行うとともに，全国に先駆け，土砂災害や大規模風

水害への対応に特化した「徳島県土砂・風水害機動支援部隊」を創設した。

ケ 多様な連携による広域的な応援・受援体制を構築するため，鳥取県との相互交流や連携活動を実施した。

コ 消防職員・消防団員の安全かつ的確な業務遂行に必要となる技術や知識に係る教育訓練を行った。

サ テロや武力攻撃をはじめ，新型インフルエンザ，家畜伝染病など様々な危機事象に対し，全庁を挙げた迅速で的確な対応を

図った。

シ 国民保護法に基づき，武力攻撃や緊急対処事態に迅速かつ的確に対応するため，国や市町村，関係機関との共同訓練を実施

した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

災害対応力強化推進事業 発生が懸念される南海トラフ巨大地震や，大規模災害への対応に備える ○階層別研修の実施：

ため，県職員を対象とした危機管理研修や防災服の更新を行うとともに， 平成30年8月30日，平成31年1月8日

主要庁舎に携帯トイレを備蓄し，災害対応力の強化を図った。 ○夏季防災服更新：130着

（3,869千円） ○携帯トイレ備蓄：43,000個
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航空消防防災体制運営費 県民の安全・安心の確保を図るため，消防防災ヘリコプターの積極的な ○消防防災ヘリコプターの出動件数

活用と的確な運航管理を実施した。 ・救急救助活動及び災害応急活動：58件

（192,428千円） ・災害予防等の防災活動：147件

消防防災ヘリコプター運 消防防災ヘリコプターによる，効率的な捜索・救助，空中消火活動等を ○ヘリコプター用燃料備蓄倉庫の整備：1箇所

用強化事業 実施するため，ヘリコプター用燃料備蓄倉庫を整備した。 （那賀町）

（4,349千円）

消防防災ヘリコプター 消防防災ヘリコプターの後方支援体制を強化するため，装備替え資機材 ○クレーン付き資機材搬送車の整備：1台

「うずしお」後方支援機 や物資等を運搬する「クレーン付き資機材搬送車」を更新するとともに， ○資機材等の整備：

能強化事業 テントや食料等の必要な物資を整備した。 （11,512千円） テント，簡易トイレ，簡易ベット，食料等

消防広域化推進事業 県民の生命・財産を守る消防体制の更なる強化を図るため，市町村の消 ○徳島県消防広域化推進計画の改定：

防広域化の指針となる「徳島県消防広域化推進計画」の改定を行った。 平成31年3月13日

（323千円）

南部防災館管理運営事業 防災意識の向上を図るため，県南部の防災拠点としての機能を果たす南 ○防災講座の開催：96回（参加人数：3,955人）
部防災館を運営し，県民に対して普及啓発を実施した。

（12,506千円）

西部防災館管理運営事業 防災意識の向上及び健康の増進を図るため，県西部の防災拠点としての ○防災，健康増進講座の開催：97回

機能を果たす西部防災館を運営し，県民に対して普及啓発を実施した。 （参加人数：1,796人）

（25,394千円）

備蓄物資整備事業 南海トラフ巨大地震及び中央構造線・活断層地震に備えるため，県と市 ○食糧等の備蓄

町村で構成する「災害時相互応援連絡協議会」において取り決めた公的備 ・アルファ化米：850食

蓄の役割分担や備蓄目標に基づき，県は，市町村が単独で備蓄するのが困 ・保存食：37,320食

難な「アレルギー対応の食料・粉ミルク」をはじめ，食料及び飲料水を一 ・保存用飲料水：39,888本 （500ml）

定量備蓄した。 9,972本（2,000ml）

（7,807千円） ・アレルギー対応の粉ミルク：30㎏

総合情報通信ネットワー 災害時における通信手段を確保し，情報の収集・伝達及び災害応急対策 ○保守点検委託業務の実施：

クシステム運営事業費 に万全を期するため，適正な運営管理を実施した。 平成30年11月10日～平成31年3月20日

（85,442千円） ○取扱説明会の開催：61箇所（回）

○各種通信訓練の実施

・防災週間非常通信訓練 ：平成30年9月12日

・全国非常通信訓練 ：平成30年11月28日

・防災相互通信波感度試験：平成30年11月29日

・防災とボランティア週間非常通信訓練：

平成31年1月15日～18日
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ヘリコプターテレビ伝送 災害時の映像情報を中継するシステムを円滑に運用するため，適正な運 ○保守点検委託業務の実施：

中継システム運営事業 営管理を実施した。 （2,500千円） 平成30年8月2日～9月28日

平成３０年７月豪雨救 平成３０年７月豪雨の被災地を支援するため，愛媛県など現地への ○被災地への職員派遣人数：132人
援対策費 職員派遣を実施した。 （11,490千円）

緊急消防援助隊派遣経費 平成３０年７月豪雨災害を受け消防庁からの求めに応じて，被災地へ緊 ○緊急消防援助隊徳島県大隊の派遣

急消防援助隊徳島県大隊を派遣し，行方不明者の捜索救助活動を実施した。 ・派遣先：広島県安芸郡坂町

（2,813千円） ・期 間：平成30年7月12日～28日

（延べ75隊 290人）

消防指導事業費 消防・救急活動の充実強化を図るため，市町村の消防に対する指導等を ○救急救命士追加講習の開催：

行うとともに，全国に先駆け土砂災害や大規模風水害への対応に特化した 平成30年9月9日（修了者：16人）

「徳島県土砂・風水害機動支援部隊」を創設した。 ○徳島県土砂・風水害機動支援部隊の創設：

（18,326千円） 平成31年3月16日（規模：11隊50人）

消防学校運営事業費 市町村の消防体制の充実強化を図るため，消防職員・消防団員の安全 ○教育訓練人員：411人

かつ的確な業務遂行に必要となる技術や知識に係る教育訓練を行っ （消防職員：213人，消防団員：198人）

た。 （69,675千円）

女性消防吏員活躍推進事 女性消防吏員の活躍を推進するため，キャリアアップを支援する研修会 ○女性消防吏員活躍促進研修会の開催：2回

業 を開催するとともに，女子学生を対象とした職業説明会を開催した。 （参加人数：16人）

（621千円） ○女性消防吏員をモデルにしたポスター等の

作成・配布

・ポスター：500部

・パンフレット：10,000部

・広報用クリアファイル：4,000部

危機管理調整費 危機事象発生時において，緊急に必要となる経費に充当するため，危機 ○豚コレラ・アフリカ豚コレラ侵入防止対策：

管理調整費を確保し，迅速な初動応急対策を実施した。 車両消毒用マット8セット，消毒薬210本
（1,343千円）

国民保護訓練費 県内におけるテロ発生に備え，国，地方公共団体，関係機関が一体とな ○国民保護共同訓練（実動訓練）の実施：

った国民保護共同訓練を実施した。 平成31年2月24日（参加機関：29機関）
（4,481千円）

（２）新たな防災対応の検討（とくしまゼロ作戦課）

「南海トラフ地震臨時情報」に基づく防災対応を検討するため，徳島県の地域特性を踏まえ，国・県・市町村・自主防災組織

・住民等が連携して取組みを進めていくための指針として「徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応方針」を策定・公表

した。
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主要事業名 主要事業内容及び成果

津波避難に関する実証事 「南海トラフ地震臨時情報」に基づく防災対応を検討するため，モデル ○「徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災

業 地区でのヒアリングや調査等の実施により課題を検証し，徳島県の地域 対応方針」の策定・公表：平成30年12月28日

特性を踏まえ，国・県・市町村・自主防災組織・住民等が連携して取

組を進めていくための指針として「徳島県南海トラフ沿いの異常な現

象への防災対応方針」を策定・公表した。 （3,777千円）

（３）「戦略的災害医療プロジェクト」の推進（とくしまゼロ作戦課，防災人材育成センター）

災害関連死をはじめとする「防ぎ得た死」をなくすため，平時と災害時とのつなぎ目のないシームレスな医療提供体制の構築を

推進した。

ア 各圏域の災害医療における応援・受援体制を強化するとともに，災害医療を担う人材の育成を実施した。

イ 避難所における良好な生活環境を確保するため，健康被害対策に重点を置いた避難所運営訓練を実施し，避難所運営リーダ

ーを養成した。

ウ 医学的管理を必要とする要配慮者対策として，医薬品・資機材の整備や医療機関・患者等関係者間のネットワークの構築を

推進した。

エ 災害時における避難所の設置・運営に国際基準を導入するための研修を実施した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

戦略的災害医療プロジ 平時と災害時とのつなぎ目のないシームレスな医療提供体制を構築 ○災害ロジスティクス研修の開催：1回

ェクト推進事業 するため，医療や防災関係者をはじめ，企業や地域が一体となった取 （参加人数：38人）

組みを推進した。 ○スフィア・プロジェクト研修の開催：4回

（31,998千円） （参加人数：81人）

○福祉避難所における資機材の整備・訓練の実施

：4市5町

○健康被害対策に重点を置いた

避難所運営訓練の開催：

平成30年11月11日，11月25日（修了者：40人）

２ 地域防災力の充実・強化

（１）防災意識の向上と防災人材の育成（危機管理政策課，消防保安課，防災人材育成センター）

ア 毎月一つのテーマに沿った点検を県民や事業者などに呼び掛ける「毎月１点検運動」を推進した。
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イ 県民，事業者，行政が一体となった「とくしま地震防災県民会議」を核に，地震・津波を迎え撃つ県民運動を展開するため，

「とくしま防災フェスタ」の開催やＦＣＰ（家族継続計画）の普及促進などに取り組んだ。

ウ 県立防災センターや南部・西部防災館において，各種啓発事業や講習会等を実施することにより，県民の防災知識の普及啓

発に努めた。

エ 県民が様々な場所や立場で防災活動に取り組めるよう，地域の防災リーダーとなる人材を育成するとともに，学校・地域に

おける防災教育・防災活動を支援するなど，「防災生涯学習」を推進した。

オ 住民主体の避難所運営体制づくりを促進するため，市町村が自主防災組織をはじめとする地域の様々な主体と連携した運営

体制を構築する取組みを支援した。

カ 消防団の充実強化を図るため，新たな担い手として女性や若者等の入団促進や消防技術向上のための事業を実施した。

キ 県内の災害遺産を活用し，地域防災の担い手や災害遺産を後世に引き継いでいく後継者を育成するため，小・中学生及び高

校生を対象とした災害遺産フィールドワークを実施した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

「自分の命は自分で守る」 南海トラフ巨大地震に備え，一層の自助力・共助力の向上を図るため， ○防災講座の開催：4回（参加人数：351人）

県民運動推進事業 「とくしま地震防災県民会議」と連携して，ＦＣＰ（家族継続計画）の定 ○「防災啓発作品展」の開催：

着を促進した。 平成31年2月19日～3月31日

（1,500千円） （応募点数：2,875点）

防災センター管理運営事 県民の防災意識の向上を図るため，県立防災センターを効果的・効率的 ○県立防災センター来館者数：26,073人（年間）
業 に運営し，展示施設や体験施設等を活用した防災啓発を実施した。

（31,025千円）

防災生涯学習推進事業 防災生涯学習を推進するため，地域と学校の連携による防災教育や各種 ○防災出前講座の実施：483回

啓発事業を実施した。 （3,804千円） （参加人数：27,654人）

地域防災力強化人材育成 地域の防災活動に積極的に取り組む人材（防災リーダー）を育成するた ○地域防災推進員養成研修の開催

推進事業 め，一般県民をはじめ，シルバー大学校大学院生や県職員等を対象に，防 ・一般県民

災士の資格を取得する「地域防災推進員養成研修」を実施した。 長期講座（平成30年4月11日～8月1日）

（4,616千円） 修了者 30人

とくしま防災「防人（さ 「地域防災推進員養成研修」について県内各圏域で受講できる環境を整 短期講座（平成30年7月7日～7月28日）

きもり）プロジェクト」 備するため，インターネットを利用したＷｅｂ講義を導入し，受講者の利 修了者 106人

推進事業 便性の向上を図った。 ・県職員等（平成30年8月1日～8月9日）

（2,990千円） 修了者 138人

地域連携・快適避難所運 住民主体の避難所運営体制づくりを促進するため，市町村が自主防 ○避難所運営体制の構築：

営モデル事業 災組織をはじめとする地域の様々な主体と連携した運営体制を構築す 鳴門市（大塚スポーツパーク）
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る取組みを支援した。 佐那河内村（村民体育館）
（1,984千円）

女性・若者消防団員等加 新たな担い手となる女性や若者等の消防団の加入促進を図るため，消防 ○「まとい」のデザイン公募・制作：

入促進パワーアップ事業 団ＰＲ用の「まとい」を制作し，イベントで活用するとともに，「消防団協 応募総数 1,033点

力事業所」の表彰や「消防団応援の店」拡大のための周知啓発を行った。 ○消防団協力事業所の表彰：3事業所

また，消防技術の向上を図るため，女性消防団員を対象にスキルアップ研 ○消防団応援の店：110店

修を実施した。 ○女性消防団員スキルアップ研修の開催：

（3,758千円） 平成31年3月10日（参加人数：21人）

地域を守る消防団加入促 若者の消防団への入団につなげるため，「大学生消防団加入促進等説明 ○大学生消防団加入促進等説明会の開催：

進事業 会」を開催するとともに，ＰＲ冊子を作成し，県内の高校や大学等に配布 平成31年2月23日（参加人数：30人）

した。 ○消防団加入促進ＰＲ冊子の

（1,126千円） 作成・配布：3,385部

災害遺産発掘・未来への 地域防災力の向上を図るため，県内に多数残されている災害遺産を核に， ○フィールドワークの開催：2回

継承事業 地域の防災教育や防災人材育成を推進した。 （参加人数：33人）
（1,054千円）

（２）「とくしまゼロ作戦」の推進（とくしまゼロ作戦課）

南海トラフ巨大地震等における「死者ゼロ」の実現と，あらゆる大規模災害が発生しても「致命的な被害を負わない強さ」と「速

やかに回復するしなやかさ」を持った「強靱な県土づくり」を推進するため，市町村が実施する防災・減災対策に対し，きめ細や

かな支援等を行った。

ア 避難路や避難所の防災機能を向上させるため，大阪北部地震を教訓として倒壊のおそれがあるブロック塀の撤去及び機能回

復，ＬＥＤを活用した避難誘導灯や非常用発電機などの整備を支援した。

イ 避難所となる施設の天井などの非構造部材の耐震化対策を支援した。

ウ 「徳島県災害時快適トイレ計画」を踏まえ，避難所等における快適なトイレ環境の整備を支援した。

エ 孤立化想定集落に対する通信手段の確保や救助・救援体制の強化を図るため，携帯型無線機や車載型ＩＰ無線機等の通信関

係機器の整備を支援した｡

オ 南海トラフ巨大地震による津波に加え，大規模な水害，土砂災害に対する住民の安全な避難体制を確立するための津波避難

計画やハザードマップの作成を支援した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

進化する「とくしまゼロ 県土の強靱化を推進するため，避難路・避難所の防災機能の向上や避難 ○避難路・避難場所・避難所機能の整備：

作戦」緊急対策事業 所等における快適なトイレ環境の整備，孤立化想定集落に対する通信手段 18市町（233箇所）
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の確保などを行う市町村を支援した。 ○災害時快適トイレの整備：

（100,255千円） 13市町（157基）

○避難所非構造部材の耐震化：

4市町（5箇所）

○安全避難計画策定：4市町

○孤立化集落対策・通信手段整備：2町（32基）

〇チャレンジ枠（先進的防災対策）：2町

（３）大規模災害からの創造的な復旧・復興（危機管理政策課）

ア 発生が懸念される南海トラフ巨大地震などに備え，県内の自治体，病院，企業，社会福祉施設などの多くの団体で実効性の

あるＢＣＰ（事業継続計画）の作成と運用が進むよう，「地域継続推進協議会」により必要な検討を行った。

イ 「徳島県復興指針」の策定に向け，「徳島県復興指針検討委員会」を設置し，必要な検討を行った。

主要事業名 主要事業内容及び成果

広域ＢＣＰ連携推進事業 効果的なＢＣＰの見直しの促進や関係者間の連携を図るため，自治体職 ○自治体ＢＣＰ研修の開催：4回

員を対象としたＢＣＰ研修会や，企業の危機管理担当者等を対象とした地 ○地域継続シンポジウム開催：

域継続シンポジウムを開催するとともに，地域継続推進協議会を開催し， 平成30年11月5日（参加人数：67人）

平成30年に発生した災害において顕在化した課題などについて情報共有を ○地域継続推進協議会の開催：2回
図った。

（998千円）

３ 消費者行政・消費者教育の充実・強化

（１）消費者庁，消費者委員会及び国民生活センターの徳島移転推進（消費者くらし政策課）

消費者庁等の本県への移転の実現に向けて，県庁内に設置された「消費者行政新未来創造オフィス」の運営を支援するととも

に，関係機関とネットワークを構築した。また，消費者行政新未来創造オフィスとの連携プロジェクトとして，「新次元の消費者

行政・消費者教育」を展開し，その成果を全国へと発信した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島発！「新未来創造プ 本県の消費者行政・消費者教育の先駆的な取組みを「徳島モデル」とし ○消費者行政新未来創造オフィス開設１周年記念

ロジェクト」全国展開事 て全国へと展開するため，「消費者行政新未来創造オフィス」と連携し，本 シンポジウムの開催：

業 県をフィールドとして展開する「新未来創造プロジェクト」の着実な推進 平成30年7月23日（参加人数：160名）

を図った。 ○政府機関等の地方移転推進フォーラムの開催：

（65,753千円） 平成30年8月22日（大阪市、参加人数：190名）
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○新次元の消費者行政・消費者教育推進

フォーラムの開催：平成30年11月7日

（東京都，参加人数：220名）

○高齢者の見守りお届け事業

高齢者の消費者トラブルを防止するため，

配達業者等と連携した，

啓発チラシの配布（3,700部），啓発記事の掲載

○守ろう！「ガード徳島」消費者保護社会構築

事業

・公益通報者保護制度推進員の設置：8名

・公益通報者保護制度研修会の実施：8回

（参加人数：534人）

○子どもの事故防止

・「子どもの事故防止プロジェクト関係者

ネットワーク会議」の開催：

平成30年5月17日，平成31年2月27日

・子ども向け啓発事業：絵本

「ヒヤリ・ハットマン」の作成

・関西広域連合における説明：

平成30年10月10日（大阪市）

○消費者志向経営の推進

・徳島県消費者志向経営推進事業者表彰を創設

・消費者志向経営推進シンポジウムの開催：

平成30年10月12日

・県内事業者の消費者志向自主宣言：29社

○見守りネットワークの構築

・全国で初めて全市町村に設置

・市町村の見守りネットワークの設立支援：

16市町村

・県版見守りネットワーク定例会の開催：

平成30年8月29日

・3圏域研修会の開催：3回（参加人数：88人）

○「エシカルタウン徳島」創生事業
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・次世代エシカル・フェスの開催：

平成30年7月21日（参加人数：高校生約30名）

・「エシカル消費自治体サミット」の開催：

平成30年7月22日（参加人数：延べ約500名）

・「エシカル条例」制定記念講演会の開催：

平成30年11月12日（参加人数：約160名）

・事業者等のエシカル消費自主宣言：34団体

・新次元の消費者行政・消費者教育推進

フォーラム：平成30年11月7日

（参加人数：約220名）

○くらしのサポーターの認定（平成30年度末）

・個人サポーター：476名

・団体サポーター：20団体

○消費生活コーディネーターの認定

（平成30年度末）：58人

○消費生活コーディネーター定例会の開催：3回

（参加人数：49人）

○くらしのサポーター・消費生活コーディネータ

ー交流会兼サポーター研修会の開催：3回

（参加人数：60人）

○消費生活相談員養成講座の開催：14回

（延べ512人受講）

○消費者まつりの開催（会場：四国大学）

平成30年5月26日（参加人数：約500人）

○栄養成分表示等の活用に向けた消費者教育：

12回（参加人数：387人）

○リスクコミュニケーションの開催：40回

（参加員数：1,276人）

（２）消費者の安全・安心の確保（消費者くらし政策課）

消費者の権利の尊重と経済が好循環する社会の形成を目指し，消費生活相談体制の充実や消費者被害防止等の施策を推進した。

ア 消費者情報センターの機能強化や市町村の消費生活相談体制の強化を推進した。

イ 深刻化している悪質商法や振り込め詐欺による消費者被害の未然防止をはじめ，適切に対処する力を身につけた消費者を
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育成するため，啓発や見守りネットワークの構築，ライフステージに応じた消費者教育を推進した｡

ウ エシカル消費（人や社会・環境に配慮した消費）の普及浸透や，消費者志向経営の推進，公益通報窓口の設置などにより，

より良い消費行動を通じた持続可能な社会の実現に向けた取組みを行った。

主要事業名 主要事業内容及び成果

「センター・オブ・セ 市町村の相談員が専門的な事案に直面した際にバックアップができ ○消費者法務専門員の配置（1名）

ンターズ」機能強化事 る体制を構築するため，県消費者情報センターの機能強化を図った。 ○相談受付件数：2,681件

業 （119,594千円） ○県内消費生活センター連携強化

・センター所長会議の開催（1回）

・消費生活相談員懇談会の開催（2回）

・市町センター訪問（11回）

○外国人向け消費者被害防止対策事業

・外国人向けホームページの公開：10回

・外国人を対象とした意見交換会：2回

（参加人数：52人）

輝け！「オール徳島」 「徳島県消費者基本計画」の理念を実現するため，「オール徳島」で ○挙県一致「消費者市民フォーラム」の開催：

消費者教育推進プロジ の「自立した消費者」の育成や，よりよい社会の実現に向けて主体的 平成31年3月16日（参加人数：約150名）

ェクト に行動することができる「消費者力」の向上を図った。 ○若年者向け消費者教育教材開発

（11,127千円） ・中学生向け教材作成のための，「中学生向け消

費者教育教材作成検討委員会」の設置：

平成30年5月17日

・県内全ての中学校，特別支援学校中等部の

生徒に配付

・指導者養成研修（中学校教員対象）の開催：

平成30年11月20日（参加人数：76名）

・教材を活用した公開研究授業の実施：

平成30年10月31日，平成30年11月16日

（参加人数：県内外から約120名）

・教材を活用した授業実践報告会の開催：

平成31年3月14日（参加人数：約100名）

○とくしま「消費者教育人材バンク」による

出前事業：106回開催

○「みんなで学ぶ！エシカル教室」の開催：
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平成30年8月26日(参加人数：8組21名）

平成30年11月3日（参加人数：9組21名）（広島市）

○とくしま消費者志向自主宣言企業体験ツアー：

平成30年9月11日

（参加人数：消費者大学校大学院18名，

事務局3名）

平成30年11月2日

（参加人数：児童47名，教員4名）

４ 「食の安全安心」対策の推進

（１）「食品表示」適正化等の推進（安全衛生課）

県民の健康保護や消費者に信頼される県産食品の生産・供給の振興を図るため，食品表示の適正化に向けた事業者支援，食品製

造過程の「見える化」等を推進した。

ア 特定食品製造事業者や食品表示責任者の県への届出，食品表示責任者養成研修の受講の促進を図った。

イ 表示の根拠資料の整備や原産地表示に適正かつ積極的に取り組む事業者を「適正表示推進事業者」として認定し，事業者の

イメージアップや自主管理体制の強化を図った。

ウ 健康食品，栄養成分表示に関する相談体制の充実強化を図るため，イベント等において出張相談窓口を設置した。

エ 新たに義務化された「加工食品の原料原産地表示制度」を食品関連事業者等に周知した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしまトレースフード 安全な食料供給体制の構築と，安心な食生活の確保を推進するため，食 ○食品表示責任者養成研修の開催：5回（241名）

プロジェクト推進事業 品事業者届出制度の適切な運用や，相談窓口・講習会等による食品表示の ○適正表示推進事業者認定数：4件（累計32件）
適正化を図り，県産品の信頼確保，高付加価値化を推進した。

（1,619千円）

（２）「食の安全安心」の確保・推進（安全衛生課，食肉衛生検査所）

平成３０年６月の食品衛生法改正によるＨＡＣＣＰ制度化に先行して，食品関連事業者への食品の国際的衛生管理手法である

ＨＡＣＣＰの導入支援，監視指導や啓発，消費者への適切な情報提供を行った。

ア ＨＡＣＣＰの普及促進を図り，県産食品の高付加価値化による国内競争力の向上やとくしまブランドの輸出促進につなげる

ため，農林水産部局や食品衛生協会，食品事業者団体等と連携し，ＨＡＣＣＰ導入に係る支援を強化するとともに，「徳島県

ＨＡＣＣＰ認証」の取得を推進した。
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イ 特定給食施設等への監視指導の強化や食品関連事業者の自主衛生管理の向上を図るとともに，食中毒事故の未然防止と食品

の安全対策を推進した。また，輸入食品の増加に対応するため，残留農薬等の検査を実施し，県民の食に対する不安解消と安

全性の確保に努めた。

ウ 産地偽装など食品表示を取り巻く重要な課題に対応するため，「とくしま食品表示Ｇメン」の県内での監視活動はもとより，

東京・大阪本部の食品表示Ｇメンと連携した県外で流通する県産品の監視や，健康食品に関するインターネット広告の監視を

行った。

エ 消費者目線での食品表示の監視を強化するため，食品表示適正化推進員との連携強化，食品表示ウォッチャーの幅広い世代

への拡充を進めるとともに，モバイル端末を活用した食品表示適正化ネットワークを構築し，監視活動の効率化を図った。

オ シカ・イノシシ等の野生鳥獣肉の安全性を確保するため，処理加工施設の衛生管理認証等を行うとともに，病原体の保有状

況等の検査・調査を実施した。

カ 食の安全安心に関する正しい知識の普及を図るため，「消費者行政新未来創造オフィス」と連携し，栄養成分表示等の活用

に向けた消費者教育，食の安全安心に関するリスクコミュニケーション等を推進した。

キ 公衆衛生分野の獣医師確保対策として，徳島県獣医師確保強化事業を実施した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島ブランドグローバル 農林水産部と連携し，一貫した衛生管理による安全・安心・高品質な「徳 ○ＨＡＣＣＰアドバイザー育成人数：29人

スタンダード事業 島ブランド」の確立による販路拡大と食品事業者への円滑なＨＡＣＣＰ導 ○ＨＡＣＣＰ相談窓口相談件数：153件

入を図るため，ＨＡＣＣＰアドバイザーの育成や活用，相談窓口の設置な ○徳島県ＨＡＣＣＰ認証数：14施設（累計44施設)
どを支援した。

（9,480千円）

食品衛生管理指導事業 食中毒の未然防止・食品の安全確保を図るため，「徳島県食品衛生監視指 ○監視指導件数：13,917件

導計画」に基づく食品関係営業施設の監視指導や消費者に対する広報啓発 ○食品衛生講習会等の開催：145回

活動を実施した。 （54,897千円） （参加人数：5,212人）

広域食品衛生監視強化事 食の安全・安心を脅かす事件・事故等に迅速，的確に対応し，県内に広 ○食品の収去等検査数：2,703検体
業 域に流通する食品等の安全確保を図るため，広域流通食品等の検査を実施

した。また，大規模食中毒事故等に速やかに対応するため，関係機関との

連携体制を整備するとともに，食品関係事業者に対する監視指導を強化し

た。 （1,448千円）

ＩＣＴでつなぐ食品表示 県民の健康保護や食に関する信頼性を高め，食の安全安心を確保するた ○食品表示ウォッチャー設置数：205人

適正化ネットワーク構築 め，モバイル端末を通じて食品表示ウォッチャー等からの情報を迅速に収 ○健康食品等のインターネット監視：

事業 集するネットワークの構築や，健康食品に関するインターネット広告の監 改善要請件数：101件（うち改善98件）
視を行うなど，食品表示の適正化に関する施策を効率的に推進した。

（13,475千円）
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阿波地美栄衛生管理スキ 阿波地美栄の安全性の確保とそのアピールを行うため，処理施設の衛生 ○阿波地美栄処理施設衛生管理認証：4施設
ルアップ事業 指導と管理状況の把握，「阿波地美栄」処理施設衛生管理認証制度による認

証を行った。

（1,500千円）

徳島県獣医師確保強化事 食品衛生や動物由来感染症対策，生活衛生の向上等に重要な役割を担う ○インターンシップ受入人数：8人

業 獣医師職員を確保するため，獣医学生を対象としたインターンシップ事業 ○修学資金貸与人数：2人
を拡充し，参加経費を全額支援するとともに，修学資金の貸与を行った。

（3,397千円）

５ 「身近なくらし」を守る対策の推進

（１）交通死亡事故緊急対策の推進（消費者くらし政策課）

ア 重大事故の発生防止に向け，街頭での運転者への直接呼びかけや事業者向け講習会を実施した。

イ 県民総ぐるみで交通安全意識の高揚を図るため，交通安全啓発動画のＣＡＴＶ放映や，毎月街頭交通安全キャンペーン等を

実施した。

ウ 高齢者の交通事故防止対策として，「高齢運転者等交通事故防止対策プロジェクトチーム」による事故防止対策の企画や，体

験型交通安全教室でのセーフティ・サポートカーの乗車体験及びシルバー大学校での交通安全講習等を実施した。

エ 自動車の交通事故防止対策として，「早めのライト点灯」やシートベルトの「全席着用」等を推進する交通マナーアップ宣言

事業所の普及を図った。

オ 自転車の交通事故防止対策として，県立高校の新入生を対象に「自転車点検カルテ」を作成し，保護者も含めた啓発等を推

進した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

地域とともに取り組む交 交通事故総量を抑制するとともに，交通死亡事故を減少させるため，地 ○自転車訪問点検の実施：

通安全体制連携強化事業 域に根ざした効果的・実践的な交通安全運動や広報啓発活動を積極的に展 公立高校30校（3,232台）

開した。 ○交通安全街頭キャンペーンの実施：12回

（3,022千円） ○高齢者運転免許自主返納者優遇店ガイドブック

交通事故防止プロジェク 近年増加している運転中のスマートフォン等の使用や高齢運転者による の作成・配布：5,000冊

ト推進事業 交通事故を防止するため，年間を通した継続的な啓発を実施し県民の交通 ○挙県一致交通安全県民大会の開催：１回

マナー向上を図った。 ○各交通安全県民運動の実施：5回

（8,496千円） ○メディア等を通じた広報・啓発の実施

：ラジオ・ケーブルテレビ

○体験型交通安全教室の開催：2回

○高齢者自転車安全競技大会：1回

19



（２）水道施設等の生活衛生対策の推進（安全衛生課）

県民の生活衛生の向上を図るため，良質な水道水の安定供給や生活衛生対策を推進した。

ア 水道事業者に対し，水道施設整備を促進するとともに，水質適正管理の指導を行った。

イ 水道施設の更新・耐震化を計画的に推進するとともに，県民の「命の水」である水道を将来にわたり供給するため，水道

事業の将来像を明確にした「徳島県水道ビジョン」を策定・公表した。

ウ 理容業，美容業，クリーニング業など生活衛生関係営業の衛生水準の向上や業界の健全な振興を支援した。

エ 生活衛生同業組合員の増加と生活衛生業界の更なる活性化を図るため，県内教育機関と連携し，グローバル化に対応した

後継者を育成するとともに，外国人向け「おもてなし」技術向上の取組みを支援した。

主要事業名 主要事業内容及び成果

生活基盤施設耐震化等交 水道事業者が安全で良質な水道水を安定的に供給するため，水道施設の ○管路の耐震化：6市町（11.2㎞）

付金 耐震化等に対し必要な経費を支援した。 ○簡易水道施設の改善：2町村（2箇所）
（239,498千円）

徳島県水道ビジョン策定 本県の実情に応じた水道事業の広域化を推進するため，各水道事業者の ○「徳島県水道ビジョン」の策定・公表：

事業 経営状況等を分析評価し，現状の課題を抽出するとともに，広域化による 平成31年3月8日
財政収支等の見通しについて分析し，本県の水道広域化の将来像を明確化

した「徳島県水道ビジョン」を策定・公表した。

（9,698千円）

生活衛生指導助成事業 生活衛生関係営業の経営の健全化を通じ衛生水準の維持向上を図るた ○相談・指導（衛生・融資・経理等）件数：

め，(公財)徳島県生活衛生営業指導センターに対し指導事業に必要な経費 1,929件

を支援した。 ○出前授業（理容・美容・食体験）の実施：

（19,600千円） 平成30年10月22日，平成31年2月6日

グローバル化に対応した 生活衛生同業組合員の増加と生活衛生業界の更なる活性化を図るため， （参加人数：59人）

生衛業後継者等育成事業 県内教育機関と連携し，グローバル化に対応した生衛業界の後継者を育成 ○「外国人旅行者歓迎の店」の紹介：

するとともに，外国人向け「おもてなし」技術向上の取組みを支援した。 インターネットサイトでの公開

（600千円）

（３）人と動物が幸せに暮らせる社会の実現（動物愛護管理センター）

ア 動物愛護管理センターを拠点に，動物の適正な飼養管理の指導や地域に根差した動物愛護思想の普及啓発を推進した。

イ 狂犬病をはじめとする動物由来感染症の発生予防とまん延防止を図るため，予防体制を整備するとともに，正しい知識の普

及啓発に努めた。

ウ 大規模災害発生時の備えと動物愛護の推進を図るため，収容犬の中から「災害救助犬」や「セラピー犬」及び「ふれあい活
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動犬」を育成した。

エ 「助けられる犬・猫の殺処分ゼロ」を実現するため，新たに整備された譲渡交流拠点施設「きずなの里」において，ボラン

ティアや関係機関等の連携を強化し，更なる譲渡の推進を図った。

主要事業名 主要事業内容及び成果

動物愛護ずっとスマイル 「助けられる犬・猫の殺処分ゼロ」を実現するため，譲渡交流拠点施設 ○ボランティア参加人数：98人

プロジェクト 「きずなの里」において，県民ボランティアや関係機関等の連携を強化し， ○インターンシップ・研修等：21回

愛護精神の向上や譲渡を推進した。 （参加人数：131人）

（2,639千円）

地域における人と動物 生活環境の改善と殺処分によらない人と動物の共生を図るため，飼い主 ○指定地域（累計）：14市町（126地域）

の共生支援事業 のいない猫との共生に率先して取り組む地域を指定し，行政，ボランティ ○不妊去勢手術頭数（累計）2,190頭
ア，徳島県獣医師会等と地域が一体となって，不妊去勢，飼養管理を行っ

た。

（1,975千円）

動物由来感染症対策事業 動物由来感染症対策の強化のため，野生動物を含めたモニタリングの実 ○狂犬病モニタリング検査数：14検体

施と，動物愛護管理センターにおける県民への啓発拠点の整備及び病性鑑 （犬6頭，猫3頭,タヌキ3頭,キツネ2頭）

定機能の強化を図った。 ○徳島県動物由来感染症対策検討会の開催：2回

（1,646千円）

災害救助犬等育成プロジ 大規模災害発生時の備えと動物愛護の推進を図るため，動物愛護管理セ ○災害救助犬の育成：2頭

ェクト推進事業 ンターに収容される犬の中から，「共助･共生モデル」として，人命救助や ○セラピードッグ等の育成：18頭
行方不明者の捜索活動などを行う「災害救助犬」や，避難所や病院等を訪

問し心のケアを行う「セラピードッグ」を育成した。

（4,234千円）

市町村適正管理推進モデ 「助けられる犬・猫の殺処分ゼロ」を目指し，地域における動物の適正 ○動物愛護管理適正化地域活性化推進

ル支援事業 管理を推進するため，市町村がモデル的に実施する不妊去勢手術の推進や 補助金交付状況：24市町村（883頭）
飼い主のいない猫への繁殖制限措置などを支援した。

（2,481千円）
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２ 政策創造部・南部総合県民局・西部総合県民局

１ 「新未来『創造』とくしま行動計画」の推進

「一歩先の未来」を具現化するオンリーワン徳島の実現に向け，本県の進むべき方向を示し，重点的に取り組む施策をまとめた「新

未来『創造』とくしま行動計画」について，県民目線・現場主義に立ち，着実に推進するとともに，現計画が平成30年度末で終了す

ることから，新たな計画の策定を進めた。（総合政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

新総合計画策定費 新たな総合計画の策定に向け，高校生や地域の方々を交えた対話集 ○対話集会「新未来セッション」

会の開催や，アイデア募集型パブリックコメントを実施するなど， 開催回数：3回

県民の多様な意見を聴取し，計画（案）の検討を進めた。 参加人数：延べ133人

（1,168千円） ○パブリックコメント（アイデア募集型）

募集内容：「とくしまの未来の姿」

意見数 ：106件

２ 真の分権型社会の実現と広域行政の着実な推進

全国初の府県域を越えた責任ある行政主体である関西広域連合において，本県が事務局を担う広域医療など７分野の広域事務をは

じめとする新たな広域課題に取り組むとともに，国からの事務・権限の移譲や，地方税財政の充実強化など地方分権改革を推進する

ため，市町村との総力体制のもと，全国知事会や関西広域連合などを活用した政策提言等により，「広域行政」を戦略的に展開し，

地方が主導する「真の分権型社会」の実現を目指し，様々な取組みを推進した。（総合政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

広域連携推進事業 「真の分権型社会」を実現するため，全国知事会等における地方 ○全国知事会や各ブロック知事会などの機会を

分権の確立に向けた取組みや，四国等における広域連携を推進し 通じて実施した国等に対する提言回数：9回

た。 ○地方分権に関する提案募集により，国に対し

（17,405千円） 権限移譲や規制緩和を求めた項目(共同提案

含む)：95項目
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３ 統計調査の実施とデータ活用の普及・促進

行政施策推進の基礎資料となる，住宅・土地統計調査や漁業センサスなどの各種統計調査を実施するとともに，県民経済計算をは

じめとする加工統計の作成及び分析により，各種政策立案への活用を図った。

また，「とくしま新未来データ活用推進戦略」の着実な推進と，多様な主体によるデータ活用の促進に取り組んだ。（統計データ課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

住宅・土地統計調査 住宅・土地及び世帯に関する実態を調査し，その現状と推移を全 ○調査区数：1,621調査区

国及び地域別に明らかにすることにより，住生活関連諸施策の基礎 ○調査対象数：約27,600住戸

資料を得るため，平成30年10月1日現在で調査を実施した。 ○調査員数：714人

（51,588千円）

オープンデータ推進 県及び市町村等が保有する公共データについて，誰もが自由に利 ○県オープンデータポータルサイトのデータ数

事業 活用かつ再配布できるよう，二次利用しやすい形式で公開し，デー ：1,189件

タ利活用による県民の利便性向上や県政参加，地域課題の解決，地 ○県オープンデータポータルサイトのアプリケー

域経済の活性化等を図った。 ション数：300本

また，本県の官民データ活用を総合的に推進するため，「とくし ○オープンデータに取組む市町村数：15市町

ま新未来データ活用推進戦略」を推進した。 ○「とくしま新未来データ活用推進戦略」：81施策

（940千円） 中70施策で目標達成

４ 首都圏における拠点機能の発揮

中央省庁等との連絡調整や迅速かつ正確な情報収集及び本県の情報発信など，首都圏における拠点機能を発揮するとともに，本県

のイメージアップを図った。（東京本部）

主要事業名 主要事業内容及び成果

首都圏から世界へ！ ｢阿波おどり｣に関心の高い首都圏在住者を｢阿波おどり｣ファン ○講座開催数：延べ16回

とくしま魅力拡散事 から「徳島ファン」に進化させ，徳島の魅力を国内外に発信し，観 ○講座参加人数：延べ201人

業 光誘客につなげるため，「阿波おどり」を通して徳島の魅力を感じ

られる講座やイベント等を開催した。 （2,125千円）

５ 関西圏における拠点機能の発揮

関西広域連合との連絡調整や迅速かつ正確な情報収集及び本県の情報発信など，関西圏における拠点機能を発揮するとともに，広

域行政の促進を図った。（関西本部）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

関西広域連合分賦金 本県だけでは解決し難い課題に関西全体で対処するとともに，関 ○関西広域連合委員会開催数：12回

西において本県の強みを活かした役割を果たすため，関西広域連合 ○関西広域連合議会開催数：4回

の一員として，新たな広域行政を展開した。 ○関西広域連合で展開する「徳島発の広域プロ

（33,038千円） ジェクト」件数：1件（「政府機関等の地方移

転推進フォーラム」の開催）

６ 県立総合大学校「まなびーあ徳島」の機能の充実・強化

県内の生涯学習を推進する機関として設置された県立総合大学校において，県民ニーズや社会潮流に即した講座を開設するなど，

２１世紀を担う人材創造に向けた「県民”まなび”拠点」として，「まなびーあ徳島」の機能の充実・強化を図った。

主要事業名 主要事業内容及び成果

県立総合大学校推進 ２１世紀を担う人材育成に向けた「県民“まなび”拠点」である ○主催講座

事業 徳島県立総合大学校の機能の充実・強化を図るため，ワンストップ 講座数：2,141講座 受講者数：延べ104,276人

総合窓口の設置，各種講座の開催，人材の育成・活用，とくしま政

策研究センターの運営，学習情報の集積・発信等を行った。

（8,860千円）

７ 高等教育機関との連携強化

大学をはじめとするの高等教育機関と連携し，地域の課題解決や活性化に向けた取組みを推進するとともに，高等教育機関による

地域貢献活動や地域を担う人材育成に向けた取組みを支援した。

また，大学生等の県内における就業を促進するとともに，産業人材の確保を図るため，大学等を卒業後に県内事業所で一定期間就

業した際に，奨学金の返還を支援する「徳島県奨学金返還支援制度」の効果的な運用に努めた。（県立総合大学校本部）

主要事業名 主要事業内容及び成果

大学連携・地域人材育 包括連携協定を締結している大学（徳島大学，明治大学，徳島文 ○地域連携フィールドワーク講座

成事業 理大学，四国大学）が実施する「地域連携フィールドワーク講座」 講座数：16講座 参加人数：延べ520人

の開講を支援するとともに，「ボランティアパスポート制度」や「大 ○ボランティアパスポート登録者

学等サテライトオフィス活動支援制度」を実施し，大学等による地 徳島大学：115人 徳島文理大学：225人

域貢献活動や人材育成に向けた取組みを支援した。 ○大学サテライトオフィス設置箇所数

（6,490千円） H30年度末現在：18箇所
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「とくしま回帰」加速 大学生等の県内における就業を促進するとともに，産業人材の確 ○奨学金返還支援制度の助成候補者認定数

・産業人材支援事業 保を図るため，「徳島県奨学金返還支援基金」を積み立て，大学等 218人（全国枠159人・県内枠59人）

を卒業後に県内事業所で一定期間就業した際に，奨学金の返還を支

援する助成候補者を認定した。

（195,525千円）

８ 市町村行財政の充実強化

住民に最も身近な行政主体である市町村が，自主性や自立性などを発揮した行財政運営や行財政基盤の充実強化が行えるよう，積

極的に助言等を行うとともに，地域課題等に対し積極果敢に取り組む市町村を支援した。（市町村課，地域振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「とくしま回帰」加速 総合戦略の仕上げに向け，市町村や民間等の「課題解決の先進地 ○交付状況：6部門 23件

強化交付金 域づくり」や「新しい人の流れづくり」，「活力ある地域づくり」の

更なる加速化を図るため，意欲的な取組みに対する支援を実施し

た。

（29,908千円）

広域行政推進費 旧合併特例法に基づき合併した市町に対する財政的支援を行う ○市町村合併特別交付金交付状況：9市町

ことにより，合併後の一体的なまちづくりを支援した。

（187,535千円）

市町村振興資金貸付 人口減少や雇用創出など，地域が抱える緊急課題の解決を目指し ○貸付団体数：9市町

金 て市町村が策定した「総合戦略」の着実な実行はもとより，地域資 ○貸付状況：39事業

源の有効活用や防災・減災対策などの促進を図り，市町村の実情に

応じた「地方創生」及び「安全・安心」への取組みを支援するため，

市町村に必要な資金の貸付を行った。

（1,371,628千円）

９ 地方創生の推進

人口減少の克服と東京一極集中の是正を一体的に目指す地方創生に向け，これまでの取組みの成果を結集し，好循環を図るべく，

県民目線・現場主義に立ち，「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」に盛り込んだ具体的な実践策を着実に推進した。

また，若者の「とくしま回帰」を一段と加速するため，徳島県の強みである「光」を軸とした「光関連産業の振興」と「光応用専

門人材の育成」の取組みを推進した。（総合政策課，地方創生推進課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

「一歩先の未来」実証 「消費者行政新未来創造オフィス」設置を契機に，企業本社機能 ○参加企業・団体数：7企業・2団体

フィールド実感！本 の徳島移転を促進するため，「消費者志向経営」を目指す首都圏企 ○参加人数：15人

社機能移転促進事業 業を対象とし，本県に短期滞在しての「お試しワーク」を実施する

とともに，その活動拠点や中央省庁ＳＯとしても活用する「働き方

改革・コワーキングスペース」を整備した。

（7,968千円）

サテライトオフィス 働き方改革や日本創成を先導するサテライトオフィスプロジェ ○視察件数：464件

新次元展開事業 クトの新たなステージを目指すため，地域の強みを活かしたサテラ ○サテライトオフィス進出地域：12市町村

イトオフィスの誘致・広報活動を進めるとともに，企業と地域の協 (平成31年3月末現在)

働・共創関係の強化を図り，企業の定着・拠点化はもとより，地域

の更なる好循環に繋げた。

（18,455千円）

地方大学・地域産業創 大学等への進学や就職などを理由に若者が都市部へ流出してい ○徳島大学による「ポストＬＥＤフォトニクス研

生事業 る現状に歯止めをかけるため，国の「地方大学・地域産業創生交付 究所」「地域協働技術センター」の設置

金」を活用し，次世代ＬＥＤ応用製品の開発や，光応用専門人材育 ○徳島大学と県立工業技術センターへの機器整備

成等，「次世代“光”創出・応用による産業振興・若者雇用創出計 ：30機器

画」の取組みを推進した。 ○県独自補助事業採択件数：3件

（981,402千円））

１０ 対外発信戦略の推進

徳島県共通コンセプト「ｖｓ東京」に基づき，本県のブランド力・認知度の向上を図るため，全庁的な調整を行い，効果的な情報

発信戦略を展開した。（地方創生推進課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

抜け感・発揮！「ｖｓ 共通コンセプト「ｖｓ東京」に基づき，本県のブランドイメージ ○「徳島国際映画祭」来場者数：6,500人

東京」実践プロジェク の向上を図るため，「徳島国際映画祭」や「ｖｓ東京サミット」の ○「ｖｓ東京サミット」開催

ト 開催，「ｖｓ東京」を分かりやすく解説する冊子を作成するなど，

実践的な情報発信を展開した。

（29,434千円）
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１１ 移住交流の推進

「とくしま回帰」のさらなる加速に向け，市町村や民間企業等と連携し，地域の魅力や移住情報の発信から移住者の定住支援まで，

切れ目ないサポートを充実・強化させ，移住・交流の促進を図った。（地方創生推進課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしまIJUターン戦 市町村と連携し，移住交流人口の拡大による持続可能な地域づく ○移住体験ツアー参加人数：33人

略強化事業 りを推進するため，若者の「とくしま回帰」を促す取組みや，ワン ○とくしま若者回帰プロジェクトツアー

ストップ移住相談窓口の設置，徳島の魅力を実感していただく「移 参加者数：72人

住体験ツアー」の実施や，地域における「サポート体制」の強化な ○とくしま移住コーディネーター認定者数：21人

どに取り組み，「情報発信」から「移住実現」に至る切れ目ない移 ○移住相談件数：2,804件

住交流推進策を展開した。 （48,730千円） ○移住者数：1,402人

１２ 過疎地域等の振興

過疎地域等の振興を図るため，地域の実情に応じた過疎対策事業の円滑な推進に努めるとともに，地域資源を活用した新しい事業

の創出や集落再生の取組みを支援した。（地域振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

集落再生「とくしまモ 地域活性化の新たな「とくしまモデル」を創出するため，官民連 ○とくしま創生アワード応募件数：70件

デル」拡散事業 携によるアイデアコンテスト「とくしま創生アワード」や「集落再 ○とくしま集落再生フォーラム参加者数：260人

生アドバイザー」の活用など，集落再生の取組みを展開した。 ○とくしま集落再生表彰：最優秀賞1件

（4,387千円） 優秀賞1件

１３ 地域情報化の推進

マイナンバー制度の普及とマイナンバーカードの利活用を推進することにより，県民の利便性の向上及び行政の効率化を図った。

また，県と市町村による情報システムの共同利用により，電子自治体の推進及び情報セキュリティのさらなる強化に取り組んだ。

（地域振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

マイナンバーカード 更なるマイナンバーカードの普及を促進するため，「マイキープ ○「マイキープラットフォーム運用協議会」参加

普及・利活用モデル創 ラットフォーム」の活用や「電子母子手帳」の導入に向けた実証事 団体数：7団体

出事業 業を実施することにより，新たな普及・利活用モデルを創出した。 ○「電子母子手帳」導入実証事業参加団体数：

（6,017千円） 1団体

○マイナンバーカード交付枚数：11,516枚
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ｅ－とくしま戦略推 「ＩＣＴとくしま創造戦略」の適切な進行管理を図り，本県の情 ○「ＩＣＴとくしま創造戦略」プロジェクト数

進事業 報化を着実に推進するための普及啓発や県・市町村による電子自治 ：22

体共同システム等の管理・運営を行った。 ○県内最大のデジタルコンテンツ表彰「ＩＣＴ（愛

（13,686千円） して）とくしま大賞」応募作品の利活用件数

：平成30年度 20件

○電子自治体共同システムの管理・運営：

電子申請・届出システムなど3システム

１４ 南部圏域（四国の右下）の振興

「海」「山」「川」の３拍子揃った，たぐいまれなる豊かな自然などの素晴らしい地域資源を活かし，圏域住民とともに南部圏域の

振興を図るための指針として作成した「徳島県南部圏域振興計画」及び４年間の実施計画を策定した「南部圏域課題解決プラン」に

沿って，各種施策・事業に取り組んだ。（南部総合県民局）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「四国の右下」観光誘 訪日外国人観光客の受入態勢を構築し，「観光産業」で地域活性 ○一般社団法人四国の右下観光局の日本版ＤＭＯ

客ジャンプアップ事 化を図るため，平成29年度に設立した一般社団法人四国の右下観光 候補法人への登録

業 局と連携し，観光産業を支える「担い手」の育成や，着地型・体験 ○「四国の右下・まけまけマルシェ」等による

型ニューツーリズム，ＰＲ活動を推進した。 集客数：41,400人

（14,709千円） ○着地型旅行商品による入り込み客数：3,769人

深化する南部防災減 南海トラフ巨大地震や頻発する風水害対策のほか，避難力の向 ○中・高校生を対象にした防災講座・訓練等

災地域力強化事業 上や避難生活におけるＱＯＬの向上など，地域の防災力の強化を図 実施回数：22回

るため，防災教育・啓発や「南部圏域防災訓練」を実施するととも ○「防災まつり」参加人数：500人

に，要配慮者にやさしい避難所運営に対する理解の促進や二次的健

康被害防止の普及啓発に取り組んだ。

（6,152千円）

１５ 西部圏域（にし阿波）の振興

「世界農業遺産」，「食と農の景勝地（SAVOR JAPAN）」，「観光圏」のトリプル認定を受けた日本で唯一の地域である強みを最大限に

活かし，地域住民や管内市町と連携して策定した圏域振興の指針である「徳島県西部圏域振興計画（第３期）」に沿って，各種の施

策・事業に取り組んだ。（西部総合県民局）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

「にし阿波・桃源郷」 にし阿波において戦略的なインバウンド対策を推進するため，外 ○海外プロモーション活動：6カ国

魅力アップ事業 国人目線を活用したプロモーション活動や，新たな滞在・交流エリ （台湾，香港，ﾏﾚｰｼｱ，ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ，ｵｰｽﾄﾗﾘｱ，米）

アの創出を行ったほか，平成30年3月に世界農業遺産に認定された ○外国人延べ宿泊者数：27,921人

「にし阿波の傾斜地農耕システム」を保全・活用する仕組みづくり ○国際ボランティア等による

に取り組んだ。 「世界農業遺産」保全活動件数：18件

（38,000千円）

西部健康防災公園オ 平成30年12月に西部防災館・別館が完成し，本格オープンとなっ ○「健康防災フェスタ」参加人数：500人

ープン記念事業 た西部健康防災公園を一体的かつ効果的に利用し，西部圏域の「防 ○「県総合防災訓練」参加人数：460人

災」「健康づくり」の拠点とするため，記念イベント「健康防災フ ○西部防災館における防災及び健康増進講座の

ェスタ」の開催や，西部防災館を活用した訓練や講座等を実施した。 ○実施回数：48回

（13,850千円）
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３ 経営戦略部

１ 未来につなげる広報広聴の推進

徳島の注目度をアップさせ，多くの「徳島ファン」を獲得するため，報道機関への情報提供による広報活動をはじめ，新聞，テ

レビ・ラジオ放送，県ホームページやＳＮＳ等各種媒体を活用し，より一層連動性を持たせた統一感のある，時代に即した広報を

進め，本県の魅力を国内外に力強く発信した。（秘書課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

未来につなげる広報 報道機関への情報提供による広報活動をはじめ，新聞，テレビ・ ○広報紙発行回数：10回

広聴事業 ラジオ放送，刊行物の発行及び県ホームページ等各種広報媒体を活 ○広報番組制作数：50本

用し，効果的な広報活動を推進した。 ○徳島県ＳＮＳ利用登録数：136,308件

また，県政に対する理解を深めてもらうとともに意見・提言等を ○知事対話開催回数：10回

いただくことにより，県民との意思疎通を図りながら県民と一緒に

なって県行政を進めるため，知事対話「輝け！徳島『わくわくトー

ク』」を実施した。

（141,742千円）

２ 私立学校の振興

私立学校の教育条件の維持向上や経営の安定化，魅力ある学校づくりを推進するため，運営費等に対する助成を行うとともに，

家庭の経済状況に関わらず就学の機会を確保するため，私立高等学校等に対する授業料軽減補助や就学支援金及び奨学給付金を支

給するなど教育費負担の軽減を図り，私立学校の振興に努めた。（総務課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

私立学校振興事業 私立学校の教育条件の維持向上，保護者負担の軽減及び経営の安 ○私立学校運営費等補助実績：13校

定化のため，経常的経費に対する補助を行うほか，私立高校等への ○輝く私学推進事業補助実績：15校

就学機会を確保するため，就学支援金や奨学給付金を支給するとと ○就学支援金支給人数：442人

もに授業料の軽減補助を行った。 ○授業料軽減事業補助人数：271人

（866,018千円） ○奨学のための給付金支給人数：210人
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３ 行財政改革と適正な人事管理の推進

本県行財政を取り巻く様々な厳しい現状を踏まえ，確かな行財政基盤を構築するため，徹底した行財政改革に取り組むとともに

多様な働き方の推進によるワーク・ライフ・バランスの確立に努めた。

また，能力実証主義による人材の登用など適正な人事管理に努めるとともに，若手職員対象の研修をはじめとした職員研修の充

実を図り，戦略的に「人財」を育成した。（人事課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

働き方改革推進事業 消費者庁の徳島移転をはじめとする「地方創生の本格展開」や「一 ○研修参加人数：21人

億総活躍社会」に向けた取組みを加速するため,「創造力・実行力 ○職員採用ＰＲツールとなる「職種別リーフレッ

・発信力」に優れた人財を確保・育成するとともに，職員の「ワー ト」の作成

ク・ライフ・バランス」の確立に向け，「新しい働き方」を推進す ○フリーアドレス制・ペーパーレス会議の推進，

る「県庁オフィス改革」を実施した。 自動文字おこし・ＡＩ要約システムの導入

（13,931千円）

４ 職員のメンタルヘルス対策の推進

職員の心身の健康を保持増進し，職場不適応状態を生じさせないため，並びに精神疾患による病気休暇中又は病気休職中の職員

の円滑な職場復帰及び再発防止を図るため，メンタルヘルス相談や研修，ストレスチェック，職場復帰支援等を実施し，メンタル

ヘルス対策の推進に努めた。（職員厚生課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

メンタルヘルス相談 職員が，相談によりメンタルヘルス不調の改善や医療等の適切な ○相談件数：188件

事業 対応への橋渡しを得るため，民間の医療機関の精神科医師，カウン

セラーによるメンタルヘルス相談員等を設置し，職員や家族からの

相談に対応した。

（761千円）

こころの健康づくり 幅広いメンタルヘルス知識の習得，職場におけるメンタルヘルス ○管理監督者セミナー参加人数：94人

推進事業 対策の実施及びメンタルヘルス不調者への対応など，職位に応じた ○実務者研修参加人数：104人

メンタルヘルス対策を行うため，各種研修を行った。 ○一般職員研修参加人数：104人

（348千円） （兼災害支援者研修参加人数：104人）
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５ 財政の健全性の確保

平成３０年度の財政運営は，地方創生の実現や県土強靱化など喫緊の課題に対応するため，「経済・雇用対策」，「安全・安心対策」，

「大胆素敵とくしまの実現」の三つの柱からなる施策の推進にしっかりと取り組んだ。

また，「財政構造改革基本方針」に基づき，歳入・歳出両面にわたる改革の取組みを推進し，「強靱でしなやかな財政基盤」の確立

に努めた。（財政課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

県債管理運営費 徳島県債の「認知度」向上や，「市場の信頼」確保に向け，投資 ○ＩＲ説明会参加投資家数：20

家に対し本県の「財政状況」や「行財政改革への取組み」などの説 ○格付：ＡＡ

明を行う「ＩＲ説明会」を実施するとともに，民間投資格付会社に

よる格付を取得した。 （1,620千円）

６ 官民連携による資産活用力の向上及び県有財産の活用・長寿命化の推進

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業への県内企業の参画を促進するため，県内の企業や県・市町村等で構成するプラットフォームを設立し，普

及啓発や情報交換等による競争力強化を図った。

また，県有財産の適切かつ有効な管理運営はもとより，公共施設等について「徳島県公共施設等総合管理計画」に基づき，長寿

命化対策をはじめ「長く，賢く使う」最適化対策を推進することとし，万代庁舎においては，議会棟エレベーター設備及び空調設

備の大規模改修を実施した。（管財課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

万代庁舎等予防改良 万代庁舎において，安全性・機能性向上及び環境配慮を目的とし ○議会棟エレベーター改修工事：完了

型維持管理事業 た，議会棟エレベーター設備及び空調設備の大規模改修を実施する ○空調設備改修工事：一部完了

とともに，西分庁舎解体工事に係る近隣家屋の事後調査を行い，解 ○西分庁舎近隣家屋事後調査：完了

体工事に起因する損傷に係る補償を行った。

（164,047千円）

公共施設最適化促進 公共施設等総合管理計画を推進し，施設の長寿命化や行政コスト ○詳細現況調査実施施設数：20施設

事業 の削減を図るため，庁舎等公用・公共施設の「詳細現況調査」を実 ○個別施設計画策定数：4類型（病院，砂防，海岸

施し，この情報を基に「中長期予防保全計画」を作成することによ （県土），下水道），1類型（土地改良）※一部策定

り，個別施設計画の策定を促進した。 （25,758千円）
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７ 県税収入の確保

税負担の公平性を確保するため，課税客体の適確な捕捉及び早期課税に取り組むとともに，厳正な滞納整理等に努めた。また，

県税収入未済額の大部分を占める個人県民税に係る市町村への徴収支援策として，「県と市町村の税務職員の相互併任」や「特別徴

収制度の普及・拡大」等を行うとともに，徳島滞納整理機構への側面支援を行い，収入未済額の縮減に努めた。（税務課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

広域税収確保促進事 個人県民税を含む市町村税等の税収を確保し，地方税における納 ○対象市町村数：24市町村

業 税秩序を確立するため，徳島滞納整理機構の運営を支援した。 ○引受状況：467件，540,857千円

（13,200千円） うち本税徴収引受：460件，437,823千円

○徴収額（徴収率（％））：

（本税）207,197千円（47.3％）

８ 行政情報化及び情報システム・ネットワークのセキュリティ対策強化の推進

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し，行政の簡素・効率化と県民サービスの向上を図るため，庁内の情報ネットワークや情報シス

テムについて機能強化と安定運用に努めるとともに，業務・システムの最適化への取組みを推進し，次世代「ｅ－県庁」の実現に

努めた。

また，サイバー攻撃等，外部からの脅威に対する強固な情報セキュリティ対策を実施した。（スマート県庁推進課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

防災拠点情報ネット 大規模災害発生時においても，庁内情報システムによる県の業務 ○庁内クラウドへの移行システム数の割合：100％

ワーク災害対策強化 継続性を確保するため，平成２６年度に構築した庁内クラウドの安

事業 定運用を図るとともに，主要なシステムの順次集約や災害時を想定

した運用訓練を実施した。

（114,355千円）

情報システム ・ネッ 情報システム・ネットワークのセキュリティ対策として，「サー ○サイバー攻撃による情報漏洩：0件

トワークセキュリテ バルームの常時監視・入退室管理」や，「庁内ネットワークの重要

ィ対策強化事業 度に応じた複数領域への分離・接続端末の制限」などを実施し，ウ

イルスに感染しても，「外部から個人情報にアクセスさせない」，「外

部に個人情報を漏洩させない」環境の運用に取り組んだ。

また，インターネット接続環境の仮想化や内部情報を扱う端末の
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ログインに「パスワード」と「マイナンバーカード」の二要素で認

証するシステムの運用に取り組んだ。

（35,863千円）

９ 効率的総務事務処理の推進

総務事務の集約化メリットが最大限生かされるよう，適正かつ効率的な事務処理を遂行するとともに，総務事務処理の不断の見

直し，処理システムの改善に努めるなど，より一層効率的な総務事務処理を推進した。（総務事務管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

総務事務管理諸費 職員の諸手当の認定，旅費，報酬及び賃金の支出並びに年末調整 ○「総務事務」の適正かつ効率的な処理

に関する事務その他関連する社会保険手続き等の｢総務事務」を集 ○特定個人情報等の適正な取扱い

約処理し，必要とする特定個人情報等の収集及び利用を行った。 ○特定個人情報を用いた情報連携の適正な運用

（7,812千円）
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４ 県民環境部

１ 県民との協働事業の推進

県民の参加と協働による地域づくりを実現するため，ＮＰＯ，ボランティアなど，県民の自主的・自立的な社会貢献活動を促進

するための各種支援事業等を行い，県民との協働事業の推進を図った。

また，大規模災害の被災者に対する支援のための「徳島県大規模災害被災者等支援基金」を活用した被災地との交流等支援事業

や平成30年７月豪雨の被災者への生活支援給付金の支給を実施するとともに，基金の周知を図った。（県民環境政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

地域活力再生ボラン 地域活力の再生に向け，県民のボランティア活動を促進するため， ○団塊の世代のボランティア活動促進

ティア活動促進事業 「とくしまボランティア推進センター」を拠点として，地域の抱え ・地域のささえあい担い手養成講座（全23回）

る課題に対応した各種支援事業を実施した。 受講者数：933人

（16,887千円） ・ささえあい勉強会（全3回）参加者数：49人

○災害ボランティア育成等事業

・災害ボランティア講座参加者数：36人

・コーディネーター養成講座

受講者数：54人

修了者数：45人

とくしまパートナー ＮＰＯ，ボランティア，地域づくりなど県民の自主的・自立的な ○とくしま県民活動プラザ利用者の状況

シップ推進事業 社会貢献活動を促進するため，「とくしま県民活動プラザ」を拠点 ・登録団体数：545団体

として，活動・交流の場の提供など各種支援事業を実施した。 ・来館者数：41,877人

（37,958千円） ・登録ボランティア：267人

○「ゆめバンクとくしま」によるＮＰＯ活動助成

：10団体，550千円

○「とくしまボランティア賞」表彰

・特別賞受賞：1個人，1団体

・奨励賞受賞：1個人，6団体

○「とくしまＮＰＯ賞」表彰

・大賞受賞：1団体
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・きらめき賞受賞：3団体

がんばるＮＰＯ応援 ＮＰＯの経済的自立を推進するため，ＮＰＯの広報活動や各種研 ○ＮＰＯお試し体験実施状況：

事業 修，アドバイザーの派遣等を実施した。また，徳島県指定ＮＰＯ法 76回開催，539人参加

人制度の活用を促すため，ＮＰＯ法人を対象とした個別相談等を実 ○小中高等学校出前講座実施状況：

施した。 30校，1,962人参加

（2,626千円） ○ＮＰＯ団体向け支援講座実施状況：

全9講座，159人参加

○アドバイザー派遣事業：12団体

○ＮＰＯ同士によるネットワーク構築：10団体

吉野川交流推進費 川を生かした個性的で魅力ある地域づくり等の推進を図るため， ○アドプト･プログラム吉野川

吉野川を取り巻く多様な連携・交流の推進や県内外に向けての情報 ・参加団体数：137団体

発信等を行う「吉野川交流推進会議」の運営を支援した。 ・団体登録人数：13,735人

（240千円） ○子ども交流体験事業

・「交流体験inよしのがわ」実施：

全3回（天候の都合により1回のみ実施）

16人(親子6組)参加

大規模災害被災者等 今後発生する大規模災害への備えとして創設された「徳島県大規 ○熊本地震被災地との交流等支援補助事業：

支援費 模災害被災者等支援基金」を活用した被災地との交流等支援事業や 5件，1,988千円

平成30年７月豪雨の被災者への生活支援給付金の支給を実施する ・被災地の特別養護老人ホームでのコンサート

とともに，寄附の促進のため，基金の周知を図った。 や健康体操の実施

（8,638千円） ・被災地の伝統芸能と阿波人形浄瑠璃による文

化交流を実施

・被災地の高校生を招待し，共同学習や交流事

業を実施

・地震に関するディスカッションを取り入れた

合宿及び防災啓発イベントの実施

○平成30年７月豪雨の被災者への生活支援給付

金の支給

26件，6,450千円
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２ 人権を尊重する社会づくりの推進

「徳島県人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき，県民の人権意識の普及高揚を図り，同和問題をはじめ，女性・子ども・

高齢者・障がい者など様々な人権問題の解決に向け，各種啓発事業を実施するとともに，人権啓発を効率的・効果的に進めるため，

市町村や民間団体との連携・協力を図り，それらが実施する創意工夫のある取組みを支援した。

また，人権教育･啓発推進の中心的役割を果たす拠点である人権教育啓発推進センター「あいぽーと徳島」の適正な運営を図った。

さらに，市町が設置・運営する隣保館に対して支援を行うとともに，隣保館活動の活性化に向け，相談機能の強化を図るなど，

地域住民の一層の交流促進に努めた。（男女参画・人権課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

人権教育・啓発総合調 「徳島県人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき，同和問題 ○人権啓発推進員の研修会等への派遣回数：116回

整事業 をはじめ広く人権全般についての各種啓発事業を実施した。 ○人権フェスティバルの開催

（23,989千円） ・海の総合文化センター(牟岐町)

平成30年11月24日

参加者数：1,000人

・まちかどパネル展(牟岐町内4か所)

平成30年11月14日～12月3日

参加者数：2,000人

人権教育啓発推進セ 県の人権教育啓発推進の拠点である人権教育啓発推進センター ○「あいぽーと徳島」

ンター運営費 「あいぽーと徳島」を運営するとともに，人権啓発イベントや人権 ・利用者数及び事業参加者数:45,624人

講演会等，各種事業を実施した。 ○あいぽーとフェスティバルの開催

（77,875千円） ・平成30年4月7日 参加者数：819人

みんなが主役の人権 人権に関わるＮＰＯなどの民間団体の育成を図るため，団体が実 ○事業委託した団体数：9団体

啓発推進事業 施する人権啓発推進に関する創意工夫のある取組みを募集し，事業 ・テーマ：ハンセン病，障がい者，同和問題，

委託して実施した。 （3,074千円） 外国人等

あいぽーとサテライ 県民に身近なところで人権啓発の機会を提供するため，インター ○あいぽーとサテライトカレッジの開催

トカレッジ人権啓発 ネット配信を活用し，県内3圏域での同時開催による県民参加型の 平成30年9月28日

推進事業 人権啓発事業を実施した。 ・メイン会場(美馬市地域交流センターミライズ)

（2,621千円） 参加者数：500人

・サテライト会場(3か所)

参加者数：50人
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若者発！人権啓発映 現在の社会情勢を反映した喫緊の人権課題への啓発を推進するた ○人権啓発映像コンテンツ

像コンテンツ発信事 め，若者を対象に人権啓発映像コンテンツを募集し，県民に発信し 応募数：19作品（1大学，3高校）

業 た。 ○優秀作品の映画館，ケーブルテレビでの

（936千円） ＣＭ上映

隣保館運営費補助金 隣保館が，地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流 ○隣保館(43館)に対する運営費補助

の拠点となり，各種相談事業や交流事業等を総合的に実施するた ・隣保館の相談事業，デイサービス事業，

め，その運営費を助成した。 地域交流促進事業など

（266,124千円）

隣保館整備事業費補 市町が設置する隣保館について，老朽化等により大規模改修等が ○大規模改修等を行った隣保館数：1館（1市）

助金 必要な場合に，その整備費用を助成した。 ・耐震改修，老朽化対策等

（49,693千円）

いきいき隣保館支援 隣保館の相談機能の強化と交流の拠点としての機能の充実を図る ○レベルアップ研修実施回数：8回

事業 ため，県隣保館連絡協議会に委託して，隣保館職員のレベルアップ ○専門相談員派遣回数：48回

研修及び専門相談員の派遣事業を実施した。 ・社会保険労務士，管理栄養士等

（2,029千円）

３ 男女共同参画社会づくりの推進

男女共同参画社会の実現に向けて，「ともに輝く『新未来とくしま』創造プラン（徳島県男女共同参画基本計画）」に基づく各種

施策を推進するとともに，男女共同参画講演会やイベント等の啓発事業を開催，支援するほか，「ともに輝くフェスティバル」を開

催し，女性活躍の機運醸成と一層の意識啓発を推進した。

また，男女共同参画の総合的な推進拠点である「ときわプラザ（男女共同参画交流センター）」において，県民と協働し，「フレア

キャンパス開講事業」を展開するとともに，政策・方針決定過程への女性・若者の参画拡大を図るため，「とくしまフューチャーア

カデミー」を創設し，女性活躍の推進とすそ野拡大を図った。

さらに「配偶者暴力防止及び被害者保護に関する徳島県基本計画」に基づき，配偶者等からの暴力の根絶をめざし，若年層も対象

とした普及啓発，被害者に配慮した相談体制・保護体制の充実，自立支援に取り組むとともに，性暴力被害者支援センター「よりそ

いの樹とくしま」を運営し，女性に対するあらゆる暴力防止に関する対策の推進を図った。（男女参画・人権課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

「ともに輝くフェステ 女性の職業生活における活躍と女性活躍に対する社会全体の意 ○「ともに輝くフェスティバル」の開催

ィバル」開催事業 識変革を図るため，ときわプラザ（男女共同参画交流センター）に ・平成30年11月16日～17日

おいて広報・啓発イベントを集中的に実施した。 ・参加者数：328人

（895千円）

男女共同参画交流セ 県民の男女共同参画の活動を支え，交流や情報の収集・提供を活 ○ときわプラザ利用者数：55,580人

ンター運営事業 発化するため，「ときわプラザ(男女共同参画交流センター)」の運

営を行った。 （47,271千円）

フレアキャンパス開 男女共同参画社会の実現に向けた意識啓発や人材育成を行うた ○女性の活躍や起業を応援する講座をはじめ，性

講事業 め，ときわプラザ（男女共同参画交流センター）において，各種講 的少数者，理系女子応援など時流に応じたテー

座等を開催した。 マの講座等を開催した。

（2,737千円） ・フレアキャンパス講座数：200講座

若年層からの「ストッ 重大な人権侵害であるＤＶ根絶のため「ＤＶの被害者も加害者も ○デートＤＶ防止セミナー

プ！ＤＶ」推進事業 発生させない」という視点から，デートＤＶ防止セミナーの開催等， ・開催数：28回

若年層からのＤＶ予防教育・啓発を実施した。 （1,394千円） ・受講者数：2,576人

ＤＶ被害者自立支援 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立支援の充実･強化を図る ○県警との連携により，希望するＤＶ被害者等に

事業 ため，関係機関との連携強化や民間団体の活動支援などを実施し 対し，携帯用緊急通報装置の無償貸与を行うと

た。 ともに，民間団体等の先駆性や専門性を生かし

（2,250千円） た事業を支援した。

・携帯用緊急通報装置利用者数：13人

・ＤＶ被害者自立支援サポート事業数：3事業

性暴力被害者支援セ 性暴力被害者への支援の充実を図るため，女性相談員による相談 ○相談件数：137件

ンター運営費 受付や関係機関と連携した産婦人科医療，法律相談などの支援を実 ○公費負担制度利用実績

施した。 ・医療支援：3件

（8,475千円） ・法律相談：0件

「とくしまフューチャ 政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる拡大を図 ○とくしまフューチャーアカデミー

ーアカデミー」創設事 るため，「とくしまフューチャーアカデミー」を創設し，女性活躍 ・開催数：7回

業 に向けた研修や交流会を開催するとともに，育成した人材が活躍で ・参加者数：396人

きる機会を提供した。 （2,456千円）
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４ 次世代育成支援対策の推進

「第２期徳島はぐくみプラン」に基づき，少子化対策をより一層強化し，「希望出生率１．８」をかなえるため，結婚，妊娠・出

産，子育てまでの切れ目のない支援を実施するとともに，「子ども・子育て支援新制度」の円滑な実施に向け，市町村との緊密な連

携の下，待機児童の解消に向けた保育士の確保，認定こども園・保育所の整備や，「新・放課後子ども総合プラン」の着実な推進な

ど，地域の実情や子育て家庭の多様なニーズに応じた子育て環境の向上に努めた。

また，複雑化する児童虐待問題に対応するため，こども女性相談センター職員の専門性の向上や，広報・啓発事業を実施したほ

か，関係機関からなる市町村要保護児童対策地域協議会の活動を支援するとともに，県レベルでの要保護児童対策協議会を活用し，

関係機関相互の連携強化を進め，虐待事案の早期発見・早期対応を図った。

さらに，「徳島県ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき，ひとり親が仕事と子育てを両立しながら自立し，子どもが将来に希望

を持って健やかに成長できる環境づくりに向けて，就業・生活・経済的支援から子どもへの学習支援に至るまで，貧困の連鎖を断

ち切るべく，幅広い施策を総合的に推進した。（次世代育成・青少年課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま在宅育児応 保育所等を利用せず，在宅で０歳から２歳までの乳幼児を育児し ○H31.3 ５市町でクーポン事業開始

援クーポン事業 ている世帯の心理的負担を軽減するため，様々な子育て支援サービ （阿波市，美馬市，牟岐町，美波町，海陽町）

スの利用料金の支払いに使用できるクーポンを交付する事業に取

り組む市町村へ補助を行った。

（2,555千円）

とくしま結婚支援プ 社会全体で独身者の結婚の希望が叶う環境を整備するため，「と ○とくしまマリッジサポートセンターが管理する

ロジェクト加速化事 くしまマリッジサポートセンター（マリッサとくしま）」を拠点と 出逢いの場等への参加人数：2,052人

業 し，県内イベントとのコラボや地域資源を活用した魅力的な出会い ○出逢いの場等におけるカップル成立数：400組

の場を提供する「とくしま婚活コミッション事業」や若者から生み ○婚活支援応援企業・団体登録数：298企業・団体

出された優れたアイデアを実現する事業を展開することにより，市

町村，企業等様々な主体と連携した結婚支援を実施した。

（36,140千円）

地域少子化対策強化 本県の少子化対策をより一層強化するため，地域の実情に応じた

事業 「結婚，妊娠・出産，子育て」の一貫した切れ目ない支援を実施し

た。

（56,005千円）
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（1）とくしま結婚支援プロジェクト加速化事業（再掲）

「とくしまマリッジサポートセンター（マリッサとくしま）」に ○とくしまマリッジサポートセンターが管理する

おいて，１対１のお見合いや出逢いイベント等を行うとともに，県， 出逢いの場等への参加人数：2,052人

市町村，企業，団体等，様々な主体が連携した結婚支援を実施した。 ○出逢いの場等におけるカップル成立数：400組

○婚活支援応援企業・団体登録数：298企業・団体

（2）産前・産後の母親相談事業

助産師による妊婦・母親の心と体をサポートする電話相談を実施 ○電話相談件数：138件

した。 ○交流イベント参加数：368組

（3）子育てパパ・ママサポート事業 ○赤ちゃん授業（全4回）参加者数：160人

児童・生徒が，乳児との触れ合いを体験する「赤ちゃん授業」や ○イクボス研修（全3回）参加者数：100人

ワークライフバランスを推進するために，「イクボス研修」，「イク ○夫婦のパートナーシップセミナー

メンワークショップ」の開催，「父親の子育て」のヒントとなるよ （1回）参加者数：26人

うな情報発信を行った。 ○子育て中の男性向けワークショップ（全3回）

参加者数：76人

（4）子育て応援推進費

次代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境を，社会全体で ○おぎゃっと２１参加者数：9,500人

支援する機運を醸成するため，産学民官協働による「おぎゃっと２ ○とくしま子育て大賞の表彰：3部門 1名1団体

１」の開催や「とくしま子育て大賞」の表彰を実施した。

また，子育て家庭の外出を社会全体で支援するため，子育て支援 ○登録店舗数：1,121店舗（H30年度末累計）

パスポートの登録店舗の拡大や，「いい育児の日」（11月19日）にち

なんだＰＲイベントを実施し，パスポートの普及啓発・利用促進を

図った。

（5）市町村補助金

危機的な少子化問題に対応するため,市町村が実施する「結婚,妊 ○市町村補助実績：275千円(阿南市)

娠・出産，子育て」までの切れ目ない取組みを支援した。 710千円(美馬市)
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子育て総合支援セン 地域の子育て機能の総合力を高め，次世代育成支援を推進するた ○子育て支援団体のネットワーク形成

ター事業 め，子育て支援団体のネットワーク形成，子育て支援関係者に対す ・地域子育て支援ネットワーク会議（全5回）

る情報提供，専門的な相談への対応等の機能を持つ「子育て総合支 参加者数：147人

援センターみらい」を運営した。 ・地域子育て支援ネットワーク研修会

（8,256千円） 参加者数:83人

○子育て支援関係者に対する相談

・専門相談件数：23件

放課後子ども総合プ 「新・放課後子ども総合プラン」に基づき，全ての児童が放課後 ○放課後児童支援員等研修

ラン推進事業 等を安全・安心に過ごし，多様な体験・活動を行うため，放課後児 ・放課後児童支援員認定資格研修事業

童支援員等の質の向上や放課後児童クラブの受け皿の確保を推進 全科目修了者数：131人

した。 ・児童厚生員･放課後児童支援員等合同研修

（36,507千円） 受講者数：177人

・児童厚生員･放課後児童支援員等フォローアッ

プ研修受講者数（延べ人数）：443人

・放課後児童支援員等資質向上研修

受講者数（延べ人数）：238人

・放課後子ども総合プラン研修会

受講者数：195人

○子ども・子育て支援整備交付金

・交付状況：32,071千円（6市町）

・放課後児童クラブ施設整備：8施設補助

○放課後児童クラブ運営費補助

・交付状況：942千円(2市町)

放課後児童対策事業 就労等により，昼間家庭に保護者がいない児童に対し，適切な遊 ○放課後児童対策事業交付金

費 び及び生活の場を提供し，児童の健全な育成を図るため，放課後児 ・交付状況：374,375千円（18市町村）

童クラブの運営費支援等を行った。 ○放課後児童クラブ数：174クラブ

（374,375千円） （休止中の3クラブを除く）

保育人材確保等推進 子ども・子育て支援新制度の円滑な実施により，子どもを生み育 ○現任保育士研修受講者数：2,936人

事業 てやすい徳島を実現するため，保育現場で保育等に従事する保育士 ○認可外保育施設職員研修受講者数：158人

等の人材確保や保育の質の向上に向けた取組みを総合的に推進し ○子育て支援員研修受講者数：207人
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た。

（21,508千円）

保育士修学資金等貸 保育人材の確保を図るため，保育士資格取得のための修学資金や ○保育士修学資金等貸付

付事業 潜在保育士の再就職時の就職準備金等について貸付を実施した。 ・保育士修学資金貸付事業：88人（205人）

（7,760千円） ・保育補助者雇上支援事業：4人（8人）

（1）保育士修学資金貸付事業 ・潜在保育士の再就職支援事業：3人（7人）

（2）保育補助者雇上支援事業 ［保育士修学資金貸付対象者は除く］

（3）潜在保育士の再就職支援事業 ・未就学児を持つ保育士の子どもの預かり支援

（4）保育士の離職防止支援事業 事業利用料金の一部貸付事業：1（1人）

※( )書きは，前年度からの継続を加えた数

地域子育て総合支援 地域における子育て環境の向上を図るため，子ども・子育て支援 ○地域子育て総合支援交付金

交付金事業 法に基づき，市町村が策定した子ども・子育て支援事業計画に沿っ 交付状況：332,411千円（24市町村）

て実施する地域子ども・子育て支援事業等に対し補助を行った。 ・地域子育て支援拠点：23市町村実施

（332,411千円） （21市町村へ補助）

・乳児家庭全戸訪問事業：24市町村実施

（21市町村へ補助）

・一時預かり事業：21市町実施（14市町へ補助）

・病児･病後児保育：22市町村で実施

（15市町へ補助）

・ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業：24市町村で実施

（13市町へ補助）

・延長保育促進事業：22市町で実施

（13市町へ補助）

など

子ども・子育て支援新 子ども・子育て支援新制度を推進し，本県における少子化対策や ○子ども･子育て支援新制度推進交付金

制度推進交付金事業 子育て環境の向上を図るため，放課後児童クラブの利用料を軽減す 交付状況：42,360千円（24市町村）

るなど，市町村における地域の実情に応じた主体的な取組みを支援 ・フッ化物塗布：19市町へ補助

した。 ・第３子以降及びひとり親世帯等の児童に係る

（42,360千円） 放課後児童クラブ利用料無料化：10市町村へ

補助
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・小規模型地域子育て交流ｾﾝﾀｰ：3市へ補助

など

阿波っ子はぐくみ保 多子世帯における経済的負担を軽減するため，保育所，幼稚園等 ○阿波っ子はぐくみ保育料助成

育料助成事業 における「３歳から５歳までの第２子」及び第３子以降の保育料無 交付状況：282,553千円（24市町村）

料化に取り組む市町村へ補助を行った。 ・保育所：24市町村へ補助

（282,553千円） ・幼稚園：18市町村へ補助

保育提供体制緊急確 保育の受け皿拡大に必要な保育人材の確保・定着を図り，保育所 ○保育事業者への巡回支援 10回

保事業 等入所待機児童の解消を目指すため，子育て支援員の雇上を促進す ○保育士人材バンクを活用した「保育士登録者アン

る補助制度を創設するとともに，保育士・保育所支援センターの機 ケート」を実施:8,990人

能を拡充する。

（6,020千円）

認定こども園整備事 教育と保育の一体的提供，待機児童の解消及び幼児教育の環境改 ○認定こども園施設整備補助金

業費補助金 善等を図るため，認定こども園の施設整備に要する経費を市町村が 交付状況：30,151千円（4市）

補助する事業及び社会福祉法人が認定こども園の環境整備を行う ○子育て支援臨時特別対策補助金

事業に対し補助を行った。 交付状況：83,391千円（2町）

（115,306千円） ・認定こども園施設整備：6施設補助

（1）認定こども園施設整備 ○「幼児教育の質の向上のための緊急環境整備事

（2）幼児教育の質の向上のための緊急環境整備 業補助金」交付状況：1,764千円（14施設）

退所児童アフターケ 児童養護施設を退所した子ども等に対し，生活や就業に関する相 ○退所児童アフターケア相談・支援（延べ人数）

ア事業 談に応じるため，相談室及び子どもが集まることができる設備を設 ・来所者数：557人

けるとともに，相談支援員を配置した。 ・電話・来所相談：17人

（3,500千円） ・同行支援（専門機関･面接等）：8人

退所児童自立支援資 児童の自立促進を図るため，児童養護施設等の退所児童等に対し， ○退所児童自立支援資金貸付

金貸付事業 住居費等の貸付を行った。 ・生活支援費：6人

（930千円） ・家賃支援費：6人

・資格取得支援費：5人

虐待関係職員専門性 児童虐待の発生予防から迅速・的確な対応，アフターケアまで， ○弁護士配置

強化事業 切れ目のない支援を図るため，児童相談所への弁護士の配置及び児 ・中央こども女性相談センター：2人

童福祉司等の専門性を強化する研修を実施した。 ・南部こども女性相談センター：1人

（4,335千円） ・西部こども女性相談センター：1人
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○児童福祉司等専門研修

・児童福祉司任用前講習会

参加者数：8人，うち修了者数：7人

・児童福祉司任用後研修

参加者数：24人，うち修了者数：15人

・調整担当者研修

参加者数：14人，うち修了者数：10人

・家族理解ワークショップ

参加者数：26人

“ＳＴＯＰ児童虐待” 児童虐待に迅速，適切に対応し，児童の安全の確保，児童虐待の ○24時間365日体制強化

児童相談所体制強化 防止を図るため，児童相談所の相談機能等の強化を行った。 ○危機介入援助チーム設置

事業 （18,987千円） ○一時保護所機能強化

里親総合支援事業 要保護児童の家庭養育を推進するため，里親制度の普及啓発や， ○啓発活動回数：12回

未委託里親に対する講習等を実施することで，養育の質の確保を図 ○家庭訪問回数：32回

り，里親委託の推進と里親家庭の総合的な支援を行った。 ○里親による相互交流：19回

（3,056千円） 参加者延べ数416人

ファミリーホーム開 要保護児童の家庭養育を推進するため，ファミリーホーム（小規 ○ファミリーホームの開設：１件

設支援事業 模住居型児童養育事業）を開設する里親に対し，住宅の改修等の経

費を補助を行った。

（8,000千円）

ひとり親家庭自立支 ひとり親家庭の自立を支援するため，能力開発に必要な経費の一 ○ひとり親家庭自立支援給付

援給付事業 部や資格取得期間中の生活費の一部を支給した。 ・自立支援教育訓練給付金：2人

（12,261千円） ・高等職業訓練促進給付金：13人

（1）自立支援教育訓練給付金 ・高等職業訓練修了支援給付金：2人

（2）高等職業訓練促進給付金

（3）高等職業訓練修了支援給付金

ひとり親家庭高等職 高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し，就職に有 ○ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付

業訓練促進資金貸付 利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親を支援するため，入学準 ・入学準備金：14件

事業 備金及び就職準備金の貸付を行った。 ・就職準備金：12件

（13,860千円）
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ひとり親家庭就労専 多様な問題を抱えるひとり親家庭の就業に対する支援を強化する ○相談件数：388回

門支援事業 ため，「ひとり親家庭就業支援専門員」を配置し，生活や子育てな ○就業情報提供者数（延べ）：131人

ど様々な悩みに応じる母子・父子自立支援員と連携してひとり親家 ○就職決定者数：21人

庭に対する総合的な支援を行った。

（2,690千円）

ひとり親家庭等医療 ひとり親家庭の親及びその扶養する児童並びに父母のない児童の ○ひとり親家庭等医療費助成事業補助金

費助成事業 保健の向上及び福祉の増進を図るため，入院費及び子どもの通院費 交付状況：11,765件

の助成を行った。 （25,296千円）

ひとり親家庭学習支 ひとり親家庭の子どもに対して，基礎学力や自宅での学習習慣の ○支援世帯及び人数：52世帯・66人

援事業 習得を促進するため，家庭教師の派遣による学習支援を行った。 ○支援回数：497回

（2,080千円）

ひとり親家庭等まる ひとり親家庭等の経済的自立と生活の安定を図るため，ひとり親 ○生活支援講習会事業（5箇所）参加者数：118人

ごと応援事業 家庭等が抱える多くの複雑な問題に対し，就業及び生活面において ○就業支援講習会（3講座）修了者数：42人

幅広く総合的に支援した。 ○ひとり親家庭等日常生活支援事業利用実績：

（19,987千円） 67件

○ひとり親家庭ホームフレンド派遣事業

・派遣家庭数：7世帯，派遣回数：55回

○母子・父子自立支援プログラム策定件数：19件

子どもの未来応援ネ 「貧困の連鎖」を断ち切るための，地域の実情に応じた具体的な ○基礎研修：2回

ットワーク事業 施策を講じるため，ＮＰＯなどの支援団体の調査や，市町村職員を ○発展研修：2日×3か所

対象とした研修を行った。 （2,507千円） ○研修参加者数（延べ数）：195人

未収金対策強化事業 母子父子寡婦福祉資金貸付金の適正な管理と，未収金削減のた ○回収額：754,233円

め，サービサー（債権回収会社）に居所調査や督促業務の一部を委 （委託期間：H30.11.15～H31.3.31）

託し，債権回収の強化を図った。 徴収業務移管予告書送付後の納付額:2,626,449円

（2,080千円）

児童保護措置費 児童福祉法に基づき，児童の心身の安全及び適切な養育環境を確 ○児童福祉施設への措置等

保し，心身の健やかな発達及び社会的な自立を促進するため，児童 ・児童入所施設：各月初日延3,053人

福祉施設への措置に要する経費の一部を負担した。 ・里親への委託児童：33人

（3,759,049千円） ・母子生活支援施設：各月初日延112世帯

・助産施設：26人

46



５ 青少年対策の推進

「とくしま青少年プラン２０１７」に基づき，全ての青少年が自立・活躍できる「とくしま」の実現に向け，家庭・学校・地域

との連携を一層図り，県民総ぐるみによる青少年育成を推進した。

また，地方創生の若手リーダーとなる青少年の育成や，社会生活に困難を抱える青少年の連携支援，非行防止に向けた環境づく

り等，青少年の健全育成に向けた幅広い取組みを推進した。

さらに，青少年の活動拠点である「とくぎんトモニプラザ（青少年センター）」について，引き続き魅力ある管理運営を行った。

（次世代育成・青少年課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま若者フュー 地域の課題解決に積極的に取り組む地方創生の若手リーダーを育 ○サマースクール（宿泊型研修）参加者数：10人

チャーセッション若 成するため，「とくしま若者サマースクール」を開催し，実践的な ○フューチャーセッション参加者数：54人

手リーダー育成事業 ファシリテーターを養成するとともに，若者自らが企画・運営する ○成果発表会参加者数：42人

フューチャーセッションを開催した。

（3,200千円）

「困難を抱える青少年 困難を抱えた子ども・若者を社会的自立に導くため，支援者を養 ○子ども・若者支援地域協議会（2回開催）

をサポート！」ネット 成し，活動を促進するとともに，地域協議会における課題の共有や 参加者数：63人

ワーク推進事業 意見交換により，支援機関相互の連携とネットワークを強化した。 ○ユースアドバイザー養成講習会（4回開催）

（1,867千円） 参加者数：201人

○ユースサポーター認定者数：29人

○活動実績：394日

青少年活動支援事業 主体的に行動し，自立した青少年を育成するため，青少年センタ ○青少年講座（16種69回実施）参加者数：665人

ーを拠点とし，各種青少年講座の開催や団体活動の支援を行った。 ○青少年指導者養成講座参加者数：21人

（7,198千円）

青少年センター管理 青少年の健全な育成を図るとともに幅広い層の県民に対するサー ○利用者数：244,371人

運営事業 ビスを提供するため，「青少年センター」の適正な維持管理・運営

を行った。

（85,814千円）
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６ 総合的な環境施策の推進

本県の豊かな自然環境を活かした世界に誇れる「環境首都・新次元とくしま」の実現を目指し，あらゆる主体の行動指針であり，

行動規範となる「環境首都とくしま・未来創造憲章」の普及を進めるとともに，環境活動連携拠点となる「エコみらいとくしま(環

境首都とくしま創造センター)」に「環境学習・教育」，「普及啓発」，「環境活動支援」，「地域交流」，「地域防災」の各機能を付与し，

「とくしま環境県民会議」を中心とした県民活動としての気候変動対策や食品ロス対策など，各種環境施策の推進や多様な環境活

動の一元的な支援に加え，県民の環境に関する意識を高め，県民総ぐるみでの脱炭素，循環型社会の構築を推進した。（環境首都課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

脱炭素「ステップアッ 県民総活躍で「脱炭素社会の実現」を加速させるため，環境活動 ○とくしま環境首都学校参加者数：858人

プ」事業 連携拠点「エコみらいとくしま」において，消費者庁消費者行政新 ○食品ロス削減の啓発活動実施数：29件

未来創造オフィスと連携した食品ロス削減を始めとする「環境普及

・啓発」を実施するとともに，「環境学習・教育」などの各種事業

を展開した。 （6,706千円）

環境首都とくしま創 「環境首都とくしま」の実現を目指すため，環境活動の拠点であ ○リサイクル製品認定数：51製品

造センター運営事業 る「環境首都とくしま創造センター」の運営を行い，環境学習・教 ○「とくしま環境学講座」受講者数：1,430人

育や地球温暖化対策などの取組みを支援した。

（12,383千円）

地球にやさしい環境 地球温暖化の防止やリサイクル等の活動を推進するため，県民・ ○マイバッグでお買い物隊員数：9,769人

県民運動推進事業 事業者・行政からなる「とくしま環境県民会議」を中核として，県 ○とくしま環境県民会議表彰被表彰者数：

内各主体の積極的・主体的な実践行動と県民をあげた取組みを展開 10人，4団体

した。 （6,030千円）

７ 気候変動対策の推進

脱炭素社会の実現に向けて，温室効果ガスの排出抑制や吸収源対策による「緩和策」と，気候変動に適切に対応する「適応策」

を両輪とした取組みを展開し，「徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例」に基づく総合的な気候変動対策を実施し

た。

また，「自然エネルギー立県とくしま推進戦略」に基づき，本県に豊富に存在する自然エネルギーを活用した「エネルギーの地産

地消」や「災害に強いまちづくり」を推進するとともに，「徳島県水素グリッド構想」に基づき，地球温暖化対策の切り札となる水

素エネルギー導入施策の積極展開による「水素社会の早期実現」に向けた取組みを推進した。（環境首都課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

「脱炭素社会の実現 地域の資金を循環させ地域の課題解決に資するために，県民の節 ○とくしまエコパートナー締結企業・団体数：

へ！」とくしま未来創 電及び省エネ活動による二酸化炭素削減量に金銭的価値を付与（ク 5企業・団体

造事業 レジット化）する事業を実施した。 ○気候変動アワード表彰数：3件

さらに脱炭素社会の実現に向けて「県民総活躍」の理念を実現す ○省エネ活動に取り組んだコミュニティ数：2件

るためフォーラムを開催するとともに，特に次代を担う若い世代

が，環境問題への関心を高め環境行動の実践に繋げられるよう普及

啓発を行った。 （2,702千円）

「拡がる」環境活動普 県とＮＰＯ法人が連携し，環境問題に関心を持つ大学生等を「学 ○学生地球温暖化防止活動推進員数：70人

及啓発事業 生地球温暖化防止活動推進員」として広く募集し，研修等を行った ○大学の講義の受講人数：1,293人

上で，若い世代の価値観によるアイデアをくみ上げ県の施策に反映 ○エコスタイル関連イベント実施件数：80件

させたほか，大学の協力により，学生が県の環境施策等を体系的に ○エコスタイル関連イベント参加者数：15,856人

学べる講義を行った。

さらに，地球環境に配慮したライフスタイル・ビジネススタイル

への転換等を呼びかける「徳島夏・冬のエコスタイル」関連のイベ

ント等を行い，本県の豊かな自然環境を守り次世代に伝えるため，

若年層をはじめ，あらゆる世代へ向けた環境意識普及啓発を実施し

た。

（6,000千円）

自然エネルギー立県 事業者における自然エネルギー関連設備をはじめとした創エネ・ ○融資実績：3件（90,500千円）

とくしま 推進資金貸 蓄エネ・省エネ設備の導入を促進するため，金融機関を通じて低利

付事業 の融資を実施した。

（79,000千円）

「脱炭素型設備」整備 環境に優しいライフスタイルへの転換に向けた気運を高めるた ○ＺＥＨ補助実績：2件（509千円）

補助金 め，住宅において大幅な省エネを実現するネット・ゼロ・エネルギ

ー・ハウス（ＺＥＨ）化に要する設備等の導入に対して補助を行っ

た。

（509千円）

49



近未来「水素社会」構 地方から水素社会の早期実現を図るため，県内工場で発生する副 ○「燃料電池バス導入検討部会」の開催及び実証

築事業 生水素を「地産地消エネルギー」として有効活用するための調査・ 運行の実施：平成30年11月26日

検討を行うとともに，燃料電池バス本県導入に向けた態勢整備など ○「とくしま水素ビジネス研究会」の設置・展開

を推進した。 ・開催回数：3回

（1,242千円） ・参加者数：約140人

○全国初となる地方空港へのSHS・FCFLのセット運

用開始：平成30年11月19日

水素エネルギー普及 水素エネルギーの有用性や優れた環境性について，県民の理解促 ○水素グローカルフェアの開催

啓発体感事業 進を図るため，「水素グローカルフェア」や「燃料電池バス試乗会 平成30年10日11日～13日

・ツアー」を開催するとともに，次代を担う子どもたちを対象とし ・ブース参加事業者数：12社

た「水素アイデアポスターコンテスト」の実施や，新たな「啓発用 ・来場者数：約28,000人（3日間）

コンテンツ」の制作・発信など，幅広い世代を対象とした普及啓発 ○燃料電池バス試乗会

を戦略的に展開した。 平成30年11月29日～11月30日

（9,694千円） ・運行回数：8回

・参加者数：約150人

○燃料電池バスツアー

平成30年12月1日～12月2日

・催行回数：2回

・参加者数：約50人

○水素教室等環境学習

・開催回数：11回

・参加者数：339人

８ 人と自然との調和の推進

本県の貴重な自然について適正な保護と利用を図りながら，自然公園等の施設整備に努めた。

また，希少野生動植物の保護や生物多様性を確保するため，必要な生息・生育状況等の調査，外来生物対策，啓発等を行った。

（環境首都課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

「未来へつなぐとくし 徳島県の豊かな生物多様性を未来へと繋いでいくため，産学官民 ○生物多様性アドバンストリーダー認定数：10人

ま生物多様性」活動推 の連携による保全活動，普及啓発のほか，希少野生生物保護，外来

進事業 生物対策等を推進した。

（8,504千円）

自然公園等施設整備 自然との調和を推進し，優れた自然を有する地域において，安全 ○剣山山頂木道再整備 延長：203ｍ

事業 で快適な利用環境の確保や自然環境の保護を図るため，必要な工 ○蒲生田園地モルタル吹付 面積：491㎡

事，調査を実施した。 ○鳴門公園多言語化標識：45基

（13,700千円）

自然をあびる！チャ 徳島の豊かな自然を次世代に伝え残すため，公園監視団体等から ○海岸清掃参加人数：107人

ームアップ事業 自然の魅力を学び，自然環境保全の重要性を体感する海岸清掃を実

施するとともに，自然公園を適切に管理し，利用者の安全利用に供

した。

（3,322千円）

自然公園トイレ有料 瀬戸内海国立公園の鳴門公園において，公衆トイレの有料化の実 ○改修設計一式

化実証実験事業 証実験を見据え，千畳敷公衆トイレの改修設計業務を実施した。

（1,200千円）

９ 循環型社会形成の推進

第四期徳島県廃棄物処理計画に基づき，これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済システムを見直し，廃棄物の発

生抑制や，再使用・再生利用などによる資源の循環的な利用を基調とする循環型社会の形成に努めた。（環境指導課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

廃棄物処理計画推進 循環型社会の形成を目指し，「第四期 徳島県廃棄物処理計画」に ○３Ｒ普及啓発等の環境学習に取り組む市町村数

事業 基づき，ごみの減量化・再使用・再生利用及び適正処理を図るとと ：24市町

もに，迅速かつ適正な災害廃棄物処理を確保するため，「市町村災 ○小型家電リサイクル適正処理実施市町村数

害廃棄物処理計画」の早期策定を推進した。 ：14市町村

（800千円） ○「市町村災害廃棄物処理計画」策定市町村数

：24市町
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１０ 産業廃棄物処理対策の推進

不適正処理の未然防止のため，処理業者等に対する定期的な立入調査を実施するとともに，排出事業者が自らの判断により優良

な処理業者を選択できる徳島県独自の優良処理業者認定制度により，優良処理業者の育成と，産業廃棄物の適正処理を推進した。

（環境指導課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

産業廃棄物適正処理 産業廃棄物の適正処理を促進するため，環境監視員等による排出 ○環境監視員職員数：14人

監視・指導事業 事業者や処理事業者等への監視・指導を行うとともに，民間団体・ 事業所等立入調査回数：5,919回

企業と連携した不法投棄等対策事業，廃棄物適正処理等講習会によ ○「産業廃棄物講習会」参加者数：267人

る啓発事業などを実施した。 ・適正処理講習会：207人

（47,550千円） ・経営支援講習会：60人

○不法投棄通報協定締結事業者数：2社

ポリ塩化ビフェニル ポリ塩化ビフェニル廃棄物の早期処理推進のため，独立行政法人 ○「徳島県ポリ塩化ビフェニル廃棄物対策推進費

廃棄物適正処理推進 環境再生保全機構に設けられている「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処 補助金」交付状況：4,545千円

事業 理基金」に補助し，中小企業者等の処理費用の助成を行った。

（4,545千円）

１１ 一般廃棄物処理対策の推進

一般廃棄物の減量化・再使用・再生利用及び適正処理を推進するため，関係市町村等に対して技術的援助を行った。（環境指導課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

一般廃棄物処理施設 一般廃棄物の適正処理等を推進し，生活環境汚染を未然に防止す ○現地において，助言・情報提供を実施した市町

整備指導事業 るため，一般廃棄物処理施設の整備等について，関係市町村等に対 村等の一般廃棄物処理施設数：10施設

し，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく技術的援助と ○循環型社会形成推進交付金交付実績：1件

しての助言を行った。

（1,000千円）
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１２ 大気汚染・水質汚濁・土壌汚染等対策の推進

公害防止対策の推進を図るため，大気・水質等の環境を常時監視するとともに，工場・事業場などの発生源への立入調査等を実

施し，汚染物質の排出抑制を推進した。

また，「瀬戸内海の環境の保全に関する徳島県計画」等に基づき，地域の力による人と自然が共生した豊かな海（里海）づくり

の推進を図るなど，環境保全の取組みの強化に努めた。

さらに，化学物質の適正管理の促進，汚染土壌の拡散防止対策，建築物解体工事に伴うアスベスト飛散防止対策等に取り組み，

環境汚染の未然防止に努めた。（環境管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

みらいのそらへ！環 水銀やアスベストなど有害物質による大気汚染防止を図るため， ○水銀排出施設登録件数：64件

境データ活用事業 「水銀に関する水俣条約」発効により新たに規制対象となった水銀 ○アスベスト排出等作業実施登録件数：570件

排出施設や建築物のアスベスト除去等に係るデータを再構築した。

（5,298千円）

“とくしまのそら”は PM2.5をはじめとした大気汚染対策を推進するため，機能強化し ○環境学習参加者数：26人

ぐくみ事業 た移動測定車の活用等により，大気環境の監視体制を充実するとと ○移動測定車設置地点数：4地点

もに，広報，環境学習等を実施した。

（2,589千円）

大気汚染対策事業 大気環境の保全を図るため，ばい煙発生施設等を設置する工場・ ○大気関係立入件数：236件

事業場に対する監視・指導を行うとともに，解体工事等におけるア ・ばい煙発生施設立入件数：176件

スベスト飛散防止対策の指導，大気汚染状況の常時監視等を実施し ・アスベスト除去等工事立入件数：60件

た。 ○環境大気測定局設置数：27局

（8,073千円） ・一般環境大気測定局：26局

・自動車排出ガス測定局：1局

未来へつなぐ「とくし 水環境の保全と水産資源の持続的な利用を図り，生物の多様性・ ○とくしま里海リーダー認定者数：33者

まSATOUMI」推進事業 生産性が確保された豊かな海「里海」づくりを推進するため，水質 ・とくしまSATOUMIリーダー：15人

の測定体制の整備や地域の核となる「里海リーダー」の育成に向け ・とくしまSATOUMIジュニアリーダー：15人

たプログラムを実施した。 ・とくしまSATOUMIフレンドシップ団体：3団体

（11,565千円） ○海岸生物調査参加者数：66人

・委託団体開催（3団体）：66人
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○水質に関する教室参加者数：214人

・海ごみ対策フォーラムinとくしま

水質チェック体験コーナー：96人

・みんなで水質汚濁を考える教室：118人

水質汚濁防止対策推 公共用水域における水質汚濁を防止するため，河川，海域及び地 ○水質関係立入・指導件数：246件

進事業 下水の水質の状況を常時監視するとともに，特定事業場に対する規 ・事業場立入件数：230件（延べ）

制及び監視・指導を実施した。 ・総量削減指導件数：16件

（22,651千円） ○公共用水域等調査地点数：156地点

・河川：38河川 77地点

・海域：9海域 31地点

・地下水：48地点

土砂等の埋立て等に 徳島県環境保全条例に基づき，適正な土砂の埋立て等を図るため， ○申請許可数：24件

関する環境保全対策 特定事業場の許可，監視及び指導を実施した。 ○監視及び指導：1,333回（延べ）

事業 （6,160千円）

１３ 環境影響評価の推進

開発行為等の実施に際し，環境影響評価の審査及び指導を行い，生活環境や自然環境の保全に努めた。（環境管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

環境影響評価審査事 環境影響評価に関する適切な手続きを推進するとともに，国が実 ○研修参加者数：1人

業 施する環境影響評価研修及び中四国ブロック協議会を開催した。 ○ブロック協議会出席者数：25人

（1,001千円）

１４ 文化の振興

「東京２０２０オリンピック・パラリンピック」とその先を見据え，「あわ文化４大モチーフ」や「あわ三大音楽」を中心に，徳島

の強みを活かした取組みを推進し，「あわ文化」の魅力にさらに磨きをかけ，国内外に発信するとともに，二度の国民文化祭の成果

を継承・発展させるため，県民が主役となる文化活動の積極的な展開を推進し，次世代・後継者育成や交流人口の拡大，地域活力

の向上を図った。

また，本県の文化活動の拠点である，あわぎんホール(郷土文化会館)，文学書道館及び阿波十郎兵衛屋敷の魅力ある管理運営を

行った。（県民文化課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

あわ文化魅力向上事 東京２０２０オリンピック・パラリンピックとその先を見据え，

業 県民とともに「あわ文化」のレガシーを創出するため，「あわ文化

４大モチーフ」「あわ三大音楽」を柱に据え，「県民主役」の取組み

を展開し，「あわ文化」のさらなる魅力の向上に取り組んだ。

（72,111千円）

（1）阿波人形浄瑠璃魅力発信事業

人形浄瑠璃の名作「曽根崎心中」を題材にした，創作演劇舞台「曽 ○創作演劇舞台「曽根崎。情交～Junction of

根崎。情交～Junction of SONEZAKI～」を上演した。また，徳島の SONEZAKI～」

木偶の完成度の高さをデジタル技術で紹介する木偶展を開催した。 ・開催日：平成30年10月7日

・会場：あわぎんホール

・入場者数：約300名

（2）阿波藍・四季折々体感事業

「阿波藍」を広く深く伝えていくため，季節毎に阿波藍の製造現 ○現地バスツアー

場へと出向くバスツアーや，阿波藍の周辺分野も併せて体験出来る ・平成30年7月21日，22日

ワークショップを開催した。 「阿波藍ゆかりの地をめぐる」参加者約30名

・平成30年10月14日

「地域の発酵，そのはたらき」参加者約30名

・平成30年11月25日

「日本の色を支える５つの現場」

参加者約30名

○ワークショップ「阿波藍をめぐる７つの教室」

・開催日：平成31年1月26日，27日

・会場：二十一世紀館

・参加者数：約400名

（3）とくしま音楽文化継承発展事業

県内アマチュアオーケストラ４楽団による初の合同演奏など，県 ○とくしま夏の音楽祭（クラシック演奏会）

民主役の「とくしま夏の音楽祭（クラシック演奏会）」を開催した。 ・開催日：平成30年7月8日
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また，「県民主役」の動きを地域に波及させるために，三好市の ・会場：徳島文理大学むらさきホール

廃校舎（旧西山小学校）を活用し，「同音楽祭・出演団体」と「地 ・入場者数：約1,300人

元中学校」が出演の「ミニコンサート」を開催した。 ○とくしまミニコンサート

・開催日：平成30年11月18日

・会場：旧西山小学校体育館（三好市）

・入場者数：約150人

（4）ジャズが流れる街・徳島推進事業

「とくしまマルシェ」・「徳島ジャズストリート」と連携した「と ○とくしまJazzWeek2018

くしまJazzWeek2018」や三好市池田のうだつの街並みでジャズライ ・開催日：平成30年8月25日～9月2日

ブ「池田Jazz横丁2018」を開催した。 ・会場：徳島市新町川周辺地域

また，ワークショップ参加者による「徳島ジャズ楽団」の成果発 ・来場者数：約1,000人

表に加え，有名ジャズバンドを招へいし「徳島JAZZ2018」を開催し ○池田Jazz横丁2018

た。 ・開催日：平成30年6月2日

・会場：三好市池田町

・来場者数：約1,000人

○徳島JAZZ2018

・開催日：平成30年12月2日

・会場：アスティとくしま

・来場者数：約600人

（5）県民文化祭開催事業

県民一人ひとりの幅広い文化活動への参画を促進することによ ○ほう楽★ガールズConcertⅡ

り，地域の文化振興と県民の誇りや心豊かな暮らしの創出を図るた ・開催日：平成30年10月28日

め，メイン事業として，邦楽の次世代育成を目的として県内大学生 ・会場：あわぎんホール

を中心に結成された「ほう楽★ガールズ徳島」によるコンサートを ・来場者数：約500人

開催したほか，全県的な文化イベントとして分野別フェスティバル ○分野別フェスティバル13事業

を開催した。 ・来場者数：約22,000人

○共催事業55事業

あわ文化創造事業 未来に誇る「あわ文化」を創造し，次代に継承していくため，「あ

わ文化」の担い手育成や地域資源の再生と活用等，県民の文化活動

に対し補助を行うなど，活力と魅力あふれる県民主体の取組みを積
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極的に支援した。

（44,592千円）

(1)あわ文化可能性創造事業

県内の市町村や文化団体等が，次のステージに飛躍するきっかけ ○アドバイザー派遣

を作るとともに，新たなアイデアの実現に向けた取組みを促進する 県内市町村や文化団体を対象にアドバイザー２

ため，アドバイザーを派遣した。 名を計10回派遣

(2)あわ文化巡回展実施事業

様々なジャンルの芸術文化に触れていただくために整備した組 ○「阿波おどりの工夫」展

立式ギャラリーを運用し，県内各地で絵画や立体作品等の巡回展を 徳島市内宿泊施設2ヵ所

実施した。 ○子ども作品「すきなごはん」展

徳島赤十字病院，県内ショッピングモールなど

4ヵ所

(3)あわ文化創造支援費補助金

県民による「あわ文化」の継承・発展・創造をより一層促進する ○あわ文化創造支援費補助金

ため，「あわ文化」の担い手育成や地域資源の再生と活用などに取 ・補助対象 54団体

り組む県民の文化活動に対し補助を行った。 ・交付額 28,780千円

阿波十郎兵衛屋敷管 指定管理者制度により，県立阿波十郎兵衛屋敷の管理運営を行 ○阿波十郎兵衛屋敷利用者数：24,926人

理運営費 った。 ○指定管理者：

（30,771千円） 徳島県立阿波十郎兵衛屋敷管理運営業務参加グ

ループ（公益財団法人徳島県文化振興財団，特

定非営利活動法人阿波農村舞台の会）

○指定管理期間：平成29年度から令和3年度まで

○指定管理料：28,147千円（平成30年度分）

郷土文化会館運営費 指定管理者制度により，あわぎんホール（徳島県郷土文化会館） ○あわぎんホール利用者数：349,248人

の管理運営を行うとともに，施設の安全性や機能性を高めるための ○指定管理者：公益財団法人徳島県文化振興財団

修繕を行った。 ○指定管理期間：平成28年度から令和2年度まで

（222,786千円） ○指定管理料：137,909千円（平成30年度分）

57



文学書道館運営費 指定管理者制度により，県立文学書道館の管理運営を行うととも ○文学書道館利用者数：48,394人

に，資料の収集・整理・保存を行った。 ○指定管理者：公益財団法人徳島県文化振興財団

（172,440千円） ○指定管理期間：平成28年度から令和2年度まで

○指定管理料：167,498千円（平成30年度分）

１５ スポーツの普及振興

子どもの体力向上や高齢者の健康増進の機会を創出するため，「総合型地域スポーツクラブ等を活用した健康づくりと地域の活性

化」を進めるとともに，国際スポーツ大会等への出場選手輩出や国体の順位向上など「競技力の向上」に向けた「トップレベル競

技者・指導者の育成」や「施設等の整備」を図った。

また，「ラグビーワールドカップ２０１９」や「東京２０２０オリンピック・パラリンピック」のキャンプ地誘致と「ワールドマ

スターズゲームズ２０２１関西」の開催準備を進め，スポーツを通じた交流の拡大を図った。（スポーツ振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

スポーツアプローチ スポーツを通じて県民の元気を創造する「スポーツ王国とくし ○総合型地域スポーツクラブの状況

推進事業 ま」づくりを推進するため，総合型地域スポーツクラブの基盤強化 ・クラブ数36クラブ(設立準備中1クラブ含む)

を行うとともに，総合型地域スポーツクラブを活用した「する」「観 会員数：8,876名

る」「支える」スポーツの多様な関わり方へのアプローチを推進し ○クラブマネジャーの養成

た。 ・養成講習会（一般県民向け）修了人数：9人

（14,370千円） ・研修会（ｸﾗﾌﾞﾏﾈｼﾞｬｰ向け）参加人数：40人

○総合型地域スポーツクラブへの指導者派遣

・派遣回数：51回

・教室等への参加者数：842人

○総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞエリア会議の開催

・参加クラブ数15クラブ

・参加者数：25人

○スポーツサポーターの養成講習会開催

・災害時健康ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講習会参加者数：25人

・子ども元気ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講習会参加者数：46人

・認知症予防健康ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講習会参加者数：

70人
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・障がい者ｽﾎﾟｰﾂｻﾎﾟｰﾀｰ養成講習会参加者数：

44人

○みんなでつくろう！健康とくしま県民会議

「運動と健康づくり専門部会」開催

・会議開催回数 2回

○地域活性化スポーツ共創事業

・助成件数：5団体

・事業への参加者数：1,209人

「自転車でひろがる人 東京２０２０オリンピック・パラリンピック等の国際スポーツ大 ○自転車利用促進協議会の開催

・まち」づくりプロジ 会を契機として，国内外からの誘客を促進するため，観光に適した ・会議開催回数：2回

ェクト サイクリングコースの設定や，マップの作成など「自転車王国とく ○マップ作成

しま」ブランドを強力に発信した。 ・自転車王国とくしまGo aroundコースの設定及

（5,996千円） びマップの作成

・サイクルモードinternational（幕張）等への

出展

○サイクルイベントの開催

○四国の右下ロードライドイベント他3ｲﾍﾞﾝﾄの

開催への支援

・参加申込者総数：2,744人

・出走者総数：1,893人

○TOKUSHIMAサイクルフェスタvol.2の開催

・参加者数：1,500人

○サイクルトレインの実施

・参加者数：20人

○ミニガイドツーリングの開催

・ツーリング回数：7回

・参加者数：98人

○子ども向けイベントの開催

・イベント回数：3回

・参加者数：900人

59



徳島育ち競技力向上 本県出身選手の全国大会等での活躍に資するため，優れた素質を ○一貫指導システム構築と指導者育成事業

プロジェクト 有するジュニア競技者を発掘し，トップレベルの競技者へと育てる 対象競技団体：31競技団体

一貫指導システムの構築するとともに，トップ指導者の養成に取り ・優れた選手を発掘し，中長期的に育成するシ

組む団体を支援した。 ステムの構築に向けた事業に補助

（19,370千円） ・体力トレーニングや栄養面の指導，心理的な

サポート，コンディショニング等，あらゆる

分野において中心的な役割を果たす指導者を

養成する事業に補助

国民体育大会派遣費 平成30年度の国民体育大会本大会（福井県），冬季大会（北海道） ○大会派遣者数

及びその予選に選手等を派遣するため，旅費・宿泊費等必要な経費 ・国体（会期前）：19名派遣

を補助した。 ・国体（本大会）：287名派遣

（38,972千円） ・国体（冬季大会スケート）：2名派遣

・国体（冬季大会スキー）：14名派遣

あわ女アスリート医 女性アスリートの競技力の向上，傷害の防止等による競技生活の ○あわ女アスリート医科学サポート委員会の開催

科学サポートアシス 延伸，活躍の幅の拡大を図るため，女性アスリートを取り巻く課題 開催回数：３回（11月～1月）

ト事業 について有識者等による医科学サポート委員会を開催するととも ○あわ女アスリート医科学サポートカンファレン

に，高校女子選手への実態調査結果を踏まえ，強化支援策の検討を ス

行った。 ・開催回数：5回（9月～3月）

（5,139千円） ・参加者数：217人

○運動部活動課題解決応援セミナー

・実施回数：3回（12～3月）

・参加者数：325人

○あわ女アスリート運動部活動派遣サポート事業

・実施回数：3回（12～3月）

・参加者数：148人

○「あわ女アスリート医科学サポートナビゲーシ

ョンブック」を増刷し，成長期の女子選手のセ

ルフケアや指導者や保護者のサポートの充実に

繋げた。
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オリンピック選手輩 東京２０２０オリンピック・パラリンピック等の国際スポーツ大 ○国民体育大会天皇杯順位45位

出・国体順位ブレイク 会に対する機運を一過性のものとせず，確実に競技力向上をレガシ ○競技スポーツ重点強化対策事業

スループロジェクト ーとして継承するため，オリンピック選手の輩出及び国体の順位向 ・スポーツ医科学講演会：2回（5月:30名参加，

上を図った。 9月:150名参加）

（124,681千円） ・国体直前強化枠：19競技団体

・トレーナー帯同（四国ブロック大会）：

20名派遣

・スポーツドクター帯同（国体本大会）：

4名派遣

・トレーナー帯同（国体本大会）：17名派遣

・科学支援スタッフ帯同（国体本大会）：

1名派遣

・トレーナー帯同（冬季大会スケート）：

1名派遣

・トレーナー帯同（冬季大会スキー）：2名派遣

・競技を絞って継続的なメンタルトレーニング

実施：3団体

○オリンピック・国体チャレンジ事業：31団体

○スポーツコーディネーター活用事業:4名

○企業・大学スポーツ支援事業：3団体7競技

○オリンピック・国体選手育成事業：31名

○国体バックアップ事業：9団体

目指せ！オリンピッ 徳島県内のジュニア選手達の技術やモチベーションを向上させ ○「元オリンピック選手及びトップコーチによる

ク・夢はぐくみ事業 るため，オリンピック選手をはじめとする日本トップレベルの選手 バスケットボール講習会」

等を招聘し，技術指導や講演等を行った。 ・実施時期：12月

（682千円） ・参加者数：85名

○「Ｊリーガーとのサッカースクール」

・実施時期：1月

・参加者数：110名

○「元オリンピック選手及び本県出身トップアス
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リートによるソフトボール講習会」

・実施時期：1月

・参加者数：143名（2日間）

ワールドマスターズ ワールドマスターズゲームズ2021関西の開催効果を，生涯スポー ○訪日外国人旅行者向けスポーツツーリズム等顧

ゲームズ2021関西開 ツの振興，交流人口の拡大といったレガシー創出へと繋げるため， 客満足度調査事業：一式

催準備事業 競技会場における言語対応可能な人材の育成や，大会開催に向けた ○通訳ボランティア人材の育成

諸課題等について把握・検証を行った。 ・実施回数：1回

(17,151千円） ・参加者数：18人

東京オリンピック・ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック等の国際スポーツ大 ○東京オリンピック・パラリンピック徳島未来創

パラリンピック徳島 会を見据え，機運を醸成するとともに，本県スポーツ及び文化の振 造基金造成費：500,100千円

未来創造基金積立金 興を通して，次代に誇れる成果を継承し，及び未来の活力ある徳島

を創造する事業に要する経費に充てるため，東京オリンピック・パ

ラリンピック徳島未来創造基金を設置した。

（500,100千円）

国際スポーツ大会キ ラグビーワールドカップ２０１９及び東京２０２０オリンピッ ○ラグビーワールドカップ2019

ャンプ地誘致等推進 ク・パラリンピックのキャンプ地誘致を確実に実現するため，これ ・ジョージア代表事前チームキャンプ決定（6

事業 まで積み上げてきた海外競技関係者との交流を土台として，各大会 月）

に出場するナショナルチームとの交流へと取組みをさらに進化さ ○東京2020オリンピック・パラリンピック

せた。 ・グランドスラム大阪2018事前キャンプ（11月）

（90,415千円） ・ドイツ柔道代表チーム事前キャンプ決定（1

月）

・ドイツカヌー代表トレーニングキャンプ（10

月）

・ドイツカヌー代表チーム事前キャンプ決定（2

月）

・カンボジア水泳代表チーム事前キャンプ決定

（2月）

・ハンドボール JAPAN CUP 2018 徳島大会（6

月）

・台湾ベースボールフェスティバル（6月）
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ラグビーワールドカ ジョージア代表チームの事前チームキャンプ受入れのため，必要 ○トレーニング機器：一式

ップ2019「事前チー な屋内外のトレーニング環境を整備した。 ○芝刈り機，スイーパー，倉庫

ムキャンプ」受入環 （41,236千円）

境整備事業

川口ダム湖カヌーコ ドイツカヌー代表チームのトレーニングキャンプ実施が2018年 ○県民スポーツ振興事業（とくしまスポーツ・レ

ース整備事業 秋に決定したため，トレーニングキャンプの受入れに必要なカヌー ガシー創出事業）補助金交付状況：

コースを整備した。 １件27,874千円

（27,874千円）

ワールドマスターズ ワールドマスターズゲームズ２０２１関西の開催に向けて競技・ ○「那賀川 那賀・百合 カヌーコース測量設計

ゲームズ2021関西カ 受入環境の整備を着実に進めるため，カヌー・スラローム競技に係 業務」：一式

ヌー競技コース整備 るコース整備計画を策定した。

事業 (6,518千円）

１６ 文化財の保存・活用の促進

文化財の保護・保存を推進し，地域の新たな観光資源として，その将来的な継承や利活用を通じて徳島の魅力発信を図るため，

地域の特色を示す様々な文化財の保存措置や環境整備，改善を実施した。

また，鳴門市，ニーダーザクセン州，リューネブルク市と協力し，「板東俘虜収容所関係資料」のユネスコ「世界の記憶」登録に

向けた取組みを推進するとともに，「四国八十八箇所霊場と遍路道」及び「鳴門の渦潮」の世界遺産登録を目指した施策展開を図っ

た。(文化資源活用課)

主要事業名 主要事業内容及び成果

「四国八十八箇所霊場 「四国八十八箇所霊場と遍路道」の世界文化遺産登録に向け，課 ○札所寺院の総合調査：2ヵ寺

と遍路道」を世界遺産 題である資産の保護を進めるため，札所寺院，遍路道の文化財調査 ・極楽寺（鳴門市），平等寺（阿南市）

に！推進プロジェク を行うとともに，県内関係市町等と連携し，機運醸成イベント等を ○遍路道調査

ト 実施した。 ・東寺道（牟岐町，海陽町）

（14,217千円） ○「四国八十八箇所霊場と遍路道」世界遺産登録

推進協議会徳島県連絡会議の開催：2回

「鳴門の渦潮」世界遺 「鳴門の渦潮」の世界遺産登録推進の機運を醸成するため，兵庫 ○「鳴門の渦潮」の顕著な普遍的価値を証明する

産登録推進事業 ・徳島「鳴門の渦潮」世界遺産登録推進協議会において，魅力を世 ための学術調査結果のとりまとめ

界へ発信するための取組みや学術的な調査を実施した。 ○「鳴門の渦潮」文化コンクールの実施
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（3,700千円） ・応募点数：2,302点

○出前講座：7回

○国際シンポジウムの開催：180人

・H31年3月7日

ユネスコ「世界の記憶」 「板東俘虜収容所関係資料」のユネスコ「世界の記憶」登録を目 ○「板東俘虜収容所の世界展」開催

チャレンジプロジェ 指すため，鳴門市，独ニーダーザクセン州，リューネブルク市と共 ・東京会場 H31年1月12～20日 2,400人

クト 同申請の準備を進めるとともに，機運の醸成を図った。 ・京都会場 H31年3月26～31日 2,800人

（9,308千円） 記念コンサート H31年3月30日 200人

○遺跡めぐりウォーキング＆バスツアー実施

・H30年8月22日 45人

「ふるさとの文化」を 文化財を核とした「まちづくり」によって地域の活性化を図るた ○講演会：3回 330人

活かした，まちづくり め，埋蔵文化財や有形文化財（建造物），民俗文化財などの指定を ・四国遍路・鳴門の渦潮 H30年8月4日

プロジェクト 進めるとともに，文化財の総合的・発展的な活用を目指した。 ・大里古墳 H30年12月9日

（17,641千円） ・若杉山遺跡 H31年3月23日

○埋蔵文化財速報展：1,576人

・H30年6月12日～7月15日

○ウォーキング：2回 70人

・阿波遍路道 H30年10月20日

・地震津波碑 H31年2月16日

○学校文化財展 94人

・板野中学校 H31年3月15日

○まちづくりシンポ＆まちあるき：100人

・三好市井川町 H31年2月24日

文化財保存修理事業 文化財保護に資するため，市町村及び指定文化財所有者等が行う ○指定文化財管理：10件

文化財保存事業に対して支援した。 ○県指定文化財補助：16件

（12,433千円） ○国指定文化財随伴補助：8件

埋蔵文化財発掘調査・ 文化財保護に資するため，那賀川河川改修事業等に伴う埋蔵文化 ○発掘調査：3遺跡

出土品整理事業 財発掘調査等を実施した。 ・加茂宮ノ前遺跡（阿南市）

（356,494千円） ・田浦遺跡（小松島市）

・徳島城下町跡（徳島市）
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○出土品整理：2遺跡

・西州津・佃遺跡(三好市）

・加茂宮ノ前遺跡（阿南市）

「あわの至宝」調査・ 文化財保護意識の高揚や地域の活性化を図るため，県，市町村， ○美術工芸品詳細調査：21件

発信事業 県民の連携により県内文化財の新たな価値付けに向けた調査研究

を進めた。

（1,548千円）

守護町勝瑞遺跡支援 本県を代表する歴史文化遺産である｢守護町勝瑞遺跡｣を県内外 ○濠跡立体表示：1基

事業 に発信し地域振興につなげるため，藍住町が実施する「城館跡整備

事業」に対し，支援を行った。

（3,738千円）
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５ 保健福祉部

１ 地域医療提供体制の確保

地域医療介護総合確保基金を活用し，病床の機能分化・連携，在宅医療の推進，医療従事者の養成確保などの取組を実施するとと

もに，訪問看護，救急医療，小児救急医療，周産期医療などの体制整備を行い，将来のあるべき医療提供体制の構築に向けた取組を推

進するなど，平成30年度を初年度とする新たな「徳島県保健医療計画」に基づき，総合的な対策を実施した。（医療政策課, 健康づく

り課, 長寿いきがい課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

地域医療情報ネットワー 本県の高齢者人口がピークを迎える2020年に対応するた ○システム整備完了：4事業（累計）

ク体制整備事業 め，既存情報システムの活用を推進するとともに，在宅医療 ・ICT地域医療・介護連携推進支援事業

分野における医療・介護情報連携システムの整備を支援し ・医療と介護の空きサービス情報共有化推進事業

た。

(4,376千円)

在宅医療・介護連携体制 多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医療提供体制の ○在宅医療・介護コーディネート事業

構築事業 構築を図るため，在宅医療に関わる多職種や入院医療機関と ・退院支援ルールの周知

在宅医療・介護提供機関との連携体制の構築を推進する取組 ○在宅医療提供体制整備事業

を実施した。 ・在宅医療・介護推進協議会の開催：2回

(21,132千円) ○退院支援担当者配置支援事業

・退院支援担当者の新規配置：7機関10人

○在宅医療・介護連携サポート事業

・後方支援病院ネットワーク構築地域：2地域

○慢性期機能における医療介護連携推進のための

研修事業

・研修実施回数：8回390人

在宅医療人材育成事業 全人的な医療・介護を提供する人材を育成するため，在宅 ○在宅医療支援のためのかかりつけ医研修事業

医療を提供する医師等を対象に，専門科以外の知識・技術の ・研修実施回数：46回4,564人

習得を支援する研修や，患者の動画情報を用いたケースカン

ファレンスを行う取組を実施した。

(27,350千円)

在宅医療提供体制整備事 在宅医療・介護の利用者や提供者を支援し，円滑にサービ ○在宅歯科医療連携室運営事業

業 スを提供できる体制を構築するため，「在宅歯科医療連携室」 ・東部,南部,西部で連携室を運営
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や「訪問看護支援センター」の運営を行い，住民の相談窓口， ○訪問看護体制支援事業

多職種間の連携支援，在宅医療を担う医師等の確保に資する ・訪問看護支援センターの運営及びホームページ

取組を実施した。 運用

(44,428千円) ・訪問看護相談：113件

○訪問看護全県展開応援事業

・訪問看護全県展開応援事業フォーラム2018

in 勝浦 参加者:70人

・訪問看護全県展開応援事業フォーラム2018

in西祖谷 参加者:59人

阿南医療センター整備支 阿南中央病院と阿南共栄病院が統合し，新たに「阿南医療 ○阿南医療センターの建築工事：完成

援事業 センター」として再編するため，施設整備に対し支援した。

(2,991,047千円)

病床機能分化・連携促進 回復期への病床機能の転換等による病床機能の分化・連携 ○地域医療構想の達成に向けた病床機能の転換な

基盤整備事業 を推進するための施設等の整備を支援した。 どを行う医療機関の建築工事が完成：3病院

(234,756千円)

地域医療従事者等養成確 徳島県医療勤務環境改善支援センターにおいて，医療機関 ○勤務環境改善マネジメントシステムを導入した

保事業 の主体的な勤務環境改善の取組を推進することで，医療従事 医療機関数：３医療機関（累計）

者の離職防止・定着対策を支援した。

(4,606千円)

若手医師・女性医師等養 若手医師・女性医師等の地域定着のため，研修補助やキャ ○女性医師復職支援相談窓口：相談件数11件

成確保事業 リア形成支援などの取組を支援した。 ○地域医療従事医師研修支援事業

(3,903千円) ・制度利用者：1人

看護職員養成確保事業 看護職員の養成・確保と資質向上を図るため，養成所の運 ○看護師等養成所運営補助:3施設

営費補助や新人看護職員研修等の人材育成，県内定着促進や ○医療機関における新人看護職員研修

再就業を図るためのナースセンター機能の強化，さらには， ・補助施設数：14施設

看護職員の勤務環境改善など，様々な取組を実施した。 ○新人看護職員,研修責任者等集合研修

(130,086千円) ・開催回数：30回,参加者延人数1,040人

○ナースセンターサテライト展開箇所数：2箇所

○勤務環境改善のための医療機関管理者研修会

参加者数:65人

歯科医療従事者養成確保 歯科医療の向上を図るため，歯科医療従事者の研修や，「在 ○歯科医療従事者を対象とした研修参加者：221名

事業 宅訪問歯科診療」に対応できる歯科衛生士の養成等を実施し ○養成学校の学生52名に専門的指導を実施

た。 (5,604千円)
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医療従事者勤務環境改善 医療従事者の勤務環境を改善するため，医師の処遇改善に 〇二次救急医療機関の救急搬送受け入れ件数

事業 取り組む医療機関への支援や，医療従事者等に対する救急医 ：17,656件

療等研修会などを実施した。 〇分娩手当支給医療機関数：17件

(49,302千円)

病院内保育所運営費補助 病院内保育所を設置する病院等に対し，運営に必要な経費 ○補助施設数：14施設

事業 の補助を行い，看護職員等の離職防止と再就業の促進を図っ ○補助施設の年間平均保育児童数：13.0人

た。 (41,895千円)

とくしま医師養成対策総 将来の本県の地域医療を担う医師を確保するため，徳島大 ○医師修学資金 貸与者：74名 貸与額131,833千円

合推進事業 学医学部定員増とあわせた医師修学資金の貸与による地域枠

学生の育成や関係機関と連携した臨床研修医の確保対策を推

進した。 (133,833千円)

地域医療総合対策協議費 「地域医療総合対策協議会」を開催し，医師の養成・確保 ○地域医療総合対策会議の開催

等について検討・協議を行うことにより，地域医療体制を確 （平成30年9月25日,平成31年3月5日開催）

保するために実効性のある各種施策の円滑かつ効率的な推進

を図った。 (592千円)

とくしま医師バンク事業 地域の医療を支える医師を確保するため，「とくしま医師バ ○とくしま医師バンク

ンク」ホームページによる本県公的病院の求人情報や，県の ①就職：医師5名

医師確保に関する情報提供，結婚や育児等で現場を離れた女 ②短期紹介：医師55名，歯科医師1名

性医師の再就業支援など，短期的な診療支援体制の構築に取

り組んだ。

(322千円)

地域医療支援機構運営事 医師の地域偏在及び診療科偏在に対応するため，へき地医 ○夏期地域医療研修（8月23日～8月25日予定）

業 療機関への医師配置等について調整等を行うとともに，医師 :32名参加予定(自治医,徳大の医学生)

のキャリア形成支援等を実施する「徳島県地域医療支援セン ※台風により中止

ター」の運営や高校生や大学生を対象とした体験イベントの ○高校生地域医療現場体験ツアー参加人数(7月30

実施等，地域医療の提供体制確保に向けた総合的な取組を推 日実施):50名

進した。 ○徳島大学医学部体験授業参加人数

(60,627千円) (8月6日，8月8日実施):64名

へき地医療拠点病院運営 地域医療支援機構と連携して，へき地診療所への代替医師 ○へき地医療拠点病院からへき地診療所への代診

費 を派遣する等の機能を有するへき地医療拠点病院に対する補 医派遣日数

助を行い，へき地医療の確保を図った。 ・徳島赤十字病院：44日

(1,441千円) ・半田病院：11日
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医療提供体制確保総合対 本県の地域医療体制を確保するため，地域産婦人科診療部 ○寄附講座では，これまでの6講座に加え，新たに

策事業 や脳神経外科診療部などの寄附講座を設置し，医療機関の機 「地域小児科診療部」を設置した。

能強化，連携対策を総合的に行った。 (257,000千円)

救急医療体制確保対策事 県民に対する救急医療の適正受診等についての啓発や，２ ○徳島県ドクターヘリ運航件数：469件

業 次救急医療機関の機能強化など救急医療体制を確保するため

の各種事業を行うとともに，徳島県立中央病院を基地病院と

して関西広域連合によるドクターヘリの運航を行った。

(133,454千円)

小児救急医療総合対策事 子育てに関する保護者の不安を解消するため，小児救急医療 ○相談件数：11,804件

業 拠点病院及び輪番病院の運営を支援するとともに，「小児救急

電話相談事業(＃８０００)」を翌朝８時まで，休日等は２４

時間実施するなど，総合的な小児救急医療体制の確保を図っ

た。 (106,873千円)

周産期医療体制確立事業 安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの一 ○周産期医療協議会等各専門部会の開催

環として，緊急医療を必要とする母体及び胎児，新生児に対 ・協議会：2回

して高度専門的な医療を効果的に提供する周産期医療体制の ・専門部会：2回

整備を進めるため，県が指定した総合周産期母子医療センタ ・災害対策部会：1回

ーにおいて，医療施設等に対する情報提供，相談等を行うと ・妊産婦メンタルヘルスケア部会：3回

ともに，周産期医療に対する調査・研究を実施した。 ○妊産婦メンタルケアガイドラインの作成･配布

また，総合・地域周産期母子医療センターに対して補助を

行った。 (7,265千円)

看護師等修学資金貸付事 看護職員の定着促進を図るため，将来県内で働く意思のあ ○新規貸与者数：52人

業 る看護学生に対し，無利子で修学資金を貸与し，養成施設を ○平成30年度卒業生のうち,修学資金貸与者の

卒業した者の県内定着の促進を図った。 県内就職率：93.9％

(44,778千円)

地方独立行政法人徳島県 地方独立行政法人徳島県鳴門病院の円滑な運営を図るとと ○評価委員会を2回開催した。

鳴門病院運営事業 もに，県北部の中核病院として，地域の医療水準の更なる向 ○地方独立行政法人徳島県鳴門病院定款を改正した。

上を図り，本県の医療提供体制の強化に努めた。

(904,791千円)

臓器移植推進事業 円滑な臓器移植を推進するため，引き続き，臓器移植コー ○臓器移植提供意思表示リーフレット配布枚数

ディネーターを配置し，医療関係者や県民への普及・啓発や， ：8,000部

臓器提供者発生施設と移植実施施設の相互連携の支援等を行

った。 (5,280千円)
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医療施設耐震整備事業 大規模地震等の災害に対する安全性の向上と震災時におけ ○県内病院の耐震化率：71.6％

る医療体制の確保を図るため，病院の耐震化整備を支援した。

(31,586千円)

医療施設スプリンクラー 医療機関の防火対策を促進するため，スプリンクラー等の ○スプリンクラー等設置に対する補助実績：8件

等整備事業 設置に対する支援を行い，火災事故の際の安全性の確保を図

った。

(298,325千円)

徳島赤十字病院移転改築 県南部の中核的医療機関である徳島赤十字病院に対し，建 ○徳島赤十字病院への貸付額：466,662千円

資金貸付事業 築資金の一部を貸し付けることにより，移転改築後において

も地域の拠点となる円滑な医療提供体制が整備された。

(466,662千円)

２ 保健体制の充実と健康寿命の延伸

風しん抗体検査に係る体制整備をはじめ安心して出産できる環境の整備や，子育て世帯の経済的負担を軽減する子どもの医療費助

成の実施などにより，保健体制の充実を図るとともに，県民一人ひとりが健やかで心豊かに生活できる「健康とくしま」を実現するた

め，ライフステージ毎の糖尿病予防対策の推進，がん検診受診率の向上など，県民の健康寿命の延伸に向けた取組を推進した。（保健

福祉政策課, 国保・自立支援課, 健康づくり課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしままるごと健康づ 「みんなでつくろう！」をキーワードに，関係機関や県民 ○みんなでつくろう！健康とくしま県民会議の

くり事業 自身が健康づくりの主役となる環境づくりを目指す「健康と 開催：2回

くしま運動」を継続するとともに，「健康とくしま」を実現す ○健康とくしま応援団登録数：1,837事業所

るため，総合的な生活習慣病対策を実施した。 （平成31年3月31日現在）

(6,186千円)

ＣＯＰＤ認知度向上対策 徳島県におけるＣＯＰＤ死亡率が全国と比べ，高い水準で ○肺年齢測定器による肺年齢チェック実施者数

事業 推移していることから，関係機関と連携し，ＣＯＰＤの診断 ：1,755人

基準となる肺年齢について啓発するとともに，ＣＯＰＤにつ

いての正しい知識の啓発に努めた。 (2,334千円)

糖尿病サポーター養成モ 介護を要する糖尿病患者に対して，日常生活における個々 ○糖尿病サポーター養成数：100人（累計）

デル推進事業 の病状に応じた食事や運動療法を継続し，糖尿病患者の重症

化予防を図るため，糖尿病患者の適切な療養支援体制を担う

介護職等の人材（糖尿病サポーター）を養成した。

(2,000千円)
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全世代で推進！「糖尿病予 糖尿病死亡率「ワースト１位」の脱却を図るため，世界糖 ○ヘルスアップ教室：3施設

防」緊急対策事業 尿病デーに合わせて県下一斉集中啓発活動を行うとともに， 参加者延べ人数：128人

「運動」を焦点としたライフステージ毎の糖尿病予防対策を ○ウェルネス教室：27施設

推進した。 参加者延べ人数：420人

(10,152千円)

子どもはぐくみ医療助成 子育てに係る経済的負担の軽減を図るため，中学校修了ま ○請求件数：1,245,092件

費 での入院医療費及び通院医療費に対する助成を行い，子ども

の疾病の早期発見と早期治療を促進した。

(1,215,619千円)

こうのとり応援事業 次世代育成支援の一環として，不妊治療の経済的負担軽減 ○助成件数：971件

を図るため，医療保険が適用されず高額となる医療費の一部 ○実人数：549名

を負担した。

(167,124千円)

若者世代のライフプラン 安全安心な妊娠・出産を含めた妊娠適齢期等の正しい知識 ○ピアカウンセラーによるピアカウンセリングの

推進事業 に基づくライフプランやキャリア形成を行うため，教育委員 実践

会等と連携して早期のライフプラン教育の普及啓発を推進し ピア活動回数：9回

た。 (734千円) ○参加者延べ：832名

子育て世代包括支援セン ワンストップで妊娠期から子育て期にわたる総合的相談や ○研修会参加者：55名

ター推進事業 支援を行うことができる子育て世代包括支援センターの整備

を推進するため，保健師等専門職への研修を実施した。

(858千円)

がん検診・医療レベルア 適切ながん医療及びがん検診の提供を行い，がんによる死 ○がんの相談件数：3,371件

ップ事業 亡者の減少や患者への総合的な支援を図るため，がん診療連 ○各研修会参加者：1,018名

携拠点病院等の機能強化や連携体制の整備，がん患者支援の

拠点である「がん対策センター」の運営，医療従事者向けの

研修会，がん医療に関する相談支援及び，がんの罹患や生存

情報等の把握を行うがん登録事業等を実施した。

(58,571千円)

とくしま「がん検診受診 がんになっても安心して暮らせる社会の構築を図るため， ○がんに関する出前講座等の

率アップ」総合戦略事業 がんに関する正しい知識の普及啓発を行うとともに，がん検 受講者数：1,708人

診受診促進を図るため，がんに関する出前講座などの諸事業 ○メッセ－ジカ－ド作成数：2,184枚

を実施した。

(1,355千円)
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歯科保健推進事業 地域の状況に応じた歯科口腔保健施策を推進させるため，徳島 ○徳島県親と子のよい歯のコンクールの開催

県口腔保健支援センターを中心とした，歯と口腔の健康づく ○保育所・学校等における歯科保健指導：5,672名

りに関する普及啓発活動を実施し，歯と口腔の健康づくりを

推進した。 (10,556千円)

口腔ケア連携事業 歯科標榜のない病院において入院患者の口腔ケア連携やが ○入通院患者等への口腔ケア実施件数：

ん患者等の口腔管理を推進し，合併症の予防，軽減を図るた 延べ6,652名

め，医師と歯科医師が連携しながら体制整備を図った。 ○研修会の開催：5回

(13,691千円)

新型インフルエンザ等対 新型インフルエンザ等対応マニュアルに基づき，関係者参 ○患者の搬送，病院での受け入れ等の訓練：55名

策事業 加のもと，訓練を行い体制整備を図った。

(2,081千円)

風しん抗体検査等推進事 県内協力医療機関及び保健所において，県民が無料の抗体 ○風しん抗体検査件数

業 検査を受けられる体制を整備し，風しんの感染拡大防止及び 保健所実施：488件

先天性風しん症候群の発生を防止するとともに，県民公開講 協力医療機関実施：15,313件

座を開催する等，県民に対して正しい知識の普及啓発を実施

した。 (87,778千円)

肝炎ウイルス検査医療機 Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査の未受検者の解消を図るた ○ウイルス検査件数

関委託事業 め，県内の全医療圏域で医療機関委託による無料検査を実施 Ｂ型肝炎：5,224件

し，感染者の早期発見・早期治療を促進した。 Ｃ型肝炎：5,266件

(29,891千円)

肝炎治療特別促進事業 Ｂ型・Ｃ型肝炎患者の経済的負担を軽減し，早期治療を促 ○治療費助成実績

進するため，インターフェロン治療，核酸アナログ製剤治療 核酸アナログ製剤治療：686件

及びインターフェロンフリー治療に係る医療費助成を実施し インターフェロンフリー治療：153件

た。 (65,561千円)

肝炎治療促進のための環 肝炎患者の適切な治療促進や支援を行うため，肝炎対策協 ○肝炎医療コーディネーター養成数：75名

境整備事業 議会の開催や，肝疾患診療連携拠点病院である徳島大学病院 ○拠点病院等連絡協議会事業 ：1回

に肝疾患相談室の運営を支援するとともに，人材育成として，

肝炎医療コーディネーターを養成する研修会を実施した。

(12,599千円)

「とくしま」から拡げよ 関係機関のネットワークを駆使して難病患者に対する相談 ○難病相談実績

う!「難病支援の輪」推進 支援を行う「難病相談支援センター」の一層の周知を行うと ・電話相談：9,084件

事業 ともに，早期診断体制の構築を図るため，新たな難病医療提 ・面談 ：10,451件

供体制の整備を進めた。 (18,333千円) ・その他 ：323件
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ハンセン病対策事業 ハンセン病療養所入所者の福祉の向上を図るとともに，県 ○街頭啓発：1回

民に対して正しいハンセン病の知識の普及啓発を図り，差別 ○講演会：1回(600人)

や偏見の解消を図った。 ○県民との交流会2回(190人)

(1,325千円) ○集団里帰り1泊2日:4人,日帰り:2人

○療養所への阿波踊り連の派遣：37人

○療養所入園者の訪問調査:4か所

ひきこもり対策推進事業 ひきこもり本人の自立を推進し，本人及び家族等の福祉の ○相談件数：629件

推進を図るため，「ひきこもり地域支援センター」において， ○グループ活動：186回

相談・指導を実施する等，ひきこもりに対する支援を行った。 ○家族・親の会：13回

また，ひきこもり本人や家族への支援を一層充実させるた ○サポーター養成研修：17名

め開発した家族支援プログラムの活用や，ひきこもりサポー

ター養成研修を実施し，継続的な支援を行った。

(2,946千円)

難病患者のための災害援 平時から災害時まで，難病患者が住み慣れた地域で安心し ○サポーター養成研修会：3回(142名)

助サポーター養成事業 て暮らせるまちづくりを推進するため，地域で難病患者を援 ○避難訓練：3回

助できるサポーターの養成や災害避難訓練の実施など，災害

時の情報共有体制の構築を図った。

(1,054千円)

精神障がい者地域共生総 精神障がい者の地域生活への移行を促進するため，ピアサ ○ピアサポーター派遣：8名

合支援事業 ポーターの派遣や保健・医療・福祉関係者による協議を行っ ○関係者協議会開催：4回

た。 (457千円)

医療健康ビッグデータ活 国保データ等の医療健康ビッグデータを活用し，医療費の ○検討会開催回数:2回

用促進事業 適正化，県民の健康寿命の延伸に向けた医療健康づくりの取

組みを推進するため，検討会等を開催した。

(336千円)

３ 国保財政の安定的な運営

新たな国民健康保険制度の円滑な施行を進めるため，市町村等との連携を強化し，国民健康保険や後期高齢者医療制度の運営安定

化のための取組を推進するとともに，平成30年度を初年度とする新たな「徳島県医療費適正化計画」に基づき，県民の健康保持の推進

や医療の効率的な提供に関する取組を実施した。（国保・自立支援課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

国民健康保険制度基盤安 保険基盤の安定化を図るため，市町村が実施する国民健康 ○交付先:24市町村

定化推進事業 保険料(税)の軽減措置への支援や低所得者層が多い保険者へ

の支援を行った。

(2,799,794千円)

国民健康保険県繰出金 国民健康保険財政の安定化を図り，市町村の実情に応じた ○繰出金額:4,383,091千円

財政調整を行うため，保険給付費等交付金の一部等を，国民

健康保険事業特別会計に繰出金として支出した。

(4,383,091千円)

国民健康保険新制度円滑 平成30年度から国民健康保険の財政運営が県単位化された ○交付先:2市町

移行支援事業 ことに伴い，新制度移行時における被保険者の保険料負担へ

の影響を緩和するため，市町村国保への財政支援を実施した。

(7,310千円)

特定健康診査費支給事業 保険者の財政安定化を図り，特定健康診査及び特定保健指 ○受診人員:9,019人，受診率:61.8％

導を円滑に実施するため，国民健康保険組合等の特定健康診

査等に要する経費の一部を支援した。

(6,531千円)

後期高齢者医療費支給事 後期高齢者の適正な医療の確保を図るため，後期高齢者医 ○受給対象者数

業 療の実施主体である徳島県後期高齢者医療広域連合に対し医 ・75歳以上:120,343人（年度平均）

療費の一部を交付した｡ ・65～74歳障害認定者:4,431人（年度平均）

(9,763,233千円) ・計:124,774人

○医療費総額:117,158,792千円

・県負担額:9,763,233千円

後期高齢者医療制度基盤 後期高齢者医療制度の運営安定化を図るため，徳島県後期 ○交付先:24市町村及び徳島県後期高齢者医療広

安定化推進事業 高齢者医療広域連合が実施する保険料の軽減措置に対する助 域連合

成及び高額医療費の発生による広域連合の負担を軽減するた

めの助成を行った。 (2,743,074千円)

後期高齢者医療財政安定 後期高齢者医療制度の財政安定化を図るため，徳島県後期 ○基金積立額:152,583千円

化基金事業 高齢者医療広域連合に交付金を交付するとともに，後期高齢

者医療財政安定化基金の適切な管理及び運営に努めた。

(297,583千円)
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４ 薬務行政の適正な推進

医薬品や医療機器等の有効性・安全性の確保，献血思想の普及啓発，薬物乱用を許さない社会環境づくり，後発医薬品の適正使

用促進に向けた取組など, 薬務行政の適正な推進に努めた。（薬務課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

薬事監視費 医薬品等の製造及び製造販売業者の製造管理及び品質管理 ○監視件数：937件

基準等遵守，各種販売業者の適切な医薬品販売について，監 ○医薬品等検査数：10検体

視指導の徹底に努めるとともに，医薬品等の検査・分析体制 ○健康食品検査数：10検体

を整備し，医薬品等の品質，有効性及び安全性の確保を図っ

た。 (5,545千円)

薬事生産指導事業 医薬品等の迅速かつ適正な承認審査，各種販売業者に対す ○許認可件数：151件

る適切な医薬品販売指導及び県民に対する適正使用等の周知 ○届出等件数：1,424件

を行い，医薬品等の品質，有効性及び安全性の確保を図ると ○承認審査件数：256件

ともに，質の高い在宅医療を提供するため，在宅訪問に対応 ○講習会等実施数（講師派遣含む）：7件

できる薬剤師・薬局を養成した。

(3,468千円)

薬局が核となる後発医薬 後発医薬品の適正使用を促進し，使用割合の向上を図るた ○講習会等啓発人数：1,220人

品使用促進対策事業 め，世代に応じた周知・啓発を行うとともに，大学や関係団 ○モデル薬局（11カ所）での啓発人数：1,780人

体と連携した新たな手法による情報提供や調査研究を実施し ○タウン誌への広告掲載

た。 (1,384千円)

献血推進事業 県民，特に若年層を中心として献血思想の一層の普及啓発と400mL ○献血者数：26,907人

献血，成分献血の推進を図った結果，県内で必要な輸血用血 ○400mL献血率：99.3％

液を確保することができた。 (3,694千円)

薬物乱用対策事業 麻薬・覚醒剤等の乱用による危害を広く県民に周知すると ○街頭キャンペーンでの啓発人数

ともに，一人一人の意識向上を図るため，街頭キャンペーン ：5,885人（6地区8カ所）

や各種集会等での啓発を行った。 ○各種集会等での啓発人数：41,330人（全231回）

また，薬物の多様化に伴う若年層への広がりが極めて憂慮 ○薬物乱用防止教室

すべき事態にあるため，小・中・高校において薬物乱用防止 小･中･高校：5,398人（全75回）

教室を開催し，薬物乱用に関する正しい知識の普及啓発に努 大学等：1,326人（全23回）

めた。

さらに危険ドラッグ対策として「徳島県薬物の濫用の防止

に関する条例」に基づき，種々の対策を講じ，薬物乱用を許

さない社会環境づくりを進めた。 (4,019千円)
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毒物劇物適正管理指導事 毒物劇物の製造，輸入，販売業者及び業務上取扱者等に対 ○監視件数：172件

業 する監視指導・啓発を実施し，取扱いの適正化を図るととも ○管理講習会等出席者数：158人

に，毒物劇物等に関する情報を収集・管理し，適切に情報提

供を行った。

さらに，災害時対応マニュアルを作成し，配布・啓発を行

うことにより，業者に対し南海トラフ巨大地震等への危機管

理意識のさらなる醸成を図った。 (169千円)

「災害リーダー薬局」育 大規模災害時に地域を支える薬局及び薬剤師の強化を図る ○災害リーダー薬局認定数：6件

成事業 ため，災害時に各圏域の拠点として活動し，グループリーダ

ーとして連絡調整役を担う「災害リーダー薬局」を養成した。

(440千円)

５ 地域包括ケアシステムの構築とアクティブシニアの活躍

平成30年度を初年度とする新たな「徳島県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画（とくしま高齢者いきいきプラン）」に基

づき，高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「地域包括ケアシステム」の構築をはじめ，介護施設等の整備や介護人

材の確保に向けた取組等，総合的な高齢者福祉施策を推進した。
また，本県ゆかりの高齢者の移住を促進するとともに，元気高齢者の活躍の場創出や，高齢者の生きがいや健康づくりの取組を推

進した。（健康づくり課，長寿いきがい課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

高齢者の生きがいと健康 高齢社会を明るく活力のある長寿社会とするため，高齢者の ○シルバー大学校大学院における資格取得者数

づくり推進事業 生きがいと健康づくりや長寿社会についての意識啓発等を推 ：1,487人（累計）

進するとともに，地域活動や社会貢献活動の担い手となって活 ○県健康福祉祭等のスポーツ及び文化交流大会

躍する「生きがいづくり推進員」の活動を支援した。 等参加者数：4,400人

１ シルバー大学校，シルバー大学校大学院開講事業 ○生きがいづくり推進員の活動延べ人数

２ 徳島県健康福祉祭開催事業 ：2,121人

３ 全国健康福祉祭選手等派遣

４ 高齢者の生きがいづくり活動促進事業

(122,615千円)

いきいきシニア活動促進 高齢者が要介護状態等になることをできる限り予防するため， ○介護予防リーダー養成数：88人

事業 地域で介護予防を実践する「介護予防リーダー」の養成及びスキル ○介護予防リーダー活用促進事業による介護

アップにより，介護予防の推進，普及啓発を行った。(4,716千円) 予防リーダー活動実績：1,355人(累計)
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アクティブ・シニア生涯 高齢者の生きがいづくりと介護現場の負担軽減を図るため， ○モデル事業による「介護助手」の雇用者数

活躍促進事業 現役職員と元気なシニアが業務をシェアする「介護助手」の介 ：94人(累計)

護現場への普及・定着を図るとともに，介護ロボットの導入と

併せた労働環境の改善を促進した。

(15,996千円)

「ゆかりの徳島」回帰推 「vs東京『とくしま回帰』総合戦略」に掲げた徳島ゆかりの ○「ゆかりの徳島」里帰り戦略会議の開催：1回

進事業 高齢者の里帰り(移住)を促進し，徳島への「新しい人の流れ」 ○高齢者向け移住セミナー・個別相談会の

を創出するため，地域の特性や強みを活かした「徳島型CCRC」 開催（東京）：1回

の構築を推進するとともに，CCRC運営を担う事業主体の取組等

を支援した。

(353千円)

ユニバーサルカフェ整備 地域における多様な生活・福祉ニーズに幅広く対応するた ○ユニバーサルカフェ認定箇所：12箇所（累計）

推進モデル事業 め，子どもから高齢者，また障がいの有無や国籍を超えて，地

域に住む全ての人々が気軽に利用できる多世代交流・多機能型

福祉拠点である「ユニバーサルカフェ」の整備を促進した。

(528千円)

地域包括ケアシステム構 地域包括ケアシステムの構築を支援するため，徳島県地域包 ○モデル地区支援数：3地区

築支援事業 括ケア推進会議の開催や，地域包括ケアシステムモデル地区の ○「生活支援コーディネーター連絡会」参加人数

支援，生活支援コーディネーター養成研修，地域包括支援セン ：76人

ター等に対する研修を開催した。 ○「地域包括ケア研修」参加人数：256人

(3,223千円) ・東部93人，南部89人，西部74人

地域介護総合確保推進事 国の財政支援制度に基づき造成された「地域医療介護総合確 ○支援団体：21団体

業 保基金」を活用し，地域の実情に応じた介護従事者の確保対策 ○実施事業：33事業

として民間事業者等が実施する事業を支援した。

(54,992千円)

地域介護総合確保施設整 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせる地 ○整備施設数

備事業 域包括ケアシステムの構築に向けた体制を充実・強化するた ・開設準備:1施設

め，「徳島県地域医療介護総合確保基金」を活用し，地域の実

情に応じた「地域密着型サービス」の拠点整備に関する事業を

支援した。

(48,000千円)
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認知症総合支援事業 認知症の人やその家族ができる限り住み慣れた地域で自分 ○認知症コールセンター・相談件数：297件

らしく暮らし続けるため，医療・介護の連携体制を構築すると ○認知症サポーターを養成・サポーター数

ともに，認知症に関する知識の普及啓発を推進するなど総合的 ：87,882人（累計）

な支援体制を充実させた。 ○認知症疾患医療センター相談件数

(25,552千円) ・電話:845件・面接:51件

・訪問：2件

・鑑別診断：376件

○関係者・地域向け研修：2回

○連携協議会開催：2回

介護給付費負担金 介護保険制度の円滑な運営のため，市町村の介護給付及び予 ○介護給付費負担額：11,418,209,140円

防給付に要する費用に対し，負担金を交付した。 ○低所得者保険料軽減負担金：48,277,732円

(11,466,487千円)

介護保険財政安定化基金 介護給付費の増大等により，介護保険財政が悪化した市町村 ○平成30年度末基金残高：1,677,399千円

事業 に対し，資金の貸付・交付を行うため，基金の管理及び運営を行った。

(92,247千円)

低所得者利用者負担対策 介護保険制度を円滑に施行するため，市町村が実施する低所 ○県内の全市町村に対して，必要となる事業費を

事業 得者負担対策に要する経費に対し補助した。 交付し，各市町村の低所得者負担対策の実施を

(8,862千円) 支援した。

地域支援事業交付金 高齢者が要介護状態となることを予防し,自立した日常生活 ○県内の全保険者に対して,必要となる事業費を

を営むことができるよう支援するため，市町村等が実施する介 交付し，各保険者における地域支援事業の実施

護予防事業や地域包括支援センターの運営等の地域支援事業 を支援した。

に要する経費に対し，交付金を交付した｡ (532,843千円)

６ 地域福祉の推進と地域の絆の強化

地域社会の誰もが安心して暮らせる社会の実現のため，安心して福祉サービスを受けられる環境づくりを実施するとともに，生活

困窮者の自立支援対策やひとり親家庭への学習支援による貧困の連鎖の防止に向けた取組，自殺防止対策等，地域福祉の推進と地域の

絆強化に努めた。（保健福祉政策課, 国保・自立支援課，障がい福祉課）

主要事業名 事業内容及び成果

生活福祉等対策費 低所得者，失業者等に対するセーフティーネット施策とし ○「生活福祉資金貸付事業」

て，生活福祉資金貸付事業等を実施することにより，「生活・ ・貸付件数：108件

教育・就労・住宅」等に関する支援を行った。 ・貸付金額：11,662,400千円

(24,583千円)
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日常生活自立支援事業 認知症の高齢者，知的障がい者，精神障がい者などで判断 ○「日常生活自立支援事業」

能力が十分でない方々が，地域において自立した生活を送れ ・新規契約締結件数：53件

るよう，福祉サービスに関する情報提供，利用手続きの代行

等の支援を行った。

(40,862千円)

地域でまもる安心生活支 判断能力が十分でない方々が，住み慣れた地域で安心して ○「権利擁護専門研修会」

援事業 暮らせる社会の実現を図るため，成年後見制度に関する相談， ・市町村社協等：参加人数39人

普及啓発，市民後見人等の養成等を実施した。 ○成年後見制度利用促進研修会

(7,000千円) ・市町村職員等：参加人数107名

○「権利擁護・成年後見ｾﾐﾅｰ」

・一般：参加人数211人

福祉・介護人材確保対策 福祉・介護分野への人材の参入と定着を促進するため,潜在 ○福祉職場体験事業

事業 的有資格者の再就業に向けた研修をはじめとして,個々の求 ・一般：参加人数91人

職者にふさわしい職場開拓や,働きやすい職場づくり,さらに ○児童･生徒福祉介護体験事業

は介護職員のキャリアアップ及び資質の向上等に向けた取組 ・学生：参加人数1,854人

を総合的に支援した。 ○福祉就職転職ガイダンス

(62,635千円) ・一般・学生：参加人数57人

○福祉就職転職フェア

・一般・学生：参加人数53人

○採用力アップセミナー

・施設職員：2回参加人数104人

○福祉人材離職防止セミナー

・施設職員：2回参加人数52名

○職場内研修サポート事業

・相談件数:25件

うち研修サポート件数:5件

生活困窮者自立支援事業 生活困窮者自立支援法に基づき，生活保護に至る前の自立 ○新規相談件数：259件

支援策の強化を図るため，自立相談支援事業等，生活困窮者

の状況に応じた包括的かつ継続的な相談支援を行うととも

に，就労その他の支援体制の整備などを推進した。

(58,242千円)

子どもの「家庭と学び」 貧困による希望の格差を解消し「貧困の連鎖」の防止を図 ○開催回数：240回

のサポート事業 るため，生活保護家庭をはじめ生活困窮家庭，ひとり親家庭 ○参加延べ人数：2,292人
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へのサポートとしての相談体制，子どもに対する「学習の支

援」に取り組み，子どもの高校進学・健全育成を推進した。

(6,997千円)

生活保護費 生活に困窮する者に対し，その最低限度の生活を保障する ○平成30年度（月平均。保護停止中を含む。）

とともにその自立を助長するため，その困窮の程度に応じ， ・被保護世帯数：10,568世帯

必要な保護を実施した。 ・被保護実人員：13,454人

(4,100,313千円) ・保護率：1.81%

自殺総合対策事業 「徳島県自殺対策基本計画」の理念である「誰も自殺に追 ○自殺者数・自殺死亡率（人口10万人当たりの自

い込まれることのない“暮らしやすい徳島”」を実現するため， 殺者数）の減少

庁内関係部局はもとより，関係機関，市町村等と連携し，県 平成30年 89人，12.0（前年123人，16.4）

民一体となって，街頭啓発等をはじめとした各種普及啓発や， ○自殺予防サポーターの養成：5,865人

人材養成，相談事業といった，自殺対策の取組を総合的・集

中的に展開するとともに，計画の期間満了及び新たな自殺総

合対策大綱の内容等を踏まえ，平成３１年３月に「徳島県自

殺対策基本計画（第２期）」を策定した。

(31,004千円)

７ 「心のバリアフリー」による共生社会の実現

平成30年度を初年度とする新たな「徳島県障がい者施策基本計画」に基づき，障がい福祉サービスや就労支援等の充実を図るとと

もに，スポーツや芸術文化等を通じた交流や，県民一人ひとりの「心のバリアフリー」の促進に取り組むなど，共生社会の実現に向け

た施策を総合的に推進した。（健康づくり課，障がい福祉課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

心のバリアフリー☆ステ 「障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例」 ○心のバリアフリー☆アンバサダー認定者数

ップアップ事業 のもと，「心のバリアフリー」を推進するため，「情報・コミ ：403人

ュニケーション」支援をはじめとした，必要な体制の整備や

県民理解の促進に向けた普及啓発を行った。

(4,125千円)

地域で暮らすサポート事 障がい者が安心して社会生活を送ることができるように， ○手話通訳者設置事業：453件

業 市町村では実施困難な専門的，広域的な対応が必要な県事業 ○市町村事業補助：24市町村

を実施するとともに，市町村事業に対する補助を行った。

(174,152千円)
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障がい児等療育支援事業 在宅の重症心身障がい児(者)，知的障がい児(者)，身体障 ○訪問による療育指導：457件

がい児(者)の地域における生活を支えるため，身近な地域に ○外来（個別・集団）による療育指導：3,563件

おいての療育機能を充実することにより障がい児(者)福祉の

向上を図った。

(10,216千円)

軽度，中等度難聴児・子 身体障害者手帳の交付対象外である軽度，中等度難聴児の ○交付決定件数：27件

育て支援事業 言語取得，教育等における発達を支援し，健全な育成環境を

確保するため，補聴器購入費用の一部を助成した。

(628千円)

障がい者スポーツ振興事 2020年東京オリンピック･パラリンピックに向けた機運を ○出張スポーツ教室：9回，130人

業 醸成し，本県の障がい者スポーツを総合的に推進するため， ○特別支援学校へのトレーナー派遣：5校

団体の育成と競技力の向上，選手の育成支援及び障がい者ス

ポーツの地域への普及を図った。

(16,361千円)

チャレンジド・アート・ 2020年東京オリンピック・パラリンピックやその後を見据 ○相談支援：6件

プロジェクト推進事業 え，障がい者芸術・文化の振興を加速するため，支援拠点と ○アール・ブリュット作品展来場者数：1,328人

なる「障がい者芸術文化活動支援センター」を設置し，芸術

文化振興に係る活動を活性化するとともに関係者のネットワ

ークを構築した。 (17,000千円)

障がい者交流プラザ管理 障がい者の自立と社会参加を促進するため，障がい者の活 ○利用者数：140,892人

運営費 動と交流の拠点となる障がい者交流プラザについて指定管理

者制度により管理運営を行うとともに，避難所としての機能

強化を行った。 (200,424千円)

障がい者いきいき活躍就 障がい者就労支援施設利用者の工賃向上を図り，障がい者 ○開発商品数：232点

労促進事業 の生活の安定・自立を促進するため，授産製品のブランド力 ○販売会出展：7回

向上や各施設の実情に応じたきめ細かい指導，エシカル消費

取り入れ等の推進，及び県内外での共同販売会の実施や中山

間地域の高齢者への移動販売体制支援を実施した。

(19,000千円)

みんながつながる“あわ 障がい者が地域で自立して暮らせる社会の構築のため，障 ○研修会：4回

のわ”障がい者就労飛躍 がい者就労支援施設の工賃向上計画の実施支援や障がい者と ○コーディネート事業所数：19事業所

事業 農林業の協働事業を実施した。

(2,908千円)
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農福連携による障がい者 農業分野での障がい者の就労を支援し，障がい者の工賃水 ○「藍」栽培取組施設数：4施設

の就農促進事業 準の向上及び農業の支え手の拡大を図るとともに，障がい者 ○農福マルシェ出店回数：4回（県外3回，県内1回）

が地域で活躍する社会の実現に資するため，障がい者就労支

援施設への農業に関する専門家の派遣や農福連携マルシェの

開催等を実施した。

(9,506千円)

重度心身障がい者医療助 重度心身障がい者の福祉の増進を図るため，医療費の自己 ○助成対象者数：17,073人

成費 負担分を助成した。

(936,404千円)

重症心身障がい児安心確 在宅で生活する重症心身障がい児等の家族に対するレスパ ○助成事業所数：5事業所

保事業 イトの充実を図るため，医療的ケアに対応できる「障がい児 ○研修受講者数：34人

通所事業所」の新規参入を促進するとともに，共生型サービ

スの拡大を見据え，障がい福祉サービス等及び介護サービス

事業所の人材育成等を行った。

(2,205千円)

とくしま発達障がい者総 発達障がい者の自立と社会参加を促進するため，発達障が ○相談支援件数：4,241件

合支援事業 い者総合支援ゾーンにおける基幹施設である「発達障がい者 ○発達支援件数：290件

総合支援センター ハナミズキ」と西部の拠点である「アイ ○就労支援件数：2,057件

リス」において，関係機関と連携を図りつつ各種支援施策を ○啓発イベント参加者数：300人

推進した。

(19,970千円)

地域で支える発達障がい 発達障がい者の地域での生活を支援するため，地域の関係 ○ペアレントメンター養成研修（フォローアップ

者支援事業 機関と連携し，発達障がい児の子育て応援や就労に向けたス 講座）及び事例検討会数：各1回

キルアップ支援，普及啓発の推進等，就学前から就労に至る ○発達凸凹サポートチーム派遣件数：16件

まで切れ目のない支援を実施した。 ○発達障がい講演会参加者数：240人

(2,259千円)

精神科救急医療体制整備 夜間・休日等に緊急な精神科医療が必要となった在宅の精 ○徳島県精神科救急医療体制連絡調整委員会の開催

事業 神障がい者に対応するため，精神科病院の輪番制による精神 ○病院群輪番制による精神科救急の実施

科救急の確保等で，救急体制を整備した。 東部：8病院,夜間,休日すべて対応

(33,112千円) 西部:4病院,平日週5日の夜間対応

南部：2病院,平日週3日の夜間対応
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８ 医療・福祉分野の災害対応力の強化

南海トラフ巨大地震等の大規模災害を見据え，医療活動訓練の実施や福祉避難所の運営体制の強化，災害時コーディネーターの養

成，災害ボランティア活動の環境整備などの取組により保健医療福祉分野の災害対応力の向上を図った。（保健福祉政策課, 医療政策

課,健康づくり課, 薬務課, 長寿いきがい課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

広域災害医療情報システ 災害発生時，医療関係者に対し医療提供体制に関する情報 ○加入医療機関数：全医療機関

ム運営事業 を速やかに提供できるシステムを運用した。

(5,184千円)

保健・医療・福祉分野 大規模災害発生時に，避難所等に適切な保健・医療・福祉 ○災害医療訓練等への参加

「災害時コーディネータ サービスを提供するため，「医療」・「薬務」・「保健衛生」・「介 ○衛星電話通信訓練の実施

ー」体制整備事業 護福祉」各分野の「災害時コーディネーター」の体制整備に ○災害医療コーディネーター数:63名

取り組むとともに,各関係機関との「顔の見える関係」づくり ○災害医療コーディネート研修等受講者：31名

に努めた。 ○災害時健康危機管理支援チーム養成研修受講者

(3,320千円) ：11名

災害派遣医療チーム(Ｄ ＤＭＡＴや災害医療コーディネーターの研修を行い，災害 ○県内ＤＭＡＴ数：15病院29チーム

ＭＡＴ)体制整備事業 発生時の医療提供体制の充実を図った。

(12,670千円)

災害派遣精神医療チーム ＤＰＡＴに対する研修，資機材整備の補助により，体制整備を図った。 ○徳島県ＤＰＡＴ構成員に対する研修（2回／年）

(ＤＰＡＴ) 体制整備事 (1,883千円) ○全国研修,総合防災訓練への参加

業 ○先遣隊,各病院チームにおける必要物品の整備

広域搬送拠点臨時医療施 災害時における救急医療体制を確保するため，ヘリコプタ ○県内ＳＣＵ：3箇所

設（ＳＣＵ）整備事業 ー等による患者搬送の拠点となる広域搬送拠点臨時医療施設

（ＳＣＵ）の整備・充実を図った。

(1,070千円)

災害時緊急医薬品備蓄供 南海トラフ巨大地震等の大規模災害への備えとして，各圏 ○PhDLS研修受講者：31人

給事業 域の災害拠点病院等に医薬品等の備蓄を増強し，初動期用及

び慢性疾患用医薬品についてそれぞれ約1万人分とした。ま

た，備蓄医薬品，防疫用薬剤等の期限管理等，適正な保管管

理に努めた。

さらに，各種研修・訓練の実施など，関係機関との連携を

図ることにより，迅速な供給体制の整備に努めた。

(3,732千円)
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災害時口腔ケア体制整備 災害時にライフラインが断絶した状況においても歯科疾患 ○災害時の口腔ケアに関する研修会の開催及び啓

事業 や誤嚥性肺炎等を予防するため，県民に対する啓発を行った。 発チラシの作成・配布

(396千円)

福祉避難所ＢＣＰ構築サ 福祉避難所の体制整備や役割の周知のため,福祉避難所の ○福祉避難所における備品の整備(3市町）

ポート事業 運営訓練や地域住民への研修等を実施した。 ○福祉避難所運営訓練:1回

(4,244千円) 福祉避難所等研修会:4回

災害ボランティアセンタ 大規模災害発生時に徳島県社会福祉協議会が設置・運営す ○3県域ブロック（東部・南部・西部）災害ボラ

ー体制整備事業 る徳島県災害ボランティアセンターの，迅速かつ効果的な活 ンティアセンター設置・運営訓練参加者

動を可能とするため，各県域における市町村や地元住民との ・東部:215名,南部:37 名,西部:48名

合同模擬訓練や，実際の災害支援への派遣，そのフィードバ ○西日本豪雨災害ボランティア派遣（活動日45日，

ック等を実施した。 派遣数48名）

(1,450千円)
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６ 商工労働観光部

１ 小規模企業の持続的発展を支援

（１）円滑な事業承継の促進

県内中小企業・小規模事業者等の円滑な事業承継を促進するため，経済団体・専門機関・金融機関・行政等による「事業承継ネ

ットワーク」を運営し，事業者向けセミナーや相談会の開催，事業承継案件の掘り起こし，中小企業向け融資制度により支援を行っ

た。（商工政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

事業承継ネットワー 県内各支援機関等からなる事業承継ネットワークを効果的に運 ○ネットワーク会議開催回数 2回

ク強化事業 用し，事業者への意識啓発や，事業承継案件の掘り起こし等，事業 ○事業承継診断件数 995件

承継の円滑な推進を図った。

（3,463千円）

（２）創業の促進

創業を目指す者を対象としたセミナーの開催，地域密着型の創業に対する事業計画の認定及び表彰，低利融資や経営アドバイス，

ふるさと納税制度を活用したクラウドファンディングなど，創業者の各段階に応じた支援を行った。（商工政策課・企業支援課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

創業促進・あったか 独自の技術や経験を活かした創業の促進を図るため，県内で新た ○認定事業者数： 45社（者）

ビジネス支援事業 に創業する者等を対象に事業計画を認定し，関係機関と連携して各 ※累計：313社（者）

種支援を行った。

（17,542千円）

平成藍大市あったか 創業促進・あったかビジネス支援事業において，県の計画認定を ○平成藍大市大賞：１社

ビジネス大賞事業 受けた者のトータルサポートを行うため，経営基盤の弱い創業期を ○あったかビジネスプラン優秀賞：1者

通じて，表彰，経営指導，相談等を行った。 （平成19年度から表彰実施）

（950千円）

ふるさと起業家支援 創業促進による地域経済の好循環の拡大を図り，地方創生を加速 ○支援件数：3件

プロジェクト 化させるため，ふるさと納税制度を活用し，地域における先駆的・ ○寄附総数：259人

魅力的な事業を立ち上げる起業家を支援した。

（10,663千円）
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（３）経営支援の強化

独自の技術やサービスを活用し，新商品やサービスの開発・提供等に取り組む県内企業において，中小企業等経営強化法に基づ

く経営革新計画の策定を促進し，低利融資，販路開拓等の総合的な支援を行った。（商工政策課・企業支援課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

オンリーワン・チャレ 地域経済の核となる「オンリーワン企業」の創出を促進するため， ○経営革新計画承認件数： 13件

ンジ支援事業費 新たな取組みを行う県内中小企業者等の経営革新計画を承認し，関 ※累計：389件

係機関と連携して各種支援を実施した。

（383千円）

経営品質パワーアッ 経営品質向上活動に取り組む企業を増やすためのセミナーや取 ○経営品質関連セミナー受講者数：122人

プ事業 組み企業のステップアップを図るための研修を実施するなど，県内 ○徳島県経営品質賞受賞企業数 ：1社

企業の経営革新を支援した。 ※累計：9社

（3,257千円）

（４）地域ブランドの育成

本県の代表的な地場産業である木工業や機械金属工業が取り組む新商品・新技術の開発や県内外で開催される展示商談会出展に

よる販路拡大などを支援し，地場産業のブランド力を強化した。（新未来産業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

地場産業総合サポー 本県の代表的地場産業である木工業や機械金属工業の「地域ブラ ○補助金交付状況：3件，9,381千円

ト事業 ンド」の形成に向け，新商品・新技術の開発研究を支援するととも ○展示会，見本市出展支援社数：40社

に，優れた技術や製品を広く情報発信することにより，販路開拓を ○人材能力強化研修会（全2回）

支援した。 参加者：25人

（9,381千円） ○県内工場見学会参加者数：68人

２ 生産性の向上と成長力を強化

（１）新分野進出の促進

ＡＩ・ＩｏＴの技術を活用したロボットを県内企業と共同開発し，育児・介護現場等の課題を解決するロボットの技術開発を促

進するとともに，産学金官連携による高機能素材（ＣＮＦ，ＣＦＲＰ等）の製品開発支援や活用人材の育成を図り，本県ものづく

り産業の高度化や高付加価値化を図った。（新未来産業課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

ＡＩ・ロボット新未来 育児・介護現場等の様々な課題を解決するため，ＡＩロボットの ○ロボット等開発件数：4件

創生事業 技術開発に取り組むとともに，「見守り分野」，「移乗介助分野」，「移 ○コンソーシアム会議開催回数：1回

動支援分野」の３分野において，産学官連携によるロボットの技術

開発・製品化の支援を行った。

（8,537千円）

高機能素材関連産業 高機能素材関連産業の集積と活性化を図るため，「とくしま高機 ○フォーラム参加人数：67人

創出事業 能素材活用コンソーシアム」を活用し，産学金官連携による人材育 ○ＣＮＦ共同研究：2件

成，製品開発を支援した。

（2,779千円）

（２）農工商連携の促進

農工商連携による新産業創出を図るため，新商品・新技術開発や販路開拓を支援するとともに，農作業現場の省力化や生産性向

上を図るロボット等の開発を推進した。（新未来産業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農工商連携スマート スマートものづくりを中小企業に広めるため，ロボット，ＩｏＴ ○ロボット等開発件数：1件

ものづくり推進事業 技術等による農作業の省力化及び生産物の高品質化を図るための ○企業との共同研究：1件

研究開発を行うことにより，県内ものづくり企業の新規市場開拓を ○成果品見学企業数：5社

支援した。

（3,995千円）

（３）お試し発注の推進

頑張る中小企業や社会的課題に積極的に取り組む企業を応援するため，当該企業の新製品やサービスを県が率先購入し，その有

用性や品質を実証することにより，県内企業の販路拡大を支援した。（企業支援課・新未来産業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島県新商品お試し 頑張る中小企業や社会的課題に積極的に取り組む企業を応援す ① お試し発注「ええアイデア」強化促進事業

購入強化事業 るため，県が新商品等を率先購入し，有用性や品質を実証すること ○発注企業数：11社

により，販路拡大や商品改良に対する支援を行った。 ○購入製品数：11製品

① お試し発注「ええアイデア」強化促進事業 ※累計 発注企業数109社，購入112製品

② ＬＥＤ応用製品普及加速化事業 ② ＬＥＤ応用製品普及加速化事業
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（17,298千円） ○発注企業数：7社

○購入製品数：15製品

※累計 発注企業数22社，購入69製品

（４）「とくしま経済飛躍ファンド」の造成

新たな事業創出を図るなど地域経済の活性化を促進するため，「とくしま経済飛躍ファンド」の再造成を行い，ＬＥＤや藍をはじ

めとした地域資源を活用した新製品開発などの先進的な取組みや販路開拓を支援した。（新未来産業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま経済飛躍 中小企業振興条例の推進エンジンである「とくしま経済飛躍ファ ○ファンド事業採択件数：48件

ファンド造成資金 ンド」の再造成を行い，徳島の強みを活かした，本県ならではの新

貸付金 商品・技術開発，販路開拓等に対する支援を積極的に実施した。

（8,080,000千円）

（５）健康・医療関連企業の創出

糖尿病克服に向けた取組みを加速するため，｢とくしま『健幸』イノベーション構想｣に基づく研究開発と成果の事業化を推進す

るとともに，｢とくしま健康寿命延伸産業創出プラットフォーム｣を基盤に，徳島発のヘルスケアビジネス創出を支援した。（新未来

産業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島型ヘルスケア 健康・医療関連産業の創出を図るため，産学金官で構成する｢と ○プラットフォーム参加機関：38機関

産業創出モデル事業 くしま健康寿命延伸産業創出プラットフォーム｣を基盤に，企業の ○フォーラム参加人数：54人

自立的な取組みを促進し，徳島発の新たなヘルスケアビジネス創出

を支援した。 （425千円）

健康・医療クラスター 健康・医療関連産業創出と糖尿病克服に向けた取組みを加速化す ○事業化件数（H26～累計）56件

ステージアップ事業 るため，「とくしま『健幸』イノベーション構想」に基づき，研究 ○研究開発費（H26～累計）12.2億円

開発と成果の事業化を推進した。

（53,662千円）

（６）企業の技術課題解決への支援強化

工業技術センターが保有する資源（人材，技術，機器）を最大限に活かし，県内企業が抱える技術課題に積極的に対応するため，

技術相談・指導，受託研究など技術的な支援を行うとともに，企業ニーズを踏まえた実用化に繋がる共同研究や公募型研究開発事

業への提案に向けた産学官連携による共同研究を実施した。（新未来産業課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

技術シーズ創出 県内企業の新商品・新技術の開発促進を図るため，大型の提案公 ○共同研究数：19件

調査事業 募型研究開発事業への採択を目指した事前調査等の予備的研究を

地域の産学官が連携し実施した。

（16,000千円）

（７）知的財産の創造・保護・活用

知的財産に関する無料法律相談や知財ビジネスマッチング，日本弁理士会との協力協定を活用した知財セミナーを実施するとと

もに，関係機関との連携支援を強化することにより，知的財産の創造サイクルの循環によるイノベーション創出を支援した。（新未

来産業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

知的創造サイクル 県内企業に対して，知的財産に関する無料法律相談や専門アドバ ○訪問企業数：83社

支援事業 イザーによるサポートを実施した。 ○法律相談件数：12件（年4回実施）

（6,760千円）

（８）新商品・新技術の販路拡大支援

県内外企業のニーズに基づくマッチング活動のほか，新商品・新技術の提案を行う「ものづくり新技術展示商談会」の開催や四

国圏，関西圏等での広域商談会の実施により，本県産業発展の原動力である「ものづくり企業」の販路拡大を支援した。（新未来産

業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

ものづくり産業 本県ものづくり企業の販路拡大や技術力強化を図るため，大手企 ○補助金交付状況：1件，21,748千円

「創造力」総合 業との商談会開催をはじめ全国規模の展示商談会への出展支援の ○商談成立件数：43件

支援事業 ほか，企業組合の新商品開発や販路開拓支援等を実施した。 ○商談成立額：238,792千円

（22,965千円）

中小企業の「稼ぐ力」 本県経済を支える地場産業のイノベーションを促進し地域経済 ○個別戦略会議実施事業者数：2社

サポート事業 の活性化を図るため，産学金官のそれぞれの強みを活かした知財連 ○関西機械要素技術展出展支援：4社

携及びスケールメリットを活かした四国４県連携により，新商品・

新技術開発，販路開拓を支援した。

（5,227千円）
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（９）攻めの海外ビジネス展開支援

県内企業の海外展開を推進するため，海外の市場動向等に関するセミナーや海外での物産展などを実施するとともに，機械・金

属分野について，専門家の意見を活かした海外での見本市出展の支援を行った。（国際課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

ものづくり企業海外 優れた技術・製品をもつ機械・金属関連企業の海外展開を促進す ○海外展示会出展件数：2件

展開支援事業 るため，海外での見本市出展の支援を行うとともに，事前マッチン ○支援企業数：4社

グによる現地企業との商談機会の提供や商談後のフォローアップ ○商談件数：54件

を行う等，海外見本市への効果的な出展を支援した。

（4,098千円）

香港市場新規チャレ 県内中小企業の輸出を促進するため，地域商社を活用して香港を ○海外展示会出展件数：4件

ンジ企業支援事業 はじめとする海外への輸出に意欲的な企業を発掘し，フェアの出展 ○商談会参加企業数：110社

等による現地プロモーションを行った。 （2,994千円）

世界へ飛躍！県内 海外における県産品の認知度向上を図るとともに，県内企業の海 ○海外展示会出展件数：6件

企業グローバル展開 外展開への取組みを支援するため，上海事務所の機能の充実強化， ○商談会参加企業数：20社

支援事業 四国各県との連携による物産展・商談会の開催，地域商社を活用し ○各種セミナー参加者数：20名

た販路開拓を実施した。 （44,292千円） ○上海事務所における支援企業数：56社・団体

３ 成長分野の産業集積を加速

（１）ＬＥＤバレイ構想・ワールドステージ行動計画の推進

「ＬＥＤバレイ構想」の更なる推進を図るため，「ワールドステージ行動計画」に基づき，ＬＥＤの新用途開発，ＬＥＤや藍を活

用した製品開発，情報発信，海外市場展開を支援し，ＬＥＤ関連企業等の集積と活性化を図った。（新未来産業課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「藍×ＬＥＤ」ブルー 藍，ＬＥＤ関連産業の振興を図るため，本県が誇る地域資源であ ○海外展示会出展件数：1件

とくしま創生事業 る「藍」と「ＬＥＤ」を活用した国内外の市場に支持される付加価 ○出展企業数：5社

値の高い製品開発に取り組むとともに，海外展示会への出展等によ

り，販路開拓を支援した。

（19,566千円）

ＬＥＤバレイ構想 「ＬＥＤバレイ構想」の飛躍に向け，「ワールドステージ行動計 ○とくしまオンリーワンＬＥＤ製品認証件数：

推進事業 画」に基づき「ワールドステージ戦略」を重点戦略とし，「開発・ 16件

生産」，「ブランド」，「販売」の各種施策を推進した。

（3,340千円）
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（２）戦略的企業誘致の推進

大都市圏からの企業誘致，本社機能の移転を促進するため，ターゲットを絞った効果的な情報発信やワンストップサービスによ

る企業相談への対応を行うとともに，県内企業とＩＴ人材のマッチング支援等の人材確保支援も一体的に行い，地域経済の活性化

を図った。（企業支援課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

企業立地促進事業費 県内への企業立地を促進し，地域経済の活性化・雇用の創出・産 ○奨励指定件数

補助金 業集積を図るため，県内に立地した企業や立地基盤の整備を行う市 企業立地促進補助金：9件

町村等に対する支援を行った。 ふるさとクリエイティブ・SOHO補助金：3件

（204,815千円） ○補助金交付実績

企業立地補助金：4件

ふるさとクリエイティブ・SOHO補助金：9件

○市町村立地基盤整備事業等補助金：2件

情報通信関連事業 情報通信関連企業の立地を促進し，地域産業の情報化の推進と雇 ○奨励指定件数：5件

立地促進費補助金 用の場の確保を図るため，県内に立地した企業に対する支援を行 ○補助金交付実績：18件

った。

（125,240千円）

戦略的企業誘致 ２つの光（ＬＥＤ，光ブロードバンド）をはじめとする本県の強 ○徳島ビジネスフォーラム参加者

強化事業 みを活かした産業集積を図るため，大都市圏において，本県の立地 東京（11月開催）：約160人

環境の優位性などをトップセールスで発信する「徳島ビジネスフォ 大阪（ 1月開催）:約150人

ーラム」を開催した。

また，「県内の情報通信関連企業における人材不足」及び「県外

の立地検討企業の人材ニーズ」に対応するため，県外における求職

者及び移住希望者に対応したＩＴ人材マッチングシステムの運用

を行った。

（18,100千円）

（３）「光ブロードバンド」を活用した関連企業の誘致

本県が誇る全国屈指の光ブロードバンド環境を活用し，企業と市町村等が連携して行うテレワーク活動拠点づくりの取組みを支

援することにより，サテライトオフィスをはじめとした都市部企業の誘致を推進した。（企業支援課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

サテライトオフィス テレワークの普及・定着及びサテライトオフィスの誘致を促進す ○ＰＲイベントの実施：1件

型テレワーク促進事 るため，ＰＲイベントの実施やお試しテレワークを含めた視察ツア ○視察ツアーの実施：1件

業 ーなどを実施した。

（5,000千円）

（４）クリエイティブ産業の育成と集積

４Ｋ・ＶＲ徳島映画祭の開催や，産学官が連携したワークショップなどの取組みを推進し，クリエイティブ関連企業の創業・集

積を促進した。（企業支援課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

クリエイティブ産業 ４Ｋ・ＶＲの推進やＬＥＤデジタルアート作品発表の場を提供す ○クリエイティブ関連企業集積数：10社（者）

育成プロジェクト事 るとともに，次世代を担う人材の育成などの取組みを実施し，クリ ※累計251社（者）

業 エイティブ産業の育成と集積を図った。

（76,421千円）

４ 安定した企業活動の基盤を強化

（１）経営・金融両面からの一体的な支援

中小企業向け融資制度において，小規模事業者向け「小口資金」の限度額を拡大し，資金繰りの円滑化を図るとともに，専門家

派遣による各種計画策定の支援や経営アドバイス等を行い，県内中小企業・小規模事業者の経営安定・改善に向け経営・金融両面

からの一体的な支援を行った。（商工政策課・企業支援課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

中小企業振興資金 県，金融機関及び信用保証協会が協力し，県内中小企業者の事業 ○中小企業向け融資制度実績

貸付金 資金を低金利・低保証料で供給し，中小企業者の金融の円滑化を図 ・平成30年度新規融資分 （単位:件,千円）

った。 制度名 件数 金額

（12,756,950千円） 創業者･小規模事業者等支援資金 703 2,849,008

中小企業金融円滑化 （公財）とくしま産業振興機構が，県制度融資を利用する中小企 成長産業育成支援資金 121 2,494,250

推進費 業者の信用保証料の一部を助成するために徳島県信用保証協会に 経営安定支援資金 1,212 18,887,000

補助する事業に対し，県が間接補助を行い，中小企業者の保証料の 一般支援資金 1,659 10,444,245

負担軽減を図った。 計 3,695 34,674,503

（452,636千円） ・平成30年度末融資残高：9,732件，77,519,240千円
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企業変革パッケージ 厳しい競争を勝ち抜く企業の変革を支援するため，企業の抱える ○支援企業数：28社

支援事業 経営課題に対し，専門家派遣による経営支援と適切な金融支援を連 ○専門家派遣回数：63回

動させた支援を行った。

（2,839千円）

（２）商工団体の企業支援機能の向上

徳島経済産業会館と中央テクノスクールによる「頑張る中小企業の総合的な応援拠点」により，県内企業の課題解決のための

支援を行うとともに，商工会議所，商工会，中小企業団体中央会等が行う県内中小企業や小規模事業者等の課題・ニーズに即した

事業活動を支援し，活発な事業展開を促進することにより，団体の企業支援機能の向上を図った。（商工政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島県地域産業 商工業の健全な発展を図るため，商工会，商工会議所及び商工会 ○地域産業活性化事業費補助金交付状況

活性化事業 連合会が行う小規模事業者等の経営改善普及事業等に対して助成 ベーシック補助金：31団体

を行うことにより，創業・経営革新及び経営・技術の改善発達，経 オンリーワン補助金：19団体,60事業

営の安定を図った。

また，中小企業団体中央会が行う，県下中小企業者の組織化指導

と円滑な組合活動を支援するための事業に対して助成を行うこと

により，組合組織の活性化を図った。

（976,015千円）

（３）企業防災の推進

産学官による連携のもと，「事業継続計画（ＢＣＰ）」の「策定」から「訓練」，「見直し改善」までの総合的な支援を実施し，

ＢＣＰ策定を促進するとともに，企業ＢＣＰ認定制度の運用を通じて県内企業の意識を醸成し，災害時における事業継続力の強化

を図った。（商工政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしまＢＣＰ策定 「南海トラフ巨大地震」に対し，県内企業の事業継続力及び災害 ○ＢＣＰ研究部会

支援事業 対応力向上を図るため，「事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定段階に応 開催回数：6回

じたきめ細やかな導入支援を行った。 参加人数：125名

（847千円）
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５ 多様な人材の参画を促進

（１）障がい者の就労と雇用継続の支援

労働局等関係機関と連携を図りながら，障がい者の職業能力開発に向けた訓練等を実施するとともに，企業相談コーディネータ

ーによる企業訪問等，事業主をはじめ広く県民の意識啓発を図り，障がい者の雇用促進と定着支援に努めた。

（労働雇用戦略課・産業人材育成センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

障がい者雇用促進 障がい者雇用を促進するため，企業表彰などにより企業の取組み ○民間企業の障がい者雇用率：2.20％

強化事業 をサポートするとともに，特別支援学校の生徒に対する就労支援を ○法定雇用率達成企業割合：60.3％

行った。

（429千円）

障がい者雇用継続 障がい者の職場定着を支援するため，企業相談コーディネ－ター ○企業相談コーディネーター訪問企業数：330社

よりそい支援事業 が障がい者雇用に取り組む企業を訪問し，悩み事や相談を支援機関

へつなげた。

（7,727千円）

障がい者職業訓練 民間教育訓練機関等を活用し，障がい者の能力，適性に対応した ○10コース実施 入校者：16人

事業 職業訓練を実施した。

（12,181千円）

テクノスクール 発達障がい者総合支援センターアイリスの利用者等に対し，西部 ○アイリス利用者：2名

障がい者雇用促進 テクノスクールの施設を活用し，就労現場に沿った作業体験を実施 ○池田支援学校：延べ人数22人

事業 した。

（98千円）

（２）女性の活躍推進

仕事と家庭の両立に取り組む企業等を認証・表彰するとともに，「働く女性応援ネットワーク会議」や各種講座の開催により，女

性の活躍やワーク・ライフ・バランスの推進を図った。

また，女性を対象として，創業に必要な知識に関する講座や，低利融資等による支援を行い，女性の感性やアイデアを活かした

創業の促進を図った。（商工政策課・企業支援課・労働雇用戦略課・産業人材育成センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

女性の創業ステップ 女性の創業による地域経済の活性化を図るため，創業前・創業準 ○セミナー受講者数：延345人

アップ支援事業 備・創業後の段階に応じ，課題解決に向けた取組みを支援した。 ○専門家派遣回数：21回

（2,500千円）
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「働くパパママ」 仕事と家庭の両立を支援するため，職場環境の整備に取り組む企 ○はぐくみ支援企業認定数：254事業所

就労促進事業 業の認証・表彰などを行った。 ○はぐくみ支援企業表彰数：96事業所

（230千円）

働き輝く！とくしま 働きやすい職場環境の整備と，ワーク・ライフ・バランスの実現 ○「働く女性応援ネットワーク会議」

づくり応援事業 を促進するため，「働く女性応援ネットワーク会議」及び「テレワ 開催回数：２回

ーク活用ネットワーク会議」により，課題解決に向けた検討を実施 ○「テレワーク活用ネットワーク会議」

した。 開催回数：２回

（395千円）

女性の「はたらく力」 再就職を希望する女性に対する支援のため，ビジネスマナー講座 ○基礎講習参加人数：２８人

ステップアップ事業 や面接対策などの基礎講習を実施した。 ○再就職者数：９人

（935千円）

ウーマンビジネス 管理職等を目指す女性を支援するため，県内大学と連携し，実践 ○参加人数：10人

スクール推進事業 的なビジネススキルや幅広い知識について働きながら学べる「ウー ○開講期間：平成30年9月14日～平成31年3月15日

マンビジネススクール」を開講した。 （四国大学と連携実施）

（938千円）

（３）高齢者の就労機会の確保

シルバー人材センターについて，派遣事業所の開拓や会員拡大に向けた広報等により活性化を図り，働く意欲を持つ高齢者の就

業機会の確保・提供を促進した。（労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

シルバー人材センタ シルバー人材センターの機能強化を図るため，シルバー人材セン ○「シルバー人材センター」の派遣従事者の割合

ー機能強化促進事業 ターにおける新たな「職域の拡大」，「就業機会の拡大」及び「会員 :14.0％

の拡大」を支援した。

（2,000千円）

（４）定住外国人の就労支援

定住外国人の就労・社会参加を促進するため，各種講座の開催や相談等による支援を行った。（労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

働く，学ぶ，暮らすを 定住外国人の就労や社会参加を支援するため，就労に必要となる ○講座等参加人数：１６人

応援！定住外国人活 日本語をはじめ，知識・技能習得のための講座を開催した。 ○就職決定人数：３人

躍総合支援事業 （1,000千円）
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（５）雇用のトータルサポート

「とくしまジョブステーション」において，ワンストップでの就労支援や住宅確保の情報提供など生活面での支援を実施すると

ともに，「地域若者サポートステーション」において，専門家の個別相談等により若年無業者（ニート）等の自立を支援した。

また，地域の事情に応じた創意工夫による職業紹介を実施する「徳島県すだちくんハローワーク」において，企業・求職者双方

のニーズをくみ取ったきめ細やかなマッチングや企業訪問等により，「製造業」を中心とする企業の技能・技術者の確保を支援した。

（労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしまジョブステ 若年者，ＵＩＪターン希望者等の就職を支援するため，就業相談， ○とくしまジョブステーションを活用した就職率

ーション運営費 職業紹介等の雇用関連サービスなどをワンストップで提供する「と ：50.0％

くしまジョブステーション」の運営を行った。

（16,473千円）

若年者すだち（巣立ち） 地域若者サポートステーションにおいて，若年無業者（ニート） ○地域若者サポートステーションにおける新規登

支援事業 等の自立支援を実施した。 録者数に対する進路決定率：61.8％

（7,066千円）

すだちくんハローワ 地域の事情に応じた創意工夫による職業紹介を実施するため，企 ○相談件数：507件

ーク運営事業 業・求職者双方のニーズをくみ取ったきめ細かなマッチングや企業 ○マッチング：97件

訪問等により，「製造業」を中心とする企業の技能・技術者の確保

を支援した。

（11,531千円）

（６）新成長戦略産業における雇用の創造

徳島ならではの雇用を創造し，「ひと」と「しごと」の好循環を通じた「とくしま回帰」を加速するため，「新成長戦略産業分野」

に挑戦する本県のものづくり企業等にターゲットを絞って総合的・体系的に支援した。（労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま新未来雇用 徳島ならではの雇用を創造し，「ひと」と「しごと」の好循環を ○新規雇用者数：324人

創造プロジェクト 通じた「とくしま回帰」を加速するため，「新成長戦略産業分野（新

素材関連，健康・医療関連，地域資源関連）」に挑戦する本県のも

のづくり企業等にターゲットを絞って，総合的・体系的に支援し

た。

（333,552千円）
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６ 専門性の高い人材を育成

（１）ものづくり人材の育成強化

本県産業界に「技能」と「誇り」を持った人材を供給するため，ものづくりへの関心を喚起し，ものづくりの仕事内容や職人の

魅力を情報発信するとともに，小中学生等を対象に「ものづくり体験」等を実施し，成長段階に応じた職業観の醸成を図った。

また，技能者の技能向上と継承を図るため，技能五輪全国大会等への出場選手を養成するための訓練や選手派遣の支援を行うと

ともに，若年者技能競技大会を実施した。（産業人材育成センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

めざせマイスター 未来のものづくりを支える人材育成を図るため，ものづくり体験 ○小中学生のものづくり体験

育成事業 による魅力発信や産業界と連携した職業訓練，技能競技大会等を実 技能フェア：184人（延べ980人）

施した。 こどもフェスタ：517人

（10,296千円） ○若年者技能競技大会：6種目77人参加

○阿波のﾔﾝｸﾞﾏｲｽﾀｰ認定件数：累計12人

○相互交流の実施（訪独１回，訪日１回）

ドイツ訪問団7人，徳島訪問団4人

（美容，車体整備等訓練生他）

○技能五輪全国大会及び技能ｸﾞﾗﾝﾌﾟﾘ出場：計6人

（２）職業能力開発体制の充実

県立テクノスクールにおいて訓練生の育成を行うとともに，在職者への技能向上支援として在職者訓練を実施した。

また，雇用創出効果の高い情報通信関連産業をはじめとする成長産業分野の人材育成として民間を活用した職業訓練を充実させ

るなど，離職者等に対する就職支援を図るとともに，技能労働者の社会的・経済的地位の向上のため，技能検定制度を活用するな

ど技能振興に努めた。（産業人材育成センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

養成訓練費 テクノスクールにおいて，新規学卒者等を対象とし，新たに職業 ○テクノスクール入校生：176人

に就くために必要な基礎的職業訓練を実施し，産業界の要望する技 ○就職率：82.3％

能者の養成を図った。

（8,452千円）

向上訓練費 産業人材の育成のため，資格・検定対策等の技能研修や，業界団 ○254社 367人受講

体から要望があった訓練内容を実施した。

（327千円）
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民間を活用した 求職者が職業能力開発を通じて再就職を実現するため，民間教育 ○41コース設定：入校者542人

委託訓練事業 訓練機関等を活用し職業訓練を実施した。

（227,326千円）

（３）産学官連携による地域グローカル人材の育成

県内企業のグローバル化を図るため，経済団体・県内企業や高等教育機関との協働により，海外展開に取り組む県内企業のプロ

ジェクトに参画する実践的な留学等を支援し，地域に根ざしたグローカル人材の育成を行った。（国際課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

産学官連携による 県内企業のグローバル化を図るため，経済団体・県内企業や高等 ○留学派遣人数：６人

グローカル人材 教育機関との協働により，海外展開に取り組む県内企業のプロジェ ○留学先：６カ国（ドイツ，オランダ，イギリス，

育成事業 クトに参画する実践的な留学等を支援し，地域に根差したグローカ カナダ，マレーシア，ベトナム）

ル人材の育成を行った。 （4,126千円）

（４）情報通信・クリエイティブ人材の集中的な養成

高等教育機関や企業と連携し，主に若年者を対象として，プログラマーやアニメーター等を育成する講座を開催するとともに，

作品発表の場を提供することにより将来のデジタルコンテンツ業界を担うクリエイティブ人材を育成した。（企業支援課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

クリエイティブ産業 ４Ｋ・ＶＲの推進やＬＥＤデジタルアート作品発表の場を提供す ○クリエイティブ関連企業集積数：10社（者）

育成プロジェクト るとともに，次世代を担う人材の育成などの取組みを実施し，クリ ※累計251社（者）

事業（再掲） エイティブ産業の育成と集積を図った。 （76,421千円）

（５）経営人材の体系的な育成

地域経済飛躍の原動力となる人材を育成するため，とくしま経営塾「平成長久館」において，徳島経済産業会館・中央テクノス

クールと連携し，県内企業者をはじめ県民に広く受講機会を提供するとともに，企業経営の専門家を「速効経営助っ人」として派遣

し，企業の持続的発展を支援した。（企業支援課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま経営塾 中小企業の持続的発展を支援するため，各種セミナー等を通じた ○セミナー受講者のべ人数：6,559人

「平成長久館」事業 経営の核となる人材育成と，経営課題解決のための専門家派遣を一 ○セミナー開催講座数：73回

体的・効果的に実施した。 ○専門家派遣のべ回数：48回

（13,066千円）
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７ 都市部からの人材環流を加速

（１）ＵＩＪターン人材の就職支援

プロフェッショナル人材戦略拠点を活用し，都市圏等からの専門性の高い人材の確保を図るとともに，就職支援協定締結大学等

の就職相談会での情報提供や合同企業面接会などを通じて，若年者の確保を支援した。

また，企業誘致の推進とともに，移住相談や県内企業とＩＴ人材のマッチング支援を一体的に行うことにより，都市圏からの人

材確保の促進を図った。（企業支援課・労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

人材還流促進事業 プロフェッショナル人材戦略拠点の運営や，都市圏で大学生等を ○プロフェッショナル人材戦略拠点における

対象とした業界説明会を実施し，県内企業の人材確保を支援した。 成約件数：28件

○就職フェア参加者数：約70人

（37,061千円） ○１大学と就職支援協定締結

（２）インターンシップの推進

都市部の大学生を県内企業への就職につなげるため，インターンシップ実施企業の情報提供や企業見学会を実施した。

（産業人材育成センター）
主要事業名 主要事業内容及び成果

地方創生インターン 都市部の大学生を県内企業への就職につなげるため，県内のイン ○企業見学会実施：4回，参加者：37人

シップ推進事業 ターンシップ実施企業の情報提供や，企業見学会を実施した。 ○インターンシップ実施状況調査：2回

（984千円）

８ 安心して働ける環境を整備

（１）テレワークの活用による多様な働き方の推進

育児や介護等による離職防止や働きやすい職場環境の整備のため，ＩＣＴを活用したテレワークをはじめとする多様な働き方を

推進した。（労働雇用戦略課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

柔軟な働き方「テレワ 企業のテレワーク導入に係る相談体制を整備し，テレワークに関 ○テレワーク導入企業数：20社

ークするんじょ！」事 する普及啓発に努めるとともに，テレワーカーやテレワークコーデ ○テレワーカー養成数：14人

業 ィネーターの養成・スキルアップを実施した。 ○テレワークコーディネーター養成数：9人

（20,450千円）

中小企業「働き方改革」 企業の経営者等を対象に，「働き方改革」に関するシンポジウム ○「働き方改革」スタートアップシンポジウムの

スタート事業 等を開催し，県内企業の「働き方改革」推進に係る気運醸成を図っ 開催

た。 参加人数：約140人

（993千円）

（２）企業主導型保育施設設置の促進

企業や従業員から評価の高い企業主導型保育施設の県内企業への普及に向け，アドバイザーを設置し，施設設置に係る相談やア

ドバイス等による支援を行った。（労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

企業主導型事業所内 企業主導型保育施設の設置促進を図るため，県内企業からの施設 ○保育施設の設置に関する支援を行った企業数

保育施設開設サポー 設置に係る相談に対し，アドバイザーによる助言等の支援を実施し ：12社

ト事業 た。 ○共同利用契約締結企業数：33社

（3,496千円）

（３）労働相談・労働法制の周知啓発及び労務管理の適正化

労働問題に関する労使の相談に応じ，適切な助言指導を行うとともに，啓発情報誌の発行等により労働問題に関する正しい知識

の普及を図り，労務管理の適正化を推進した。（労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

労働者サポート事業 労働問題全般について相談に応じるとともに，労働関係法制度の ○相談件数：111件

周知・啓発を図った。

（554千円）

夜間・休日労働相談 夜間（平日）及び休日における労働相談事業を実施した。 ○相談件数：1,788件

事業 （5,750千円）
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（４）勤労者の生活支援

勤労者向け協調融資制度において，子育てに係る教育資金，生活の節目に必要となる資金の支援を行い，勤労者の経済的負担の

軽減を図った。（労働雇用戦略課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

阿波っ子すくすく 教育資金等の経済的負担の軽減を図るため，勤労者向け協調融資 ○新規貸付件数：18件

はぐくみ資金貸付金 制度において，出産や子育てを行う勤労者に対して低利融資を行っ

た。（650,000千円）

９ 誘客コンテンツを充実強化

（１）「とくしまの宝」を活かした誘客促進

本県の豊かな自然や魅力的な伝統文化，ありのままの農山漁村での生活などを活かした体験型観光・教育旅行等の誘致活動を実

施するとともに，映画・テレビ等の県内ロケ撮影を誘致・支援することにより，本県の魅力を全国に発信した。

また，本県が誇る「阿波藍」について，県内藍師や染師等とブランド化を推進するとともに，首都圏や海外での展示会への出展

などにより，藍製品の価値・ブランド力の向上と，販路拡大を推進した。（観光政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「阿波藍」魅力創造発 「阿波藍」の需要・販路拡大に繋げるため，県内藍師や染師等と ○「阿波藍」に関する展示商談会の開催：

信プロジェクト 共にブランドの確立を行うとともに，首都圏や海外での展示会出展 平成30年 9月 5日～ 7日（東京）

など総合的に取り組んだ。 平成30年10月18日～21日（フランス・パリ）

(23,124千円) 平成31年 2月12日～15日（東京）

体験型観光ステップ 体験型観光の先進地として，更なる飛躍を図るため，受入態勢の ○旅行会社ファムツアー：1回

アップ事業 構築など，体験型観光のブランド化を実施した。 ○教育旅行全国フォーラム参加者数12名

（700千円）

とくしまロケーショ 映像を通じて本県の魅力を全国に発信するため，映画やテレビ等 ○ロケ支援件数：56件

ン・ブランド発信事業 の県内ロケの誘致・支援を推進した。

費 (14,314千円）

（２）「阿波おどり」の通年化による誘客促進

本県が世界に誇る伝統芸能である阿波おどりの通年化による誘客を促進するため，夏の阿波おどり，春の「はな・はる・フェス

タ」に加え，秋の阿波おどり大絵巻や，全国阿波おどりコンテスト等を開催するとともに，「あわ文化」を活用した新たな冬期旅行

商品の造成を促進した。（観光政策課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

阿波おどり「春夏秋冬 「春の阿波おどり」として親しまれている「はな・はる・フェス ○来場者数：約21万人

エキサイティング」事 タ」を，阿波おどりを活用した強力な誘客コンテンツとして展開す ○補助金交付状況：1件，12,000千円

業（春） るため，開催を支援した。

（12,000千円）

阿波おどり「春夏秋冬 本県が誇る伝統芸能である「阿波おどり」を通じて，観光客の誘 ○来場者数：約108万人

エキサイティング」事 致を促進するため，徳島市の阿波おどりの開催を支援した。 ○県庁駐車場使用台数：約840台

業（夏） （11,022千円） ○補助金交付状況：1件，9,520千円

阿波おどり「春夏秋冬 阿波おどりの通年化による観光誘客を促進するため，全国のおど ○来場者数：約1万9千人

エキサイティング」事 り連が本場・徳島に集い交流する一大イベント「秋の阿波おどり～

業（秋） 阿波おどり大絵巻～」を開催した。

（14,993千円）

阿波おどり「春夏秋冬 国内からの観光誘客を促進するため，冬の閑散期において，阿波 ○観光客数：974人

エキサイティング」事 おどりを活用した旅行商品を造成する旅行会社を支援した。 ○助成金交付状況：18回，900千円

業（冬） （1,500千円）

（３）スポーツやイベントを通じたにぎわい創出

本県の魅力や県民挙げての「おもてなしの心」を全国に情報発信できる「とくしまマラソン」の開催支援や，「徳島ヴォルティス」，

「徳島インディゴソックス」両チームの集客力・情報発信力を活用した各種イベントの開催により，一層のにぎわいを創出するとと

もに，県外の企業・大学等のスポーツ合宿の誘致，ウェイクボード世界選手権大会の開催により，県内関係施設の活性化，交流人口

の増加を図った。

また，アニメを核としたにぎわいの創出を図るため，徳島ならではの魅力である「マチ★アソビ」の開催を支援した。（にぎわい

づくり課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしまマラソン 本県の魅力を全国に発信するとともに，県民のスポーツ振興，に ○「とくしまマラソン」開催：

支援事業 ぎわいの創出を図るため，「とくしまマラソン」の開催を支援した。 平成31年3月17日

エントリー数 14,589人

出走者数 12,795人

（30,000千円） 完走者数 11,010人

エンジョイ・アップ☆ プロスポーツチームの持つ集客力や情報発信力を活用し，本県の ○プロスポーツ活用事業数：18件

プロスポーツ事業 ＰＲやスポーツ文化の振興を通じて，本県のにぎわいの創出を図っ ○ホームタウンデー等イベント参加者数：
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た。 （15,385千円） 9,700人

「スポーツ王国」立国 県内スポーツ施設の利用促進や交流人口の増加を図るため，県外 ○スポーツ合宿誘致件数：39件

事業 企業，大学等のスポーツ合宿誘致を図った。

（7,763千円）

「アニメ聖地とくしま」 国内外からの誘客により地域経済の活性化を推進するため，「マ ○「マチ★アソビvol.20」開催：

にぎわい創出事業 チ★アソビ」を核とした徳島ならではのアニメイベントの開催を支 平成30年5月4日～6日

援した。 来場者数：84,000人

（64,000千円）

「マチ★アソビ」海外 外国人観光誘客や国際文化交流を推進するため，「マチ★アソビ」 ○「マチ★アソビvol.21×国際アニメ映画祭」

情報発信事業 における体験型イベントの充実を図るとともに，海外への情報発信 開催：

を実施した。 平成30年9月22日～10月8日

（5,200千円） 来場者数：71,000人

とくしまイメージパ 本県の認知度やイメージの向上を図り，観光誘客を促進するた

ワーアップ事業 め，「マチ★アソビ」を活用した情報発信を実施した。 ○「ぷち★アソビvol.7」開催：

平成31年2月23日～24日

（8,500千円） 来場者数：8,200人

（４）交流拠点を活用したにぎわい創出

「徳島県立あすたむらんど」，「徳島県立産業観光交流センター」や「大鳴門橋架橋記念館」等について，指定管理者への適切な

指導・監督を行うことにより，安全で快適な管理運営に努めるとともに，広く親しまれ，魅力あふれる施設となるよう創意工夫を

凝らした事業の展開を図った。（にぎわいづくり課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

観光施設管理運営費 指定管理者への指導・監督を通じて「ふれあい公園（あすたむら ○あすたむらんど利用人数：436,093人

んど）」や「産業観光交流センター」などの県立観光施設の安全で ○産業観光交流センター多目的ホール利用人数：

快適な管理運営を図った。 267,377人

（683,282千円）

子ども科学館管理 指定管理者への指導・監督を通じて「子ども科学館（あすたむら ○子ども科学館（あすたむらんど）利用人数：

運営費 んど）」の安全で快適な管理運営を図った。 192,510人

（369,080千円）

出島野鳥公園 老朽化したテニスコート及び公衆トイレを改修し，利用者の安全 ○出島野鳥公園利用人数：1,754人

魅力アップ事業 性，競技の公平性，快適性，利便性の向上を図った。

（21,688千円）
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１０ 国内外からの誘客を促進

（１）「徳島県観光振興基本計画」の推進

「もてなしの阿波とくしま観光基本条例」に基づき策定した「徳島県観光振興基本計画（第２期）」の推進を図るため，官民一体

となって，「魅力あふれる観光地づくり」や「新たな観光旅行の開拓」など本県観光振興に向けた施策を戦略的かつ積極的に実施し

た。

また，宿泊施設，旅行会社，交通機関等と連携したキャンペーン展開や観光商談会等を開催するとともに，宿泊施設が実施する

魅力アップの取組みを支援し，宿泊者数の増加を図った。（観光政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

千客万来！「オール徳 「オール徳島」で旅行需要を喚起させるため，官民一体となった ○平成30年５月15日開催

島」観光誘客プロモー 「観光プロモーション」を実施し，「B to B」「B to C」両面から誘 「オール徳島」観光商談会

ション事業 客営業を展開した。 参加人数：215人

（53,109千円）

宿泊施設魅力アップ 宿泊者の増加を図り，地域経済活性化につなげるため，宿泊事業 ○補助金交付状況：2件，12,782千円

支援事業 者が施設の魅力アップに取り組む事業に対して支援した。

（12,782千円）

元気徳島！観光周遊 平成３０年７月豪雨災害による風評被害を払拭するため，国の補 ○徳島県内宿泊者数：26,165人泊

促進事業 助制度による宿泊割引支援を行い，観光消費の需要を喚起した。

(123,112千円)

（２）インバウンドの推進

徳島阿波おどり空港の国際線への本格対応の好機を捉え，観光庁がインバウンド対策として認定している「広域観光周遊ルート」

に，全国で唯一「３ルート」に位置づけられた強みを活かし，重点市場である香港や台湾におけるプロモーションの実施，海外メ

ディアやブロガーの招聘など個人旅行客への対策を強化することにより，外国人観光客の増加を図った。（観光政策課海外誘客室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

めざせ新ゴールデン 一次交通網の整備を契機とし，香港，台湾を中心とした集中的な ○日本秋祭りin香港に合わせた徳島県ＰＲ，

ルート！とくしまイ プロモーションの展開や本県文化の海外発信と合わせた観光ＰＲ 現地商談会

ンバウンド強化事業 等による外国人観光客の誘客を推進した。 来場者数：110,084人

（46,972千円） 現地商談会：参加者 54社 71名。

○東京都との連携によるメディア招請：２名

○NEXCO西日本等と連携した外国人向け高速道路

周遊割引等の情報発信
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周遊パス販売：2,095件販売

○SNSを活用した情報発信

新規ファン獲得：51,473人

○教育旅行の促進

来県人数：427人

○「2018香港国際旅行展示会」（香港）への出展

来場者数：102,515人

○「2018台北国際旅展」（台湾）への出展

来場者数：376,773人

香港定期便へ！誘客・ 国際定期便による交流拡大，地域経済の活性化に向け，個人旅行 ○香港からのインフルエンサー招請：２名

交流拡大推進事業 者向けに現地メディアを活用した情報発信や二次交通等の支援を ○インフルエンサーによるＳＮＳ等での情報発信

行い，本県への誘客拡大を図った。 合計リーチ数：135,886

（2,867千円） 合計いいね数：3,736

合計動画再生数：77,290

○助成件数：145件

（３）コンベンション誘致の更なる推進

県外から多くの参加者が見込まれるコンベンション主催者に対して，コンベンション開催経費や郷土芸能の招聘，アフターコン

ベンション等に対する助成の拡充等により，積極的な営業活動を展開し，その誘致を推進した。（観光政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

コンベンション誘致 交流人口の拡大を図るため，開催経費や県立施設の会場使用料へ ○コンベンション参加人数：31,511人

促進事業 の助成等により大会･会議の誘致を促進した。 ○助成件数：51件

（21,685千円）

（４）広域観光の推進

関西広域連合や四国ツーリズム創造機構，一般社団法人せとうち観光推進機構の一員として，他府県と連携した広域観光の推進

を図る。（観光政策課・観光政策課海外誘客室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

広域観光推進事業 関西広域連合や四国ツーリズム創造機構，せとうち観光推進機構 ○四国観光商談会の開催：

との広域連携によるスケールメリットを活かしたプロモーション 平成30年 9月27日（東京）

を実施し，広域観光を推進した。 平成30年10月10日（大阪）
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（53,908千円） 平成30年10月24日（名古屋）

○「KANSAI Wi-Fi(official)」（関西エリアの

無料Wi-Fi共通認証）の運用

１１ 受入環境の整備を促進

（１）インバウンド対応に向けた環境整備

国際スポーツ大会開催を見据え，訪日外国人の観光誘客をさらに強力に推進するため，本県へのツアー造成・送客に対する助成

制度の活用に加え，通訳ボランティア情報の一元化や人材の養成，無料公衆無線ＬＡＮ整備，多言語表記等に取り組む事業者を支

援した。（観光政策課・観光政策課海外誘客室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

歓迎徳島！外国人誘 外国人観光誘客を推進するため，近隣県と連携して各国・地域の ○ファムトリップ参加人数：計２１人

客促進事業 特性に合わせた効果的な情報発信を行うとともに，各種助成制度に （招請内訳）

より旅行商品造成や受入環境整備を促進した。 サイクリング関係旅行会社：6社6名

（57,509千円） 米国ライター：1名

米国旅行会社：1社1名

中国旅行会社：2社2名

珠江デルタ旅行会社：2社2名

珠江デルタブロガー：1名

台湾旅行会社：3社3名

香港インフルエンサー：2名

香港雑誌社：1社3名

○ツアー造成・送客に対する助成件数：87件

○県内事業者等における訪日外国人受入環境整備の
促進

無料公衆無線ＬＡＮ整備：12事業者85ＡＰ

多言語表記整備：11事業者

国際スポーツ大会「お 本県の外国人観光客の受入環境を整備するため，国際スポーツ大 ○とくしま外国人支援ボランティア

もてなし」機運醸成事 会開催を見据えた，通訳人材養成等を行い，通訳人材の拡充とスキ 登録者数：334人

業 ルアップを図った。 ○通訳人材養成セミナーの開催：

（4,353千円） 平成30年９月21日～平成31年２月16日（全９回）

参加者数 35名
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（２）二次交通と周遊性の向上

おもてなしタクシー認定制度の充実強化等の二次交通対策の充実，「おどる宝島！パスポート」のアプリ化により観光施設間の周

遊を促進し，本県を訪れる観光客のホスピタリティ向上を図った。（観光政策課・観光政策課海外誘客室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

周遊促進！徳島観光 県内の周遊観光の促進を図るため，二次交通対策や着地型旅行商 ○バス助成送客人数：8,166人

すいすい事業 品の造成，「徳島おもてなしタクシー認定制度」の充実等を行った。 ○おもてなしタクシー認定者数：9名

（32,361千円）

「GO!GO!すだちくんPA 徳島での外国人を含めた観光客の観光関連施設間の周遊を促進 ○アプリのリリース：平成31年３月15日

SS」アプリ創造事業 するため，従来の紙ベースでのパスポートを見直し，多言語機能を ○アプリ加盟店 594施設

有する専用アプリを創設した。 ○アプリダウンロード数 885件

（19,439千円）

１２ 徳島の持つ魅力を発信

（１）「おもてなしの国とくしま」の魅力発信

アジア初の開催となるウェイクボード世界選手権大会を安全かつ円滑に運営するとともに，国内外に向けた大会ＰＲと本県の魅

力発信を行った。

さらに，徳島県観光情報サイト「阿波ナビ」を改修し，ＡＩによる観光プランの提案や，外部サイトの二次利用機能による情報

提供など新機能を充実させ，観光誘客を促進した。（観光政策課・にぎわいづくり課）
主要事業名 主要事業内容及び成果

ウェイクボード世界 アジア初開催となるウェイクボード世界選手権大会を成功させ ○参加選手：34国・地域/147名

選手権大会開催事業 るため，関係機関と連携し，大会の円滑な開催・運営を行うととも ○来場者：のべ11,000人

に，大会開催を契機として本県への誘客促進に向けたＰＲ活動を実

施した。 （48,313千円）

阿波ＡＩナビゲイト！ 本県の観光誘客を促進するため，徳島県観光情報サイト「阿波ナ ○「阿波ナビ」のリニューアル：

観光サイト強化事業 ビ」を改修し，スマホ対応やＡＩによる観光プランの提案を実施し 平成31年３月15日

た。

（26,449千円）

（２）「とくしま県産品振興戦略」の推進

県産品の販路拡大を図るため，販売力強化に向けた研修会の開催やメディア戦略を推進するとともに，展示会・商談会に他部局

と連携して取り組むなど戦略的に施策を推進し，地域産業の活性化を促進した。（観光政策課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま県産品振興 「とくしま特選ブランド」や藍製品をはじめとする伝統的工芸品 ○「とくしま特選ブランド」認定数：131品

総合支援事業 など「徳島を代表する優れた県産品」の販路拡大を図るため，官民 （一次産品32，加工食品87，伝統工芸品12）

連携による事業者研修会や大都市圏での観光プロモーションを実 ○事業者研修会参加人数：72人

施した。

（3,933千円）

とくしまアンテナシ 海外での県産品の販路拡大・認知度向上や本県への誘致促進を図 ○県がサポートする県外・海外商談会及びフェアに

ョップ総合戦略事業 るため，海外のイベント施設を活用した観光・物産キャンペーンを おける成約・売上額：4.6億円

実施した。

（2,104千円）

（３）「あわの魅力」の海外への発信

パリで開催された日仏友好１６０周年行事「ジャポニスム2018」において，「阿波おどり」公演の実施や，「阿波藍」の出展等，

本県が誇る「あわの魅力」を広く世界に情報発信し，本県へのインバウンドの拡大を図った。（観光政策課海外誘客室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「ジャポニスム2018」 本県の知名度を向上させ，観光誘客を図るため，フランス・パリ ○イベント参加人数：40,000人

出展事業 において日仏両政府が主催する日本文化行事「ジャポニスム2018」

に出展し，「阿波おどり」公演の実施や，「阿波藍」を紹介すること

により「あわ文化」の魅力を世界に発信した。

（18,686千円）

（４）国際交流の推進

グローバル人材の育成や地域の国際化を図るため，ドイツ・ニーダーザクセン州をはじめとする友好交流提携州・省との相互交

流を積極的に実施するとともに，外国人が住みやすい多文化共生のまちづくり，国際社会に貢献する環境づくりを推進した。（国際

課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

国際人材育成・交流 グローバル人材の育成や地域の国際化を推進するため，ドイツ・ ○ニーダザクセン州公式訪問団（団長：内務・ス

事業 ニーダーザクセン州等との交流を実施するとともに，関係機関とも ポーツ省大臣）来県 団員10名

連携し，諸外国との交流を促進した。 ○３国間青少年卓球交流の実施
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（4,704千円） （徳島県27名，全日本ナショナルチーム7名，

湖南省8名，ニーダザクセン州8名）

外国人にやさしい 県内在住の外国人が住みやすい多文化共生のまちづくりを推進 ○日本語教室の開催

徳島づくり推進事業 するため，日本語教室の開催や日本語学習教材の作成を行うととも ７クラス 受講者：202人

に，災害発生時に備えた支援のネットワークづくり等を実施した。 ○日本語教育のための学習教材の作成

（10,635千円） 作成部数：300部

○災害時外国人支援ネットワーク会議の開催

6月26日開催 15機関 8団体 30人

2月28日開催 15機関 9団体 30人
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７ 農林水産部

１ 次代を担う人材への投資

（１）農業の担い手育成及び確保

専門高校から農業大学校，徳島大学へと連なるキャリアアップシステムの充実や，生産から加工・販売まで一貫した技術を習得

する「徳島かんきつアカデミー」などの人材育成塾及び産学官の連携により次世代型農業を進めるアグリサイエンスゾーンにおい

て，実践力の高い農業人材の育成を推進するとともに，国の「農業次世代人材投資資金」の活用や農業法人等による技術習得研修

の支援，インターンシップの充実などにより新規就農者の確保に努めた。

また，女性の視点を活かした６次産業化などの新たなビジネスプランへのチャレンジを支援し，女性農業者の活躍を促進すると

ともに，障がい者や高齢者など幅広い人材の就労を支援する労働力確保マッチングシステムの構築などに取り組んだ。（農林水産政

策課，畜産振興課，農林水産総合技術支援センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農業近代化資金融資 農業者等の経営の近代化を図るため，農業近代化資金を融資した ○利子補給承認件数：93件

事業 融資機関に対して利子補給を行った。 （18,988千円）

明日の畜産後継者！ 畜産後継者を地域の畜産技術者へと育成するため，家畜人工授精 ○畜産後継者指導戸数：13戸

技術向上プラスワン 等の技術修得に向けた実践研修を実施した。

事業 （1,200千円）

生産体制・技術確立支 農業就業人口の減少や高齢化等による労働力不足を解消するた ○農福連携によるマッチング件数:1件（ほうれん

援事業 め，ＪＡや福祉施設等と連携し，障がいのある方や高齢者等地域の そう出荷調整作業）

幅広い人材の就労を支援するマッチングシステムの構築を支援し

た。

（674千円）

アグリサイエンスゾ 次世代の農業人材の育成を図るため，農業大学校本科の再編によ ○六次産業化研究施設一般利用者数：310人

ーンを活用した次世 り，最新食品加工機器を使用した実習や，ＩＣＴを活用したスマー ○農業大学校での商品開発数：8種類

代人材育成加速化事 ト農業技術の習得を図るとともに，六次産業化研究施設を活用し，

業 農業者の加工技術の習得と新たな商品開発の支援を行った。

（2,167千円）

農業人材力強化総合 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため，就農前の研修 ○農業次世代人材投資資金交付

支援事業 を後押しする資金及び就農直後の経営確立を支援する資金を交付 ・準備型：13人（うち新規7人）
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した。 ・経営開始型：245人（うち新規45人）

（331,338千円） ○新規就農者数：126人

次代を担う農業人材・ 就農希望者の円滑な就農を図り，次代の担い手として育成・確保 ○農業法人等で技術研修を受けた就農者：25人

経営体育成事業 するため，農業現場でのインターンシップを実施するとともに，農 ○農林水産インターンシップ事業に参加した学生

業法人等が実施する実践的な技術研修を支援した。 数：246人

（23,100千円）

女性が変える未来の 次代を担う女性農業者の活躍促進やスキルアップを図るため，農 ○女性農業者のスキルアップ研修会等開催回数：

農山漁村づくり事業 業女子会を開催するとともに，女性が取り組む新たな農業ビジネス 5回

へのチャレンジを支援した。 ○農業ビジネスへのチャレンジ支援団体数：5団体

（1,904千円）

農業経営者サポート 認定農業者，農業法人等の経営意欲のある農業者が創意工夫を生 ○重点指導農業者選定数：74経営体

事業 かした農業経営の展開を図るため，農業経営相談所が行う農業経営 ○専門家派遣件数：127件

の法人化の促進や専門家派遣による経営改善活動への支援を行っ

た。

（6,475千円）

農村青少年活動促進 農業への理解や就農への意欲を高め，地域農業の担い手としての ○オープンキャンパス参加者数：18人

事業 資質向上を図るため，農業大学校のオープンキャンパスを開催する ○農村青少年講座研修参加者数：490人

とともに，農村青少年グループや青年農業士の活動を支援した。

（1,200千円）

（２）林業の担い手育成及び確保

現場の即戦力を育成する「とくしま林業アカデミー」での担い手の確保や，女性も働きやすい環境づくり，女性参入を促す「林

業体験ツアー」等の開催，県内高校生等への出前授業や就職ガイダンスなどを行うとともに，県内若手林業従事者の活躍をＰＲす

ることにより，林業就業者の裾野を広げる取組みを進めた。

また，フォレストサイエンスゾーンでの実践的な技術研修や，主伐に対応する架線集材などの高度な現場研修，新規就業者のフ

ォローアップ研修の実施により，就業者の技術力向上を推進するとともに，定着率の向上に努めた。（林業戦略課新次元プロジェク

ト推進室，農林水産総合技術支援センター）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま林業アカデ 新たな林業の担い手を確保するため，現場での即戦力となる人材 ○林業アカデミー研修生：13人

ミー事業 を養成する「とくしま林業アカデミー」の運営を支援するとともに， ○オープンキャンパスへの県内高校生等参加人数

県内高校生等への啓発活動やＵＩＪターンによる人材確保に向け ：51人

た「職業としての林業」の啓発等を実施した。

（57,201千円）

山の仕事師パワーア 新規林業従事者の確保及び就業後のアフターフォローのため，若 ○林業従事者定着率（直近3か年）：79％

ップ事業 手林業従事者が県内で活躍する動画の作成・放映や，林業事業体の

管理者等を対象とした研修などを実施した。

（3,280千円）

「森林女子」就業推進 労働環境の改善や新規就業者の増加を図るため，女性をはじめと ○林業アカデミー研修生（女性）：2人

モデル事業 する作業員が継続して従事できる環境づくりや，女性進出のきっか ○森林女子林業体験ツアー参加人数：4人

けとなるよう体験会を実施した。 （2,781千円）

とくしま木づかい運 県産材利用を促進するため，「とくしま木づかい県民会議」にお ○とくしま木づかい県民会議会員数：121団体（累

動推進事業 いて新たな木材利用の調査研究や木づかいの普及啓発などを行う 計）

とともに，木造に秀でた建築士の育成を支援した。 （3,482千円） ○木造建築現場研修会開催回数：3回

フォレストサイエン 高度な知識と技術を備えた林業人材の育成を図るため，フォレス ○研修受講者数：207人

ス人材育成事業 トサイエンスゾーンにおいて，林業の現場で欠かすことのできない

資格の取得及び専門的な知識や技術を習得するための研修を実施

した。

（6,392千円）

（３）水産業の担い手育成及び確保

誰もが徳島の漁業を学べる「とくしま漁業アカデミー」を核に，即戦力となる人材を育成・確保するとともに，マリンサイエン

スゾーンにおいて，産学官が連携し，地域や水産業を支える漁業人材の育成を推進した。

さらに，経営が不安定な就業初期の青年漁業者等の定着に取り組む漁協への支援，新規就業者の受け皿となる漁業法人の設立の

推進など，浜を支える意欲ある担い手の育成・確保に取り組んだ。（農林水産政策課，水産振興課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

漁業金融指導事業 漁業者等に対し金融機関が行う長期かつ低利の資金の融通を円滑 ○利子補給承認件数：32件

にするため，利子補給を行い，漁業者等の経営の近代化や漁業生産

の中核的担い手の育成を図った。 （7,704千円）

沿岸漁業改善資金貸 沿岸漁業従事者等の経営もしくは操業状態又は生活を改善するた ○貸付件数：1件

付事業 め，無利子の資金の貸付を行い，沿岸漁業の経営の健全な発展や生 ○貸付金額：490千円

産力の増大を図った。 （726千円）

漁業担い手対策総合 漁業就業者を育成・確保するため，「とくしま漁業アカデミー」 ○「とくしま漁業アカデミー長期講座」修了生：5

支援加速化事業 による漁業人材の養成を核とし，就業直後の漁業者の支援や漁業の 人

協業・法人化の促進により，漁業の担い手対策を図った。 ○「オープンキャンパス」参加人数：9人

（28,210千円） ○「徳島の漁業応援隊養成コース」参加人数：5人

○「青年漁業者等就業支援事業」支援者数：16人

（４）農林水産関係団体の組織強化と指導の実施

活力ある農林水産関係団体を育成するため，各団体が主体的に取り組む組織再編の支援及び経営基盤の強化を促進した。（農林水

産政策課，林業戦略課新次元プロジェクト推進室，水産振興課，農山漁村振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農業協同組合指導費 農業協同組合等の健全な発展を図るため，農業協同組合等の組織 ○指導等を行った組合数：23組合

体制の強化や，事業運営の適正化に向けた指導・監督を行った。

（790千円）

森林組合育成指導費 林業の中核的担い手として森林組合を育成するため，指導や研修 ○指導等を行った組合数：10組合

を行った。 （756千円）

水産業協同組合指導 漁協の経営基盤の強化を図るため，水産関係団体と連携して，漁 ○指導等を行った組合数：61組合

費 協の財務調査及び経営計画の策定指導を行うとともに，事業統合や

合併等への取組みを支援した。 （222千円）

水土里ネット体制強 土地改良区（愛称：水土里ネット）の財政基盤，組織基盤の強化 ○とくしま水土里ネット次世代ネットワーク研修

化事業 を図るため，「次世代ネットワーク」による若手職員の育成，土地 会参加：17改良区，23人

改良施設の診断・管理指導及び会計指導を行うとともに，統合再編 ○土地改良区アドバイザー

整備を推進した。 （3,023千円） ・登録者数：10人
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・派遣回数：1回

○合併希望地区での検討会開催回数：3回

２ 市場ニーズや地域特性に応じた生産振興

（１）水田農業の振興

平成３０年産以降の生産調整の見直しに対応し，活力ある多様な水田農業の実現を図るため，県産米のオリジナル品種の育成や

「特Ａ米」取得による競争力強化、県産酒米を100％使用した地酒ブランド「阿波十割」の展開による酒米生産拡大，大規模経営に

向けた技術支援など，「徳島ならでは」の米づくりを推進した。

また，「経営所得安定対策」を活用し，耕畜連携の強化による飼料用米の地域内流通の促進，海外市場向け米・加工用米等の供給

拡大への取組み支援を行うなど，水田の有効活用による経営の安定化を図った。（農林水産政策課，農林水産総合技術支援センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農山漁村未来創造事 グローバル化の進展に伴う農林漁業者の不安や懸念を払拭し，本 ○農山漁村未来創造事業補助金交付状況：3件，

業 県農林水産業の成長産業化を着実に進めるため，「徳島県農林水産 水稲種子専用調整施設の整備等

業未来創造基金」を活用し，地域の創意工夫で課題解決を図る取組

みを支援した。

（40,429千円）

「先駆け！」とくしま 平成３０年以降の生産調整の見直しに対応するため，地域農業再 ○市町村水田活用推進事業補助金交付状況：24

水田農業対策展開事 生協議会等が地域水田フル活用ビジョンに基づく農業者への需要 件，3,992千円

業 に応じたコメ生産を推進するための取組みを支援した。 ○米・米粉魅力発信のためのおにぎり教室等の

（4,720千円） 開催回数：16回

経営所得安定対策等 経営所得安定対策の円滑な実施を図るため，地域農業再生協議会 ○推進事務交付金交付状況：24件，49,911千円

推進事業 等が行う制度周知，作付面積の確認，水田台帳の管理業務等を支援

した。

（56,079千円）

競争に打ち勝つ！徳 平成３０年以降の生産調整の見直しに伴うコメ農家の経営安定を ○新品種選定のための実証ほ場設置数：5か所

島新たな米づくり展 図るため，新品種育成や食味向上，地場産業と一体となったコメ戦 ○高温耐性品種「あきさかり」の栽培技術実証

開事業 略，新技術等を生かした生産の効率化など，徳島ならではの米づく ほ場設置数：5か所

りを推進した。 ○「スマート農業」技術研修会等開催回数：3回

（1,211千円） ○県産地酒「阿波十割」のＰＲ箇所数：14か所
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戦略作物生産拡大支 米の消費量の減少が続く中，米の需給改善を図るため，輸出用米 ○業務用米，飼料用米等の多収品種の栽培実証

援事業 や飼料用米など様々な用途の米について，多収品種や技術の導入実 ほ場設置数：7か所

証に取り組み，需要に応じた生産拡大を推進した。 ○需要に応じた米づくり研修会開催回数：1回

（910千円） ○飼料用米に係る耕畜連携会議開催回数：2回

（２）園芸農業の振興

本県の農業を支える園芸品目の生産拡大と省力・低コスト化を図るため，主要品目毎の課題解決プログラムの策定・実践による

産地や流通の構造改革を進め，足腰の強い園芸産地を創出した。

また，経営の安定化を図るため，関係機関と連携し，本県の気候を活かした野菜の新品目・作型導入や加工業務用野菜の生産拡

大に資する「新たな生産モデル」を普及・推進するとともに，果樹の優良な品目・品種への転換，花きの生産技術の向上等を推進

し，所得向上に繋げた。（農林水産政策課，もうかるブランド推進課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農山漁村未来創造事 グローバル化の進展に伴う農林漁業者の不安や懸念を払拭し，本 ○農山漁村未来創造事業補助金交付状況：16件，

業（再掲） 県農林水産業の成長産業化を着実に進めるため，「徳島県農林水産 トマト用自走式農薬散布ロボットの導入等

業未来創造基金」を活用し，地域の創意工夫で課題解決を図る取組

みを支援した。 （114,680千円）

産地パワーアップ事 地域農業の収益力向上のため，地域の営農戦略として定めた「産 ○きゅうりの低コスト耐候性ハウスの整備

業 地パワーアップ計画」に基づき，計画の実現に必要な農業機械のリ

ースや集出荷施設等の整備を促進することにより，意欲ある農業者

等の高収益な作目・栽培体系への転換の取組みを支援した。

（151,678千円）

チャレンジ産地構造 市場のニーズに応じたマーケットイン型の産地づくりを推進する ○新たな生産モデル数：16件

改革事業 ため，「とくしまブランド推進機構」と連携し，新たな品目，品種，

作型等を導入した生産モデルを構築した。 （6,185千円）

とくしまブランド産 とくしまブランド品目を支える産地の維持を図るため，生産振興 ○課題解決実証展示ほ設置数

地リノベーション事 ・担い手育成・流通販売の３つの視点での「課題解決プログラム」 ・ほうれんそう（出荷調整・湿害対策）：5か所

業 を策定し，その解決に向けた集中的な取組みを実施した。 ・すだち（作期前進化・貯蔵性向上）：5か所

（2,610千円) ・枝豆（高品質化）:4か所

・にんじん（湿害対策・貯蔵実証）：3か所
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野菜経営安定対策事 野菜農家の経営安定と消費者への安定供給を図るため，野菜の価 ○指定野菜価格安定対策事業

業 格が補償基準額以下に下落した場合，生産者へ補填金を交付し，生 ・品目数：7品目(春夏にんじん等）

産者の経営に及ぼす影響を緩和した。 ・交付額：775,815千円

（112,970千円） ○特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

・品目数：7品目（ブロッコリー，冬キャベツ等）

・交付額：51,479千円

阿波ふうど機能性表 本県農産物の高付加価値化や販路拡大等を推進するため，消費者 ○科学的根拠の作成

示事業 庁により平成27年度に開始された「機能性表示食品制度」における ・クロロゲン酸（レンコン，カンショ）

県内生産者等の届出を支援する科学的根拠（システマティックレビ ・グルコラファニン（ブロッコリー）

ュー）の作成を行った。 （7,967千円）

「農福連携とくしまモ すくも用タデ藍の増産を図るため，藍師のニーズと障がい者就労 ○農福連携とくしま藍モデル実証施設数：1施設

デル」構築事業 支援施設の農業参入ニーズをマッチングするとともに，栽培・収穫

・乾燥についての技術支援を行い，農福連携による藍生産とくしま

モデルを構築した。 （600千円）

（３）畜産業の振興

畜産業の振興と経営の安定化を図るため，規模拡大をはじめ，グローバル化に対応するためのブランド化や経営転換等を支援す

るとともに，「阿波尾鶏」，「阿波牛」，「阿波とん豚」の増産・販売拡大対策を推進した。

また，県産畜産物の販路拡大や海外展開を見据えた「畜産ＧＡＰ」，「農場ＨＡＣＣＰ」の認証取得など，国内外の需要を取り込

むための環境整備を促進するとともに，飼料自給率向上対策の推進や，畜産バイオマス利活用の促進，家畜伝染病の防疫・衛生対

策の強化を図った。（農林水産政策課，畜産振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農山漁村未来創造事 グローバル化の進展に伴う農林漁業者の不安や懸念を払拭し，本 ○農山漁村未来創造事業補助金交付状況：7件，

業（再掲） 県農林水産業の成長産業化を着実に進めるため，「徳島県農林水産 次世代型カーフフィーダー（自動哺乳機）の

業未来創造基金」を活用し，地域の創意工夫で課題解決を図る取組 導入等

みを支援した。 （13,796千円）

明日の畜産後継者！ 畜産後継者を地域の畜産技術者へと育成するため，家畜人工授精 ○畜産後継者指導戸数：13戸

技術向上プラスワン 等の技術修得に向けた実践研修を実施した。

事業（再掲） （1,200千円）
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“一歩先行く阿波の畜 本県畜産物の更なるブランド化や販路拡大を図るため，「ＧＡＰ ○経済グローバル化研修等回数・参加人数：2回・

産”ＧＡＰ＆ＨＡＣＣ ＆ＨＡＣＣＰ」の認証取得やグローバル化を見据えた販路拡大等， 119人

Ｐチャレンジ加速事 生産者の意欲的なチャレンジを支援した。 ○県産畜産物プレゼンテ－ション回数：3回

業 （3,350千円）

「阿波とん豚」増産・ 本県養豚産業の活性化を図るため，受精卵移植技術の活用等，新 ○繁殖能力に優れた新たな系統の造成

流通システム確立事 たな増殖技術による「阿波とん豚」の飛躍的増産に向けた取組みを ○飼養管理マニュアルの改訂

業 強化するとともに，ＩＣＴを活用した流通体制システムを確立し ○オンライン流通販売システムの機能強化

た。 （7,138千円） ○阿波とん豚専用格付の運用開始

「次代へつなぐ！とく グローバル化の進展に備え，県内畜産のブランド化や規模拡大・ ○経営診断に基づく指導・助言農家戸数：10戸

しまの畜産」ブランド 経営転換を推進するため，経営診断や指導，助言を実施した。

化推進事業 （993千円）

肉用牛肥育経営安定 肉用牛農家の経営安定を図るため，収益悪化時に補てん金を交付 ○助成頭数：14,009頭

対策担い手支援事業 する制度に係る積立金の助成を行った。 （6,665千円） ・肉専用種：4,312頭，959,645円

・交雑種：8,377頭，4,994,327円

・乳用種：1,320頭，710,588円

肉用子牛価格安定事 肉用子牛生産農家の経営安定を図るため，肉用子牛生産安定等特 ○積立金交付頭数：3,702頭

業 別措置法に基づき，肉用子牛価格の低落時に，生産者に対し補給金 ・黒毛和種：827頭，248,100円

を交付するための基金造成を実施した。 ・交雑種：2,850頭，1,710,000円

（2,004千円） ・乳用種：25頭，40,000円

養豚経営安定対策担 養豚農家の経営安定を図るため，収益悪化時に補てん金を交付す ○助成頭数：63,482頭，5,329千円

い手支援事業 る制度に係る積立金の助成を行った。 （5,329千円）

中規模酪農経営改善 中規模酪農家の収益力を強化するため，受精卵移植技術を活用し ○牛群検定分析・指導農家戸数：19戸

推進事業 た和子牛生産の定着と人工哺育・育成技術の高度化を図るととも

に，牛群検定の普及を推進した。 （1,507千円）

家畜改良総合対策推 酪農家や肉用牛農家の経営安定を図るため，受精卵移植技術を活用 ○受精卵供給個数：169個

進事業 した牛の育種改良を推進するとともに，関係機関が連携し，受精卵の生 ○受精卵移植頭数：478頭

産から移植，産子登録まで一貫した支援を行った。 （7,345千円） ○産子登録頭数：446頭

自給飼料対策事業 自給飼料基盤に立脚した畜産経営の育成を図るため，新技術の普 ○飼料用米・飼料用稲利用農家戸数：62戸

及等を通じて，自給飼料の増産を推進した。 ○耕作放棄地を活用した放牧箇所数：50か所

（396千円） ○自給飼料成分分析・指導件数：20件
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畜産バイオマス利活 畜産経営における環境汚染の発生防止や家畜排せつ物の適正管理 ○畜産環境保全実態調査戸数：507戸（全畜産農

用推進事業 及び利用の促進を図るため，畜産環境保全に係る推進・指導を行っ 家）

た。 ○堆肥分析・指導件数：7件

（531千円）

畜産バイオマス利活 県内食鳥産業の振興と畜産環境の保全を図るため，県内で発生す ○補助金交付状況

用整備事業（食鳥副産 る食鳥副産物の適正処理・再資源化について支援した。 ：1件，28,648千円

物有効利用促進事業） （28,648千円）

（４）林業及び木材産業の振興

本格的な利用時期を迎える森林資源を有効活用するため，県産材の更なる増産を目指す「新次元林業プロジェクト」を展開し，

上空から森林資源を３次元で把握する「航空レーザー計測」を実施し，そのデータを基に路網整備や搬出間伐を強力に進めるとと

もに，主伐にも対応した先進林業機械の導入や木材加工施設の効率化，大幅に拡大する木質バイオマスの供給体制の整備などを支

援した。

また，子育て世代に向けて「木育広場」での木づかい意識の醸成を図るとともに，東京オリンピック・パラリンピックを契機に県

産材の販路を拡大するため，首都圏で販売促進活動を展開する商流・物流を熟知した人材を配置するなど，品質の高い県産材の需

要拡大を図った。（農林水産政策課，林業戦略課新次元プロジェクト推進室，森林整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農山漁村未来創造事 グローバル化の進展に伴う農林漁業者の不安や懸念を払拭し，本 ○農山漁村未来創造事業補助金交付状況：14件，

業（再掲） 県農林水産業の成長産業化を着実に進めるため，「徳島県農林水産 フォワーダなど高性能林業機械の導入等

業未来創造基金」を活用し，地域の創意工夫で課題解決を図る取組

みを支援した。

（45,201千円）

県産材増産強化支援 県産材の増産体制を強化するため，生産性を高める主伐等に対応 ○高性能林業機械導入数：3セット（8台）

事業 した高性能林業機械の導入や，主伐事業地における架線架設などを

支援した。 （212,773千円）

徳島すぎブランドエ 首都圏における「徳島すぎブランド」の販路拡大を図るため，商 ○大都市圏でのマッチング商談会実施回数：7回

ージェント活動推進 流・物流を熟知し，情報ネットワークを有する「徳島すぎブランド

モデル事業 エージェント」による営業活動を実施した。

（4,591千円）
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もっと木にして子育 県産材利用促進条例に即して，木育の普及を図るため，木育の体 ○木育広場設置数：20か所（累計）

て支援事業 験施設「すぎの子木育広場」を県下に展開し，県産材の利用拡大に ○木育リーダー養成研修参加人数：38人

つなげた。

（5,856千円）

森林基盤整備事業 「新次元林業プロジェクト」を推進し，山村地域の活性化を図る ○林道開設延長：42路線，6.8km

ため，適正な森林整備や効率的な木材生産の基盤となる林道を整備 （林道延長：726路線，1,849km）

した。

（1,962,220千円）

県単独林道事業 林業の効率的な経営と山村地域の振興に資するため，小規模な林 ○事業実施箇所数：74か所

道の開設・改良等の助成及び施設整備を実施した。

（112,094千円）

（５）水産業の振興

本県水産業の潜在的な可能性を最大限に引き出し，「もうかる漁業」の実現を図るため，「とくしま水産創生ビジョン」に基づき，

栽培漁業や資源管理型漁業の取組みを強化するとともに，エシカル消費等の新たな消費動向に対応するため，「水産エコラベル認証」

の取得を推進するなど，漁獲量の向上と高品質で安全・安心な水産物の安定供給に向けた取組みを積極的に展開した。

また，県産水産物の認知度向上や，食育・魚食普及による消費拡大を図るとともに，６次産業化を推進するなど，競争力の高い

産地づくりに取り組んだ。（農林水産政策課，水産振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農山漁村未来創造事 グローバル化の進展に伴う農林漁業者の不安や懸念を払拭し，本 ○農山漁村未来創造事業補助金交付状況：13件，

業（再掲） 県農林水産業の成長産業化を着実に進めるため，「徳島県農林水産 水産物鮮度保持冷凍・冷蔵施設の整備等

業未来創造基金」を活用し，地域の創意工夫で課題解決を図る取組

みを支援した。

（21,817千円）

資源回復計画推進事 本県の水産資源を適正に管理するため，「徳島県資源管理指針」 ○「資源管理計画」の履行確認数：45計画

業 の進行管理及び関係漁協が策定した「資源管理計画」の履行に必要 ○「収集解析した漁獲情報」の漁業関係者への提

な指導を実施した。また，漁獲情報を迅速・的確に収集解析するた 供回数：50回

め，「漁獲管理情報処理システム」を適切に運用した。

（5,936千円）
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種苗生産施設管理費 放流種苗の計画的な供給を図るため，種苗生産施設の運営，管理 ○ヒラメ種苗放流尾数：111千尾

を行った。 ○アワビ種苗放流個数：186千個

（138,933千円） ○クルマエビ種苗放流尾数：2,020万尾

浅海内水面増殖対策 河川における重要魚種であるアユの資源維持・増大を図るため， ○アユ種苗放流に係る補助金交付状況：1件，

費 漁業者が行う種苗放流に対し支援を行った。また，カワウによるア 1,025千円

ユなどの水産上重要な魚種に対する被害を防止するため，漁業者等 ○カワウ被害対策に係る補助金交付状況：1件，

が行う状況調査及び防除対策等の取組みを支援した。 1,200千円

（3,423千円）

とくしまの活鱧ブラ 徳島県産はもの地位をより確かなものとするため，平成30年に10 ○キャンペーン参加店舗数：67店舗

ンド力向上事業 周年を迎える「徳島の活鱧料理味わいキャンペーン」を強化すると ○キャンペーン応募者数：3,514人

ともに，「三大はも祭り」や「はもの日」に合わせたＰＲを実施し （うち県外からの応募者数：1,810人）

た。 （2,499千円）

水産エコラベル認証 養殖業を中心に水産エコラベルの認証取得を推進するため，認証 ○水産エコラベル認証取得件数：1件

取得促進事業 の取得に係る審査費用の一部を助成した。

（909千円）

鳴門わかめブランド 「鳴門わかめ」に対する消費者の信頼を高めるため，「適正な食 ○新たに認定した「鳴門わかめ認証制度」認定加

力向上事業 品表示」，「加工履歴管理」を行う加工業者の認定を行うとともに， 工業者数：3件

認定事業者の商品に「認証マーク」を表示することを可能とする「徳

島県鳴門わかめ認証制度」の推進を図った。

（289千円）

（６）オープンイノベーションの加速

「アグリ」，「フォレスト」，「マリン」の各サイエンスゾーンにおいて，大学や民間企業の更なる参入を促進し，産学官連携によ

るブランド力強化のための新品種や生産力向上に資する新技術の開発に加え，ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩなど先端技術を活用し

たスマート化技術を推進し，未来を切り拓く新たなイノベーションの創出を加速した。

また，産地での実証を通じて，開発された技術の現場への速やかな普及を図るとともに，産地が抱える課題について，生産者や

関係団体と一体となって迅速な解決に努めた。（農林水産総合技術支援センター）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

ブランド産品生産拡 全国シェアの大きい生しいたけやスダチ等の生産性及び品質向上 ○きのこ総合実験施設，気候変動対応栽培研究施

大拠点整備事業 を図るため，きのこ栽培研究に特化した実験棟を整備するととも 設の整備

に，環境制御が可能な果樹用栽培ハウスを増設することにより，高

温期における新規キノコ品目の栽培技術の確立や，気候変動に対応

した果樹栽培技術の確立に取り組んだ。

（26,927千円）

「阿波牛」生産性・所 本県ブランド「阿波牛」の生産性と畜産農家の所得の向上を図る ○肉用牛能力改良拠点施設の整備

得向上プロジェクト ため，肉用種雄牛の飼育及び精液採取・保管のための施設を整備

事業 し，肉質や増体に関する遺伝的能力が高い肉用種雄牛の造成と生産

者への精液の供給体制を推進した。 （84,539千円）

県産材新用途開発研 フォレストサイエンスゾーンの拠点である「木材利用創造センタ ○県産材新用途開発研究施設，高度林業技術訓練

究拠点整備事業 ー」の機能充実を図るため，県産材の新たな需要開拓に向けた研究 施設の整備

施設の機能強化や，高度な技術を有する担い手を育成する環境整備

を行った。

（145,301千円）

農林水産物の増産や 農林水産業の成長産業化を技術面から支えるため，生産現場の課 ○実施研究数：16件

販売力強化を支える 題やニーズを的確に把握し，新たな技術や新品種の開発を行った。 ○環境制御による屋内施設を活用したワカメ種苗

研究開発事業 （11,858千円） 生産技術等の開発等

革新的技術開発推進 もうかる農林水産業の実現を図るため，外部資金の獲得により革 ○れんこん田におけるカモ被害対策として，飛行

事業 新的技術開発を推進した。 （7,919千円） ・水上ドローンによる追払いの実証等

とくしまスマートア 農業分野におけるインダストリー４．０を強力に推進し，農業を ○実施研究数：3件

グリ推進事業 魅力ある産業に転換するため，ＩｏＴ，ＡＩ等の先端技術を活用し， ○省電力で長距離通信が可能となるサル用のＧＰ

超省力化や高品質生産等を可能にする技術開発を推進した。 Ｓ首輪の開発，ＡＩを用いたデータ解析による

（6,528千円） サルの行動把握の実証等

現場課題トータルサ 多様化・高度化する生産現場の課題に対応するため，生産現場に ○プロジェクトチーム設置課題数：11課題

ポート実装促進事業 おける産学官連携により，現場ニーズに即した円滑な技術開発を行

うとともに，先端技術の導入を希望する農業者に対し，導入や普及

を推進するための実証研究を実施した。 （4,600千円）
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農林水産オープンイ 農林水産業の成長産業化を図るため，産学官それぞれの強みを活 ○実施研究数：13件

ノベーション推進事 かしたオープンイノベーションの推進により，スマート化技術の開 ○大学や民間企業と連携した，徳島すぎ本来の有

業 発や６次産業化，食品の機能性を活用した新たな需要の創出，気候 用成分及び耐久性を保持する人工乾燥技術の確

変動に対応する新品種開発など，革新的な技術開発を進めた。 立

（24,862千円）

（７）安全・安心な食料の安定的供給

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした持続可能性の高い「エシカル農産物」の需要の拡大に対応するため，「とくしま

安²農産物（安²ＧＡＰ）認証制度・優秀認定」等の一定水準以上のＧＡＰ認証取得を推進するとともに，農薬の適正使用の徹底，

放射性物質検査の実施，農林水産物の処理・加工や流通施設の整備等により，安全で安心な食料の供給体制を整備した。

また，畜産業に大きな影響を及ぼす高病原性鳥インフルエンザをはじめとする家畜伝染病発生リスクが高まっていることから，

飼養衛生管理基準の遵守指導，関西広域連合や四国各県との連携強化等を推進し，家畜伝染病の発生予防・まん延防止に向けた危

機管理体制を強化した。（もうかるブランド推進課，畜産振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

みんなが主役！東京 ＧＡＰ及び有機農産物等オリ・パラ対応食材の生産拡大等を支援 ○国際スポーツ大会や外国競技団体の強化合宿へ

オリ・パラ「阿波ふう するため，東京オリ・パラにおける事前キャンプ誘致や食材供給を の食材供給：5件

ど」でおもてなし事業 通じ，県産品の認知度向上，販路拡大を図った。 （13,893千円） ○農林水産省ＧＡＰガイドライン準拠以上（オリ

・パラ食材調達基準）の認定件数：5件

学ぼう！選ぼう！と ＧＡＰ農産物等の持続可能性の高い農産物を「とくしまエシカル ○エシカル農産物ＰＲ活動回数：12回

くしまエシカル農産 農産物」と位置づけ，需要拡大につなげるため，ＰＲ活動により消

物消費拡大推進事業 費者の理解向上に努めた。 （2,636千円）

農薬安全使用等総合 農薬の適正な使用・販売を推進するため，農薬危害防止運動，研 ○農薬適正使用アドバイザー認定数：617人

推進事業 修会，農薬販売者に対する指導取締り等を実施するとともに，農薬 ○農薬管理指導士認定数：264人

適正使用アドバイザー及び農薬管理指導士の認定研修等を実施し

た。 （3,439千円）

みんなで環ガエル農 病虫害のまん延による農作物の重大な損害を防ぐため，適期防除 ○ＩＰＭ技術実証圃場面積：1.8ha

業推進事業 を推進する発生予察や未発生病害虫の侵入警戒調査，ＩＰＭ（総合 ○ＩＰＭ実施モデル地域面積：0.8ha

的病害虫・雑草管理）技術体系を確立した。

（2,012千円）
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持続可能な農業づく 環境に優しい農業の推進を図るため，エコファーマーの育成や生 ○エコファーマーマーク利用件数：1,051件

り対策事業 産物のＰＲ活動を行うとともに，農作業安全の意識啓発を図り，農 ○土壌診断点数：4,064点

業者（人）にも優しい安全安心な農業を推進した。 ○土壌分析点数：21,864点

（2,870千円）

環境保全型農業支払 地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い環境保全型農業を ○事業実施市町村数：12市町村

事業 推進するため，化学肥料や化学合成農薬を５割以上低減する取組み ○取組面積：119ha

に対して支援した。

（7,489千円）

自衛防疫・自主管理強 畜産農家の衛生意識の高揚や家畜伝染病の発生防止を図るため， ○事故低減対策検査頭数：50頭

化対策事業 農家指導や衛生管理情報の普及伝達を実施した。 ○広報誌による情報提供：500部

（146千円）

とくしま安心安全動 畜水産物の安全性と信頼性を確保するため，「医薬品，医療機器 ○監視指導調査件数：480件

物医薬品適正指導事 等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律」等の遵守指導

業 を強化するとともに，ポジティブリスト制度に適合した動物用医薬

品の総合的な監視，指導を実施した。 （548千円）

徳島県産業動物獣医 獣医療法に基づき本県産業動物獣医療の安定的確保のため，家畜 ○家畜診療頭数：2,375頭

療安定確保推進事業 保健衛生所職員の診療業務に係る技術習得等診療体制を整備した。 ・去勢：166頭

（1,947千円） ・ワクチン接種：1,898頭

・その他診療：311頭

徳島県獣医師職員養 本県の家畜防疫対策や食の安全性確保対策等，重要な役割を担う ○インターンシップ研修生数：6人

成・修学資金貸与等事 獣医師職員を確保するため，獣医学生に対する修学資金の貸与や， ○修学資金貸与者数：2人（5年生1名，6年生1名）

業 県機関でのインターンシップを実施した。 （貸与者の内，R元年度徳島県入庁者は1名）

（1,663千円）

家畜伝染病予防事業 口蹄疫，豚コレラや高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の ○農場立入臨床検査頭羽数

発生予防及びまん延を防止するため，家畜伝染病予防法に基づき， ・牛，豚，馬：74,763頭

検査等を実施した。 （23,280千円） ・鶏：266,198羽

○飼養衛生管理基準の遵守指導件数：638件

○定期的抗体検査等件数：12,288件

病性鑑定機能強化事 家畜伝染病等による経済的損失を最小限に抑えるため，各種疾病 ○検査・診断件数：6,843件

業 を迅速かつ的確に診断するとともに，今後の発生予防など家畜防疫
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対策の指標とした。

（5,026千円）

牛海綿状脳症検査事 牛海綿状脳症対策特別措置法に基づき，ＢＳＥの発生予防及びま ○検査頭数：166頭

業 ん延防止を図り，安全な牛肉を供給するため，４８ヶ月齢以上の死

亡牛全頭についてＢＳＥ検査を実施した。

（5,327千円）

高病原性鳥インフル 高病原性鳥インフルエンザの発生に備えるため，野鳥の監視対策 ○農家への情報提供（広報）：15回，延べ1,412戸

エンザ防疫体制強化 を強化するとともに，初動防疫体制を整備した。 ○モニタリング検査件数：112戸，1,120羽

事業 （1,887千円） ○死亡野鳥検査数：3件，3羽

高病原性鳥インフル 防疫対策と発生予防対策の充実・強化を図るため，防疫資材の確 ○高病原性鳥インフルエンザ防疫器機・泡殺鳥機

エンザ防疫体制整備 保及びウイルス遺伝子検査や殺処分を迅速かつ円滑に行う機器の 実証展示の実施

事業 整備を進めるとともに，農場から食鳥処理場まで一体となった訓練

を実施し，防疫体制の強化を行った。また，生産者の衛生管理技術

向上につながるＧＡＰ講習会を行った。

（24,005千円）

（８）食育・地産地消の推進

徳島の豊かな地域食材を活かし，健全な食生活の実践や野菜摂取量アップを図るため，関係機関や県民との協働により，日本型

食生活や郷土料理をはじめとする地域の食文化の普及啓発活動，料理コンクールの開催や若手食育リーダーの育成・支援に取り組

んだ。

また，県内に向け県産農林水産物の魅力を発信することにより更なる地産地消を推進するため，地産地消協力店制度を活用した

キャンペーンや農林水産物直売所の魅力向上のための取組みを支援した。（もうかるブランド推進課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま食育・地産地 若い世代を中心とした食育推進や，県民の地産地消やエシカル消 ○第3回とくしま食育フェスタ参加人数：約700人

消推進事業 費への意識向上・地域活性化の推進を図るため，県産食材を活かし ○食育推進リーダーを育成するための郷土料理教

た料理コンクールを開催するとともに，地産地消協力店と連携した 室参加人数：26人

キャンペーンの実施や直売所の魅力向上の取組みを支援した。 ○料理レシピコンクール応募総数：3,181点

（4,184千円）
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３ 需要拡大に向けた販売力強化

（１）進化するとくしまブランドの展開

もうかる農林水産業の実現を図るため，「進化する・とくしまブランド戦略」に基づき，首都圏，関西，県内，海外の各マーケッ

トの実情に応じた最適な販売戦略を展開した。

また，これら各マーケットを横断する取組みとして「とくしまブランド推進機構」によるマーケットイン型の生産・販売振興，

東京・渋谷に展開する「Turn Table」での情報発信，２台の「ＰＲ車両」による攻めのプロモーション，さらに，新物流システム

の構築やインフルエンサーと連携した発信力の強化など，「推進ツール」のフル活用と「新たなトレンド」を活かしたブランディン

グを行い，本県の豊かな食「阿波ふうど」の認知度向上と販売拡大に取り組んだ。（もうかるブランド推進課，水産振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

進化する・とくしまブ 「進化する・とくしまブランド戦略」の早期実現を図るため，首 ○首都圏での集中プロモーション：「徳島物産

ランド戦略事業 都圏で強力な機能を持つ企業と連携した集中的ＰＲなど，市場に合 展」，「徳島料理フェア」，「徳島でSHOW談会」等

わせた戦略的なプロモーション活動を展開した。 （27,633千円）

阿波ふうど消費地プ 首都圏市場と関西市場において，県産品の販売を維持拡大するた ○首都圏市場：ターンテーブルを活用した知事ト

ロモーション進化事 め，それぞれの実情やニーズに応じたオーダーメイド型の販売対策 ップセールス

業 を実施した。 （7,520千円） ○関西市場：阿波ふうどプロモーションin関西

「とくしまブランド推 マーケットイン型の産地づくりと県産品の販路拡大を加速するた ○ザーサイの栽培面積拡大：0.4ha

進機構」展開事業 め，生産・流通・販売をトータルサポートする「とくしまブランド ○食材供給システム利用者数：120戸

推進機構」の安定的な活動を推進した。 （28,127千円） ○県外フェア，展示会開催回数：22回

Turn Table魅力発信 首都圏において県産品のブランドイメージを構築するため，情報 ○施設利用者数：31,581人

事業 発信と交流の拠点「ターンテーブル」の安定的かつ効果的な運営を ○飲食・物販部門の売上：105,903千円

推進した。 （51,764千円）

阿波ふうど機動力発 県内外で県産品の認知度向上と販路拡大を加速するため，２台の ○「新鮮 なっ!とくしま｣号出動回数：18回

揮ブランディング事 ＰＲ車両の機動力と調理能力を活かした「攻めのプロモーション活 （県外10回，県内8回）

業 動」を展開した。 ○「でり・ばりキッチン阿波ふうど号」出動回数

（23,888千円） ：37回（県外20回，県内17回）

阿波ふうど「空飛ぶ」 県産品の首都圏に向けた販路拡大と物流の効率化を図るため，航 ○首都圏への効率的な物流モデルの実証

ブランド創出モデル 空便等の活用における現状分析や課題抽出を行い，首都圏への効率 ○「空飛ぶ阿波ふうどブランド」の情報発信

事業 的な物流モデルの構築・実証を実施した。 （4,701千円）
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阿波ふうど高付加価 「とくしま特選ブランド」のプレミアム感を高め，販路拡大を促 ○とくしま特選ブランド選定数：121品

値化事業 進することによる事業者の経営安定を図るため，商品の更なるブラ

ッシュアップや新たな販路拡大を支援した。 （3,632千円）

阿波ふうどスペシャ 徳島の食「阿波ふうど」の魅力や価値に共感するファンを全国に ○阿波ふうどスペシャリスト認定数：194者

リスト事業 拡げるため，情報発信サポーターである「阿波ふうどスペシャリス

ト」の拡大や積極的な活動と交流を促進した。 （1,575千円）

「阿波ふうど」に感動 海外からの誘客促進や，「阿波ふうど」の需要・輸出の拡大を図る ○クルーズ客船「ぱしふぃっくびいなす」，「にっ

・インバウンドおもて ため，国際スポーツ大会や大型クルーズ船の寄港により，海外から ぽん丸」にて県産食材を使用したコースメニュ

なし事業 来県される方等へ，「食のおもてなし」により「阿波ふうど」の魅 ー、船内夜食の提供

力を発信した。 （7,913千円）

とくしまの活鱧ブラ 徳島県産はもの地位をより確かなものとするため，平成30年に10 ○キャンペーン参加店舗数：67店舗

ンド力向上事業（再掲）周年を迎える「徳島の活鱧料理味わいキャンペーン」を強化すると ○キャンペーン応募者数：3,514人

ともに，「三大はも祭り」や「はもの日」に合わせたＰＲを実施し （うち県外からの応募者数：1,810人）

た。 （2,499千円）

（２）６次産業化の促進

県産農林水産物に新たな付加価値を生み出し，消費拡大や新たな需要創出を図るため，生産者と流通関係事業者，食品加工事業

者等と地域の協働による６次産業化や農工商連携に向けた取組みを推進するとともに，市町村や大学，金融機関等と連携し，首都

圏での販路開拓等に取り組んだ。

また，徳島大学「生物資源産業学部」をはじめ教育・研究機関等との連携強化を図るとともに，オープンラボ機能を備える六次

産業化研究施設の活用を促進し，農業者等による自らのアイデアの具現化に向けた新たな商品開発の取組みを支援した。（農林水産

政策課，もうかるブランド推進課輸出・六次化推進室，農林水産総合技術支援センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農山漁村未来創造事 グローバル化の進展に伴う農林漁業者の不安や懸念を払拭し，本 ○農山漁村未来創造事業補助金交付状況：9件，

業（再掲） 県農林水産業の成長産業化を着実に進めるため，「徳島県農林水産 ６次産業化商品開発施設の整備等

業未来創造基金」を活用し，地域の創意工夫で課題解決を図る取組

みを支援した。

（51,582千円）

６次産業化商品の販 「オール徳島体制」による６次産業化商品等の販路開拓を推進す ○戦略的な販路開拓のための展示会・商談会への
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路開拓協働事業 るため，産学官金連携による商品開発や大規模展示会への共同出展 出展数：79出展（累計320出展）

を実施した。 （16,863千円） ○農工商連携等による６次産業化商品開発事業数

：35件（累計308件）

藍・食藍総合推進事業 藍の生産・利用拡大を図るため，関係者が連携した「藍サミット」 ○藍を活用した食品等開発数：9件（累計27件）

を開催し，「藍」の国内外への発信を行うとともに，産学官連携に

よる機能性等の研究により，新たな商品開発を支援した。

（6,980千円）

バリューチェーン構 県産品の販路拡大を推進するため,首都圏の大規模展示会への県 ○戦略的な販路開拓のための展示会・商談会への

築サポート事業 内事業者の出展を支援するとともに,「新たな価値」の創造に向け 出展数：79出展（累計320出展）

た知財制度の普及・活用を支援した。

（5,163千円）

徳島県食料産業・６次 ６次産業化の取組みを支援するため，各分野の専門家である６次 ○農工商連携等による６次産業化商品開発事業数

産業化交付金事業 産業化プランナーの派遣等による支援体制の整備や人材育成研修 ：35件（累計308件）

等を開催した。

（11,889千円）

（３）海外展開の促進

「とくしま農林水産物等海外輸出戦略」に基づき，これまで開拓してきた「販売ルートの強化」や「新たなマーケットの開拓」

を進めた。

また，新たな輸送ルートの検討や鮮度保持技術の確立，新たに輸出に取り組む事業者の育成など，とくしまブランドの一層の海

外展開に取り組んだ。

さらに，台湾をはじめ，東・東南アジアで展開する「県産材ショールーム」を活用し，県産材製品の魅力発信を推進した。（農林

水産政策課，もうかるブランド推進課輸出・六次化推進室，林業戦略課新次元プロジェクト推進室）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

農山漁村未来創造事 グローバル化の進展に伴う農林漁業者の不安や懸念を払拭し，本 ○農山漁村未来創造事業補助金交付状況：2件，

業（再掲） 県農林水産業の成長産業化を着実に進めるため，「徳島県農林水産 木頭ゆずの販路拡大に向けた生産力強化（獣害

業未来創造基金」を活用し，地域の創意工夫で課題解決を図る取組 防護施設の整備）等

みを支援した。 （780千円）

とくしまブランド海 輸出戦略で「重点国・地域」に位置付けたアジア等への県産品の ○農林水産物等の年間輸出金額：約12.9億円

外プロモーション事 更なる需要の拡大を図るため，現地大型量販店でフェアを開催し， ○とくしまブランド海外協力店数：15店舗

業 プロモーションを展開した。 ○輸出対象国・地域：20か国・地域

（2,587千円） ○輸出品目数：40品目

農畜水産物海外輸出 生産者等の海外輸出への取組みを後押しするため，実践的な輸出 ○商談会等参加のとりまとめ

ネットワーク構築事 サポートをワンストップで実施する「農畜水産物等輸出サポートセ ○輸出に関する情報提供

業 ンター」による支援を実施した。 （1,500千円）

検疫クリア！輸出型 検疫条件等に対応した輸出型産地の拡大を図るため，新たな輸出 ○登録園地数：48園地

園地「倍増」事業 型園地として，ベトナム向け梨の園地整備や，検疫対応を支援した。 ・ＥＵ向けカンキツ：38園地

（6,907千円） ・ベトナム向け梨：10園地

徳島から発信！「ハラ 約16億人の巨大市場を擁する「ハラールマーケット」を開拓する ○ハラール認証取得商品数：147品目（20事業者）

ール」展開事業 ため，「ハラール認証」のためのセミナー開催や，マレーシアの量 ○国内で開催されるハラール商品の展示商談会

販店でフェアを開催し，本県産品のＰＲを行った。 （HALFEST東京）参加事業者数：10社

（4,535千円）

“稼ぎ頭”海外展開事 「牛肉」の輸出拡大を図るため，牛肉輸出が解禁されたマレーシ ○牛肉輸出量：16.3トン

業 アにおいて，富裕層をターゲットとしたプロモーションを実施し

た。 （417千円）

生鮮品・加工品のハイ 「とくしま三大香酸かんきつ」のスイーツへの応用を進め，さら ○フランスで開催されたチョコレートの見本市

ブリッド戦略事業 なる輸出拡大を図るため，「サロン･デュ・ショコラ」へ連続出展し， （サロン・デュ・ショコラ）参加事業者数：2社

生鮮品と加工品のセットプロモーション等を展開した。

（643千円）

徳島県産海外コール ＥＵへのかんきつ輸送の試験を実施するとともに，現地での営業 ○試験輸送品目

ドチェーン構築事業 活動を実施し，輸送面及び販売面の一貫したサポートを行った。 ・ＥＵ向け：すだち

（121千円）
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とくしまの花満開！ 県産切り花の米国でのブランドの浸透と取引拡大を図るため，現 ○米国「県産切り花プロモーション」実施店舗数

花き輸出拡大事業 地でのプロモーションを実施した。 ：3店

（709千円）

新規輸出セールスト フランスで開催された「Ｓirha 2019」に参加し,ＥＵ市場での新 ○フランスで開催された国際外食産業見本市

ライ事業 規販路開拓を支援した。 （Ｓirha 2019）参加事業者数：3社

（1,105千円）

「食」がおりなす６次 海外現地食文化と県産食材の融合により輸出の定着を図るため, ○香港で開催した徳島県食材を使った創作中華研

化産品海外展開事業 現地食文化にあった県産食材のメニューづくりや情報発信を推進 究会への参加シェフ数：21人（香港）

した。

（1,973千円）

世界の荒波「武者修行」 生産者の輸出に関する能力や意欲の向上,新たな販路開拓を促進 ○海外派遣生産者・事業者数：5人

事業 するため,生産者の現地でのマーケティング調査やバイヤーとの直

接相談等を支援した。

（656千円）

成長するＡＳＩＡを 重点品目「なると金時」，「阿波尾鶏」等の輸出量拡大を図るため， ○タイ「なると金時フェア」の実施

拓け！「輸出ハイウェ 大型取引が見込まれる業務需要やアッパーミドル層などの新規需 ○香港「徳島メニューフェア」の実施

イ」展開事業 要開拓に取り組んだ。 ○シンガポール「ジャパンフェア」

（16,056千円） 参加事業者数：6社

○「沖縄大交易会」参加事業者数：5社

とくしま輸出バリュ 本県農林水産物の輸出のさらなる拡大を図るため,輸出に取り組 ○補助事業者数：8社

ーチェーン構築強化 む生産者等の輸出規模や,現在抱えている課題解決に対応した,き

事業 め細やかな支援を実施した。

（1,388千円）

ネクストハラールア 全国屈指の認証数を誇る「徳島生まれのハラール商品」を売り込 ○ドバイの総合食品見本市（Gulfood）参加事業者

ラビア開拓事業 むため，「ガルフード」に出展し，販路開拓を支援した。 数：4社

（1,718千円）

真打ち登場！ＥＵ「Ｓ 「すだち」を日本の香酸かんきつの真打「ＳＵＤＡＣＨＩ」とし ○すだち産地ツアー招へいシェフ・メディア数

ＵＤＡＣＨＩ」ブラン てＥＵに定着させるため,厳しい輸出検疫条件に対応した園地整備 ：6人

ディング事業 や,トップシェフを対象にしたプロモーションに取り組んだ。

（7,354千円）

129



木になる海外販売実 県産材増産に対する新たな需要を創出するため，東・東南アジア ○技術交流会開催回数：5回

践モデル事業 に整備された「県産材ショールーム」を「海外における県産材情報 ○輸出支援件数：4件

発信・交流拠点」として活用するとともに，販路開拓に向け，エー

ジェントによる販売促進活動を展開した。

（5,793千円）

４ 強靱な生産基盤の整備

（１）農業生産基盤の整備及び保全

「とくしまブランド」をはじめとする本県の特色ある農産物を効率的かつ安定的に生産するため，ほ場の整備，農業用水のパイ

プライン化等の農業生産基盤の整備を推進するとともに，安定的な農業経営を支えるため，老朽化した用排水施設の点検や診断に

基づく施設の機能保全に取り組んだ。

また，農業生産の基盤である農地の利用の効率化・高度化に向け，「農地中間管理機構」との連携により，規模拡大を志向する担

い手への農地集積を促進するとともに，地域の実情に合った作物導入を推進し，耕作放棄地の発生防止及び解消を図った。（農林水

産総合技術支援センター，生産基盤課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農地売買支援事業 意欲ある担い手の経営安定を図るため，売買の手法を用いて農地 ○農地買入れ：2件，5,852㎡

の集積を推進した。 ○農地売渡し：3件，7,345㎡

（776千円）

規模拡大による「もう 農地利用の効率化・高度化による生産性の向上や農業経営の安定 ○農地中間管理機構を通じた農地集積面積：105ha

かる農業」サポート事 化につなげるため，「農地中間管理機構」による農地集積を支援す

業 るとともに，機構に農地を貸し付けた農業者に対して，機構集積協

力金の支援を行った。

（101,647千円）

経営体育成支援事業 担い手の経営発展を支援するため，「人・農地プラン」における ○農業機械等導入経営体数：55経営体

地域の中心となる農業者等が経営規模の拡大や経営の多角化に取

り組む際に必要となる農業用機械等の導入に対し支援を行った。

（47,189千円）

担い手確保・経営強化 意欲ある農業経営体を育成するため，適切な「人・農地プラン」 ○農業機械等導入経営体数：5経営体

支援事業 が作成されており，農地中間管理機構を活用している地区等におい
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て，売上高の拡大や経営コストの縮減などに取り組む地域の担い手

が，融資を受けて農業経営体の発展に取り組む場合に必要な機械・

施設の導入を支援した。

（26,745千円）

経営体育成基盤整備 農業の生産性の向上を図り競争力を高めるため，地域の実情に応 ○ほ場整備面積：6,970.7ha（累計）

事業 じたきめ細やかな農業基盤の整備を推進するとともに，担い手への ○事業を契機とした担い手への農地集積：実施8地

農地集積を促進することにより，次代の農業生産を担う経営体の育 区、集積率42.0％(110.4ha）

成を行った。

（483,079千円）

広域営農団地農道整 農作物や農業用資機材の効率的な運搬と農村地域の生活環境の改 ○実施地区数：5地区

備事業 善に資するとともに，災害発生時の孤立集落発生の防止や，緊急輸 ○農道整備延長：0.4km

送路を補完する農道整備を行った。 （908,269千円）

地盤沈下対策事業 地下水の汲み上げ等に起因した地盤沈下により，機能低下した用 ○実施地区数：4地区

排水施設の機能回復を図るため，用排水施設の整備を実施した。 ○用水路整備延長：285m

（386,104千円）

国営附帯県営農地防 国営総合農地防災事業と一体で事業効果を発現させるため，関連 ○実施地区数：7地区

災事業 事業として農業用用排水施設等の整備を実施した。 ○用水路整備延長（那賀川下流域）：4.55km

（688,144千円） ○管水路整備面積（吉野川下流域）：6.0ha

県営かんがい排水事 農業生産の基礎となる農業用水や排水等の水利条件を整備し，水 ○実施地区数：1地区

業 利用の安定と合理化を図るため，排水施設の整備を実施した。 ○排水路整備延長：59m

（146,247千円）

基幹水利施設ストッ 既存の基幹的農業水利施設について，施設の長寿命化やライフサ ○実施地区数：9地区

クマネージメント事 イクルコストの低減を図るため，施設の補修等の整備を実施した。 ○整備施設数：9施設

業 （194,870千円）

県営農業水利施設保 既存の農業水利施設について，水利用・水管理の効率化・省力化， ○実施地区数：33地区

全合理化事業 施設の安全性の向上を図るため，機能診断・補修等の整備を実施し ○整備施設数：1施設

た。 （345,430千円） ○機能診断施設数：32施設

吉野川下流域地区国 吉野川下流域3市5町における農業用水の水質悪化，地下水の塩水 ○用水路整備延長：1.0km

営総合農地防災事業 化，農業水利施設の機能低下を改善し，良質な農業用水を安定的・

効率的に供給するため，取水施設の統合（水源転換），幹線用水路
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等の整備を行う国営総合農地防災事業の促進を図った。

（1,677,785千円）

那賀川地区国営総合 那賀川下流域における農業用水の水質保全，農業水利施設の老朽 ○用水路整備延長：2.7km

農地防災事業 化を改善し，良質な農業用水を安定的・効率的に供給するため，幹 ○取水堰補修工事：一式

支線用水路，取水堰等の整備を行う国営総合農地防災事業の促進を

図った。 （722,240千円）

（２）林業生産基盤の整備及び保全

ＩＣＴを活用し，森林の地図情報の３Ｄ化を図るとともに，徳島ならではの「新たな森林管理システム」の構築に向けた協議を

進め，森林境界の明確化や施業地の集約化を促進するとともに，生産性の向上や森林の適切な管理に不可欠な林道・林業専用道・

森林作業道等の路網整備を推進した。

また，県有林化の推進や市町村有林化の支援を行う「徳島県公有林化等推進基金」により，水資源及び県土の保全機能の高い重

要な森林の取得を推進するとともに，「保安林」及び「徳島県豊かな森林を守る条例」に基づく「県版保安林」の指定を拡大し，水

源のかん養や土砂災害の防備など森林が持つ公益的機能の維持増進を図った。（林業戦略課，林業戦略課新次元プロジェクト推進室，

森林整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

森林環境保全整備事 森林の持つ多面的機能の維持・増進や，生物多様性の保全を図る ○人工造林面積：133ha

業 ため，施業の集約化や路網整備などによる低コスト化を進めつつ， ○間伐面積：1,474ha

計画的な森林整備を実施した。

（945,037千円）

公有林化推進事業 徳島の豊かな森林を次代へ引き継ぐため，基金を活用し，県有林 ○県有林化面積：32ha

化等の推進及び市町村有林化等への支援を実施した。

（18,000千円）

県産材生産・供給シス 県産材の生産力強化と安定供給の確保を図るため，航空レーザー ○県産材の生産量：37.1万㎥

テム推進事業 測量を実施して森林資源量の把握や最適な路網配置を推進すると

ともに，低コストで効率的な木材生産に向けた取組みを支援した。

（576,664千円）

森林資源３Ｄデータ 森林所有者情報や土地の境界情報を効率的に整備し，作業道や林 ○森林境界明確化率：46.5％（累計）

構築事業 道などの路網計画や施業計画を省力化するため，既存データ等を活
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用し森林の地図情報の３Ｄ化を推進し，効率化と精度向上を図っ

た。

（10,330千円）

森林基盤整備事業（再 木材の搬出コストの低減や森林の適切な管理のため，林道及び林 ○林道開設延長：42路線，6.8km

掲） 業専用道の整備を推進した。 （林道延長：726路線，1,849km）

（1,962,220千円）

県単独林道事業（再掲） 林道の機能性や利便性の向上等を図るため，国庫補助の対象とな ○事業実施箇所数：74か所

らない林道の開設，改良，舗装等の助成及び県営による施設整備を

実施した。

（112,094千円）

保安林整備管理事業 森林の適正管理や森林の持つ公益的機能の維持増進を図るため， ○保安林指定面積（民有林）：464ha

保安林を計画的に指定するとともに，適正な維持管理を実施した。 （累計98,098ha）

（8,578千円）

「とくしま県版保安林」 「徳島県豊かな森林を守る条例」に基づき，河川の源流域で県・ ○県版保安林指定面積：69ha（累計333ha）

整備管理事業 市町村有林や保安林と一体的に森林を管理するため，「とくしま県

版保安林」に指定し，森林の公益的機能の高度発揮と公的管理を推

進した。

（3,169千円）

（３）漁業生産基盤の整備及び保全

生産性が高く安全で快適な漁村づくりを行うため，漁港及び海岸の整備を計画的に推進した。

また，安定的な水産業経営を支えるため，老朽化した漁港及び海岸施設の点検や，診断に基づく施設の機能保全に努めた。

さらに，環境に与える負荷の軽減や漁業被害の防止を図るため，掃海作業を支援するとともに，稚魚の育成場であり水質浄化機

能も有する藻場の造成を推進した。（水産振興課，生産基盤課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

漁村防災・減災力向上 漁業生産基盤を強化するため，漁協が行う鮮度保持施設の整備に ○事業実施箇所数：1か所

支援事業 対する助成を行った。

（54,184千円）

広域漁港整備事業 円滑な漁労活動に寄与するとともに，漁港施設はもとより背後集 ○事業実施箇所数：1か所

落の防災減災対策のため，物揚場や岸壁，防波堤等の機能強化を図 ○防波堤改良延長：93m

った。

（169,748千円）

水産物供給基盤機能 漁港の長寿命化対策のため，物揚場修繕工事や，漁港の水域施設 ○物揚場修繕工事延長：29m

保全事業 に係る長寿命化計画を策定した。また，機能強化対策として岸壁の ○長寿命化計画策定地区数：1地区

耐震化工事を行った。 （306,132千円） ○岸壁耐震化工事実施地区数：2地区

とくしま海岸漂着物 底引き網への混入，漁港内での漂着や滞留など，漁業活動の大き ○掃海実施件数：7件

地域対策推進事業 な障害である「海ごみ」を除去するため，掃海（除去，処分）を実

施した。

（10,201千円）

水域環境保全創造事 沿岸漁業の安定的な発展と水産物の供給の増大に寄与するため， ○藻場造成地区数：2地区

業 藻場造成を実施した。

（188,240千円）

（４）南海トラフ・直下型地震への対応

「『とくしま－０作戦』地震対策行動計画（徳島県南海トラフ・活断層地震対策行動計画）」に基づき，海岸保全施設の調査，補

強・整備や老朽ため池等の整備，農業水利施設の長寿命化・耐震対策等を推進した。

また，南海トラフ巨大地震による津波や内陸部の直下型地震により甚大な被害が想定される農地や土地改良施設などにおいて，

速やかな営農再開ができるよう，「農業版ＢＣＰ」の実効性の向上を図るとともに，復旧・復興の迅速化に向けて，「津波浸水地域」

や「中央構造線関連地域」など防災・減災対策関連の「重点エリア」における地籍調査を促進した。

さらに，「県漁業版ＢＣＰ」に基づき，漁業関係団体におけるＢＣＰ作成の支援を行うとともに，関係漁協等と連携した海上避難

訓練を実施するなど，大規模災害に備えた事前対策を推進した。（水産振興課，農山漁村振興課，生産基盤課，森林整備課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

地籍調査事業 大規模自然災害が発生した場合の「被災後の早期復旧・復興」に ○調査実施面積：49.73㎢

対応するため，「防災・減災対策関連の重点エリア」である「津波

浸水被害関連地域」，「中央構造線直下型地震関連地域」，「山地災害

関連地域」における地籍調査を促進した。

（1,051,738千円）

農業版ＢＣＰ実践力 大規模災害からの速やかな営農再開を目的とした農業版ＢＣＰの ○土地改良区ＢＣＰ策定箇所数：1か所

向上モデル事業 普及を促進するため，モデル地区における土地改良区ＢＣＰの策定 ○情報伝達訓練参加者数：40人（土地改良区，市

を支援するとともに，各種訓練を実施し，ＢＣＰの実践力の向上を 町村，JA）

図った。 ○農業版ＢＣＰ説明会参加者数：70人（土地改良

（818千円） 区，市町村，JA）

○土地改良区ＢＣＰ説明会参加者数：80人

老朽ため池等整備事 農地及び農業用施設にかかる災害の発生を未然に防止するため， ○事業実施地区数：10地区

業 老朽化したため池等の整備を実施した。 （298,883千円）

震災対策農業水利施 南海トラフ巨大地震等に備え，災害を未然に防止するため，ため ○ため池ハザードマップ作成箇所数：90か所

設整備事業 池等の土地改良施設の現状を確認し，施設の耐震性を点検・調査す ○ため池長寿命化計画策定数：16か所

るとともに，ハザードマップを作成した。

（393,334千円）

漁港海岸保全施設整 漁港海岸における「地震・津波」対策として，「徳島県海岸保全 ○高潮対策

備事業 基本計画」の中で，住民の生命を守ることを最優先に，「避難時間 ・護岸工事実施地区数：1地区

の確保」に必要な海岸保全施設整備を実施した。また，老朽化対策 ・護岸工事延長：96m

として長寿命化計画を策定した。 （112,458千円） ○津波高潮対策：陸閘整備1基、防潮堤設計等

○老朽化対策：長寿命化計画策定4地区

治山事業 中山間地域の生活環境の保全を図るため，台風・豪雨等による荒 ○事業実施箇所数：83か所

廃林地の復旧，山地災害や流木被害の予防，水資源確保のための森 ○森林整備実施面積：146.2ha

林整備を実施した。 ○山地災害の危険性が高い箇所の調査・点検パト

（1,948,089千円） ロールの実施箇所数：202か所

○山地防災ヘルパー認定者数：10人（累計174人）

○林野海岸施設点検数：4施設

135



森林基盤整備事業（再 山村地域の保全を図るため，林業経営の効率化のみならず，災害 ○林道開設延長：5路線，1km（累計5路線，17km）

掲） 時には緊急輸送路を補完する機能を併せ持つ林道の整備を推進し

た。

（1,962,220千円）

（５）自然災害等への対応

台風・豪雨等による荒廃林地の復旧，山地災害の未然防止や地すべり防止区域における被害の防止・軽減対策を実施するととも

に，危険箇所の日常点検等を推進し，ハード・ソフトの両面から計画的な防災・減災対策に取り組んだ。

また，河川流域の開発等による状況変化により湛水被害が頻発する地域において排水施設を整備することにより，被害の発生を

未然に防止した。（生産基盤課，森林整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

耕地地すべり防止事 農林水産省農村振興局所管の地すべり防止区域における，地すべ ○事業実施地区数：10地区

業 り被害を防止・軽減するため，各種の地すべり対策工事を実施し ○土砂災害の危険性のある人家の保全数：18戸

た。

（477,603千円）

湛水防除事業 流域の開発等によって，雨水が流れ出す状況に変化が生じ，湛水 ○事業実施地区数：1地区

被害が頻発している地域において，被害の発生を未然に防止するた ○河床掘削延長：425m

め，排水施設を整備した。

（122,358千円）

災害関連緊急地すべ 平成３０年７月豪雨により，地すべりが活発となった農林水産省 ○実施設計・工事：一式

り防災事業 農村振興局所管の地すべり防止区域において，地すべり対策工事を

行い，農用地，農業用施設，公共施設の災害を未然に防止した。

（18,478千円）

治山事業（再掲） 中山間地域の生活環境の保全を図るため，台風・豪雨等による荒 ○事業実施箇所数：83か所

廃林地の復旧，山地災害や流木被害の予防，水資源確保のための森 ○森林整備実施面積：146.2ha

林整備を実施した。 ○山地災害の危険性が高い箇所の調査・点検パト

（1,948,089千円） ロールの実施箇所数：202か所

○山地防災ヘルパー認定者数：10人（累計174人）

○林野海岸施設点検数：4施設
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林野地すべり防止事 林野庁所管の地すべり防止区域における地すべり被害を防止・軽 ○事業実施箇所数：8か所

業 減するため，各種の地すべり対策工事を実施した。 ○土砂災害の危険性のある人家の保全数：46戸

（264,360千円） （累計979戸）

県単独治山事業 住民の生命・財産を守るため，国庫補助の対象とならない小規模 ○事業実施箇所数：39か所

な荒廃森林の復旧整備工事を実施した。

（123,750千円）

治山流木緊急対策事 流木による被害拡大を防止するため，「人家」等重要な保全対象 ○事業実施箇所数：4か所

業 の上流にある「渓流内」の不安定な樹木の除去を行った。

（7,570千円）

国庫補助関連事業 治山施設の長寿命化対策として，国庫補助の対象とならない小規 ○事業実施箇所数：3か所

模な機能強化工事を実施した。

（9,397千円）

「森林（もり）の番人」 森林の監視と情報収集体制を強化するため，地域に根ざした「森 ○「森林の番人」認定者数：39人

を活用した森林の監 林（もり）の番人」を認定し，適正な管理による森林の公的管理を ○巡視結果の報告件数：55件

視・情報収集事業 推進した。

（3,834千円）

５ 活力と魅力にあふれた農山漁村の創出

（１）多様な主体による協働活動と農林水産業への参画

県民等が農林水産業に関する理解を深められるよう，体験や学習の場を提供するとともに，農山漁村地域での協働活動を促進し

た。

また，企業・団体等との協働の森づくりや，県・市町村・林業団体をはじめボランティアや企業が参画する「とくしま森林づく

り県民会議」による県民総ぐるみの森づくりを推進した。（林業戦略課，農山漁村振興課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島森林づくり魅力 森づくりの魅力を広く発信するため，カーボン・オフセットの仕 ○参加団体・企業数：152団体

発信事業 組みを森づくりの分野に導入し，企業や県民等からの寄付金を活用

し，植林や間伐等の森林整備を実施する「とくしま協働の森づくり

事業」を推進した。

（4,902千円）

とくしま農山漁村（ふ 農山漁村地域の保全・活性化を図るため，企業・大学・ＮＰＯ法 ○協働パートナー参加人数：608人

るさと）応援し隊事業 人等（協働パートナー）の農山漁村地域における協働活動を促進し ○協働活動延べ日数：42日

た。 ○協働活動地域数（実施ふるさと団体数）：23地域

（1,756千円） ○新規協働パートナー協定数：5団体

（２）都市農村交流と移住・定住の促進

多様な農林水産業や豊かな自然を活用した農山漁村の活性化を図るため，食文化や農村景観など地域の魅力を引き出し，情報発

信するとともに，農林漁家民宿や体験施設の受入れ体制を強化して「農泊地域」へ育成することにより，都市と農山漁村との交流

や地域の所得向上に向けた取組みを実施した。

また，企業・大学・ＮＰＯ法人等の「農山漁村（ふるさと）協働パートナー」と「農山漁村の地域住民」との協働活動を通じて

交流の促進を図った。（鳥獣対策・ふるさと創造課，農山漁村振興課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島発！輝くむらの 活力と魅力にあふれた農山漁村を創出するため，農林水産業とこ ○徳島発！輝くむらのたから認定地域数：6か所

たから展開事業 れに関連する食・景観等を未来に伝えるべき資源「むらのたから」 ○受入体制整備

として認定するとともに，この資源を活用し「農泊」に取り組む地 ・人材育成研修参加人数：125人

域を育成した。

（3,642千円）

とくしま農山漁村（ふ 農山漁村地域の保全・活性化を図るため，企業・大学・ＮＰＯ法 ○協働パートナー参加人数：608人

るさと）応援し隊事業 人等（協働パートナー）の農山漁村地域における協働活動を促進し ○協働活動延べ日数：42日

（再掲） た。 ○協働活動地域数（実施ふるさと団体数）：23地域

（1,756千円） ○新規協働パートナー協定数：5団体
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（３）中山間地域等への支援

集落ぐるみで地域農業を支え，耕作放棄の防止や多面的機能の確保を図るため，「日本型直接支払制度」を効果的に活用するとと

もに，住民自らが行う地域資源を活用した「将来ビジョン」の作成から実践までをパッケージとした支援や，きめ細やかな生産基

盤や生活環境の一体的な整備を行い，魅力ある地域づくりを推進した。

また，徳島の林道に関する交通規制情報や林道マップなどを発信する「とくしま林道ナビ」を充実させ，多様化する利用者のニ

ーズにワンストップで応えることで林道利用の推進を図り，中山間地域の活性化につなげた。（鳥獣対策・ふるさと創造課，農山漁

村振興課，森林整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

中山間地域等直接支 中山間地域が有する多面的機能の維持・発揮を図るため，条件が ○事業実施市町村数：17市町村

払事業 不利な傾斜地での農業生産活動について，平坦部との格差を補正し ○協定締結数：468協定

た。 ○協定参加者数：6,883人

（271,109千円）

多面的機能支払交付 農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため，農業者 ○事業実施組織数：183組織

金事業 等が行う水路・農道等の農業生産資源の基礎的保全活動や農村環境 ○認定農用地面積：10,705ha

の保全，農業用施設の長寿命化のための活動を支援した。

（525,465千円）

中山間地域農村活性 農業の生産条件等が不利な中山間地域において，農作業の省力化 ○事業実施地区数：5地区（継続5地区）

化総合整備事業 や生活環境の改善を図るため，農業用用排水，農道など生産基盤の

整備を総合的に実施した。

（349,386千円）

集落基盤整備事業 農業振興地域において，農業生産性の向上を図るため，土地改良 ○事業実施地区数：1地区（継続1地区）

区が実施する農業用排水施設整備を支援した。

（22,800千円）

あわの農山漁村（ふる 農山漁村の魅力向上や住民主体の課題解決力の向上を図るため， ○魅力創生ビジョン作成地区数：3地区

さと）魅力創生事業 地域住民による「魅力創生ビジョン」の作成から実践までをパッケ ○魅力創生ビジョン実践地区数：3地区

ージとして支援した。

（5,249千円）

森林基盤整備事業（再 林道利用者の多様化するニーズに対応するため，ワンストップで ○林道登載路線数：6路線，29km（累計33路線，

掲） 応える「とくしま林道ナビ」の登載情報を充実させるとともに，更 456km）
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なる利用促進を図った。 ○とくしま林道満喫スタンプラリーの開催

（1,962,220千円） ・関係市町村数：3市7町1村

・設置箇所数：23か所

○中尾山高原でカップラーメンミーティング（美

馬市）参加者数：102人

（４）鳥獣による被害の防止

野生鳥獣による農作物等の被害防止をより効果的に進めるため，関係機関と連携し，地域における指導的役割を担う人材の育成

や，被害ゼロを目指すモデル集落の県下全域への普及，効果的な被害防止対策技術の実証・普及など，集落対策を軸とした防護に

取り組むとともに，野生鳥獣の個体数管理や捕獲の担い手育成など，捕獲対策を推進した。

また，捕獲したシカなどをジビエとして利活用する取組みについて，捕獲から消費まで一貫した総合的な対策を推進した。（鳥獣

対策・ふるさと創造課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

獣害に打ち勝つ「地域 地域ぐるみによる鳥獣対策の実施体制を強化するため，専門員に ○集落等で取り組んだ被害防止施設等の整備：

力」強化事業 よる指導体制の強化と人材育成，効果的な有害鳥獣の捕獲や追い払 65件，侵入防止柵44km

いの実証等，防除手法の普及を行った。 ○鳥獣被害対策指導員の養成人数：16人

（132,671千円）

「阿波地美栄」新時代 日本ジビエサミットの本県開催を契機とした「阿波地美栄」のブ ○「阿波地美栄」取扱店舗数：7店舗（累計39店舗）

創生事業 ランド力を高めるため，ジビエの安定的な供給体制の整備や安全性

の強化，加工品の開発等による消費拡大を図った。

（6,304千円）

「とくしま狩猟マイ 次世代の狩猟者を育成・確保するため，新たに狩猟免許を取得す ○初心者技術向上講習会開催回数：3回

スター」への道プロジ る者や狩猟免許所持者を対象に，狩猟の知識や実践的な捕獲技術に ○とくしまハンティングスクール受講者数：6人

ェクト事業 関する講座を実施した。

（4,507千円）

野生鳥獣エシカル消 捕獲した野生鳥獣の利用拡大を図るため，捕獲から消費まで一貫 ○徳島県野生鳥獣肉解体処理加工施設整備指針の

費推進ネットワーク した取組みを推進した。 策定

構築事業 （2,673千円）
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指定管理鳥獣捕獲等 指定管理鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）による農林業及び自然植 ○指定管理鳥獣捕獲等事業の実施地区数：6地区

事業 生等への被害を防止するため，認定鳥獣捕獲事業者による管理捕獲 ○同事業によるニホンジカ捕獲数：647頭

を実施した。 ○同事業によるイノシシ捕獲数：387頭

（93,490千円）

狩猟者育成確保対策 狩猟者による事故を防止するため，安全狩猟に関する技術講習会 ○事故･違反防止講習会開催地区数：44地区

事業 の開催や普及啓発活動を実施した。 ○狩猟による事故件数：0件

（2,375千円）

ニホンザル適正管理 ニホンザルによる農林業及び生活環境への被害を防止するため， ○ニホンザル捕獲数：1,541頭

事業 行動調査や個体数管理を実施した。 ○行動域調査実施箇所数：2か所(3頭)

（5,988千円）

（５）地球環境の保全への貢献

農山漁村地域の活性化を図るため，地域に豊富に存在する自然エネルギーを活用した小水力発電施設の導入に向けた取組みの支

援や，バイオマスの有効利用を検討・促進した。

また，生産活動によって発生した使用済み農業用フィルムの安定的な処理体制の確立や，農業者（排出者）への意識啓発に努め，

更なる回収率の向上を図った。

さらに，豊かな森林資源を守り育て，自然の恵みを将来にわたって享受できるよう，間伐や造林などの適切な森林整備を継続的

に進め，森林による吸収源対策を促進した。（もうかるブランド推進課，畜産振興課，林業戦略課，農山漁村振興課，森林整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

使用済農業資材適正 使用済農業生産資材の適正な処理を推進するため，県農業用廃プ ○使用済み農業用フィルム回収率：99.2%

処理対策事業 ラスチック協議会の運営支援を行い，効率的な回収，処理体制の確

立を図るとともに，排出農業者への意識啓発を行った。

（1,007千円）

畜産バイオマス利活 畜産経営における環境汚染の発生防止や家畜排せつ物の適正管理 ○畜産環境保全実態調査戸数：507戸（全畜産農

用推進事業（再掲） 及び利用の促進を図るため，畜産環境保全に係る推進・指導を行っ 家）

た。 ○堆肥分析・指導件数：7件

（531千円）
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畜産バイオマス利活 県内食鳥産業の振興と畜産環境の保全を図るため，県内で発生す ○補助金交付状況

用整備事業（食鳥副 る食鳥副産物の適正処理・再資源化について支援した。 ：1件，28,648千円

物有効利用促進事業 （28,648千円）

（再掲）

県単独林業生産等支 多様で豊かな森づくりを進めるため，間伐や更新伐，作業道の開 ○森林整備面積：50.4ha

援事業 設，広葉樹の植栽等への支援を実施した。

（51,569千円）

治山事業（保安林整備 中山間地域の生活環境の保全を図るため，手入れ不足による過密 ○森林整備実施面積：146.2ha

事業・水源地域整備事 化など荒廃した森林（保安林）を整備し，森林吸収源としての機能

業）（再掲） 回復・強化を図った。

（1,948,089千円）

保安林整備管理事業 森林吸収源の機能の維持増進を図るため，保安林の指定を計画的 ○保安林指定面積（民有林）：464ha

（再掲） に行い，森林の適正な管理を行った。 （累計98,098ha）

（8,578千円）

（６）地球温暖化への対応

地球温暖化に対応し，高温環境下でも安定した生産を行うため，高温耐性を持つ水稲品種「あきさかり」や高水温に強いワカメ

など，新品種の導入促進や新技術の開発等に取り組んだ。

また，台風や集中的な豪雨による災害の未然防止のため，農業用用排水施設，農業用ため池及び治山施設の整備・保全，漁港施

設の嵩上げなどを推進した。（農林水産総合技術支援センター，生産基盤課，森林整備課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

競争に打ち勝つ！徳 平成３０年以降の生産調整の見直しに伴うコメ農家の経営安定を ○新品種選定のための実証ほ場設置数：5か所

島新たな米づくり展 図るため，新品種育成や食味向上，地場産業と一体となったコメ戦 ○高温耐性品種「あきさかり」の栽培技術実証

開事業（再掲） 略，新技術等を生かした生産の効率化など，徳島ならではの米づく ほ場設置数：5か所

りを推進した。 （1,211千円）

農林水産オープンイ 農林水産業の成長産業化を図るため，産学官それぞれの強みを活 ○高温耐性に優れた県オリジナル早生品種の育成

ノベーション推進事 かしたオープンイノベーションの推進により，スマート化技術の開 及び「あきさかり」良食味米生産技術の確立

業（再掲） 発や６次産業化，食品の機能性を活用した新たな需要の創出，気候

変動に対応する新品種開発など，革新的な技術の開発を進めた。

（24,862千円）

湛水防除事業（再掲） 流域の開発等によって，雨水が流れ出す状況に変化が生じ，湛水 ○実施地区数：1地区

被害が頻発している地域において，被害の発生を防止するため，排 ○河床掘削延長：425m

水施設を整備した。

（122,358千円）

治山事業（再掲） 中山間地域の生活環境の保全を図るため，山地に起因する災害の ○事業実施箇所数：83か所

早期復旧や未然防止を目的とした対策を計画的に実施するととも ○森林整備実施面積：146.2ha

に，荒廃森林（保安林）の機能回復・強化を目的とした森林整備を ○山地災害の危険性が高い箇所の調査・点検パト

実施した。また，併せて危険箇所や施設の調査・点検パトロールを ロールの実施箇所数：202か所

実施した。 ○山地防災ヘルパー認定者数：10人（累計174人）

（1,948,089千円） ○林野海岸施設の点検数：4施設

林野地すべり防止事 林野庁所管の地すべり防止区域における地すべり被害を防止・軽 ○事業実施箇所数：8か所

業（再掲） 減するため，各種の地すべり対策工事を実施した。 ○土砂災害の危険性のある人家の保全数：46戸

（264,360千円） （累計979戸）

県単独治山事業（再掲） 住民の生命・財産を守るため，国庫補助の対象とならない小規模 ○事業実施箇所数：39か所

な荒廃森林の復旧整備工事を実施した。

（123,750千円）

治山流木緊急対策事 流木による被害拡大を防止するため，緊急点検の結果に基づき， ○事業実施箇所数：4か所

業（再掲） 流木の発生原因となる「渓流内」の不安定な樹木の除去を実施した。

（7,570千円）
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国庫補助関連事業（再 治山施設の長寿命化対策として，国庫補助の対象とならない小規 ○事業実施箇所数：3か所

掲） 模な機能強化工事を実施した。

（9,397千円）
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８ 県土整備部

１ 大規模地震等自然災害を迎え撃つ県土強靱化の推進

（１）高速道路ネットワーク等の整備

四国横断自動車道の徳島ＪＣＴ～阿南ＩＣ間については，早期開通に向け，用地取得や工事を推進した。

また，阿南安芸自動車道については，桑野道路及び福井道路の整備を推進するとともに，海部道路の事業化に向けて取組んだ。

（用地対策課・高規格道路課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

高速道路ネットワー 国土交通省施行の四国横断自動車道（新直轄区間）及び阿南安芸 ○平成30年度用地取得面積：167,382.31㎡

ク用地先行取得事業 自動車道（桑野道路・福井道路）の整備促進を図るため，用地取得

を推進した。

（2,386,964千円）

高速自動車道対策事 本県の活性化に不可欠な社会基盤である高速道路等の整備促進 ○用地取得を完了した地区数（全32地区）：28地区

業 を図るため，国土交通省及び西日本高速道路株式会社から用地事務 ○工事に着手した地区数（全32地区）：28地区

を受託するとともに，高速道路等が通過する地域において，市町が

行う道路や河川等のインフラ整備を支援した。

（152,195千円）

（２）広域交通ネットワークの整備

交流人口の拡大や地域産業の活性化を促進するとともに，豊かな生活を実現する広域交通ネットワークの整備に取り組んだ。

（道路整備課・都市計画課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

放射・環状道路網整備 徳島市及び周辺地域の交通渋滞を緩和し，都市部と各地域との交 ○放射道路：国道438号（上八万工区）等

事業 通を円滑にするため，放射道路として国道438号上八万工区の整備 ○環状道路：徳島東環状線（末広住吉工区・新浜

を推進するほか，環状道路として徳島東環状線などの事業進捗を図 八万工区）等

った。

（1,129,341千円）
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（３）「命の道」の整備や橋梁耐震化などの防災・減災対策

「命の道」として，災害時に人命の救助や生活物資の広域的な輸送を行う緊急輸送道路等の整備や橋梁の耐震化の進捗を図ると

ともに，避難や早期啓開に資する道路整備を推進した。（高規格道路課・道路整備課・都市計画課・運輸政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「道の駅」防災拠点化 大規模災害発生時の地域防災力を向上させるため，既存「道の駅」 ○工事件数：6件

事業 において，防災拠点化に関する設計及び工事を実施した。

（89,222千円）

緊急輸送道路整備事 災害時に人命の救助や生活物資の広域的な緊急輸送を行うため， ○工事個所数：140個所

業 緊急輸送道路を整備するとともに，橋りょうの耐震補強工事等を実

施した。

（5,884,400千円）

生命線道路整備事業 中山間地域の生命線道路において，災害時の交通途絶が発生しな ○工事個所数：42個所

いよう，道路整備や橋りょう耐震化を推進した。

(1) 緊急地方道路整備事業（367,240千円）

(2) 道路局部改良事業（108,426千円）

徳島小松島港沖洲地 徳島小松島港沖洲(外)地区において，大規模災害発生時における ○臨港道路整備

区（二期）整備事業 緊急物資等の輸送を円滑に実施するため，耐震強化岸壁と四国横断

自動車道等とのアクセス路となる臨港道路整備を実施した。

（96,600千円）

（４）浸水被害の軽減を図る治水対策

吉野川においては，川上から川下まで一貫した流域一体での川づくりを進めるため，「早明浦ダム」で放流設備の増設による

治水機能の増強を図るとともに，無堤地区における堤防整備や，旧吉野川，今切川での地震津波対策を推進した。

また，那賀川では，「長安口ダム」において放流ゲート増設を完了し，ベルトコンベア運搬を核とした長期的堆砂対策を実施

するとともに，無堤地区における堤防整備を推進した。

中小河川においても，河川改修を推進するとともに，河道断面を阻害する堆積土砂や樹木の除去など身近な維持管理を強化し，

治水安全度の向上を図った。

さらに，海岸では，高潮・波浪による浸水被害を軽減するため，海岸侵食対策を実施した。
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（用地対策課・河川整備課・流域水管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

直轄河川改修用地先 国土交通省施行の一級河川吉野川改修（沼田箇所）工事の整備促 ○平成30年度用地取得面積：58,210.28㎡

行取得事業 進を図るため，用地取得を推進した。

（248,151千円）

直轄河川改修事業 直轄管理区間において，各河川整備計画に基づき，国土交通省に ○吉野川加茂第二箇所において，堤防整備工事等

より,堤防整備，地震津波対策等が実施された。 が促進された。

（1,654,403千円） ○桑野川住吉箇所において，地震津波対策工事等

が促進された。

広域河川改修事業 流域の浸水被害を軽減するため，河道拡幅などの河川改修工事を ○園瀬川等7河川において，堤防整備工事等により

実施した。 浸水被害の軽減を図った。

（901,032千円）

総合流域防災事業 比較的事業規模が小さい河川において，浸水被害を軽減するた ○福井川等15河川において護岸整備等を実施し，

め，河道拡幅などの河川改修工事を実施した。また，出水時の迅速 河川機能の向上を図った。

な対応に資するため，水位計等の整備を行った。

（1,935,422千円）

床上浸水対策特別緊 床上浸水被害が頻発している那賀川和食・土佐地区において，再 ○那賀川和食・土佐地区において，築堤・護岸工

急事業 度災害を防止するため，堤防整備などの河川改修工事を集中的に実 事等による浸水対策を推進した。

施した。 ○用地取得率9割超（H31.3月末）

（3,431,360千円）

海岸侵食対策事業 海岸の侵食対策として，今津坂野海岸において，大規模突堤工を ○今津坂野海岸において，侵食対策工事を推進し

実施した。 た。

（263,600千円）

河川特殊改良事業 河川機能の向上のため，小規模で局所的な河川施設の整備を行っ ○園瀬川等25河川において護岸整備等が実施さ

た。 れ，河川機能の向上を図った。

（170,530千円）

河川海岸維持修繕事 河川・海岸施設の機能維持のため小規模な修繕や土砂掘削，伐木 ○川田川等県管理河川において護岸,樋門等の補

業 等を行った。 修・修繕を行い，機能向上を図った。

（1,116,744千円）
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ファミリータイムラ 住民の避難を確実なものとするため，家族に合った，洪水時の避 ○那賀町においてファミリータイムラインの作成

イン作成事業 難に必要な情報・判断・行動を把握するための「家族・防災教室」 を支援した。

を開催し，家族や隣近所で「避難のタイミング」を情報共有する「フ

ァミリータイムライン」の作成を支援した。

（3,000千円）

長安口ダム改造事業 長安口ダム改造事業は，平成19年度から国土交通省の直轄事業と ○新設放流ゲート2門の設置が完了した。

して事業化され，ダムにおける治水・利水・環境の機能強化に向

け，事業促進を図った。

（1,413,920千円）

堰堤改良事業 宮川内ダム及び福井ダムにおいて，老朽化したダム管理設備の改 ○ダム管理用制御処理設備等設計及びダム放流警

良，更新により，安全で適切なダム管理の実現を図った。 報設備改良を実施した。

（67,764千円）

（５）河川・海岸・港湾の地震・津波対策

地震・津波による浸水被害を防ぐため，河川・海岸の堤防や水門等の耐震調査を実施するとともに，液状化対策をはじめとする

耐震補強工事を推進した。

また，災害時に緊急物資等の海上輸送拠点となる港湾の整備を推進した。（河川整備課・運輸政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

地震・高潮対策河川事 津波の河川遡上による浸水被害を軽減するため，堤防・水門・樋 ○海部川等5河川において，河川堤防の耐震工事

業 門の耐震調査及び補強工事を実施した。 を推進した。

（393,500千円）

津波・高潮危機管理対 津波又は高潮発生時における人的被害を軽減するため，堤防護岸 ○坂野海岸等5海岸において，海岸堤防の破堤

策緊急事業 の陸閘工事や破堤防止等の対策工事を実施した。 防止工事を推進した。

（179,961千円）

海岸高潮対策事業 津波や高潮による浸水被害を防止し，県民の命や財産を守るた ○箇所数：2海岸

め，浅川港海岸において，海岸堤防の嵩上げを実施するとともに， ・浅川港海岸：堤防嵩上 17m，

陸閘の整備を進めた。また，日和佐港海岸において，海岸堤防の補 自動閉鎖陸閘設計 2基

強工事を推進した。 ・日和佐港海岸：堤防補強 43m

（323,220千円）
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地震・津波を迎え撃つ 津波時等に流出する可能性のある沈廃船の撤去や，放置艇等の所 ○撤去隻数：26隻

放置艇対策緊急推進 有者調査を実施した。その他，15カ所で暫定係留保管場所を確保し ○所有者調査件数：704隻

事業 た。

（13,400千円）

（６）ハード・ソフト一体で「命を守る」土砂災害対策

土砂災害から「尊い命を守る」ため，土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定を加速するとともに，通常砂防事業，

地すべり対策事業，急傾斜地崩壊対策事業等を推進した。（砂防防災課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

通常砂防事業 土石流から人家や公共施設を保護するため，土石流危険渓流等に ○箇所数：12市町村19箇所

おいて，砂防堰堤等の砂防工事を実施した。 鳴門市（1）阿南市（1）阿波市（2）

（703,500千円） 美馬市（2）三好市（2）勝浦町（１）

上勝町（１）佐那河内村（1）那賀町（2）

美波町（2）つるぎ町（2）東みよし町（2）

地すべり対策事業 地すべり災害から人家や公共施設を保護するため，地すべり防止 ○箇所数：5市町30箇所

区域において，横ボーリング工等の地すべり防止工事を実施した。 吉野川市（3） 美馬市（7）三好市（16）

（1,292,670千円） つるぎ町（3） 東みよし町（1）

急傾斜地崩壊対策事 急傾斜地の崩壊から人家や公共施設を保護するため，危険区域に ○箇所数：8市町14箇所

業 おいて擁壁工，防護柵工等の急傾斜地崩壊防止工事を実施した。 美馬市（2）三好市（3）勝浦町（1）

（474,650千円） 那賀町（1）牟岐町（1）海陽町（3）

つるぎ町（2）美波町（1）

県単独砂防事業 土砂災害を防止するため，国の交付金事業等に該当しない小規模 ○箇所数：9市町14箇所

な砂防工事や地すべり防止工事等を実施した。 阿波市（1）美馬市（3）三好市（3）

（56,832千円） 神山町（1）那賀町（1）牟岐町（1）

美波町（1）海陽町（1）東みよし町（2）

公共施設等の災害復 県民生活の安全・安心を確保するため,平成３０年７月豪雨災害 ○箇所数：7市町24箇所

旧・災害予防対策事業 により被害を受けた公共施設等の早期機能復旧及び二次災害を防 美馬市（5）三好市（7）那賀町（1）

（きめ細やかな雨量情 ぐ災害対策を実施するとともに，豪雨被災地の避難警戒体制の強化 牟岐町（1）海陽町（1）上板町（1）

報提供事業） を図るため，通信機能を有したＩｏＴ雨量計を設置し，地域住民や つるぎ町（8）
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市町村の避難判断に資する雨量情報を提供する実証実験を行った。

（64,311千円）

（７）木造住宅の耐震化と老朽危険空き家等の除却を加速

南海トラフ巨大地震や中央構造線・活断層地震の被害想定を踏まえ，木造住宅の耐震化を促進するため，本格改修への支援を

拡充し，火災予防対策と併せて支援する制度を創設するとともに，県民への普及啓発活動や事業者の育成などを行った。

また，地震時に倒壊して道路を閉塞する恐れのある老朽化した危険な空き家・空き建築物の除却を加速した。（住宅課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

木造住宅耐震化促進 木造住宅の耐震化を促進するため，市町村が行う耐震診断，補強 ○耐震診断実施戸数：935戸

事業 計画，耐震改修事業に対して支援を行った。 ○補強計画実施戸数：338戸

関係団体や市町村と連携し，出前講座や各種イベントでの相談会 ○耐震改修実施戸数：431戸

の実施，相談所の設置，耐震シェルターの実物展示など普及啓発や ○耐震出前講座：22回 参加者917人

人材育成を行った。 ○耐震技術者(更新・養成)講習会：4回

（115,938千円） 参加者215人

○耐震技術者研修会：6回 参加者282人

民間建築物耐震化支 地震による建築物の倒壊を防ぐため，民間建築物の所有者が実施 ○耐震診断実施棟数：17棟

援事業 する耐震診断等に助成を行う市町村に対し支援を行った。

（28,768千円）

老朽危険空き家等除 地震時に倒壊して道路を閉塞する恐れのある老朽化した危険な ○補助した空き家除却：146件

却支援事業 空き家・空き建築物の除却に助成を行う市町村に対し支援を行っ ○補助金交付：13,865千円

た。

（13,865千円）

危険ブロック塀等緊 通学路や避難路等の安全を確保するため，道路に面した倒壊の危 ○危険ブロック塀等撤去:67件

急安全対策支援事業 険性のある個人が所有するブロック塀の撤去に助成を行う市町村 （うち空き家除却併用:14件）

に対し支援を行った。 ○補助金交付：4,500千円

（4,500千円）

（８）避難所における仮設トイレ環境の改善を促進

災害時における避難所のトイレ環境の改善を図るため，県内レンタル事業者が保有する仮設トイレの洋式化に要する経費に対し
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補助を行い，県内の洋式仮設トイレの洋式化率を向上した。（営繕課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

仮設トイレ環境改善 避難所及び建設現場の環境改善のため，レンタル事業者が保有す ○補助した洋式仮設トイレ：136基

支援事業 る仮設トイレの洋式化に要する経費に対し，補助を行った。 ○補助金交付：5,623千円

（5,623千円）

（９）応急仮設住宅用地の確保

発災時に必要となる応急仮設住宅用地の確保を推進した。（都市計画課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

応急仮設住宅用地確 南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害発生後，地震や津 ○応急仮設住宅用地候補地に民有地を追加し，リ

保推進事業 波で住居を失った被災者に，速やかに，安全・安心で利便性の高い スト作成

住環境を提供するため，応急仮設住宅用地の確保に向けた取組を推 ○応急仮設住宅配置モデル作成

進した。

（5,312千円）

（１０）都市公園等の防災機能強化

県西部において，防災と平常時の健康づくりの両面から利用できる「リバーシブルな公園」を整備するとともに，県南部に

おいて，災害時に広域応援部隊の活動拠点となる公園を整備するなど，都市公園等の防災機能を強化した。（都市計画課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

公園整備事業 防災拠点としての機能強化を図るため，鳴門・大塚スポーツパー ○鳴門・大塚スポーツパーク

クの受変電設備の改修や,避難所に指定されているＪＡバンク蔵本 受変電設備改修

公園の体育ホールの改修工事を実施した。 ○ＪＡバンク蔵本公園

また，県南の防災拠点となる南部健康運動公園において，避難所 体育ホール改修

に指定される陸上競技場運営棟を整備した。 ○南部健康運動公園

（892,671千円） 陸上競技場運営棟完成

西部健康防災公園整 平常時の健康づくりと西部圏域での自然災害への対応や南海ト ○西部健康防災公園

備事業 ラフ巨大地震時の沿岸部の後方支援を担う防災機能を備えた「リバ 西部防災館完成
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ーシブルな公園」の整備を実施した。 西部防災館別館（物資集積施設）完成

（475,228千円）

（１１）大規模災害時における建設企業の事業継続支援

大規模災害時の円滑な復旧・復興に建設企業が最大限の力を発揮できるよう，応急復旧工事への前金払の導入，資金借入れに

対する利子等補給制度の創設等により，建設企業の初動活動を資金面での支援できる取組みを推進した。（建設管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

大規模災害時建設企 大規模災害の発生に備え，前金払いが可能となる「暫定契約」の ○暫定契約の導入

業事業継続支援事業 導入や，資金調達面での不安を払拭するセーフティーネットとして ○利子補給等制度の創設

「大規模災害時建設企業利子等補給補助交付金」を創設した。

（１２）鉄道高架事業の推進

都市内交通の円滑化や一体的なまちづくりなど，県都徳島の顔づくりはもとより，防災機能強化を図るため，鉄道高架事業を推

進した。（都市計画課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

鉄道高架事業 徳島市内における鉄道高架事業について， 都市計画決定に着手 ○徳島市内鉄道高架・沿線整備促進協議会補助金

できるよう協議を進めた。 ：279千円

（787千円）

２ 社会資本の総合的・戦略的維持管理

（１）ＩｏＴ等を活用した効率的なインフラストックの維持管理

道路や橋梁，ダムなどインフラの点検において，ＡＩやＩｏＴ等を活用することにより，点検の精度向上や省力化を進め，より

効率的な維持管理を実施した。（道路整備課・流域水管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

道路維持修繕事業 県管理道路において，舗装補修等の維持修繕を実施し，一般交通 ○舗装補修件数：111箇所

に支障をきたさないよう施設を良好に保つことに努めた。

（2,947,694千円）
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ダム維持管理効率化 県管理ダムにおいて，近接目視が困難なダム堤体部を小型無人航 ○ダム堤体現況調査：1箇所

空機（ＵＡＶ）により撮影し，その画像より損傷劣化箇所をとりま

とめ，ダム堤体の調査を行った。

（２）公共施設等総合管理計画に基づく長寿命化対策

老朽化が急速に進む，道路，河川，海岸等の社会資本については,日常点検や適切な維持補修を行うとともに，公共施設等総合管

理計画に基づく「長寿命化対策」を推進した。（道路整備課・河川整備課・流域水管理課・運輸政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

橋りょう長寿命化修 県管理橋梁について，長寿命化修繕計画を更新するため，定期点 ○橋梁点検件数：571橋

繕計画策定事業 検を実施した。

（438,224千円）

橋りょう修繕費 県管理橋梁の老朽化，交通量増加に伴う劣化に対し，長寿命化修 ○橋梁補修件数：68橋

繕計画に基づき，長期にわたって安全に供用が継続できるよう，橋

の再塗装及び損傷した床版や橋桁の修繕を実施した。

（2,491,107千円）

河川管理施設長寿命 河川管理施設の適切な機能維持を図るため，コスト縮減も勘案し ○箇所数：22河川

化事業 た施設の長寿命化計画に基づく修繕工事等を実施した。

（1,168,310千円）

海岸堤防等老朽化対 海岸保全施設の機能の回復や強化を図り，自然災害から県民の命 ○箇所数：35海岸

策緊急事業 や財産を守るため，施設の長寿命化計画を策定し，長寿命化計画に

基づく修繕工事等を実施した。

（225,190千円）

港湾補修事業 橘港の西浜地区において物揚場の改良工事，徳島小松島港の沖洲 ○箇所数：3港湾（7地区）

地区において岸壁の修繕工事, 日和佐港他で防舷材の取替工事等

を実施した。

（115,375千円）
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（３）インフラ施設のＬＥＤ化の推進

「あわ産ＬＥＤ照明灯」を導入し，省エネルギー化による将来コスト削減に繋がる機能向上も併せた，道路・トンネル照明灯

の更新等を推進した。（道路整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

道路照明灯ＬＥＤ化 安全で快適かつ効率的な道路環境の実現を図るため，あわ産ＬＥ ○ＬＥＤ化件数：300基

加速事業 Ｄ道路照明灯の新設及び既存照明灯のＬＥＤ灯への転換を推進し

た。

（362,098千円）

（４）官民協働型維持管理の推進

地域団体やＮＰＯなどとの連携協力の下に，環境美化活動を行う土木施設アドプト支援事業や倒木・除草作業を行う官民協働型

「維持管理システム」推進事業を実施し，土木施設の適正な維持管理を行うとともに，これらの取組みを通して地域活動の活性化

を図った。

また，親しみのある川づくりを進める取組みとして，「かわ普請事業」により植樹を実施した。（道路整備課・都市計画課・河川

整備課･運輸政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

土木施設アドプト支 道路， 河川，公園，港湾等の県が管理する土木施設について， ○アドプト参加人数：14,030人，417団体

援事業 アドプト契約した団体に対し，看板設置等の支援を実施した。

（5,000千円）

河川安全・安心協働モ 河川の浸水被害を防止し,県民の安全・安心を確保するため,海部 ○海部川

デル事業 川等において,民間事業者との協働等により,堆積土砂の撤去及び Ａゾーン：17,800m3 3件

有効活用を行った。 Ｂゾーン： 3,000m3 29件

（26,670千円） Ｃゾーン：31,376m3 1件

○川田川： 11,584m3 1件

（５）新たなＰＦＩモデル事業の創出

歳出の中から歳入を生み出すＰＦＩ事業の新たな展開を図るとともに，既存の県営住宅について，長寿命化を図りライフサイク

ルコストの縮減に努めた。（住宅課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

県営住宅新浜町団地 小規模団地の建替ＰＦＩ事業における団地設計の基礎データと ○新浜町団地地質調査実施

建替ＰＦＩ事業 するため，地質調査を実施した。

（8,586千円）

県営住宅建設事業 健康で文化的な生活と高齢者等の住宅の確保に資するため，県営 ○県営住宅長寿命化対策実施

住宅の耐震化・長寿命化を進めることにより良質低廉な賃貸住宅の 緊急通報装置改修，火災警報器改修等

供給に努めた。 ○県営住宅ストック総合改善事業実施

また，県営住宅のストック改善として，金沢団地等の屋上防水・ 7団地

外壁改修工事等や西須賀団地等の受水槽耐震化工事等を実施した。

（518,331千円）

３ 地域の安全・安心を支える「建設産業」の健全な発展

（１）公共事業の安定的確保と県内企業への優先発注の推進

地元建設企業の育成や受注機会の確保を図るため，公共事業の安定的な確保に努めるとともに，県内企業への優先発注を推進し

た。（建設管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

県内企業への優先発 公共工事においては，技術難易度の高い工事で県内企業では施工 ○平成30年度県内企業発注率：件数・金額とも

注 が困難なものを除き，原則として，県内企業を選定するものとし， 90％以上達成

可能な限り，分離・分割発注を行い，地元建設企業の受注機会確保

に努めた。

（２）入札・契約制度改革と適正な施工体制の確保

公共工事の入札における透明性・公正性・競争性を確保しつつ，インフラの品質やその担い手を確保するため，入札・契約制度

の見直しを行うとともに，公共工事における適正な施工体制の確保に向けた取組みを推進した。（建設管理課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

電子入札・電子納品等 発注者・受注者双方のコスト縮減と，入札・契約手続の透明性， ○電子入札実施件数：6,251件

推進事業 競争性のより一層の確保を図るため，電子入札システムの適切な運 （内県土整備部分2,571件）

用を行うとともに，徳島市他９市町と共同利用を行った。

（69,546千円）

入札制度改正 平成30年度の入札・契約制度改正では， ○建設企業の適正な評価

①地域の守り手である建設企業の健全な発展を目指して ○建設産業の働き方改革

②担い手の確保・育成を目指して ○建設現場の生産性向上

③地域の活性化や雇用の促進を目指して ○企業の立場に立った執行

などの視点から，地域の守り手である地域の建設企業が持続的経営 ○県内企業の活用推進と負担軽減

を維持できるよう，所要の制度設計及び運用の改善を行った。

（３）公共工事の適切な工期の設定と施工時期の平準化

ゼロ県債も含めた債務負担行為の活用などによる適切な工期の設定や施工時期の平準化に努め，建設産業の経営基盤の安定・

強化を図り，公共工事の品質確保とその担い手の中・長期的な確保・育成に繋げた。（建設管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

ゼロ県債の活用 翌年度に歳出予算化される事業を，ゼロ県債の活用により当該年 ○ゼロ債務負担行為の契約状況：24件，

度に前倒し発注し，地域の公共工事を担う建設企業に対して，端境 827,360千円

期となる年度当初の工事量を確保し，施工時期の平準化を図った。

（４）「建設産業の魅力発信」による担い手の確保・育成

建設産業における担い手の確保・育成や生産性向上を図るため，小中学生及び女性に対し，建設産業の魅力を発信するとともに，

資格の取得支援やＩＣＴ施工の導入を推進する講習会，ＩｏＴ活用に向けた現場管理の検証等を実施した。（建設管理課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

進化する「新３Ｋ・建 建設産業の担い手の確保・育成や生産性向上を図るため，小中学 ○出前講座 5回

設産業」創生事業 生及び女性に対し，建設産業の魅力を発信するとともに，資格の取 ○とくしま防災フェスタ2018出展 1回
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得支援やＩＣＴ施工の導入を推進する講習会，ＩｏＴ活用に向けた ○輝く女性・活躍発信バスツアー 1回

現場管理の検証等を実施した。 ○ＩＣＴ活用工事現場講習会 2回 等

（4,150千円）

４ 移住を促す快適な生活環境の整備

（１）「空き家・空き建築物」対策の推進

空き家の有効活用を図るため，移住者等の住まいやサービス付き高齢者向け住宅として利用する空き家のリノベーションに対して

支援するとともに，空き家に関する相談会等を実施するなど，「『とくしま回帰』住宅対策総合支援センター」を核とした空き家対策

を推進した。（住宅課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「とくしま回帰」住宅 空き家の相談や利活用の総合窓口となる「『とくしま回帰』住宅 ○とくしま地方創生空き家判定士の育成数：27人

対策総合推進事業 対策総合支援センター」を運営するとともに，空き家が利活用可能 ○空き家コーディネーターの育成数：26人

かどうかを判定する「とくしま地方創生空き家判定士」や空き家所 ○補助した空き家リノベーション等：5件

有者と移住希望者等をつなぐ「空き家コーディネーター」を育成し，

相談体制の機能強化を図った。

また，利活用可能な空き家のリノベーション等に対する補助を実

施した。

（16,709千円）

（２）安全な歩行空間の創出

通学路交通安全プログラムに基づく対策をはじめ，通学路等における交通安全の確保に向けた取組みを推進した。（道路整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

交通安全対策事業 歩行者・自転車の通行の安全を確保するため，歩道の新設や拡幅 ○事業件数：33箇所

工事を行うとともに，交差点改良の進捗を図った。

（982,459千円）

（３）総合的な生活排水対策の推進

生活環境の向上と公共用水域の水質保全を図るため，流域下水道整備を推進するとともに，市町村が実施する市町村設置型浄化
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槽の整備等を支援し，汚水処理人口普及率の向上に努めた。（水・環境課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

浄化槽普及支援事業 個人が単独処理浄化槽やくみ取り槽から合併処理浄化槽へ転換 ○補助対象浄化槽整備基数：354基

する場合に要する費用に対し市町村が助成する経費の一部，及び市

町村自らが主体となって各戸に浄化槽を設置する場合の経費の一

部を助成した。

（38,958千円）

旧吉野川流域下水道 旧吉野川浄化センターにおいて，鳴門市，松茂町，北島町，藍住 ○汚水処理量：1,640,152立方メートル

事業 町，板野町から流入する汚水の適切な処理を行った。 ○管理棟津波防護壁：完成

また，今後の汚水流入量の増加への対応のため，施設整備計画の

見直しや，津波対策のため，津波防護壁の設置を行った。

（380,706千円）

５ 未来へつなぐ！次世代公共交通体系の創造

（１）世界初のＤＭＶ導入に向けた取組み

県南地域の観光振興や地域経済の活性化を図るため，阿佐東線におけるＤＭＶの「世界初」の本格営業運行に向け，車両製作を

進めるとともに，駅舎改築工事に着手した。

また，乗車体験などのイベントを実施して機運醸成を図った。（次世代交通課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

阿佐鉄・飛躍「夢と希 「持続可能な鉄道」を目指す阿佐東線の取組みを支援するため， ○ＤＭＶわくわくイベント実施回数：20回

望のＤＭＶ導入プロ 車両自体が観光資源であり，「観光振興」に大きく寄与するＤＭＶ

ジェクト」 の導入を促進した。

(１) ＤＭＶ導入促進事業（162,036千円）

2020年の“世界初”ＤＭＶ本格営業運行を目指し，車両製作及

び駅舎改築の本工事に着手した。

(２) ＤＭＶわくわくイベント（5,129千円）

線路と道路を走れるＤＭＶ導入の機運醸成とＰＲを図るため，

ＪＲ北海道の試作車を借受け，乗車体験会や展示会など，夢と
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希望を満載したＤＭＶの魅力と可能性が体感できるイベントを

実施した。

（２）四国新幹線の実現に向けた取組み

「四国新幹線」の実現に向け，四国や関西との連携を強化し，広く機運醸成を図るとともに，整備計画への格上げに向けた取組

みを推進した。（次世代交通課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

“次世代への架け橋” 四国新幹線実現の機運醸成を図るため，四国や関西との連携を強 ○和歌山県，堺市及び関空・紀淡・四国高速交通

四国新幹線導入促進 化し，啓発や情報発信のためのシンポジウム開催，国への提言など インフラ期成協議会との連携によるシンポジウ

事業 を実施した。 ムの開催：H30年5月18日

（2,012千円） ○四国新幹線整備促進期成会による東京大会の開

催：H30年7月13日

○四国新幹線整備促進期成会による国への要望活

動

○四国新幹線整備促進期成会によるシンポジウム

の開催：H31年2月2日

（３）公共交通ネットワークの維持・充実

地域の実情に応じた持続可能な地域公共交通網の構築に向け，「次世代地域公共交通ビジョン」の策定に着手するとともに，生活

に密着した路線バスや鉄道などの陸上交通のほか，フェリーについて，路線等の維持や利用促進をはじめとする交通対策を実施し

た。（次世代交通課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

次世代地域公共交通 地域住民の生活交通手段を確保するため，地域間の幹線となるバ ○地域間幹線系統確保維持費補助金

創生事業 ス路線を支援するとともに，過疎地域のバス路線の車両更新や維持 交付状況：33系統，98,937千円

・確保など，より効率的な運行に取り組む市町村を支援した。 ○生活バス路線維持確保補助金

また，ユニバーサルデザインによるまちづくりを推進するため， 交付状況：18市町，58,171千円

ノンステップバスの導入を支援した。 ○車両減価償却費等補助金(ノンステップバス)

（204,398千円） 支援状況：35台，47,290千円
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「海の遍路道」利用促 南海フェリーの利用促進を図るため，和歌山県及び南海フェリー ○キャンペーン期間中（H30.9月～11月）の乗船割

進キャンペーン事業 株式会社と連携し，フェリーの乗船料割引や，抽選で県産品が当た 引利用実績：213件

るキャンペーンに加え，フェリー内で文化交流イベントを実施し

た。

（1,214千円）

６ 既存ストックを活用した個性的な地域づくり

（１）徳島小松島港の活性化

四国横断自動車道津田ＩＣ（仮称）の設置を絶好のチャンスとして捉え，新たな企業用地を確保するため，「津田地区活性化計

画」に基づき，水面貯木場の埋立工事を行い，津田木材団地のリノベーションを図った。（運輸政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島小松島港津田地 徳島小松島港津田地区活性化計画に基づき，新たな産業拠点づく ○埋立工，環境調査，排水路工事,家屋事前調査

区活性化整備事業 り等を推進するため，企業用地を確保するための用地造成を実施し 等

た。

（642,000千円）

徳島小松島港津田地 徳島小松島港津田地区において，広域交通ネットワークの形成を ○家屋事後調査，排水設計，排水路工事等

区整備事業 図るため，四国横断自動車道用地等の整備を実施した。

（210,550千円）

（２）港湾施設の有効活用による「にぎわいの創出」

万代中央地区等の港湾施設において，イベントの開催や倉庫群をにぎわい施設として活用するなど，既存ストックを有効活用し

た「にぎわい」を創出する取組みを進めた。（運輸政策課港にぎわい振興室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

万代中央地区活性化 徳島小松島港万代中央地区において，「旧タクシーメーター検査場 ○家屋事前調査，隣接倉庫解体工事等

事業 等」をにぎわい施設として活用するための整備等を実施した。

（7,475千円）
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７ 世界とつながる「ゲートウェイとくしま」の推進

（１）次世代航空ネットワークの推進

ア インバウンド・アウトバウンド対策

「徳島阿波おどり空港新ターミナル」の供用開始を契機として，空港の国際化を図るため，戦略的なエアポートセールスを

実施するとともに，インバウンド及びアウトバウンド対策を実施した。（次世代交通課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

インバウンドを徳島 国際線の安定的就航及び新規路線の開設により，インバウンドの ○国際線利用者数：8,974人

へ！徳島阿波おどり 効果を県内経済に波及させるため，戦略的なエアポートセールスや ○エアポートセールス実施回数：20回

空港国際化推進事業 現地でのＰＲを実施するとともに，国際線の運航経費等を支援し ○国際チャーター便等就航促進費補助金交付状況

た。 ：2件，22,967千円

（34,836千円） ○現地エージェント委託：7月～3月

○香港現地でのバス，トラムへのラッピング

徳島から海外へ！ア 国際線の安定的就航に向け，県民等のアウトバウンド利用を促進 ○旅行商品造成支援：3社，8ツアー

ウトバウンド強化事 するため，国際線を利用した旅行商品造成や若年層の教育旅行等を ○教育旅行等支援：22人

業 支援した。 ○駐車場料金支援：62台

（3,489千円）

香港定期便へ！誘客・ 国際定期便による交流人口拡大，地域経済の活性化を図るため， ○香港季節定期便利用者数：7,855人

交流拡大推進事業 定期便の通年化に向け，個人旅行者への情報発信の強化や二次交通 ○モニターツアー支援：5ツアー

の支援による誘客拡大に取り組むなど，インバウンド・アウトバウ ○メディアファムツアー：テレビ放送4回，新聞

ンド両面からの国際線の利用を促進した。 掲載2回，雑誌掲載1回

（13,014千円） ○雑誌等掲載：香川1誌，淡路島1誌，四国全域1誌

○インスタスポット設置：空港内に4カ所

○TOKUSHIMA BUS PASS配布：190枚

イ 国内航空ネットワークの拡大

徳島阿波おどり空港の更なる利用促進を図るため，既存国内路線を活用した乗継路線の充実はもとより，定期路線の新設・増便

等，航空ネットワークの拡大に向けた取組みを推進した。（次世代交通課）
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主要事業名 主要事業内容及び成果

とくしま航空ネット 国内定期路線を拡充し，地方から地方への交流推進を図るため， ○国内線利用者数：1,175,894人

ワーク充実強化事業 エアポートセールスや乗継路線の利用拡大に向けたキャンペーン ○エアポートセールス実施回数：8回

を実施した。 ○乗継ネットワーク拡大キャンペーン：6回

（1,892千円）

（２）インバウンド目線に立った公共交通の充実

公共交通機関における訪日外国人の利便性向上を図るため，路線バスの訪日外国人向けの「フリー乗車券」の発行や，フェリー

ターミナルなどの多言語表記化を支援した。（次世代交通課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

地域公共交通インバ 公共交通機関における訪日外国人の利便性向上を図るため，２日 ○フリー乗車券販売枚数：467枚

ウンド対策支援事業 間1,500円で空港リムジンバスを含む徳島バス，徳島市営バスの路 ○多言語表記化支援箇所数：1箇所

線バスが乗り放題となる「TOKUSHIMA BUS PASS」の発行や，南海フ

ェリー徳島港ターミナルの案内表示の多言語表記化を支援した。

（2,063千円）

（３）クルーズ客船の寄港誘致

クルーズ客船寄港の受入体制の充実を図るとともに，新たなクルーズ客船の寄港の実現や寄港数増加を図るため，徳島小松島港

の保安対策や入港歓迎行事等を実施するほか，積極的なセールスを展開した。（運輸政策課港にぎわい振興室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

クルーズ客船寄港拡 新たなクルーズ客船の誘致や，クルーズ客船の継続寄港，寄港の ○クルーズ客船寄港回数：11回

大おもてなし事業 通年化を実現するため，国内外の船社や旅行会社に積極的なポート ○来県者数：10,247人

セールスを実施するとともに，クルーズ客船寄港時における保安対

策や入港歓迎イベント等を実施した。

（22,736千円）
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（４）徳島小松島港コンテナ航路の活性化

本県経済を支える国際物流拠点として「徳島小松島港」の更なる活性化を図るため，既存航路の充実・強化や新規航路の開設に

向けたポートセールスを実施した。（運輸政策課港にぎわい振興室）

主要事業名 主要事業内容及び成果

徳島小松島港コンテ 徳島小松島港で新たに国際コンテナ貨物の輸出入を行う荷主企 ○新規利用支援事業補助金交付状況

ナ航路活性化事業 業に対し，経費の一部を助成した。 ：3件，420千円

（1,124千円） ○大口支援事業補助金交付状況

：1件，704千円

８ 世界に輝くスポーツ振興・あわ文化の発信

（１）公園整備によるスポーツ振興

国際スポーツ大会等の開催を見据え，キャンプ地の誘致等を進めるため競技施設を改修するとともに，県民のスポーツへの関心

を高めるため，公園や港湾緑地におけるスポーツの拠点づくりを推進した。（都市計画課・運輸政策課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

南部健康運動公園整 県南のスポーツ・レクリエーションの拠点となる南部健康運動公 ○南部総合運動公園

備事業 園において，陸上競技場の運営棟や観戦席の工事を実施した。 陸上競技場運営棟完成

（773,154千円） 陸上競技場観戦席工事

鳴門・大塚スポーツパ ラグビーワールドカップ２０１９において，ジョージア代表チー ○鳴門・大塚スポーツパーク

ーク（鳴門総合運動公 ムの事前キャンプ地となる鳴門・大塚スポーツパーク球技場のフィ 球技場基盤工事，芝生敷設完成

園）整備事業 ールド芝生改修工事を実施した。 ○ポカリスエットスタジアム，第二陸上競技場

また，２０２２年四国で開催される全国高等学校総合体育大会に トラック改修設計業務

向け，陸上競技場トラックの改修の設計を実施した。

（385,982千円）

蔵本公園整備事業 競泳競技の競技力向上に資するため，ＪＡバンク蔵本公園５０ｍ ○ＪＡバンク蔵本公園

プールの水深の拡大を図り，両側タッチ板や最新式のスタート台を ５０ｍプール改修工事

設置するため，改修工事を実施した。

（80,200千円）

橘港公共用地整備事 スポーツ・レクリエーション振興を図るため，橘港公共用地に緑 ○ソフトボール場 三面目完成
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業 地(ソフトボール場等)の整備を実施した。 園路，駐車場，トイレ整備

（143,260千円）

（２）とくしまの橋梁の持つ魅力の再発見

国内外からの観光誘客を図り，地域の活性化に繋げるため，ホームページ「橋の博物館とくしま」等を通じて，吉野川に架かる

徳島ならではの橋の魅力を広く発信した。（高規格道路課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「橋の博物館」世界 国内外から観光誘客を図り，地域の活性化に繋げるため，吉野川 ○吉野川橋の満９０歳記念パネルを現地に設置

に橋らせＰＲ事業 に架かる橋について，吉野川橋の「満９０歳（卒寿）」及び「選奨

土木遺産」認定を積極的にＰＲするなど，「橋の博物館とくしま」

として，徳島ならではの橋の魅力を広く発信した。

（74千円）

９ 世界に誇れる「おもてなしの国とくしま」魅力向上の推進

（１）道の駅の「おもてなし」の向上

地域のにぎわい拠点等となる「道の駅」において，トイレの洋式化など快適化を図り，「おもてなし」向上の取組みを図った。

（道路整備課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「道の駅」サービス機 「道の駅」による地域活性化を後押しするため，既存「道の駅」 ○工事件数：6件

能強化事業 おいて，サービス機能強化に関する工事を実施した。

（10,549千円）
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９ 教育委員会

１ 個性，可能性を最大限に伸ばす教育の推進

変化の激しい時代を生きる子供たちが，それぞれの個性や能力に応じてこれからの社会を生きぬいていく力を身に付け，可能性

をしっかりと開花させる教育を推進するため，「多様で特色ある能力・個性を伸ばす教育の推進」「次代を生きぬくキャリア教育の

推進」「障がいによる困難を克服し，個性輝く自立を支援」を三本柱とした事業を展開した。

特に，農工商一体教育，高大接続教育，産業界連携研究を行う「阿南光高校」の教育環境整備を進めるとともに，商品開発から

販路拡大までを一体的に行う徳島ならではの「６次産業化実践教育」のさらなる進化・発展を図った。

また，家庭や地域・企業等と積極的に連携した「キャリア教育」を推進するとともに，特別な支援を必要とする子供たちのさら

なる活躍を目指した事業を実施した。（教育創生課，学校教育課，特別支援教育課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

「新未来創生キャンパ 高校を核とした「まち・ひと・しごと創生モデル」を実現し，地 ○徳島大学との高大連携活動：6回

ス（仮称）」創造加速 域の未来を担う人財を育成するため，阿南光高校の新野キャンパス

化事業 において，高大接続教育の常時展開や積極的な地域開放によりにぎ

わい交流拠点となる新たなキャンパス立ち上げに向けた取組みを

推進した。

（943千円）

阿南工業高校・新野高 阿南工業高校と新野高校を再編統合し，平成30年度に開校した阿 ○ビジネスシミュレーション実習機器及び協働

校再編統合推進事業 南光高校において，６次産業化をはじめとした農工商一体の教育を ロボット実習機器の整備

推進するため，必要な実習機器を宝田キャンパスの改築校舎等に導

入し，教育環境を整備した。

（11,013千円）

６次産業化実践教育 ６次産業化教育に対応し，地域の活性化を担う即戦力となる人材 ○商品開発・加工・販売活動を通じた６次産業化

ステップアップ事業 を育成するため，農業・工業・商業科設置校等が連携し，６次産業 商品プロデュース：県下3地域

化商品の開発を通して，「６次産業化をプロデュースする人材」を

育成する実践的取組みを進化・発展させた。

（2,776千円）
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未来へつなぐ「キャリ 児童生徒のしっかりとした勤労観や職業観を確立し，社会で活躍 ○高等学校におけるインターンシップ実施率

ア教育」推進プロジェ できる人財の育成を図るため，家庭や地域，経済団体等と連携し， ：100％

クト 起業体験活動，高校生による「ものづくり」発信，中学生への専門 ○高校生産業教育展来場者数：1,910人

高校ＰＲイベントや徳島で活躍する企業を見学するバスツアーの

開催等，多様なキャリアパス実現のための事業を行った。

（10,007千円）

スーパーオンリーワ 高校生自らが地域の課題解決に向けた活動を通じて，魅力ある学 ○生徒活動発表会の開催：1回

ンハイスクール事業 校づくりや地域を活性化させることを目的とし，実施校の取組を支 ○発表要旨集を小・中・高校へ配布

援するとともに，生徒活動発表会の開催や発表要旨集を発刊して， ○全国規模の大会・コンクールへの入賞数：4件

その成果を広報した。 ・小松島西高校：1件

（9,710千円） ・阿南光高校 ：2件

・那賀高校 ：1件

「ＮＩＰＰＯＮ」探究 我が国と郷土を愛し，他国を尊重する態度と心を育成するため，主として明 ○全国大会出場：1件（「地域の伝承文化に学ぶ」

スクール事業 治から昭和における歴史を紐解き，各時代における世界の中の「ＮＩＰＰＯＮ」， コンテスト）

「ＮＩＰＰＯＮ」の中の徳島について探究する学校を育成するとともに「公共」 ○認定校1年目：那賀高校

について考える取組を支援した。 ○認定校2年目：小松島高校

（1,004千円） ○生徒活動発表会開催：1回

特別支援学校「エシカ 特別支援学校の児童生徒の社会参加と能力開発を推進するため， ○各特別支援学校にリサイクル資材回収ボック

ルチャレンジ」事業 「学校のエコステーション化」や企業と連携した新商品開発など， スを設置：11か所

エシカル消費の活動にチャレンジした。

（1,965千円）

特別支援学校「みんな 特別支援学校の児童生徒一人一人が「主役」となり，将来にわた ○特別支援学校You Me(ゆめ)チャレンジフェス

が主役」きらめき事業 って地域で活躍できる力を身につけるため，文化的な体験学習や職 ティバル

業スキルを活かしたフェスティバル，四国霊場札所でのお接待活動 ・参加事業所数：東部21社，南部18社，

等を実施した。 西部33社

（8,697千円） ○四国霊場札所でのお接待

・実施回数：5校延べ17回，451人にお接待

○とくしま特別支援学校「きらめきアート」展

・開催日数：5日間

・来場者数：延べ1,143人
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２ 人口減少社会に挑戦する「徳島モデル」の学校づくり

人口減少が急速に進む地域の高校において，その魅力化や活性化を通じて地域の新たな活力を創出するため，豊かな資源を活か

した教育プログラムを構築し，県内外から生徒が集う学校づくりを進めた。

また，小規模化する学校を存続させ，かつ教育の質を保障する徳島モデルの小中一貫教育として「チェーンスクール」「パッケー

ジスクール」の全県展開を図るとともに，二地域居住を促進するため，地方と都市の学校間移動を容易にする「デュアルスクール」

の実証研究によるモデル化を進めた。（学校教育課，教育創生課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

人口減少社会に対応 過疎・少子化の進行により小規模化が進む中，学校を存続させ， ○パッケージスクール：3地域

した小中一貫教育推 かつ教育の質を保障する「チェーンスクール」及び「パッケージス ○チェーンスクール：6地域

進事業 クール」という２つの学校教育のかたち（徳島モデル）を県下全域

に周知し，普及・推進を図った。

（4,487千円）

二地域居住を加速す 地方と都市の交流人口の増加による地方創生と少子化への対応， ○モデル試行実施回数：4回

る「デュアルスクール」子どもの豊かな体験機会の提供による感性の育成を図るため，二地

実証事業 域居住にも対応した「新しい学校のかたち」のモデル化に向け，事

例を積み重ねた。

（4,748千円）

ふるさと創生拠点ハ 人口減少が急速に進む地域の高校において,その魅力化や活性化 ○海部郡内から海部高校への進学率

イスクール推進事業 を通じて地域の新たな活力を創出するため，豊かな資源を活かした ：平成31年度 56.3％（平成30年度 51.0％）

教育プログラムを構築し，県内外から生徒が集う学校づくりを進め ○海部郡外から海部高校への進学者数

た。 ：平成31年度 24名（平成30年度 22名）

（7,813千円） ○地域を体験するプログラムの実施回数：13回

３ 徳島からの「教育イノベーション（技術革新）」

第４次産業革命時代の未来社会で活躍できる人材を育成するため，小学校段階でのプログラミング教育の実施に向けて調査研究

を行うとともに，教職員の指導力向上を図った。

また，小規模化が進む高校において，多様な教育活動を展開するため，生徒の学習ニーズに応じた遠隔授業の実施体制を構築し

た。
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さらに，教育ビッグデータの分析・活用方法について検証するとともに，生徒の理解を深める授業を実践するため，学校におけ

るＩＣＴ環境の充実を進めた。（教育創生課，総合教育センター）

主要事業名 主要事業内容及び成果

進化する教室イノベ ＩＣＴを活用した「わかる授業」の効果を普及するため，モデル ○全普通教室に電子黒板整備をした学校数：5校

ーション事業 校の普通教室に移動式常設電子黒板を設置し，全ての授業で既存タ ○電子黒板設置教室数：88教室

ブレットと連携させた，生徒の理解を深める授業実践を推進した。

（17,140千円）

第４次産業革命に活 第４次産業革命時代の未来社会に活躍できる人材を育成するた 〇研究指定校：3校

躍するためのプログ め，小学校段階でのプログラミング教育の実施に向けて調査研究を

ラミング教育事業 行うとともに，実践的なプログラミング教育の実施に向けて教職員

の指導力向上を図った。

（1,800千円）

教育関係ビッグデー 児童生徒の学力や学習意欲，さらには教員の指導力等の総合的な ○ビッグデータ実証事業における活用者数：379人

タ活用実証事業 教育力を向上させ，新しい未来を創造できる人材の育成に役立てる

ため，教育ビッグデータの分析・活用方法についての検証に取り組

んだ。

（1,131千円）

高等学校の多様なニ 過疎・少子化の進行により小規模化が進む高校を多様な教育活動 ○高校での双方向遠隔特別講座の実施回数：20回

ーズに応える遠隔教 や魅力的な授業の展開により活性化するため，生徒の学習ニーズに ○遠隔特別講座に対する生徒の満足度：88.2％

育推進事業 対応した徳島ならではの遠隔授業の実施体制を構築し，そのノウハ

ウを県内外へ発信する。

（2,880千円）

４ 災害を迎え撃つ防災教育の推進

南海トラフ巨大地震をはじめとする自然災害等に備え，地域防災の担い手となる人材を育成するため高校生の「防災士」の資格

取得を一層推進するとともに，中学校，高校の「防災クラブ」が自主的な活動を行う体制づくりを進め，地域に根ざした積極的な

防災活動を展開した。

また，児童生徒が，安全・安心に学ぶことのできる教育環境の実現に努めるとともに，県立学校を中核的な避難所と位置づけ，

168



避難所としての機能強化を図るため，必要な施設を整備した（施設整備課，体育学校安全課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

高校施設耐震診断・改 阿南工業高校と新野高校の再編統合において，生徒の安全・安心 ○新野高校３号館大規模耐震改修工事及び宿泊訓

修事業 を確保するため，耐震改修と内部改修の一体整備を行った。 練棟内部改修工事等の完了

（726,662千円）

県立学校避難所施設 県立学校を中核的な避難所と位置づけ，避難所としての機能強化 ○衛星携帯電話の整備や体育館トイレの洋式化

強化・充実事業 を図るため，必要な施設の整備を行った。 ：41校

（187,382千円） ○城北高校及び小松島西高校勝浦校において屋外

トイレ改築工事等を実施

高校生防災士育成・活 「あわっ子防災士養成講座」を開催し，高校生の防災士資格取得 ○「防災士」資格取得人数

躍推進事業 を支援するほか，「防災クラブ」を拠点として，学校防災の牽引役， ・平成30年度：141名 累計：514名

地域防災の若い活力として育成した。

（5,284千円）

ふるさと大好き！地 全ての高等学校に「防災クラブ」を設置し，中学校にも設置を広 ○「防災クラブ」設置校数

域防災推進事業 げ，地域と連携した防災ボランティア活動等に取り組むなど，将来 ・平成30年度末で全高等学校35校（市立含む）

の防災の担い手の育成を図った。 ・平成30年度末で中学校38校

（2,800千円）

実践的防災・安全教育 学校における安全教育の充実と推進を図るため，国費事業（学校 ○災害安全に関する実践研究

総合推進事業 安全総合支援事業，学校安全教室推進事業）を活用し，災害安全， ・貞光中学校，那賀高等学校

交通安全，生活安全の3つの領域において，研究・実践・研修に取 ○交通安全に関する実践研究

り組んだ。 ・入田小学校，鳴門市第一小学校

（3,448千円） ○生活安全に関する実践研究

・防犯カメラを活用した学校防犯体制の推進，

箸蔵小学校

○学校安全に関する研修会：3回開催

５ 確かな学力，豊かな心，健やかな体の育成

子供たちが，心身ともに健康で，幅広い知識や教養，豊かな情操，道徳心などをバランスよく習得し，総合的な人間力を高める

ため，「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育成する教育を推進した。
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特に，県・国の学力調査等で明らかになった課題の克服を行うため，授業や家庭学習に活用できる学力向上確認プリントの活用

や，大学等の専門的知見・技術をいかした ｢授業改善｣等による「学力の向上」に着実に取り組むとともに，スクールカウンセラー

等の専門家による教育相談体制の充実，子供たちの「体力の向上」さらには健康課題である「肥満予防」，「肥満対策」，「生活習慣

の改善」に向けた取組を進めた。

また，すべての人の人権が尊重される社会の実現に向けて，学校の教育活動全体を通じて人権教育を推進するとともに，子供た

ちの命を守り抜くため，命や心に関する主体的な学びの充実を図った。

幼児教育においては，幼稚園と保育所，認定こども園，小学校との連携・接続を強化し，発達や学びの連続性を踏まえた教育活

動を推進するとともに，家庭，地域社会の教育力を生かしたネットワークを構築することにより，幼児期の成長を支える取組を推

進した。（学校教育課，人権教育課，体育学校安全課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

めざせ!!「Super Stud 知・徳・体の調和が取れ，高い志を持ち，将来的に社会の各分野 ○「徳島ウインターキャンプ」

ent」プロジェクト を牽引していく高い人間力を備えた「Ｓｕｐｅｒ Ｓｔｕｄｅｎ ①キャンプＡ

ｔ」育成を目的として，「徳島ウインターキャンプ」「科学五輪チャ ：87人参加

レンジ事業」「夢チャレンジ アシスト事業」「Ｓｕｐｅｒ Ｓｔｕ ・県外スーパーティーチャーによる特別講座等

ｄｅｎｔ サポート事業」を実施した。 ②キャンプＢ

（2,497千円） ：68人参加

・本県高校卒業大学生等による座談会等

○「科学五輪チャレンジ事業」

・科学五輪チャレンジ講習会（数学，物理，

化学，生物学，地学）延べ222人参加

○「夢チャレンジ アシスト事業」

・指定校:城北，小松島，池田

○「Ｓｕｐｅｒ Ｓｔｕｄｅｎｔ サポート事業」

・サイエンスフェスティバル参加

・大学入学者選抜改革セミナー

・高大接続情報交換会開催

・学力向上推進員研修会開催
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徳島の「未来の学び」 新しい学習指導要領において示された学力の向上のためのＰＤ ○県独自の学力・学習状況調査

創造プロジェクト ＣＡサイクルを確立し，全国学力･学習状況調査や本県独自の学力 ・参加人数：約23,300人

・学習状況調査等で明らかになった課題の克服を行うため，授業改 ○学校訪問回数：107回

善等の研究実践の推進校を設定し，大学等の専門的知見・技術を生 ○「授業改善」推進校事業指定校学校訪問回数

かした教員の指導力向上及び学校の教育力向上のため継続的な指 ：約30回

導・助言・支援を行うとともに，その成果を計画的に県下の学校に

普及した。

（10,034千円）

幼児教育推進体制構 「全ての幼児に提供される質の高い幼児教育」を目指し「徳島県 ○訪問施設数：80施設

築事業 幼児教育振興アクションプランⅡ」をより実効性のあるものとして ○訪問回数：118回

推進するために幼児教育推進体制を構築し訪問指導の充実，保幼小 ○幼児教育推進体制報告書，訪問指導の手引き，

連携・接続の普及，大学との連携を推進した。 全ての幼児に提供される質の高い幼児教育のた

（4,833千円） めのＱ＆Ａ集作成

○研修講師派遣回数：63回

道徳教育総合支援事 学習指導要領を踏まえて道徳教育の抜本的改善・充実を図るた ○道徳教育実践研究（研究指定校）事業：5校

業 め，地域に根ざした創意工夫ある道徳教育の取組に対して支援を行 ○パンフレット等作成：4件

うとともに，道徳教育に係る指導内容・方法等の周知を図った。

（3,880千円）

阿波っ子“いきいき” いじめや不登校などの児童生徒の問題行動等の未然防止や早期 ○スクールカウンセラー配置校：拠点校79校，

未来応援プロジェク 発見のためにスクールカウンセラーを各学校等に配置した。また， 対象校187校

ト スクールソーシャルワーカーを市町村教育委員会に配置するとと ・常勤化モデル配置：県立学校2校，

もに，学校問題解決支援チーム派遣として，より高度で専門的な知 適応指導教室1施設

識を有するスクールプロフェッサー（医師，臨床心理士，社会福祉 ○スクールカウンセラー人数

士等）を学校等に派遣し，教育相談体制の充実を図った。 ：臨床心理士47人，準ずる者5人

（104,363千円） ○スクールソーシャルワーカー配置数

：16市町教育委員会

○学校問題解決支援チーム派遣（スクールプロ

フェッサー）：派遣回数9回（小学校1回，中学校

1回，高等学校3回，特別支援学校2回，その他2

回）
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人権教育研究推進事 文部科学省「人権教育研究推進事業」の委託を受け，学校，家庭， ○文部科学省人権教育総合推進地域事業

業 地域社会が一体となった教育上の総合的な研究（人権教育総合推進 ・指定地域数：2地域（阿南市，勝浦町）

地域事業）並びに学校における人権教育に関する指導方法の改善及 ○文部科学省人権教育研究指定校事業

び充実に資することを目的とした実践的な研究（人権教育研究指定 ・指定校数：4校（柿原小学校，相生小学校，

校事業）を実施し，県内の人権教育の一層の推進を図った。 石井中学校，小松島中学校）

（1,826千円） ・研究発表会参加人数

相生小学校：238人，

小松島中学校：274人

人権教育研究指定校 文部科学省指定の小学校・中学校に加え，県指定として幼稚園等 ○指定校（園）数：4校（園）

事業 と高等学校（特別支援学校を含む。）において，人権尊重の精神の （土成中央認定こども園，あいおいこども園，

涵養を図るための学校教育の在り方についての実践的な研究を実 名西高等学校，徳島視覚支援学校・徳島聴覚支援学校）

施した。 ○研究発表会参加人数

（360千円） あいおいこども園：55人，

徳島視覚支援学校・徳島聴覚支援学校：235人

中・高生による人権交 県内の中学校・高等学校及び特別支援学校の生徒が交流し，人権 ○「中・高生による人権交流集会」

流事業 について語り合うことを通して，人権尊重の理念についての理解を ・参加人数：423人

深めるとともに，人権意識の高揚を図り，様々な人権問題を解決す ○生徒部会：中部7回，南部5回，西部7回

る実践力を身に付けた生徒を育てることを目的として，「中・高生 ○実行委員会：中部4回，南部1回，西部7回

による人権交流集会」を実施した。 ○交流集会：生徒部会3回，実行委員会3回

（1,170千円）

阿波っ子すこやか「い いじめや不登校，自殺，児童虐待等，児童生徒の生徒指導上の諸 ○「いじめ防止子ども委員会」

のちと心はぐくみ」プ 課題の未然防止や早期発見・早期対応のために，児童生徒の問題解 ・設置校：39校(小学校29校，中学校10校）

ロジェクト 決に向けた実践力の育成を目指した「いじめ防止子ども委員会」の ○「全国いじめ問題子供サミット」

設置や「全国いじめ問題子供サミット」への参加，人権尊重の精神 ・参加者数：6人(小学校1校，中学校2校）

の涵養に資する「いのちに関する作品募集」，さらなる教育相談体 ○「いのちに関する作品募集」

制の充実を図る「スクールロイヤーの活用」等を行った。 ・応募総数：5,135作品

（2,497千円） ○「スクールロイヤーの活用」

・派遣回数：8回

いのちを守る子ども 将来にわたり自他の生命を守ることができる児童生徒を育成す ○「いのちを守る講師派遣事業」

サポート事業 るため，専門的知見を有する外部人材を活用した「いのちを守る講 ・実施回数：240回 ・参加者数：17,188人
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師派遣事業」や，大学と連携した「徳島版予防教育」を実施した。 ○「徳島版予防教育」

また，困難やストレスに直面した児童生徒が，一人で抱え込むこと ・新規実施校：5校(小学校4校，中学校1校）

がないように，教職員に対し，命の門番としての適切な対応力や， ○「ゲートキーパー養成研修」

ＳＯＳの出し方に関する教育等の指導力の向上を図るために「ゲー ・実施回数：3回 ・参加者教職員数：278人

トキーパー養成研修」を実施した。

（2,805千円）

体力アップ！サンラ 運動習慣の確立や望ましい生活習慣を形成し，体力向上に向けた ○NEWキッズ＆わんぱくランキング参加数

イズ事業 県民への啓発活動を行う事で，子供の体力・運動能力の向上を図る ：3,835グループ

ため，ICTを活用したランキングシステムによる「NEWキッズ＆ジュ

ニアわんぱくランキング」を実施した。 （2,905千円）

徳島プロスポーツ感 児童生徒の運動に対する興味や関心を高めるために，プロスポー ○体力向上テキストの作成

動体験推進事業 ツ選手を手本とした体力向上テキストの作成や，へき地学校の児童 県内小学校3年生全児童に配付

生徒をプロスポーツの試合に招待した。 8,000部作成

さらに，中学校・高校の部活動に専門的な指導者を派遣し，競技力 ○指導者派遣

のレベルアップを図った。 派遣回数49回

（1,972千円） (中学校10校34回，高校3校15回)

○プロスポーツ選手等に親しむ機会の提供

実施日 H30年10月28日(日)

徳島ヴォルティスホームゲーム招待

参加人数 ５校70名

元気なあわっ子！応 徳島の未来を担うすべての子供たちの健康づくりを目指して，平 ○学校，地域への専門家の派遣数：7件

援事業 成27年12月に制定した「元気なあわっ子憲章」の普及啓発を図った。 ○専門家と連携した研修会等の開催：9回

本県の子供たちの特徴的な健康課題である「肥満予防」「生活習慣 ○元気なあわっ子道場の開催：2回

の改善」を図るため，すべての公立学校で「生活習慣改善プロジェ

クト」を作成し，各学校の実情にあった取組を推進した。

学校，地域の講習会，研修会等に専門家を派遣し，学校，家庭，地

域が連携して児童生徒の健康課題を解決するための体制づくりと

取組を支援した。また，専門家と連携し，研修会等を実施した。

小学生親子を対象に元気なあわっ子道場を開催し，小児期からの家

庭での健康づくりを支援した。 （1,199千円）
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６ 未来を拓く教職員の育成

教員の知識・技術等の継承を推進するとともに，新しい時代の教育に対応できる教職員を育成するため，「とくしま教員育成指標」

を踏まえた，キャリアステージに応じた研修の実施や優秀な教職員の確保，心身の健康保持・増進を図った。

また，教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制の整備や部活動の活性化を図るとともに，教員の負担軽減に

つなげるため，外部人材の活用を推進した。（教職員課，福利厚生課，体育学校安全課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

教職員研修事業 教職生活全体を通して，効果的・継続的に学び続け，自己を高め ○特別研修

る教職員を支える多様な研修講座を総合教育センターを中心に実 ・防災スペシャリストティーチャー養成研修

施し，教育力の向上を図った。また，初任者研修における校内研修 ：7人受講

の指導員等を各校に派遣し，効率的・効果的な研修を推進した。 ○教員の資質の向上のための研修プログラム開発

（17,223千円） 支援

・新任教頭等研修における教育力の向上と組織

の活性化についての協議実施：2回

・主幹教諭・指導教諭研修についての意見交換

：2回

新しい時代を切り拓 平成29年4月1日の教育公務員特例法の一部改正法の施行をうけ策 ○キャリアステージに応じた研修

く教員育成事業 定した，教員等が高度専門的職業としての職責，経験及び適性に応 ・経験年次に応じた研修(1･2･5･10年次)，リー

じて身に付けるべき資質・能力を示した「とくしま教員育成指標」 ダーシップ養成及び主幹教諭・指導教諭研修

を改訂（平成31年2月）するとともに，指標を踏まえて研修体系を を実施

再構築した，「とくしま教職員研修計画」を作成し，計画に基づき ・受講者数 1093 人

研修を実施した。 ○学校リーダー研修

（8,540千円） ・管理職を対象に学校マネジメント等に関する

研修を実施

○エキスパート研修

・カウンセラー養成研修：127人受講

・教科・領域等研修：635人受講 等

スクール・サポート・ 教員の事務作業等の負担軽減を図るため，スクール・サポート・ ○スクール・サポート・スタッフの配置人数

スタッフ配置事業 スタッフを配置し，教員がより児童生徒への指導や教材研究に注力 ・平成30年度：9名

できる体制を整備した。 （4,478千円）
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教職員職場復帰支援 職場復帰した教員のメンタル不調再発防止のため，復帰後のフォ ○面談実施回数：延べ17回

事業 ローアップとして，定期的に復帰者の在籍校へ臨床心理士を派遣 ○面談実施人数：8人

し，本人及び管理職等に対して専門的な知見に基づく助言・指導を

実施した。

（343千円）

部活動指導員配置促 学校の働き方改革の一環として，部活動における教員の負担軽減 ○部活動指導員配置数

進事業 と質的な向上を図るため，中学校に部活動指導員を配置した。 ５市町 計7名

(1,680千円)

７ 学校・家庭・地域が協働で取り組む教育の推進

地域総ぐるみで未来を担う子供たちの成長を支えるため，地域住民等の参画により，学校・家庭・地域が連携・協働して，学校

教育活動を支援する体制を整備し，放課後や週末等における豊かな教育環境づくりを進めた。

また，家庭教育に関する研修会などにおける中心的な役割を担う人材を育成し，家庭教育力の向上と社会全体で家庭教育を支援

する気運の醸成を図った。

さらに，特別支援学校等卒業後の障がい者の自立と社会参加を促進するため，各種講座を開催し，生涯を通じた多様な学習活動

を支援した。（生涯学習課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

放課後子供教室推進 放課後や週末等の子供たちの安全な居場所を確保し，学習，スポ ○17市町村51教室

事業 ーツ，芸術，交流などの活動を行う放課後子供教室の実施に対して，

支援等を行った。

（33,774千円）

地域ぐるみの学校支 幅広い地域住民等の参画による学校の支援体制である地域学校協 ○地域学校協働本部：11市町村24本部

援事業 働本部（学校支援地域本部）の活動を推進した。また，中学生に対 ○地域未来塾：7市町村11か所

する学習支援として，地域未来塾を実施した。

（7,219千円）

週末等の教育支援体 週末等（土曜日，日曜日，祝日）や長期休業日において，子供た ○1市1県立中学校

制構築事業 ちに地域人材による多様な学びや体験の機会を提供する取組を推

進した。 （328千円）
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家庭教育推進・強化事 各家庭で家庭教育に自主的に取り組むことができる環境を整備す ○とくしま親なびげーたー

業 ることを目的として，保護者同士が学び合うための学習用教材の活 ・養成人数：25人

用を広げるためのファシリテーターを養成し，県内各所でワークシ ・派遣回数・人数：27回・118人

ョップを実施するために派遣した。また，ＰＴＡ関係者等が参加す ○「とくしま家庭教育のつどい」参加人数：350人

る家庭教育に関する研修会，父親や祖父母世代を対象とした家庭教 ○わくわく家庭教育づくりプログラム事業

育に関する講座等を実施した。 ・祖父母世代を対象とした養成講座への参加人

（2,223千円） 数：117人

・父親と子供を対象とした講座への参加人数

：30組62人

障がい者の生涯学習 県立総合大学校「まなびーあ徳島」に「障がい者の学びコース」 ○障がい者の学びコース

支援事業 を開設し，県立障がい者交流プラザにおいてスポーツや文化・芸 ・講座数：42回

術，生涯学習等に関する講座を実施した。 ・受講者数：383人

（1,156千円）

８ 時代の潮流を見据えた学びの推進

消費庁等と連携し，発達段階に応じた「消費者教育」の一層の推進を図るとともに，「エシカル消費」推進に取り組む高校生によ

る「エシカルフェス」の開催，「エシカル消費・リーディングスクール」，「エシカルクラブ」の拡大に取り組んだ。

また，特別支援学校の生徒の社会参加と能力開発を推進するため「エシカル消費」の活動にチャレンジするなど全国モデルとな

る実践的な取組を推進した。

さらに，選挙管理委員会と連携し，社会に参加し，自ら考え，自ら判断する主権者を育成するための「主権者教育」の充実に取

り組んだ。（学校教育課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

新次元の消費者教育 自立した消費者の育成のために，多様な主体と連携・協働し，幼 ○研究指定校：5校

推進事業 稚園・小学校・中学校・高等学校における発達段階に応じた消費者 ○「講演・出前授業」実施校：55校

教育や，持続可能な社会の実現に向けた「エシカル消費」教育を推 ○「エシカル消費」リーディングスクール

進した。 指定校：3校

（8,234千円） ○「エシカルクラブ」設置校：28校

○県内外で「エシカル消費」の推進に取組む高校

生の交流会「エシカルフェス」の実施

176



学校における主権者 主権者教育に関する高等学校及び特別支援学校高等部担当教員の ○主権者教育に関する教員研修会

教育推進事業 指導力向上のための研修や，児童生徒に対しての政治参加への意識 ：50校，50名参加

を高めるために，大学教員や選挙管理委員会，県教育委員会指導主 ○主権者意識を高めるための出前講座の実施

事等による出前講座等の実施により，主権者教育の一層の推進をし （小中学校14校，高等学校・特別支援学校30校）

た。 ○ハンドブック『私がかわる「社会(YONONAKA)」

（801千円） がかわる！私がかえる「社会(YONONAKA)」をか

える！はじめの一歩!!』県内高等学校・特別支

援学校入学生に配布

９ 徳島を愛する心の育成と「とくしま回帰」の促進

「ふるさと徳島」への誇りや郷土を愛する心を醸成するため，伝統文化や文化財の継承に資する教育を進めるとともに，「あわ文

化」の魅力を県内外に発信する「あわっ子文化大使」の育成や活躍の場の拡大を図った。（グローバル・文化教育課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

輝け高校生！文化芸 本県の文化力を全国に発信するため，平成27年に文化芸術リーデ ○名西高等学校における芸術系大学教員等による

術創造・発信事業 ィングハイスクールに指定した名西高校を文化芸術教育の拠点校 スキルアップ講習の件数：31件

として育成するとともに，耐震補強整備を終えた城北高校人形会館 ○阿波人形浄瑠璃に取り組む県立3校における外

を活用し，阿波人形浄瑠璃の伝承に取り組んだ。 部講師(人形遣い,三味線)からの指導件数：47件

（15,903千円）

羽ばたけあわっ子！ 徳島の伝統文化を担い誇りを持って県内外に発信し続ける人財を ○あわ文化検定申込者数：1044人

文化芸術共創・発信事 育み，中学生の文化芸術発信力を高めるため，県内全公立中学校１ ○あわっ子文化大使認定者数：37人

業 ・２年生を対象とし「あわ文化検定」を実施するとともに「あわっ

子文化大使」の育成を推進した。

（3,547千円）

１０ 世界に羽ばたくグローカル人財の育成

新学習指導要領や新たな大学入試制度に対応するため，「聞く・話す・読む・書く」の英語力を身につけた児童生徒を育成するた

め，教員の指導力・英語力向上に取り組むとともに，中学校・高校の全ての学年で，生徒の英語力の検証・分析を行い指導改善に

繋げた。

また，「Tokushima英語村プロジェクト」など，本県独自の取組において，コミュニケーション能力，語学力はもとより，総合的
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な人間力を高め，次代のトップリーダーとして育成し，世界に羽ばたく教育を推進した。

さらに，海外留学や海外大学進学を目指す中学生，高校生の支援などにより，グローバルな視点と地域（ローカル）の視点を兼

ね備えた世界を舞台に活躍できるグローカルな人財の育成に努めた。（学校教育課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

Tokushima英語村プロ 小・中・高等学校を通じて英語でコミュニケーションを図ろうと ○ＡＬＴとともに徳島を学ぶデイキャンプ事業

ジェクト・ステップア する態度や能力の育成を図るとともに，広く世界に目を向け，国際 ・参加小学生：84名

ップ事業 協調の精神を育むため，小・中・高校生を対象に英語をベースに外 ○グローバルコミュニケーション向上事業

国人と交流する取組を実施した。 ・参加中学生：42名

（17,775千円） ○徳島サマースクール２０１８

・参加高校生：50名

○高校生「ジュニア観光ガイド」養成講座

・参加・修了高校生：22名

徳島グローバルスタ 友好協定を締結しているドイツ・ニーダーザクセン州や，アジア ○学校間交流支援件数：4件

ンダード人材育成事 諸地域との間の学校間交流において，ツールとしての英語を用い， ○教育旅行受入件数：8件

業 各学校の特色を生かしたより進化した学習を行った。

（3,824千円）

帰国・外国人児童生徒 要望があった学校へ日本語講師を派遣し，日本語指導が必要な児 ○日本語支援児童生徒数：64名

“いきいき”事業 童生徒への効果的な日本語教育を行った。また，日本語講師や教職 （小：51名，中：10名，高：3名）

員に指導のノウハウを教える研修を行った。 ○学校数：40校（小：27校，中：10校，高：3校）

（5,058千円）

外国人英語指導助手 招致した外国人英語指導助手を総合教育センター学校経営支援課 ○指導延べ日数：4,616日

配置事業 に1名，県立高校に20名を配置し，配置校での授業や，学校訪問指

導等において英語の指導を行った。

（101,180千円）

先進とくしま「世界と 英語力の向上を図り，グローバル人材を育成するため，中学校１ ○英語能力判定テスト受験者数：計33,024人

つながる英語力」育成 年生から高校３年生までを対象に「英語能力判定テスト」を実施し 内訳 中１ 5,092人 中２ 5,331人

事業 た。また，中高の英語教員の指導力と英語力向上のため，全教員の 中３ 5,675人 高１ 5,507人

資格取得を目指し，未取得者に対し，検定料の補助を行った。 高２ 5,654人 高３ 5,765人

（16,935千円） ○検定料の補助人数：28人
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スーパーグローバル 指定校に選ばれた徳島県立城東高等学校（全国123校の1校）にお ○事業参加生徒数：957名

ハイスクール事業 いて，「四国徳島発･グローバル企業の創造戦略について」を研究テ ○「自主的に社会貢献活動や自己研鑽活動に取り

ーマに，国際化を進める大学（大阪大学，徳島大学），グローバル 組む生徒数」：270人（SGH指定前：26人）

展開する徳島発祥の企業（大塚グループ，日亜化学工業）と連携し ○「将来留学したり，仕事で国際的に活躍したい

て，課題研究に係る4年目の取組を行った。 と考える生徒の割合」：73％（SGH指定前：

（5,658千円） 40％）

○「卒業時における生徒の4技能の総合的な英語力

としてCEFRのB1～B2レベル（英検2級～準1級相

当）の生徒の割合」：57％（SGH指定前：13％）

海外における商業教 現地教員の育成と商品開発，生産，販売による「カンボジア－日 ○商品販売で得た利益により友好学園に4名の教

育システム構築支援 本友好学園」の安定した学校運営のモデル化とともに，商品生産の 員を雇用

事業 ための工場整備を実施した。 ○マンゴー，カシューナッツなどを活用した新商

（11,665千円） 品の研究・開発

１１ 国際舞台で躍動するアスリート，アーティストの育成

東京オリンピック・パラリンピックの「文化プログラム」を見据え，「第３８回近畿高等学校総合文化祭徳島大会」を開催し，全

国に本県の文化芸術力を発信するとともに，「阿波藍」「阿波人形浄瑠璃」「阿波おどり」「ベートーヴェン第九」といった「あわ文化」

の継承・普及に取り組む児童生徒の活動を支援した。

また，オリンピック等の国際大会で活躍する選手を育成するため，高校スポーツの競技力向上を着実に図るとともに，小・中学生

世代から将来性のある選手の発掘，新たな可能性を秘めた有望競技の育成を進めた。

さらに，徳島ならではの「レガシー」として未来に継承されるよう，徳島科学技術高校の「アーチェリー」，「ウエイトリフティン

グ」，「弓道」の３競技の施設を重層的に一体整備した。（施設整備課，体育学校安全課，グローバル・文化教育課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

県立学校スポーツ施 競技力の向上はもとより，スポーツを通じた地域の活性化を図る ○徳島科学技術高校アーチェリー，ウェイトリフ

設レガシー創出事業 ため，各種大会の開催を見据えて，県立学校スポーツ施設の整備を ティング，弓道の３競技施設の一体整備に着手

進めた。

（237,567千円）

渦潮スポーツアカデ 未来のトップアスリートを徳島から発掘・育成・強化するため， ○測定参加人数：241人
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ミー推進事業 鳴門渦潮高校をスポーツの拠点校として，県内アスリートの体力を ○鳴門渦潮高校県総体優勝数：7競技

科学的に測定・分析し，専門家のサポートを行ったほか，専攻実技 ○研修回数：3回

8競技への強化費支援，部活動指導者へのスキルアップ研修等を実

施した。

（7,531千円）

徳島トップスポーツ 本県高校スポーツの競技力向上と普及・振興を図り，全国大会で ○トップスポーツ校を指定：計20校36部

校育成事業 入賞できる部活動を育成するため，強化推進校・普及推進校，地域 ・強化推進校：9校12部

活性化校の3つのカテゴリーに分けて指定し，それぞれの特徴に応 ・普及推進校：17校19部

じた活動を支援した。 ・地域活性化校：4校5部（校数重複あり）

（12,420千円） ○全国高等学校総合体育大会

・入賞数：13（団体・個人）

・ベスト16以上:22（団体・個人）

あわスポーツ・ブルー 長期的な展望に基づき，競技団体と連携し，選手の育成・強化を ○県高体連助成：14競技

ミング戦略事業 図るため，県高体連へのトップスポーツ校以外への強化費助成，県 ○県中体連助成：20競技

中体連への四国・全国総体への強化費助成，県小体連への体操発表 ○県小体連助成：3大会

会，水泳検定，陸上競技記録会への助成を実施した。

（6,920千円））

中学校トップスポー 本県中学校スポーツの競技力の向上と普及・振興を図り，全国大 ○トップスポーツ競技を指定：７競技

ツ競技育成事業 会で活躍できる競技者を育成するため，中学校体育連盟加盟競技専 陸上競技，新体操，柔道，弓道，バレーボール

門部の中からトップスポーツ競技を指定し，中学校体育連盟及び専 バスケットボール，ソフトボール

門競技部に支援した。 ○全国中学校体育大会

(5,584千円) 入賞数 ５競技（個人・団体）

ベスト１６ １３競技（個人・団体）

第３８回近畿高等学 高校生の文化力を全国に発信するため，阿波の伝統文化継承に取 ○第38回近畿高等学校総合文化祭徳島大会総合開

校総合文化祭徳島大 り組む学校や，文化活動の充実・発展に取り組む県高等学校文化連 会式観覧者数：2,700人

会開催事業 盟と協力し，近畿ブロック知事会の共同事業である近畿高等学校総 ○第38回近畿高等学校総合文化祭徳島大会総合開

合文化祭徳島大会を開催した。 会式参加生徒数：600人

（75,136千円）
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１２ 世界に輝く「あわ文化」の創造・発信

新たに膜構造屋根が設置され，全天候型の劇場に生まれ変わった文化の森「新生・野外劇場」において，様々なイベントを継続

的に実施し，利用の促進を図った。

また「あわ文化発信拠点」文化の森の魅力をさらに高めるため，図書館の機能強化・資料の充実を図るとともに，徳島発の世界

に誇れるユニバーサルミュージアムを目指した取組を拡充した。（文化の森振興本部）

主要事業名 主要事業内容及び成果

ユニバーサルミュー より多くの人に美術を楽しむ機会を広げるため, 「ユニバーサル ○ユニバーサル美術館展（テーマ：視覚障がい）

ジアム展開事業 美術館展」の開催による情報提供手段の開発・実証や, 美術館ロビ ・入場者数：1,666人（40日間）

ーの「ウェルカム機能の強化」の他, 多様なニーズに応える映像・ ○講座等（12回）参加人数：234人

音声コンテンツの情報発信を実施し, アクセシビリティの向上を ○学校・支援学校・学級等の受け入れ（6回）

図った。 参加人数：280人

（4,500千円）

県立図書館「知の拠点」 新たな100年に向け「一歩先の未来を先取る図書館」を目指し， ○子どもの本の充実：995冊

事業 電子書籍提供システムを導入するとともに，子どもの本等の資料の ○「こども読書手帳」：2万部改訂・増刷

充実や読書振興，市町村立図書館・学校図書館のサポートを図り， ○百年の夢寄贈文庫：2件,14冊

県民の読書，仕事，知的探究を応援する「知の拠点」として，機能

強化を図った。

（44,475千円）

「新生・野外劇場」活 「新生・野外劇場」の知名度を高め，今後の利用につなげるため， ○すだちくん森のシアター

用事業 公演・イベントを企画・実施し，広く県内外にＰＲを行い，ＬＥＤ ・利用件数：60件,来館者数：18,200人

・デジタルアートミュージアム作品との相乗効果による入館者の増 ○ＬＥＤデジタルアート

加を図った。 ・文化の森に憑依する滝 来館者数：41,492人

（16,898千円） ・呼応する木々 来館者数：42.895人

文化の森各館企画展 本県文化を先導する拠点としての役割を果たし，文化活動の活性 ○博物館企画展・特別陳列（4回開催）

等開催費 化を図るため，文化の森各館において企画展等を開催した。 ・観覧者数：計28,294人

（１）博物館 5,427 ○近代美術館特別展（3回開催）

（２）近代美術館 16,779 ・観覧者数：計14,999人

（３）文書館 587 ○文書館企画展・逸品展（4回開催）

（４）２１世紀館 2,367 ・観覧者数：計26,186人
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（５）鳥居龍蔵記念博物館 2,746 ○２１世紀館文化事業（26事業開催）

計（27,906千円） ・観覧者数：計16,475人

○鳥居龍蔵記念博物館企画展（1回開催）

・観覧者数：計1,835人

○６館連携共催事業（4回開催）

・観覧者数：計54,929人
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１０ 監察局

１ 職員の職務執行の適正確保及び事業評価の実施並びに情報公開制度・個人情報保護制度及び広聴事業の推進

職員の職務執行の適正を確保するため，公益通報制度に基づく調査やテーマに基づく定期監察及び必要の都度行う随時監察を実

施するとともに，不当要求対策等を実施した。

政策推進に係る「県民目線からのチェック機能の強化」を図るため，「県政運営評価戦略会議」の運営等を通じ，本県ならではの

事業評価を実施した。

県政に対する県民の理解と信頼を深め，開かれた県政を推進するため，県が保有する情報の公開や提供など情報公開の総合的な

推進に努めるとともに，県民の権利利益を保護するため，個人情報の適正な取扱いを確保する個人情報保護制度の適正な運営に努

めた。

県民の要望・意見等を的確に把握し，県施策に反映させるために，県庁コールセンターの運営をはじめ，県庁ふれあいセンター

「すだちくんテラス」を活用し，各部局と連携した効果的な県政情報の提供や，若者の県政参加の促進に取り組むなど，県民広聴

事業の一層の充実を図った。（監察評価課）

（１）職員の職務執行の適正確保の推進

主要事業名 主要事業内容及び成果

業務改善等管理費 県職員の不祥事の発生を未然に防止するため，「コンプライアン ○定期監察実施所属数：10所属

スの取組」や「働き方改革の実現に向けた取組」など，職場環境の ○モニタリング調査実施所属数：10所属

点検等を通して，より良い職場づくりの醸成につなげることを目的 ○不当要求行為等対策研修参加人数：429人

に定期監察を実施した。

また，職員倫理の確立を図るため，制度運用に関する随時監察（モ

ニタリング調査）を実施した。

さらに，不当要求行為等に対し，関係部局と連携し，一貫性のあ

る毅然とした対応ができるよう職員研修を実施した。

（7,653千円）
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（２）事業評価の実施

主要事業名 主要事業内容及び成果

県政運営評価戦略会 成果重視の行政運営を確立し，総合的に行政サービスの質の向上 ○県政運営評価戦略会議からの提言が，「新未来

議運営費 を図ることを目的に，「新未来『創造』とくしま行動計画」の主要 『創造』とくしま行動計画」（計画期間：平成27

施策（144施策）及び「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」の主 年度から平成30年度まで）の後継となる「『未知

要事業（131事業）について，県政運営評価戦略会議による第三者 への挑戦』とくしま行動計画」の策定及び「ｖ

評価を実施し，より県民目線に立った透明性の高い政策評価の取組 ｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」（計画期間：

を進めた。 平成27年度から令和元年度まで）の令和元年度

平成30年度は，平成29年度に引き続き県政運営評価戦略会議委員 改善見直しに活用された。

の提言に重きを置いた「未来志向型の政策評価」とすることを基本 ・県政運営評価戦略会議からの提言の総数

とし，施策ごとの評価は成果及び計画目標の達成見込みを重視した 「新未来『創造』とくしま行動計画」：72件

「プレ総括評価」として実施した。 「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」：22件

（1,110千円）

（３）情報公開制度・個人情報保護制度の推進

主要事業名 主要事業内容及び成果

情報公開制度推進事 県が保有する公文書の情報公開を行うとともに，県が保有する情 ○情報公開請求件数：1,232件

業費 報について，「自主的な提供」や「積極的な公表」を推進するため， ○要綱に基づく「公表推進情報」のうち，県ホー

「情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき「公表推進情報」を ムページ上で公表した件数：302件

県のホームページに掲載するなど，積極的な情報提供に努めた。

（2,913千円）

個人情報保護制度推 県が保有する個人情報について，本人からの請求により開示等を ○個人情報開示請求件数：276件

進事業費 行うとともに，県が実施した入学試験，資格試験の結果等について， ○「簡易開示」による請求件数：4,377件

口頭による開示が可能な「簡易開示」を行うなど，個人情報の適正

な取扱いに努めた。

（546千円）
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（４）広聴事業の推進

主要事業名 主要事業内容及び成果

広聴事業 県民に開かれた県政を推進するため，県行政の総合相談窓口とし ○県民相談件数：6,692件

て県庁ふれあいセンターを設置し，県民からの県政に対する意見・ ○知事と一緒にふれあいバス参加人数：68人

提言等に適切に対応するとともに，「知事と一緒にふれあいバス」

などの各種広聴事業を実施した。

また，南部・西部総合県民局において「県民センター」を運営し

た。

（3,924千円）

コールセンター運営 県民からの電話による問合せや要望などを一元的に受け付け，Ｆ ○コールセンターでの対応完了率：62.7％

事業 ＡＱ（よくある質問）システム等の活用により，ワンストップ型の

対応を行う県庁コールセンターを運営した。

（15,559千円）

ようこそ「すだちくん 県庁ふれあいセンター「すだちくんテラス」を活用した効果的な ○他部局と連携した県民参画事業数：51件

テラス」ステージアッ 情報発信や若者の県政参加を促進するため，各部局と連携した企画 ○若者を対象とした県政バス参加人数：71人

プ事業 展示やワークショップ等の実施をはじめ，若者のふれあいバスへの

参加促進，「児童生徒提案型」県政視察バスツアーを実施した。

（3,808千円）

２ 農林水産関係団体等への検査の実施

農林水産関係団体，私立学校及び社会福祉法人等の健全な運営を確保するための検査を実施した。（法人検査課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

農林水産団体検査費 農林水産団体等の経営及び運営の健全化を図るため，関係法令に ○平成30年度の検査の実績

基づき検査を実施した。 検査数 （対象数，実施率）

（4,012千円） ・農業協同組合 11 （ 15 ， 73.3%）

・漁業協同組合 30 （ 61 ， 49.2%）
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・森林組合 3 （ 10 ， 30.0%）

・土地改良区 23 （ 66 ， 34.8%）

・農業共済組合 1 （ 1 ，100.0%）

社会福祉法人等の指 県が所管する社会福祉法人及び社会福祉施設並びに私立学校の ○平成30年度の指導監査の実績

導監査 法人運営面，施設運営面に関する指導監査を実施し，法人運営の適 指導監査数（対象数，実施率）

正化を図った。 ・社会福祉法人 27 （ 64 ， 42.2%）

（192千円） ・社会福祉施設 187 （ 188 ， 99.5%）

・私立学校 14 （ 14 ，100.0%）

３ 適正な法制執務及び文書管理事務並びに公益法人への検査等の実施

行政の適正かつ円滑な執行に資するため，条例案等の審査及び文書管理事務を適正に行うとともに，公益法人の適正な運営を確

保するための検査等を実施した。（法制文書課）

（１）適正な法制執務及び文書管理事務の実施

主要事業名 主要事業内容及び成果

文書費 条例案，規則案等の適正な審査を行うとともに，文書の収受，審 ○条例案，規則案等の適正な審査

法令審査費 査，保存等の的確な処理，さらには文書事務研修を実施することに ○文書の適正な審査

より，適正な法制執務及び文書管理事務を推進した。 ○文書事務研修の実施

（15,673千円）

（２）公益法人への検査等の実施

主要事業名 主要事業内容及び成果

公益法人等事務費 県が所管する公益法人について，法人の運営面及び会計面につい ○平成30年度の立入検査の実績

て関係法令に基づき法人所管課と共同で立入検査（１法人に対して 立入検査数28（対象数86，実施率32.6％）

原則３年に１回）を実施するとともに，公益法人向けの研修会を実 ○公益法人研修会参加人数：134人

施し，適正な法人運営の確保を図った。

（1,450千円）
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１１ 出納局

１ 適切な公金管理

歳計現金の運用や未収金対策の強化など，公金の適切な管理・運用に努めるとともに，財務会計システムの安定運用と機能強化

を図り，適正かつ効率的な会計事務を推進した。

また，会計事務の更なる効率化を目指し，ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション）を活用し，支出書類等を自動

作成する実証事業に取り組んだ。（会計課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

会計事務費 歳計現金の効率的な運用や，支出審査並びに給与・旅費事務の正 ○年間支出件数 275,352件

確性向上，公金の適正な事務処理のための指定金融機関等の検査な ○出納職員等の研修受講者 294人

ど，出納事務の適正な執行に努めた。 （69,764千円） ○指定金融機関等の検査 28店舗

財務会計システム運 財務事務処理の省力化などに加え，財務情報の活用など財務会計 ○統一的な基準による財務書類4表の作成

用費 事務の質的向上に努めた。

また，財務会計システムの勘定科目や日々仕訳データを地方公会

計標準ソフトウェアに提供し，統一的な基準による財務書類を作成

した。 （40,177千円）

会計事務自動化実証 会計事務改善のため，パソコンによる定型作業をソフトウェア上 ○タスクフォース会議の開催回数 6回

事業費 のロボットが代行するＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメ ○ＲＰＡ操作研修参加者数 30人

ーション）を活用し，支出書類等を自動作成する実証実験を行った。 ○ＲＰＡ適用作業数 6業務27作業

（9,217千円）

２ 入札事務の適正な執行及び公共工事の品質確保

入札制度の適正な運用を図り，談合等不正行為を排除し，公正性，競争性，透明性の確保された入札事務の執行に努めた。

また，建設工事のしゅん工検査等を適切に実施するとともに，工事検査管理システム等による検査業務の効率化及び公共工事の

一層の品質確保に努めた。（公共入札検査課）

主要事業名 主要事業内容及び成果

工事検査事務費 県が発注する工事の適正な履行を確保するため，適正かつ厳正な ○工事検査の実績 1,812件

工事検査を実施した。 ・しゅん工検査 1,520件

（856千円） ・部分払検査 6件

・中間検査 286件
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１２ 警察本部

１ 身近な犯罪の徹底抑止

ストーカー・ＤＶ等への早期対処による危険事態の防遏・検挙と被害者の安全確保を徹底するほか、特殊詐欺被害の防止など、地

域の治安情勢に即した効果的な犯罪防止対策を推進した。（生活安全部）

主要事業名 主要事業内容及び成果

交番・駐在所等整備事業 地域の警察活動拠点である交番・駐在所施設の老朽化の解消と、 ○交番建替え

地域の防災拠点としての機能を強化するため、駐在所の集約とテナ 昭和町交番（設計）、助任町交番（工事）

ント化、駐在所リフォーム及び交番の建替を実施するとともに、駐 とみおか交番（新設・テナント化）

在所の整備を民間資金を活用したＰＦＩ方式により事業を進めた。 ○駐在所リフォーム

（116,908千円） 入田町駐在所、坂野町駐在所

那賀町出原駐在所

○駐在所整備等ＰＦＩ事業

アドバイザリー事業

２ 重要犯罪等の徹底検挙

新たな刑事司法制度に適応した警察捜査の構築に向けた取組を推進するほか、重要犯罪等の早期検挙・解決に向けて最大限の捜査

力を傾注した。また、利権構造等に絡む不正事案の摘発や暴力団の弱体化・壊滅に向けた取組を強力に推進した。（刑事部）
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３ 交通死亡事故の徹底防止

高齢運転者の安全対策や交通弱者の事故防止に向けて、交通安全意識の醸成や関係機関等と連携した情報発信、重点を絞った交

通指導取締り等、総合的な交通事故抑止対策を推進した。（交通部）

主要事業名 主要事業内容及び成果

交通安全施設整備事業 安全で快適な交通環境を確保するため、交通安全施設の計画的な 【整備内容】

更新と、道路の新設・改良に伴う交通信号機、道路標識等の整備を ○補助事業

行った。 （608,320千円） 交通情報板廃止･･･１基

信号機改良等･･･１０８基

車両ＬＥＤ化･･･１８式

歩行者ＬＥＤ化･･･１２式

○県単事業

信号機新設･･･１基

車両ＬＥＤ化･･･２０２灯

歩行者ＬＥＤ化･･･４２灯

電源付加装置･･･１０基

信号機改良等･･･９５基

信号機廃止･･･１基

道路標識新設改良等･･･８７１式

道路標示新設改良等･･･１，４６２式

４ 大規模災害等への徹底対処

大規模災害、突発重大事案等に迅速かつ的確に対応するため、関係機関との連携や災害警備訓練等を実施し、対処能力の向上に努

めるほか、厳しい国際テロ情勢等を踏まえ、テロの未然防止に向けた諸対策を推進した。（警備部）

主要事業名 主要事業内容及び成果

新防災センター 大規模災害発生時においても治安・防災の拠点としての機能を発揮 ○事業推進状況(H30)

(徳島中央署) するため、老朽化し耐震性能を満たしていない徳島中央警察署庁舎を、 ４月～１０月･･･基本設計

施設整備等事業 民間資金を活用したＰＦＩ方式により整備を進めた。 １０月～３月･･･実施設計

（153,706千円）

警察施設防災機能 南海トラフ巨大地震等に備えるため、防災拠点となる警察施設の ○徳島板野警察署

強化事業 防災機能を強化した。 （232,984千円） 電源設備(工事・工事監理)

止水板設置(工事・工事監理)
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○小松島警察署

電源設備(工事・工事監理)

止水板設置(工事・工事監理)

○阿南警察署

電源設備(設計)、止水板設置(設計)

○三好警察署

電源設備(設計)

５ 組織基盤の徹底強化

人口の減少や地域的偏在化、高齢化の進展、警察へのニーズの多様化など、地域や社会情勢が大きく変化する中、限られた人員を

最大限に活用し、これら情勢の変化に的確に対応するため、組織体制の見直しやワークライフバランスに配意した組織運営に取り組

んだ。（警務部）

主要事業名 主要事業内容及び成果

警察施設長寿命化 「徳島県公共施設等総合管理計画」を推進するため、警察施設の ○警察所管対象施設数

推進事業 長寿命化に向けた詳細な現況調査や保全台帳の整備を進め、個別施 255施設（詳細調査対象152施設）

設計画の早期策定を図った。 （6,944千円） ○平成26～29年度実施済

126棟

○平成30年度実施数

26棟

○進捗状況

152／152棟（100.0％）
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